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１ 法人名 

  静岡県公立大学法人（大学名 静岡県立大学、静岡県立大学短期大学部） 

 

２ 所在地 

  静岡県立大学（草薙キャンパス） 

   静岡市駿河区谷田 52番１号 

  静岡県立大学看護学部・静岡県立大学短期大学部（小鹿キャンパス） 

   静岡市駿河区小鹿２丁目２番１号 

 

３ 役員の状況（任期） 

理事長（学長） 尾池 和夫 （令和３年４月１日～令和６年３月 31日） 

理事 長澤 由哉 （令和５年４月１日～令和６年３月 31日） 

理事（副学長） 今井 康之 （令和５年４月１日～令和６年３月 31日） 

理事（副学長） 酒井 敏 （令和５年４月１日～令和６年３月 31日） 

理事（非常勤） 戸野谷 宏 （令和５年４月１日～令和６年３月 31日） 

監事（非常勤） 河村  正史 （平成 31 年４月１日～令和５年 ※    ） 

監事（非常勤） 小長井 敬 （令和４年３月１日～令和５年 ※   ） 

  ※ 監事の任期は、任命後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものについて、財務諸表の承認日まで。 

 

４ 学部等の構成 

 ア 静岡県立大学 

  （学部） 

   薬学部、食品栄養科学部、国際関係学部、経営情報学部、看護学部 

  （大学院） 

   薬食生命科学総合学府（薬学研究院、食品栄養環境科学研究院）、国際関係学研究科、経営情報イノベーション研究科、看護学研究科 

  （附属施設等） 

   附属図書館、健康支援センター、情報センター、言語コミュニケーション研究センター、男女共同参画推進センター、グローバル地域センター、「ふじのくに」みらい共育センター 

 イ 静岡県立大学短期大学部 

  （附属施設等） 

   附属図書館 

法人の概要 
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５　学生数及び教職員数

（令和５年５月１日現在）

(1) 学生数

ア　学部 （単位：人）

※　入学定員、収容定員は学則の定めによる人数

学部名 学科名 入学定員 収容定員
現員

男 女 計

薬学部

薬学科 80 480 262 241

計 120 640 388

503

薬科学科 40 160 126 53 179

294 682

食品栄養科学部

食品生命科学科 25 100 23 98 121

栄養生命科学科 25 100 11 100 111

環境生命科学科 20 80 32 60 92

計 70 280 66 258 324

国際関係学部

国際関係学科 60 240 114 197

計 180 720 276

311

国際言語文化学科 120 480 162 404 566

601 877

経営情報学部
経営情報学科 125 500 306 234 540

計 125 500 306 234 540

看護学部

看護学科（１年次入学） 120 480 41 437 478

看護学科（３年次編入学） 25 50 0 2 2

計 145 530 41 439 480

合計 640 2,670 1,077 1,826 2,903



イ　大学院 （単位：人）

博士前期

博士後期

博士前期

博士後期

※　入学定員、収容定員は学則の定めによる人数

研究科・学府名
課程名

専攻名 入学定員 収容定員
現員

男 女 計

小計 75 150 78

5

計 113 269 143

27 80

食品栄養科学専攻 25 50 17 49 66

15 23

薬科学専攻 30 60 53

環境科学専攻 20 40 8

91 169

博士/
博士
後期

薬学専攻 5 20 28 5

食品栄養科学専攻 10 30 4

33

薬科学専攻 11 33 22 3 25

4 8

環境科学専攻 7 21 2 7

薬食生命科学専攻 5 15 6 3 9

小計 38 119 65 17 82

108 251

国際関係学
研究科

修士
国際関係学専攻 5 10 4

計 10 20 13

7 11

比較文化専攻 5 10 9 1 10

8 21

薬食生命科学
総合学府

博士
前期

経営情報
イノベーション
研究科

経営情報イノベーション専攻 10 20 11 6 17

経営情報イノベーション専攻 3 9 10 7 17

計 13 29 21 13 34

看護学研究科

看護学専攻 16 32 1 24 25

看護学専攻 3 9 2 7 9

計 19 41 3 31 34

合計 155 359 180 160 340

3
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ウ　短期大学部 （単位：人）

※　入学定員、収容定員は学則の定めによる人数

ア　学部、大学院 （単位：人）

・専任教員数（学長、副学長等を除く） （単位：人）

（単位：人）

学科(専攻）名 入学定員 収容定員
現員

男 女 計

歯科衛生学科 40 120 0 126 126

社会福祉学科 70 140 10 67 77

（社会福祉専攻） （20） （40） （5） （36） （41）

（介護福祉専攻） （50） （100） （5） （31） （36）

こども学科 30 60 1 62 63

計 140 320 11 255 266

(2) 教職員数

区分 学長 副学長 教授 准教授 講師 助教 教員計 事務職員 合計

教職員数 1 5 97 66 36 80 285 93 378

学部等名 教授 准教授 講師 助教 合計

薬学部 19 17 12 22 70

食品栄養科学部 18 13 2 27 60

国際関係学部 28 18 5 4 55

経営情報学部 15 6 7 3 31

看護学部 13 9 8 21 51

言語コミュニケーション研究センター 1 0 0 0 1

合計 94 63 34 77 268

研究科等名 教授 准教授 講師 助教 合計

薬学研究院 1 1 2 1 5

食品栄養環境科学研究院 0 0 0 0 0

国際関係学研究科 2 2 0 2 6

経営情報イノベーション研究科 0 0 0 0 0

看護学研究科 0 0 0 0 0

合計 3 3 2 3 11



イ　短期大学部 （単位：人）

※　学長は、兼務（外数）である。

・専任教員数（学長を除く） （単位：人）

区分 学長 副学長 教授 准教授 講師 助教 教員計 事務職員 合計

教職員数 1 0 11 11 9 6 37 14 51

学科等名 教授 准教授 講師 助教 合計

一般教育等 1 1 3 0 5

歯科衛生学科 3 2 3 3 11

社会福祉学科 4 5 2 3 14

こども学科 3 3 1 0 7

合計 11 11 9 6 37

5
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６ 法人の基本的目標 

  静岡県公立大学法人（以下「法人」という。）の第３期中期目標においては、静岡県立大学及び静岡県立大学短期大学部（以下「県立大学」という。）が社会の発展に寄与する「知の

拠点」として、静岡県民をはじめ、国内外から支持される魅力ある大学となることを目指し、次の３項目を重点的な目標に位置付け、これを達成するための中期目標を定める。 

 

１ 年齢層や国籍等を問わず、多様な人材が集まる大学づくりを推進するとともに、時代の要請や地域社会の要望の変化に対応した質の高い教育研究を推進する。 

２ 県立大学が県民からの支援を受ける大学であり、地域に立脚した大学であるという認識を深め、地域と連携した教育研究の推進や、教育研究の成果の地域への還元に努めるなど、 

教職員と学生が一体となり全学を挙げて積極的に地域貢献に取り組む。 

３ 中長期的な方針のもと、地域への理解とグローバルな視野を兼ね備えた、グローバル化社会で活躍できる人材を育成するとともに海外の大学との交流をより一層拡大・深化させる 

など、グローバル化施策を着実に推進する。 

 

法人は、この中期目標の達成に向け、中期計画及び年度計画を策定し、計画的かつ効率的な運営に努めなければならない。 

加えて、今後想定される、地域における質の高い高等教育を確保するための抜本的な構造改革に対し、迅速かつ柔軟に対応していく必要がある。 
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７ 法人の組織図 

 

＜令和５年度＞
経営財務室

経営戦略部 経営人事室
監査室
総務室

教育研究審議会 総務部 出納室
施設室
広報・企画室

学　長 　事務局 教育研究推進部 国際交流センター
（国際交流室）
地域・産学連携推進室

　 副学長 学生室
大学運営会議 学生部 入試室

経営審議会 キャリア支援センター
（キャリア支援室）

薬科学科
薬学部 薬学科

漢方薬研究施設
薬草園
薬学教育・研究センター

食品栄養科学部 食品生命科学科
栄養生命科学科
環境生命科学科

国際関係学部 国際関係学科
国際言語文化学科

経営情報学部 経営情報学科

看護学部 看護学科

看護実践教育研究センター

大学院
薬食生命科学総合学府 薬学研究院

薬学専攻 　　 創薬探索センター
薬科学専攻 薬食研究推進センター
薬食生命科学専攻
食品栄養科学専攻 食品栄養環境科学研究院
環境科学専攻 食品環境研究センター

茶学総合研究センター

大学院 国際関係学専攻
国際関係学研究科 比較文化専攻

現代韓国朝鮮研究センター
広域ヨーロッパ研究センター
グローバル･スタディーズ研究センター

大学院
経営情報イノベーション研究科 経営情報イノベーション専攻

地域経営研究センター
医療経営研究センター

大学院 ICTイノベーション研究センター
看護学研究科 看護学専攻 ツーリズム研究センター

附属図書館

健康支援センター

情報センター

言語コミュニケーション研究センター

男女共同参画推進センター

グローバル地域センター

「ふじのくに」みらい共育センター

事務部 総務室
学生部 学生室

キャリア支援センター分所
（キャリア支援分室）

短期大学部 歯科衛生学科 社会福祉専攻
社会福祉学科 介護福祉専攻

こども学科

附属図書館

健康支援センター分所

役　員　会

理　事　長

静岡県公立大学法人組織図
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１ はじめに 

静岡県立大学は、機動的かつ効率的な大学運営を実現し、教育研究活動の一層の向上を図るとともに、特色ある魅力的な大学づくりを進めるため、平成 19年４月に公立大学法

人化した。 

設立団体である静岡県が定める中期目標を達成するために、法人として第３期中期計画に掲げた取組を具体的に年度計画として毎年定め、教育研究や地域貢献等の活動を積極

的に推進するとともに、理事長のリーダーシップのもと効率的で効果的な業務運営に努めている。令和４年度は、新型コロナウイルスの感染症拡状況に適切に対応しながら、教

育研究等の実践に取り組むとともに、中期計画に掲げた、教育研究の質の向上、地域貢献及びグローバル化の推進、業務運営の効率化などに取り組んだ。 

令和元年度に始まった第３期中期計画期間においては、新型コロナウイルス感染症拡大により、途切れない学びの提供や大学運営を維持するため、オンライン授業の導入、奨

学金や給付金による家計急変者への支援、新型コロナウイルス感染症拡大防止のための取組、活動指針の策定等、必要な対策や代替策を適宜実施するなど柔軟に対応し、教育研

究の質の向上、業務運営の安定に向けた取組等を推進してきた。 

 

２ 全体的な計画の進行状況 

(令和４事業年度計画） 

令和４事業年度計画に記載の 84項目について自己点検・評価を実施した結果、「計画を大幅に上回って実施することができた項目（SS）」が０項目、「計画を上回って実施する

ことができた項目（Ｓ）」が９項目、「計画を順調に実施した項目（Ａ）」が 74項目、「計画を十分には実施しなかった項目（Ｂ）」が 1項目、「業務の大幅な見直し等が必要な項

目（Ｃ）」が０項目となっており、おおむね計画どおりの実施状況となった。 

 

(第３期中期計画） 

第３期中期計画に記載の 84項目について自己点検・評価を実施した結果、中期計画を大幅に上回って実施している項目（SS）が０項目、計画を上回って実施している項目

（Ｓ）が 10項目、計画を順調に実施している項目（Ａ）が 73項目、計画を十分には実施していない項目（Ｂ）が 1項目、業務の大幅な見直し等が必要な項目（Ｃ）が０項目と

なっており、おおむね計画どおりの実施状況となった。 

  

全体的な状況 
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３ 特色ある取組 

⑴ 大学の教育研究等の質の向上に関する取組 

① 教育 

Ａ 教育課程と教育方法 

ア 全学的に取り組む教養教育の充実 【№１】 

・全学共通科目について、学生のニーズを踏まえたプログラムの開設や履修者状況に基づく開講時限の検討、開講方法の見直しを行い、学生が一層幅広い教養と基礎学力

を養えるよう、カリキュラムの充実を図った。また、「しずおか学」科目群は、毎年科目の充実を図り、地域と連携しながら静岡について広く学ぶ機会を提供した。 

イ 専門基礎教育・専門教育の充実 【№2】 

・各学部・研究科において、「人材育成の方針」や社会動向を踏まえた、専門基礎教育・専門教育を実践した。 

◆・薬学部では、新たな医療環境に即応できる薬剤師を養成するために学習環境の DX（デジタルトランスフォーメーション）を計画し、令和３年度に文部科学省の大学改

革推進等補助金「ウィズコロナ時代の新たな医療に対応できる医療人材養成事業」に選定された。また、臨床検査技師受験資格改定に対応するため、臨地実習に関わる

科目の新設等のカリキュラム変更を行い、新たな審査基準で科目承認校として認められた。 

ウ 各種国家試験への対応 【№14、№17Ｓ】 

・各学部等において、個々の学生に応じたきめ細かな国家資格試験対策の充実・強化に努め、各種国家試験の合格率は総じて高い水準で推移した。 

・薬剤師国家試験では、試験内容の精査を踏まえた教育内容の検証や、模擬試験の成績不振者に対する補講を実施し、知識の底上げを図った。その結果、新卒者の薬剤師

国家試験合格率は、８年連続で 90％以上を維持している。特に令和元年度（105回）は 100％であった。 

・歯科衛生士国家試験では平成 28年度から７年連続、介護福祉士国家試験では令和元年度から４年連続で合格率 100％を達成した。 

エ 英語教育の推進とインターネット遠隔教育の拡充 【№21、№22Ｓ、№26】 

・英語による授業展開や、TOEIC L&R IP テストを実施しリスニングとリーディングを中心としたグローバルな英語力の意識化を図ることで、英語教育を推進した。 

・国際関係学部では、令和元年度から新しいカリキュラムを開始し、英語の PBL（課題探求型）科目を新設し、カリキュラムを進めるとともに、教育の内容、効果、課題

を検討し改善を行った。PBL の実践的な英語教育や TOEIC への個別対応により基礎学力が定着し、２年次の TOEIC L&R IP テスト目標スコア達成状況が向上した。 

・文部科学省の「大学の世界展開力強化事業～COIL型教育を活用した米国等との大学間交流形成支援～」を活用し、海外の連携大学とインターネットを介した双方向の遠

隔授業を実施した。薬食生命科学総合学府では、カリフォルニア大学デービス校(米国）遠隔授業（大学院講義：生体情報分子解析学特論・先端医療薬学特論）を実施

した。また、米国 UCデービスの研究者による研究セミナー及び英語でのアクティブラーニングを行い、世界展開力及び大学間交流を引き続き強化した。 
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Ｂ 入学者受入れ 

ア 志願者の確保を図るための取組推進、入試広報の充実 【№27Ｂ】 

◆・各学部において、志願者確保にむけた多様な入試広報に取り組んだ。新型コロナウイルス感染拡大防止のため、令和２年度、令和３年度は対面によるオープンキャンパ

スは中止し、代替として大学ホームページ上でオンラインオープンキャンパスを実施した。令和４年度はオンラインオープンキャンパスと一部学部においては一定の

制限のもと対面により実施した。また、志願倍率、合格率、試験成績等のデータを用いて入試結果を分析・検証し、志願者数向上のための検討を行った。各研究科等に

おいては、大学院志願者の増加、定員充足を目指し、動画配信による大学院説明会や大学院院ホームページの英語版の作成、内部学部生や社会人を対象とした大学院説

明会などの各種取組を推進した。令和５年１月までに全ての研究科において、長期履修制度を導入した。 

イ 入試体制の整備・改革 【№29】 

・令和２年度から Web出願システムを導入し、受験生の利便性の向上を図った。出題ミス防止のため、作問・点検・精査体制の見直しを行い、業者による事前点検を導入

し、入試問題点検を一層強化した。 

・令和６年度実施の大学入学者選抜の個別学力検査及び大学入学共通テストにおいて課す教科・科目等を学部及び入学者選抜委員会等で検討、決定し、令和４年８月に公

表した。短期大学部では、募集人員の変更や一般選抜における試験方法を変更するなど、入学者確保のための取組及び高大接続改革への対応を行った。 

 

Ｃ 教育の実施体制等 

ア 教育の実施体制の整備 【№30】 

・長期履修制度を、令和５年１月までに全ての研究科において導入し、社会人等多様な人材を大学院へ受け入れる体制を整備した。 

・短期大学部の将来構想について、令和３年度から短期大学部内でプロジェクトチームを立ち上げ、新学部の設置について検討をすすめた。令和４年度には設置者である

県と意見交換を実施し、協議を開始した。また、全学的な協力体制を構築するため新学部設置構想検討委員会を新設した。 

イ 教育環境・学習環境の整備 【№31、№32、№33】 

・中規模修繕計画に基づき、施設設備の適正な維持管理と計画的な整備改修を行った。併せて、学内の環境保全に努めた。学生ホール照明の LED化、多目的トイレへのオ

ストメイト設置、車いす利用者の動線確保のため照明の人感センサー設置など、維持改修等にあたっては、安全性の確保と環境やユニバーサルデザインに配慮した。 

◆・附属図書館では、コロナ禍において、学内への入構制限等を踏まえ、令和２年度から、教員や卒業予定者、大学院生を対象に、図書館間相互貸借（ILL）で取り寄せた

複写物や所蔵資料の複写物の自宅等への郵送サービスを開始し、利用者の利便性の向上、学びの継続につなげた。 

◆・遠隔授業等の実施に伴い、無線アクセスポイントの追加設置、オンラインサービス（Zoom）のライセンスの一括購入、Webカメラ、スピーカー等の機材の貸出し、遠隔

授業と対面授業を同時に行うハイブリッド型教室を整備した。さらに、令和４年度に学内ネットワークシステムを更新し、学内ネットワーク環境の改善を図り、遠隔授

業やウェブ会議の円滑な実施のための環境整備を行った。 
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ウ 教育力の向上 【№34、№35、№36】 

・内部質保証体制の改善に係る規程等の整備を行い、令和３年４月１日に、新たに法人質保証委員会及び大学質保証委員会を設置した。各学部・研究科に設置する部局質

保証委員会において、ディプロマ・ポリシー、カリキュラムポリシーに基づく教育の実施状況の検証及び検証に基づく教育の質の更なる向上に取り組み、大学質保証委

員会において報告し、全学的に情報共有を図った。 

・各学部、研究科で、外部講師及び内部教員による講演会・研修会を開催し、教員の資質向上や教育組織の改善向上につなげた。また、教員相互の授業公開、学生による

授業評価アンケートの実施及びフィードバック等を実施して教員の能力向上を図ったほか、内容が全学的にわたるものについては、全学 FD 委員会が共催し支援を行っ

た。研修等の実施に当たり、教授会等で事前告知や参加を呼び掛けたほか、メールを一斉送信するなどして広く参加を促し、参加率向上を図った。その結果、FD研修参

加率は令和元年度以降毎年度、目標の 70％以上を維持している。 

・各学部・研究科において、学生による授業評価、教員相互授業評価等に対する検証、卒業生・修了生及びその就職先等による評価、授業及び実習科目における授業公開

等を実施し、その結果に基づき授業形態や授業方法を検討する PDCA サイクルにより、より質の高い教育への改善に取り組んだ。令和４年度には、大学及び短期大学に

おいて、「教員・教員組織の編制に係る基本方針」等を策定・公表した。 

 

Ｄ 学生への支援 

ア 学生支援の充実 【№37Ｓ】 

◆・学生のニーズを把握し、学習環境の充実を図るために、学生との意見交換会を継続して実施した。また、メール相談窓口を設置し学生の悩みや困りごとに対応する体制

を整備した。学生の声、意見を生かし、女子トイレの個室への生理用品提供システムの設置や学生食堂の改修を実施した。 

◆・おおぞら基金への寄附拡大のため、協力依頼の広報を強化した。新型コロナで困窮した学生への支援のための寄附募集をホームページ等により広報し、寄附金を獲得し

た。また、寄附者の利便性向上のため、インターネットによる寄附申し込みを新たに導入した。 

・開学記念行事シンポジウムにおいて、同窓会連合会、学生、卒業生などによるパネルディスカッションを開催し、ネットワークの構築を図った。 

・令和元年度から、本学出身者からの寄附による特定基金（内西いよ子基金）を活用し、薬食生命科学総合学府のうち、薬学系大学院に在籍する大学院生への給付型奨学

金事業を開始した。また、同基金を活用した e-learningシステムによるオンライン自己学習を令和２年度から実施し、学生の学習環境を整備した。 

◆・新型コロナウイルスの影響による生活困窮学生に対しては、修学支援法に基づく家計急変事由による授業料減免、本学独自の緊急減免、授業料納付猶予・分納許可等の

措置を実施し、ホームページや一斉メール等により周知した。また、おおぞら基金を活用し、新型コロナで困窮した学生への支援金給付、「たべものカフェ」の開催支

援を行った。 

イ 健康支援の充実 【№38】 

・健康支援センターにおいて、学生相談、健康指導および障害学生支援を充実させ、多様なニーズを持つ学生が、安心して学生生活を送ることができるよう、それぞれの

学生の状況に応じた支援を行った。あわせて、学生のニーズに沿った健康講座や講演会の開催や情報発信を行った。 
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◆・学生及び教職員の新型コロナウイルスへの感染を防止し、大学運営の通常化を図るため、学内の医師や看護師、薬剤師など全学教職員の協力を得て、令和３年度、令和

４年度に新型コロナウイルスワクチンの職域接種を学生、教職員に対して実施した。 

ウ 就職支援の充実 【№40、№41】 

◆・低学年からのキャリア教育を推進するため、全学共通科目で講義を開講するとともに、就職に関わる講演会、シンポジウム、セミナーの開催や個別相談を行い、学生の

キャリア形成支援、就職支援の充実を図った。コロナ禍においては、オンラインを活用しながらキャリアアドバイザーによる個別相談や就職ガイダンス、学内企業説明

会、各種イベント等を開催し、きめ細かな就職支援を行った。 

 

② 研究 

Ａ 研究の方向性及び成果の活用 

ア 研究の方向性 【№42Ｓ、№45Ｓ、№46】 

・薬学研究院では、疾病の病因・治療・予防に関わる生命薬学、分子薬学、及び臨床薬学研究、並びに創薬・育薬に繋がる生命科学・物質科学研究を推進し、研究成果が

最高水準の国際学術誌に掲載され、各年度計画を上回る研究成果を挙げた。 

・経営情報イノベーション研究科では、令和元年度の観光教育開始に伴い、令和２年度に観光分野における研究基盤、地域連携の拠点として「ツーリズム研究センター」

を設置した。これにより、地域経営研究センター、医療経営研究センター、ICTイノベーション研究センター、ツーリズム研究センターの４研究センターによる研究推

進体制を確立した。 

・看護学部及び看護学研究科では、看護職者のリカレント教育の拠点として「看護実践教育研究センター」を設置した。「特定行為に係る看護師の研修制度」を開始する

ため厚生労働省に指定研修機関の認可申請を行い、令和３年２月に認可承認を得、令和３年４月より看護師特定行為研修を開始した。 

イ 地域資源の活用、地域課題に向けた学際的研究、調査研究の推進 【№47】 

・令和元４月に「ふじのくに発イノベーション推進機構」を設置し、地域貢献活動及び産学連携活動を総合的に推進した。「ふじのくに」みらい共育センター（「ＣＯＣセ

ンター」）を地域貢献事業の実施機関と位置付け、大学全体の文理融合研究の推進、研究及び共育の成果を社会に還元できる人材の育成、地域貢献活動を進めた。 

・グローバル地域センターでは、「21世紀アジアのグローバル・ネットワーク構築と静岡県の新たな役割」に関する調査研究において、中国を中心とした国際情勢に関す

る研究、寧波大学（中国）との学術交流、国際セミナー、フォーラムの開催等を行った。危機管理部門では、静岡県の危機管理体制や災害対応に対する調査研究を行い、

県へ提言・助言を行った。「地震予知」部門では、令和元年度から３年度まで、地震予知に関する調査研究に取り組んだ。令和４年度から「自然災害研究」部門に改組

し、従来の地震予知に関する調査研究に加え、自然災害全般に関する調査研究を開始した。 

ウ 健康食イノベーション推進事業の推進 【№47、№50、№51Ｓ】 

・ふじのくに発イノベーション推進機構を中核として、静岡県や地域産業との連携を深め、学際的な研究事業に取り組む、健康食イノベーション推進事業を推進した。令

和４年度からは「フーズ・ヘルスケアプロジェクト推進事業」として、引き続き、県と連携し、機能性開発データベース、データヘルス・リビングラボ静岡（コミュニ

ティ）、健康イノベーション教育プログラムの運営を行った。 
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エ 研究成果の活用・発信 【№50】 

・研究シーズ集を発行し、各種研究関連イベントや協力企業等に配布するとともに、大学ホームページに掲載し研究活動を発信した。また、各種新技術説明会への参加し、

本学の研究シーズを情報発信した。附属図書館では教員著作図書の収集や機関リポジトリの整備等による本学の研究成果の蓄積と発信を進めた。 

◆・静岡健康・長寿学術フォーラムを、令和４年度の第 27回まで継続して開催し、健康・長寿に関する研究成果や学術情報の蓄積、地域社会への還元、情報発信を行った。

新型コロナ禍の令和２年度から令和４年度は会場とオンライン同時視聴等の感染拡大防止対策を講じ実施した。 

◆・ＵＳフォーラムは、令和２年度及び令和３年度は新型コロナウイルス感染防止のため、会場開催は行わず研究要旨集の配布のみとなったが、令和４年度はオンライン視

聴により開催するとともに、研究要旨集を県立大学ＨＰ上で公開し、これまで以上に幅広く本学の研究成果等を情報発信した。 

 

Ｂ 研究の実施体制等 

ア 外部資金の獲得 【№51Ｓ、№74】 

・科学研究費補助金、受託研究、共同研究等の外部資金の確保に向け、国や地方自治体等の公募情報の収集、学内への公募情報の迅速な配信、公募説明会の開催など応募

の促進に向けた取組を進めた。その結果、令和元年度以降の外部資金の獲得は、件数及び金額のいずれにおいても目標値を上回った。また、科学研究費補助金について、

若手研究者の採択率は全国平均を大きく上回る結果を維持している。 

 

③ 地域貢献 

Ａ 地域社会等との連携 

ア 全学的な地域貢献活動の展開 【№54】 

・静岡市地域福祉共生センター「みなくる」の共生事業等を静岡市から受託し、「ふじのくに」みらい共育センターの事業の一環として各種講座やイベントの開催、研究

活動などを行い、地域共生の拠点づくりに関わった。連携協定を締結した自治体等との連携として、静岡市をはじめとする中部５市２町が公募するしずおか中部連携中

枢都市圏域地域課題解決事業や、藤枝市地域政策研究・創造事業の採択を受け、学生の教育研究に資する事業を実施した。 

イ 自治体等との連携 【№40、№54、№55Ｓ】 

・静岡県（地震防災センター）と共催で「ふじのくに防災士養成講座」を実施し、教室等の提供や、運営等の面で協力した。地震防災センターで行われた「ふじのくに防

災学講座」において、本学教員が講演を行い、運営等の面で協力した。 

・ツーリズム研究センターでは、令和元年度に締結した本学及び静岡大学、静岡文芸術大学の 3大学と賀茂地域 1市 5町との相互連携協定に基づき、中学生や高校生を対

象に観光出前授業や観光事業者向けに社会人講座を開講するなど、同地域の活性化の推進に取り組んだ。また、静岡県内の他の市町や民間企業との連携、共同研究も活

発に取り組み、観光を通じた地域振興に寄与した。 

・本学教員の静岡県の各種審議会、委員会等への委員派遣や、静岡県における諸課題の解決に向けた積極的な研究活動への参画を積極的に行い、政策提言や計画策定等に

協力した。 



14 

 

ウ 学内外における SDGsの取組推進 【№55Ｓ】 

・令和元年 11 月に「静岡県立大学 SDGｓ」宣言を公表し、各組織において本学の教育研究資源の社会への還元と、課題解決に向け貢献する人材の育成に取り組むととも

に、SDGsイニシアティブ推進委員会が主体となり、地域社会との連携活動や学内外への情報発信を進めた。 

エ 高大連携事業の充実【№56】 

◆・ふじのくに地域・大学コンソーシアムの「ゼミ学生等地域貢献推進事業」や「高大連携出張講座事業」、本学の「高大連携出張講座事業」において、本学の学生・教職員

を高等学校へ派遣した。また高校生を対象とした公開授業や高校生の大学講義の聴講等を実施し、高等学校との連携を推進した。コロナ禍において、高大連携出張講義

では、オンラインを活用し遠隔授業による連携授業を実施した。 

 

Ｂ 教育研究資源の地域への還元 

ア 生涯教育、リカレント教育等県民の学習機会の提供の充実 【№57】 

◆・公開講座について、県大主催の公開講座、富士市との連携事業や、静岡市内の大学との連携事業を実施した、新型コロナウイルス感染症の影響により、県大主催公開講

座は、令和２年度よりオンデマンドにより開催した。附属図書館及び短大附属図書館では、高校生が図書館施設を学習等に利活用できる期間として「オープンライブラ

リー」を実施した。令和２年度は新型コロナウイルス感染症の拡大防止を考慮し、「オープンライブラリー」の代替として、「オンラインツアー」の動画の中で図書館を

紹介する内容を盛り込むとともに、図書館の施設紹介動画を作成してウェブ上で公開した。地域の児童・生徒の幅広い分野の知的関心と学習意欲を喚起するため、大学

祭において模擬授業を実施した。短期大学部では、社会人専門講座として HPS養成講座や、本学卒業生を対象とした社会福祉士国家試験受験対策講座を開催した。 

 

Ｃ 地域社会への学生の参画 

ア コミュニティフェローの認定 【№59】 

・地域人材育成事業の一環として、学生を対象に「静岡県立大学コミュニティフェロー」の称号付与を実施し、令和元年度から令和４年度までに 405人を認定した。 

 

④ グローバル化 

Ａ グローバル人材の育成 

ア キャンパスにおける国際交流の充実 【№39、№62Ｓ、№63】 

◆・キャンパス環境のグローバル化促進の一環として、日本人学生と外国人留学生が混住する国際学生寮（富学寮）を令和４年４月に開寮した。寮の運営は学生中心で行わ

せるとともに、様々なプログラムを実施し、国籍、年齢等を超え、本学学生のみならず、地域住民との交流もできる場を提供した。その他にも、外国人留学生の日本語

や大学生活をサポートする「カンバセーションパートナー」や、国際交流イベントを実施し、外国人留学生の生活・学習支援及び日本人学生の留学への関心や意欲を高

める機会を提供し、キャンパスにおける国際交流の充実を図った。 
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イ 留学支援の充実 【№62、№63】 

◆・留学生確保に向け、セミナーの開催や海外留学フェアへ参加した。コロナ禍においては、オンラインを活用し、本学への留学誘致と周知を継続して実施した。 

◆・新型コロナウイルス感染症の影響による渡航制限の中、学生の海外留学へのモチベーションを保持するために、オンラインにより、留学セミナーや交換留学説明会を実

施した。また、録画動画の配信、学内ホームページの国際交流・留学ページの刷新、FAQの掲載等、学生がいつでも情報を得ることができる仕組を構築した。 

◆・語学研修を実施する提携校のプログラム説明会及び語学留学説明会を実施し、留学の実現に向けた意識の向上を図った。また、協定校のオハイオ州立大学より教員を招

き、アメリカ留学の実情に関する講演会も開催した。 

・静岡県立中央図書館の移転後の跡地への静岡県立大学国際交流会館（仮称）の構想を検討するため、「静岡県立大学国際交流会館（仮称）構想検討委員会規程」を令和

４年度に制定した。 

 

Ｂ 教育研究活動のグローバルな展開 

ア 海外協定校との交流拡充 【№64】 

◆・コロナ禍による海外渡航規制がある中、オンライン事業を併用しながら、28の大学間交流協定校のうち 18大学で交流を継続した。また新たな交流協定や共同研究契約

等の締結や更新を進め、令和元年度以降新たに 2大学（パルマ大学(イタリア）（R1.12.17）、スラナリー工科大学（タイ）（R2.12.14）と大学間交流協定を締結した。 

◆・交換留学派遣については、コロナ禍において令和３年度に渡航に関する特例制度を新設し、令和元年度から令和４年度までに８か国へ、延べ 29人の学生を派遣した（う

ちオンライン２人）。令和４年度からは、海外からの交換留学生及び国費留学生の受入れも再開し、期間中延べ５か国 19人を受け入れた。 

Ｃ グローバル化推進体制整備 

ア 「国際交流センター」設置 【№66】 

・平成 31年 4月に、国際交流業務を一括して体系的、総合的に行い、本学のグローバル化を促進する組織として「国際交流センター」を設置した。 

 

⑵ 法人の経営に関する取組 

➀ 業務運営の改善 

ア 理事長と学長の一体化と法人組織の改編 【№67】 

・戦略的かつ迅速な意思決定を可能とするため、令和３年度から理事長と学長を一体化した。あわせて、法人の役員構成についても見直しを行い、副理事長を廃止し、研

究・地域貢献担当理事を新設した。令和４年度には、法人事務局と大学事務局を事務局として統合し、法人全体に係る事務を一元管理する経営戦略部を新設した。 
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イ 法人職員の計画的な採用と育成 【№70、№71】 

・法人固有職員の計画的な採用を進め、県派遣職員からの切り替えを進めた。事務局の即戦力となる人材を確保するため、令和４年度の法人固有事務職員の採用に当たり、

職務経験者試験を初めて実施し、令和４年度も継続した。また、法人の健全な経営を担うマネジメント力のある人材を確保し育成していくため、令和４年２月に事務局

職員人材育成方針を策定した。 

・事務局職員人材育成方針に基づき研修計画を作成した。適切な時期・内容で研修を実施できるよう、研修体系をまとめた研修マップを作成し、WEB研修や自己啓発支援

等、研修内容の充実を図った。 

 

② 財務内容の改善 

ア 効率的な予算執行 【No.76】 

・各年度当初予算編成方針を踏まえ、第３期中期計画の重点的な取組を優先し、既存事業の見直しや事務の効率化を図り、教育・研究活動の維持・向上につながる事業に

対して効果的に予算配分を行った。適時に年間の執行見込を学内に確認し、適切な予算管理を行った。特に光熱費高騰の影響を受けた令和４年度については、学内に節

約を呼びかけるとともに、執行見込を毎月確認し、県との連絡調整を密に行った。自己財源獲得のため、外部資金における間接経費の状況を分析し、予算配分の検討を

行った。 

・設備運用方法の見直しや省エネ性能の高い機器の導入、学内への省エネに対する啓発により、光熱水使用量の節減に努めた。 

 

➂ 施設・設備の整備・活用等 

ア 良好な教育研究環境の保持 【№77】 

◆・中規模修繕計画に基づき、施設設備の適正な維持管理と計画的な整備改修を行った。併せて、学内の環境保全に努めた。学生ホール照明の LED化、多目的トイレへのオ

ストメイト設置、車いす利用者の動線確保のため照明の人感センサー設置など、維持改修等にあたっては、安全性の確保と環境やユニバーサルデザインに配慮した。衛

生環境の改善を図るため、学生の利用頻度が高く、老朽化の進んだトイレ設備を改修した。（R3、R4） 

 

⑶ 自己点検・評価及び情報の提供に関する取組 

➀ 評価の充実 

ア 評価結果を踏まえた業務改善 【№78】 

・毎年度の業務実績について、静岡県公立大学法人評価委員会の評価を受審した。評価結果は学内の各種会議等で共有し、指摘を受けた事項は業務改善や翌年度の年度計

画に反映させた。全学的な内部質保証体制について検討を進め、令和３年４月に新たに法人質保証委員会及び大学質保証委員会を設置した。 

 



17 

 

② 情報公開・広報の推進 

ア 広報の充実等 【№79Ｓ】 

・大学案内の作成・配布や大学公式サイトや公式 SNSを活用等多様な媒体を活用し、大学の様々な情報を積極的に情報発信した。進学情報サイトの活用に当たっては、よ

りターゲットを絞った広報活動を行った。 

◆・令和２年度、令和３年度は、夏休み県大ツアーを、コロナ禍によりオンラインで実施し、各学部の特色を生かした動画の作成・配信を行った。 

・本学の魅力を、学生目線で情報発信するため、令和４年度から学生広報大使を創設し、学生目線でのＳＮＳ発信等の活動を行った。 

・大学公式サイトに新型コロナウイルス感染症に関する特設ページを設け、大学における取組状況や注意喚起についてわかりやすく情報発信を行った。  

 

⑷ その他業務運営に関する取組 

① 安全管理 

ア 新型コロナウイルス感染症への対応 【№80】 

◆・危機管理委員会の感染症対策部会において感染症管理対策委員会を開催し、国や県の方針等を参考に、活動指針、活動制限レベルを適時適切に見直し、全学的に感染防

止対策に取り組んだ。 

 

② 社会的責任 

ア 男女共同参画、働き方改革の推進 【№83】 

・全学共通科目「男女共同参画社会とジェンダー」を開講し、男女共同参画に関する全学的な基礎教育を継続実施した。教職員のワーク・ライフ・バランス実現のための

研修や制度の検討、多目的保育支援施設の活用に関する情報の収集や検討を行った。令和３年度に令和３年度から令和７年度までの５年間における、女性活躍推進法及

び次世代育成支援推進法に基づく一般事業主行動計画を策定し、子育てなど家庭と仕事を両立しやすい職場環境の整備を推進した。 

イ 環境負荷軽減の取組推進 【№84】 

・機密文書の廃棄について再利用可能な溶解処理の推進、消灯奨励、冷暖房の節減、エレベータ使用の抑制などの啓発、機器更新に合わせた省エネ性能の高い機器の導入

など、環境負荷軽減の取組を推進した。 
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中
期
目
標 

ア 共通事項 

ディプロマ・ポリシー（卒業認定・学位授与の方針）やカリキュラム・ポリシー（教育課程編成・実施方針）を踏まえたわかりやすく体系的な教育課程を編成するとともに、

社会や学生のニーズの変化を的確に捉え、教育課程の不断の見直しを行う。 

教養教育を検証し、充実するとともに、専門教育との有機的連携を図る。 

教育の質の向上に資するよう、客観的な基準に基づく透明で厳格な成績評価を行う。 

イ 特色ある教育の推進 

地域への理解・愛着とグローバルな視野の醸成に資するよう地域志向科目群を全学的に推進し、さらに内容を検証し改善に取り組む。 

また、総合大学の特色を活かし、学部間等で連携した特色ある融合的な教育を行う。 

ウ 多様な教育方法の拡充 

学士課程及び短期大学部においては、学生の意欲的、主体的な学修や初年次からの授業内容の確実な理解のため、アクティブ・ラーニング等の多様な教育方法を

拡充するとともに効果を検証し改善する。 

大学院課程においては、より広く社会で活躍できる人材育成を目指し、専門性の一層の向上に加え、学際的な視点を持って幅広い分野の履修が可能な教育を推進

する。 

また、各課程において、産学連携・大学間連携により、教育方法及び教育内容を充実する。 
 

中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

ア 共通事項 
(ｱ) 静岡県立大学 

＜全学的に取り組む教養教育＞ 

・ 主体的に学ぶ意欲と社会の

変化に対応できる応用力を養う
ことを目指し、全学部生を対象
とした教養教育（全学共通科

目）を実施し、幅広い教養と基
礎学力を兼ね備えた人材を育
成するための教育を実施する。 

  本学の教育方針に基づいた
教養教育のあり方を検証すると
ともに、社会や学生のニーズを

とらえた教育課程の見直しを行
う。 

  世界の多様な文化への理解

を深めるための幅広い教養教
育や外国語をとり入れた授業の
実施など、グローバル人材の養

成に向けた教育の充実を図る。 
（№1） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 全学共通科目について、学生のニーズを踏まえたプログラムの開設
や、履修者状況に基づく開講時限の検討や開講方法の見直しを行
い、学生が一層幅広い教養と基礎学力を養えるよう、カリキュラムの
充実を図った。 

・ 全学共通科目「しずおか学」科目群は、毎年科目の充実を図り、令
和４年度は 30 科目を開講し、履修生は 1,983 人であった。県内企
業経営者等が講義を行う「企業経営者に学ぶ静岡のビジネス最前
線」の開講など、地域と連携しながら静岡について広く学ぶ機会を
提供した。 

・ コロナ禍において、遠隔講義を実施した。遠隔講義に関するアンケ
ートを実施し、学生の学習環境や意見を教員へ報告し、授業改善を
図った。 

・ 世界の多様な文化への理解が深まる講義を開講し、学生が受講し
た。英語による科目については、科目内容や履修環境を整え、科目
を統合し、履修者の増加につながった。 

 

A    

 

項目別の状況 

第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

１ 教育に関する目標を達成するための措置 

(1) 教育課程と教育方法 
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中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

 ・ 全学共通科目運営部会において、全
学共通科目の重要性・継続性と課題を共
有し、教養教育における各学部による協
力体制の充実に向けて継続して検討を
進める。 
・ 授業評価アンケートや履修登録者の動
向から学生のニーズを把握し、魅力ある
科目の配置などの見直しを検討するとと
もに、全学共通科目の履修を通して世界
の多様な文化への学生の理解が深まる
よう啓発を進める。 

（№1） 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ 全学共通科目運営部会を開催し、科目ごとに履修者の動向を確認
し、科目の在り方を検討した。また、新型コロナウイルス感染症の影
響により、一部の科目で遠隔講義を実施したため、授業評価アンケ
ートにて学生の遠隔講義に対する受講環境と状況を確認した。 

・ 学生のニーズに合わせて、SDGs について学ぶしずおか学 1 科目
（「SDGs 概論」）を新設・開講し、約 150 名の学生が受講した。 

・ 世界の多様な文化への理解が深まる講義を開講し、学生が受講し
た。授業評価アンケートをウェブにより実施し、結果を教員へフィード
バックし授業改善に役立てた。 

 

A  

 

＜専門基礎教育・専門教育＞ 
ａ 学士課程 

〔薬学部〕 
・ 創薬・生命薬学研究に必要な
複数の薬学専門領域に関する
知識・技能や倫理観を有しつ
つ、独創性や問題解決能力を
身につけるための専門教育を
充実させる。（薬科学科） 
基礎科学に裏打ちされた最

先端の医療知識・技能や倫理
観を有しつつ、薬物療法や臨
床研究を提案・計画・遂行する
能力を身につけるための専門
教育を充実させる。（薬学科） 

（№2） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 薬学部では新カリキュラムの年次進行に従い、講義科目の変更や
実習・演習の統廃合を実施した。学生の研究に対するモチベーショ
ンの向上及び卒業研究の質的向上を図るため、２年次に研究室で
の研究を体験するラボ訪問・研究体験を実施した。 

・ 臨床検査技師国家試験の受験資格の改定を踏まえ、臨床検査技
師養成課程の変更を行い、令和３年度に薬科学科、令和４年度に
薬学科が新たな審査基準で科目承認校として認められた。 

・ 薬学科では、令和元年度から学習成果基盤型教育による病院・薬
局実務実習を開始し、地域の保健・医療における実践的能力等、薬
剤師として求められる資質の修得を目指した実習を行うことができ
た。 

・ 薬学科では令和３年度に文部科学省「ウィズコロナ時代の新たな医
療に対応できる医療人材養成事業」に選定され、仮想現実（VR）技
術とシミュレータを組み合わせた臨場感に富む学習環境の DX(デジ
タルトランスフォーメーション)を開始した、令和４年度にコンテンツを
制作した。令和５年度以降コンテンツを活用した実習・講義等を実
施していく。 

 

Ａ    
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中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

 ［薬学部］ 
・ 薬科学科独自の専門性の高い教育を
実践する。低学年次から学生の研究に
対するモチベーションの向上及び卒業研
究の質的向上を図るため、２年次に研究
室での研究を体験するラボ訪問・研究体
験を継続実施する。（薬科学科） 
・ 薬学教育モデル・コアカリキュラムに準
拠した講義・実習・演習を行い、より体系
的な薬学専門教育を実践する。低学年
次から学生の研究に対するモチベーショ
ンの向上及び卒業研究の質的向上を図
るため、２年次のラボ訪問・研究体験を継
続実施する。（薬学科） 

（№2） 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ 薬科学科では、学生の研究に対するモチベーションの向上を図る
ためのラボ訪問・研究体験を対面で実施した（12 月〜1月）。 

・ 薬学科では、卒業研究の更なる質向上のためのラボ訪問・研究体
験を対面で実施した（12 月〜1 月）。また、臨床検査技師受験資格
改定に対応し、科目承認校として認められた。 

・薬学科では、令和３年度文部科学省の大学改革推進等補助金「ウィ
ズコロナ時代の新たな医療に対応できる医療人材養成事業」による
学習環境の DXの一環として、新たな医療環境に即応できる薬剤師
を養成するための VR コンテンツを制作した。 

 

Ｓ  

・ 薬学科では、実習などで活
用できる医療面談やフィジカ
ルアセスメントなどのバーチャ
ル・リアリティ（仮想現実、VR）
コンテンツを制作した。高度
化する薬剤師業務への対応
力や実践的な知識を身に付
けた医療人の育成に寄与す
る教材の制作により、教育環
境の高度化が図られた。 

［食品栄養科学部］ 
・ 食品・栄養・環境・健康に関す
る基礎知識と基本的技術を修
得し、それらを融合した総合的
な知識と最先端の技術を身に
つけた専門技術者、管理栄養
士を育成するための専門教育
を充実する。 

（№3） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 専門教育カリキュラムの実施と検証を行い、適時改訂して、環境計
量士など食と環境に関する専門技術者を育成するためのカリキュラ
ムの充実を図った。 

・ 令和元年度に栄養生命科学科及び環境生命科学科の食品衛生管
理者・食品衛生監視員養成施設登録申請を行い、令和２年度から
カリキュラムを開始した。 

・ 栄養生命科学科では、「管理栄養士・栄養士養成の栄養学教育モ
デル・コア・カリキュラム」の活用を進めるとともに、活用状況を調査
し、重複、不足部分の確認を継続して行った。 

・ 栄養生命科学科では、令和４年度から文部科学省の認定制度「数
理・データサイエンス・AI」（応用基礎）に即した授業科目として、「デ
ータサイエンス・AI」を開講した。 

・ 栄養生命科学科、環境生命科学科では、３年生後期からの仮配属
を単位化し、卒業研究の質的向上を図る取組を継続した。また、食
品生命科学科では、３年生対象の研究室個別訪問を実施し、各研
究室の専門性や食品生命科学領域に対する見識を広げる機会を
作った。研究室指導及び卒業研究発表について、ルーブリック表を
使用した評価を行った。 

 

A    
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中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

 ・ 「管理栄養士・栄養士養成のための栄
養学教育モデル・コア・カリキュラム」の活
用状況を調査し、内容の見直しを継続し
て行う。（栄養生命科学科） 
・ 文部科学省の認定制度「数理・データ
サイエンス・AI」（応用基礎）に即した授業
科目を開講し、AI と管理栄養士のダブル
メジャーを有する人材育成、地域課題の
背景にあるデータを収集し、AI を活用す
ることによって課題解決を図ることができ
る人材育成を目指す。（栄養生命科学
科） 
・ 食品衛生管理者・食品衛生監視員養
成については、年度初めにガイダンスで
取得すべき単位を確認するとともに、養
成開始年度の入学生が３年次となること
に合わせ、３年次に配当されている科目
の履修を確実に進める。（栄養生命科学
科、環境生命科学科） 
・ ３年次からの研究室配属を継続し、卒
業研究の質的向上を図る 。令和３年度
に行った卒業研究発表会におけるルー
ブリック表を用いた評価を再点検し、改
良していくことにより、卒業研究の質的向
上を図る。 

（№3） 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ 「管理栄養士・栄養士養成のための栄養学教育モデル・コア・カリキ
ュラム」の活用状況を調査し、重複、不足部分の確認を継続して行
った。 

・ 文部科学省の認定制度「数理・データサイエンス・AI」（応用基礎）
に即した授業科目として、学部３年生に「データサイエンス・AI」(令
和４－５年度：自由選択科目、令和６年度：必須科目)を開講した。 

・ 令和２年度から開始した食品衛生管理者・食品衛生監視員養成に
ついて、年度初めにガイダンスで取得すべき単位を確認するととも
に、３年次に配当されている科目の履修を進めた。 

・ ３年次からの研究室配属を継続し、卒業研究の質的向上を図った。
令和３年度に行った卒業研究発表会におけるルーブリック表を用い
た評価の再点検、改良を行い、引き続き卒業研究の質的向上を図
る取組を進めた。 

 

A  

 

［国際関係学部］ 
・ 「国際関係学部の改革」に基
づき策定され、令和元年度から
開始する新カリキュラムについ
て、学生の評価を反映させ、よ
り分かりやすく体系的な教育課
程の編成を目指した改善を行
う。 

（№4） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 令和元年度からグローバル化に対応して、多様な言語・政治・経
済・文化等を理解・尊重し、国際社会において活躍できる人材を育
成するための新しいカリキュラムに基づく教育を開始した。令和元年
度入学生から新カリキュラムに基づいた初年次教育を開始し、大学
での学習に必要な基礎的スキルとリテラシーを身に着けるための科
目、初年次教育と専門教育の橋渡しとなるブリッジ科目、専門プログ
ラム科目を段階的に開講した。また、演習及び卒業研究における学
習成果を可視化するためのルーブリックを導入し、学生参加型ＦＤ
意見交換会及び卒業時アンケートにおいて、３ポリシーの達成に関
する意見を集約した。 

 

A    
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中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

 ［国際関係学部］ 
・ 新カリキュラムの初年度入学生が４年次
となることに合わせ、各プログラム専門科
目及び演習での教育に加え、卒業研究
への取組が円滑に行われるようにする。
また、専門プログラム、演習及び卒業研
究におけるルーブリック表の活用を開始
する。 

（№4） 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ 各プログラムの専門科目及び演習での教育は円滑に進められた。
また、学部教育の成果を総合的に可視化するためのディプロマポリ
シー・ルーブリック、卒業研究の評価基準を明確にするとともに卒業
研究の成果を可視化するための卒業研究ルーブリックの使用を試
行的に開始した。その結果、ルーブリック表の有用性が認められ、
若干の修正の後、令和５年からルーブリック表の使用を正式運用す
ることとした。 

 

A  

 

［経営情報学部］ 
・ 学内や他大学、企業や地域
などと連携し、経営・総合政策・
データサイエンスの能力を基盤
とした観光マネジメント能力を身
につけ、企業や地域に貢献しう
る人材を育成する教育を実施
する。 

（№5） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 令和元年度から観光マネジメント教育を含む新カリキュラムを開始
し、観光マネジメント分野の講義、ゼミを順調に実施してきた。また、
学内他学部や他大学、賀茂地域をはじめとする諸地域と連携した
観光教育やゼミ活動を展開するとともに、実務家を招聘した講義を
行い、企業や地域に貢献する人材育成する教育を実施した。 

 

A 

 

 

 

 

［経営情報学部］ 
・ グループディスカッション等を通じ、教
員と学生、学生同士のコミュニケーション
を深めるとともに、地域の経営者等との交
流を通じ、気付きを養う授業を展開して
いく。 
・ ゼミ活動では、先行研究や実地調査等
を通じ、学生が観光に対する基本的な考
え方の修得に加え、SDGs 等の社会問題
に理解を深められるような教育を実施す
る。 

（№5） 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ グループディスカッションについては、マーケティングⅠ及びⅡにお
いて、現実の課題をテーマに設定し、少人数グループで、課題の解
決の方向性に関する検討を行うなど、各講義において積極的に展
開した。また、スタートアップ演習、経営情報特別講義などの講義を
通じて、地域の経営者等とのコミュニケーションを得る機会を設け
た。 

・ 地域振興に繋がるゼミ、研究室の活動については、東静岡の街づく
り振興や富士美芋を使った芋焼酎を生産する富士正酒造との事業
など、昨年度に引き続き地域や企業と連携し活発に実施した。 

 

A  

 

・ 経営・総合政策・データサイエ
ンス・観光マネジメントの４分野
を融合して活用する能力を身に
つけ、ビジネス・公共・社会のイ
ノベーションを担い、企業や地
域に貢献しうる人材を育成する
ため、カリキュラムの充実を図
る。 

（№6） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 令和元年度入学生から、経営、総合政策、データサイエンス、観光
マネジメントの４メジャー制を導入した。自ら率先して分野を超えた
学びに向き合い、ダブルメジャー、トリプルメジャーを取得する学生
も多数に上り、分野融合は確実に進展した。 

・ 学生に対し、新カリキュラムにおける学びについて周知した。特に
新カリキュラムの軸となる４分野やメジャー制の意義や学びの方法に
ついて詳細に説明を行った。また、卒業要件が複雑なため、新カリ
キュラムの最初の学生の卒業に際しては、丁寧な指導・サポートを
行った。 

・ 次期カリキュラムの内容の検討・策定に向け、令和４年度にカリキュ
ラム検討委員会を設置した。 

 

A    
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中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

 ・ 令和３年度に引き続き、経営、総合政
策、データサイエンス、観光の４メジャー
制を軸とする新カリキュラムを学生に提供
する。新カリキュラムの最初の学生が卒
業するに当たって、卒業研究指導やメジ
ャーの認定など、円滑な学びと卒業認定
に尽力する。 
・ 新カリキュラムの策定のため、カリキュラ
ム構想委員会を設置し、経営情報学部
の学びの将来像について検討する。 

（№6） 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ ４月の学期当初に、メジャー認定にあたってのチェックを実施し、カ
リキュラムの再周知、認定、卒業に当たっての注意喚起を実施した。
特にメジャー必修科目の未履修、メジャー認定の単位が不足する学
生に対する指導を行った。さらに、経営情報学部ルーブリック提出
仕様を学生に課し、自身の単位取得とこれからの学びを具体的にイ
メージ出来るように促した。 

・ 観光教育の開始から４年が経過し、最初の卒業生を輩出した。観光
分野のゼミでは賀茂地域をはじめとする県内市町と連携した研究活
動を実施した。学部教育振り返り FD、学部運営委員会、カリキュラム
構想委員会などにより観光教育の振り返りを実施し、ルーブリックに
よるメジャー認定確認の仕組みを導入した。結果、４領域全般に渡
る次期カリキュラムへの提言を残すこととした。 

 
 
 
 

A  

 

［看護学部］ 
・ 平成 30 年４月より開始した看
護学部新カリキュラムの遂行と
完成年度に向けたカリキュラム
の評価検証を行い、臨床にお
ける問題解決能力を身につけ
るための専門的な知識・技術・
態度を養う教育を充実する。 

（№7） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 平成 30 年４月から開始したカリキュラムを適切に遂行するとともに、
カリキュラム完成年度の卒業生を対象にディプロマ・ポリシーの到達
度評価アンケート実施し、ディプロマ・ポリシーの洗練と修正、カリキ
ュラムマップの修正、シラバスのフォーマット変更を行い、卒業時到
達度と学修課程の明確な可視化に取り組んだ。また、令和４年４月
から新カリキュラムの運用を開始した。 

 
 
 
 

A 

 

 

 

 

 ［看護学部］ 
・ 令和４年４月から開始する新カリキュラ
ムを適切に運用する。また、保健師選抜
制の具体的な運用方法の検討を行う。さ
らに、旧カリキュラムの評価を継続する。 

（№7） 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ 令和４年４月から新カリキュラムの運用を開始した。このカリキュラム
下での選抜制による保健師教育の具体的な運用方法の検討を進め
た。 

・ 令和３年度に行ったディプロマ・ポリシーの到達度評価の結果を受
けたディプロマ・ポリシー見直しのため、専門家による講演と継続的
なコンサルテーションを受けながら学部教員による FD 研修会を重
ね、ディプロマ・ポリシー及びカリキュラムマップの修正、ディプロマ・
ポリシーと連動したシラバスの作成に取り組んだ。また、令和４年度
も３月に４年生によるディプロマ・ポリシーの到達度評価を受け、カリ
キュラム評価を行った。 

 
 
 
 
 
 

A  
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中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

ｂ 大学院課程 

［薬食生命科学総合学府］ 
・ 疾病の治療や予防に資する
要因及び良好な環境に関する
研究を基盤とし、薬食融合の教
育指導体制の社会への実装を
図り、世界的に活躍できる人材
の輩出を目指すための専門教
育を拡充する。(学府) 
創薬科学及び生命薬学の研
究領域で指導的役割を担える
人材を育成するための専門教
育を拡充する。（薬科学専攻） 
医療薬学・臨床薬学関連分野
の第一線で活躍できる高い専
門性を有する薬剤師や医療薬
学研究者を養成するための専
門教育を拡充する。（薬学専
攻） 
薬食生命科学や健康長寿科
学の研究領域で指導的役割を
担える人材を育成するための
専門教育を拡充する。（薬食生
命科学専攻） 
超高齢社会に対応し、食を通
して健康の維持・増進に貢献
できる人材を育成するための専
門教育を拡充する。(食品栄養
科学専攻) 
食と健康に密接に関わりのあ
る環境分野で活躍できる人材
を育成するための専門教育を
拡充する。（環境科学専攻） 

（№8） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 薬食生命科学総合学府各専攻科において、セミナー、特別講義、
共同研究、国際学会などを開催または参加の機会を設け、国内外
の優れた研究や研究者に接する機会を拡充し、薬食融合の専門教
育体制の充実を図ってきた。また、ルーブリックを用いた学修成果の
パフォーマンス評価を実施した。さらに、薬学専攻では、薬物療法
研修会を開催し、薬物治療の実地教育を行った。 

・ 食品栄養科学専攻及び環境科学専攻において高校教諭専修免許
(理科）の教職課程を、食品栄養科学専攻において栄養教諭専修免
許の教職課程を開設することを決定し、令和２年度に文部科学省に
申請し、令和３年度に認可を受けた。 

 

A    
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中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

 ［薬食生命科学総合学府］ 
・ 静岡県の産業と福利の発展を支える研
究領域に着目し、セミナー、特別講義、
共同研究、国際学会などへ参加を通じて
国内外の優れた研究及び研究者に接す
る機会を拡充し、学際的に活躍できる人
材の育成を図る。（学府） 
・ 高度な専門教育を実践する特論、特別
演習、特別研究、大学院特別講義、科学
英語プログラムなどの充実を図る。（薬科
学専攻） 
・ 薬学的観点から臨床や医療を指向する
特論、特別演習、特別研究、大学院特別
講義、薬物療法研修会、科学英語プログ
ラムなどの充実を図る。（薬学専攻） 
・ 学際的な薬食研究を指向した特論、特
別演習、特別研究、大学院特別講義、科
学英語プログラムなどの充実を図る。（薬
食生命科学専攻） 
・ 令和４年４月から開始する栄養教諭及
び理科教諭専修免許状取得のためのカ
リキュラムを適切に運用するとともに、講
義の準備などを令和３年度に引き続き行
う。（食品栄養科学専攻、環境科学専攻） 
・ 対面又はオンラインによる講演会を実
施し、大学院生が国内外の優れた研究
に触れる機会を提供する。（食品栄養科
学専攻、環境科学専攻） 

（№8） 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ 様々なセミナー、特別講義、共同研究、国際学会などを開催または
参加の機会を設け、国内外の優れた研究や研究者に接する機会を
拡充し、薬食融合の専門教育体制の充実を図った。 

・ 薬学専攻、薬科学専攻、薬食生命科学専攻において、大学院特別
講義、月例薬学セミナー（８回/年）、日本薬学会東海支部特別講演
会（４回/年）を開催し、大学院生が国内外の優れた研究に接する機
会を提供した。さらに、薬学専攻では、上記に加えて、薬物療法研
修会（8 回/年）を開催し、薬物治療の実地教育を行った。また、６つ
の科学英語プログラム（履修者総計延べ 38 人）を実施した。 

・ 栄養教諭専修免許状取得希望者が在籍していることもあり、適切か
つ効率的なカリキュラムを整備し、担当教員が当該科目の講義を準
備し対応した。 

・ 食品栄養科学専攻、環境科学専攻では、社会の動向に合わせ、対
面やオンラインの方法で講演会を実施し、大学院生が国内外の優
れた研究に触れる機会を提供した。対面による実施は、適切な環境
を整備し、対応した。 

 

A  

 

［国際関係学研究科］ 
・ 令和６年度までに、国際関係
学専攻、比較文化専攻の両専
攻名とカリキュラム体系との整合
性を再点検し、整備を図る。 
グローバル化社会で活躍できる
人材育成のための国際的教
育・研究環境を充実させる。 

（№9） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 海外留学や休学等、学生の便宜に配慮するとともに、カリキュラムの
体系化を図るため、令和２年度から学期ごとに履修単位を認定する
セメスター制度を導入した。また、国際関係学専攻の研究分野名に
ついて、カリキュラム内容をより明確に反映させた名称に変更した。
（「国際政治経済分野」→「国際政治・開発研究分野」、「国際行動
分野」→「国際社会・文化研究分野」） 

・ 新型コロナウイルス感染症の拡大に対応しながら、大学院生室の増
設や日本人学生と留学生が交流できるスペースを拡充するなど、教
育研究環境を充実させた。 

 

A    
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中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

 ［国際関係学研究科］ 
・ 新設の研究科質保証委員会を中心とし
て、国際関係学専攻、比較文化専攻の
両専攻名とカリキュラム体系との整合性を
再点検する。また、専攻長を中心として
専攻ごとに大学院生が一堂に会する会
合を導入する。 
・ 令和４年４月入学生からコースワーク・
ルーブリック表を用いた新しい学習成果
の指標を導入し、教育改善につなげる。 
・ 国際的教育・研究環境の整備及び対
面授業の再開に伴い、大学院生研究室
を拡充し、外国人留学生と日本人学生が
交流できるスペースを新設する。 

（№9） 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ 新設の研究科質保証委員会を中心として、国際関係学専攻、比較
文化専攻の両専攻名とカリキュラム体系との整合性を再点検した。
また、専攻長を中心として専攻ごとに大学院生が一堂に会する会合
を導入した。また、キャリア支援委員会を新設し、修士課程 1 年次を
主な対象とするキャリアガイダンスを開催した。 

・ 令和４年４月入学生からコースワーク・ルーブリック表を用いた新し
い学修成果の指標を導入した。また、これを教育改善につなげるた
めに 11 月に質保証委員会で審議した。 

・ 令和４年度から、国際的教育・研究環境の整備及び対面授業の再
開に伴い、大学院生研究室を２室に拡充し、外国人留学生と日本
人学生が交流できるスペースを新設した。 

 

A  

 

［経営情報イノベーション研究
科］ 
・ 経営・政策・情報・観光分野に
おける高度な能力を有し、ビジ
ネス・公共・社会にイノベーショ
ンを創起する人材を育成するこ
とを目的とし、カリキュラムの充
実を図る。 

（№10） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 経営情報イノベーション研究科では、令和元年度に観光分野科目
を新設し、他分野科目についても科目変更を行い、境界領域や学
際的研究に対応する能力を育成するための新カリキュラムを作成
し、令和２年度から実施した。 

・ 公共政策分野、観光分野では令和４年度から新科目を開講し、学
生の授業の選択肢を広げた。特に社会人学生にはより実践的なマ
ネジメントの場が提供され、高度な専門的知識習得の機会を着実に
整えた。 

 A 

 

 

 

 

［経営情報イノベーション研究科］ 
・ 令和３年度に引き続き、経営、公共政
策、情報、観光の４分野における高度な
能力を有し地域に貢献しうる人材育成に
努める。オンライン講義の利便性と、対面
による学びの利点のバランスを取り、特に
社会人学生が学びやすく、かつ内容の
充実した教育体制について検討する。 

（№10） 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ 新型コロナウイルス感染症の行動規制解除に伴い、学生の意向も
踏まえながら対面授業に切り替えた。観光分野では、学生を観光出
前講座や観光事業者との意見交換の場に同行させ、教育現場にお
ける生徒の観光や地域への関心を高めさせる学びの手法や、観光
事業者の経営戦略等を学ぶ場を提供し、対面授業再開の利点を活
かした授業を実施した。 

 

A  
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中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

［看護学研究科］ 
・ 看護学研究科の機能強化を
図るために、博士前期課程に
おいては教育機能の検証ととも
にキャリア育成に係る高度看護
実践教育に取り組む。 

  博士後期課程においては、
高度な専門的知識の活用のみ
ならず、新たな看護学の知識体
系の構築・開発に取り組める研
究能力、地域において制度的
な枠組みを主導的に構築でき
る能力を身に着けることができ
る教育課程の確立を目指す。 
静岡県の助産師養成の現

状、実習施設の状況、教育体
制などを総合して評価し、教育
の拡充を図る。 

（№11） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 博士前期課程において、医療・研究の専門家による特別講義を実
施した。 

・ 令和２年度に看護職者のリカレント教育の拠点として「看護実践教
育研究センター」を設置した。「特定行為に係る看護師の研修制度」
を開始するべく厚生労働省に指定研修機関の認可申請を行い、令
和３年２月に認可承認を得、令和３年４月より看護師特定行為研修
を開始した。 

・ 令和２年度に看護学研究科博士後期課程を新たに設置し、カリキュ
ラムの運用を開始し、令和４年度に最初の修了者を送り出した。 

・ 助産学課程(助産師養成課程)においては、平成 31 年度カリキュラ
ムを評価するとともに保健師助産師看護師学校養成所指定規則改
正に基づく見直しを行い、令和４年４月より新しいカリキュラムの運用
を開始した。 

 
Ｓ 

 

 

 

「看護実践教育センター」を設
置し、看護師特定行為研修や
健康講座を実施した。県内の看
護分野のリカレント教育の拠点と
して、地域医療の多様なニーズ
や看護職の教育ニーズに対応
した。 

［看護学研究科］ 
・ 「特定行為に係る看護師の研修制度」
による看護師特定行為研修を引き続き実
施する。 
・ 完成年度を迎える博士後期課程のカリ
キュラム評価の準備に取り組む。 
・ 令和４年４月から開始する助産師養成
課程(助産学課程)の新カリキュラムの運
用に取り組む。 

（№11） 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ 令和４年度の「特定行為に係る看護師の研修制度」による看護師特
定行為研修を開講し、２名の受講生を受け入れ、２名ともに修了し
た。 

・ 大学院特別講義として、医療や研究のさまざまな分野の専門家を
講師に招き、博士前期課程院生のキャリア育成に取り組んだ。 

・ 順調にカリキュラムを遂行し、令和２年度に入学した２名ともに学位
を取得し修了した。博士前期課程及び博士後期課程のディプロマ・
ポリシー及びカリキュラムマップの再検討、シラバスのフォーマットの
修正を行なった。また、博士後期課程の完成年度であり、大学院達
成度評価（博士後期課程）を作成し、院生による自己評価と指導教
員による他者評価を行い、カリキュラム評価に取り組んだ。 

・ 令和４年４月から助産師養成課程（助産学課程）の新カリキュラムの
運用を開始し、順調に遂行した。 

 

A  

 

(ｲ) 静岡県立大学短期大学部 
＜一般教育＞ 

・ 主体的判断力を持った自立
的個人を養成するために、論理
的思考能力・科学的観察力・批
判的精神を培う。本学の教育方
針に基づいた教養教育のあり
方を検証するとともに、社会や
学生のニーズをとらえた教育課
程の見直しを行う。 

（№12） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 継続的な教育課程の検証を踏まえ、情報リテラシー教育とデータサ
イエンス教育の教員採用や栄養学教員の公募を実施した。 

・ 「データサイエンス入門」「標本調査」を開講し、理系・文系の教養及
びその両者を結ぶ領域の拡充を図った。 

・ 江戸時代、昭和期の小説に描かれている駿河、静岡県の方言を文
献学、国語史の立場から検証し、その実態を明らかにする研究を進
め、研究成果を学内外に発信した。 

・ ディプロマ・ポリシーの妥当性の検証を目的とする、学生の卒業後
の実績に関する全学的調査の作成と分析にあたり、社会調査及び
データサイエンス分野の知見を提供するとともに、調査結果に基づ
き専門・教養教育の教育成果の把握、評価を行った。 

 

A    
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中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

 ・ 将来構想とリンクさせて全学の教養科
目に欠けている分野並びに現短大部及び
新学部に必要と思われる分野の検討を引
き続き行うとともに、教員補充について再
度調整を行う。 

（№12） 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ 教育体系の見直しの一環として、将来構想を視野に入れて教養科
目の運営体制を検証し、特に必要性の高い分野である栄養学の専
任教員の公募を実施した。 

・ 中期計画に基づき、江戸時代、昭和期の小説に描かれている駿
河、静岡県の方言を文献学、国語史の立場から検証し、その実態を
明らかにする研究を進め、研究成果を学内外に発信した。 

・ ディプロマ・ポリシーの妥当性の検証を目的とする、学生の卒業後
の実績に関する全学的調査の作成と分析にあたり、社会調査及び
データサイエンス分野の知見を提供するとともに、調査結果に基づ
き専門・教養教育の教育成果の把握、評価を行った。また、この調
査結果を基に、次年度以降の教育体系の見直しについて検討し
た。 

 

A  

 

＜専門基礎教育・専門教育＞ 

・ 職業倫理観、科学的思考力、
主体性、判断力のある専門性
の高い人材を育成するため、体
系的、実践的なカリキュラムを
編成し、時代の要請に対応した
歯科衛生士、社会福祉士、介
護福祉士、保育士及び幼稚園
教諭の養成教育を充実させる。 

（№13） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 歯科衛生学科では、開設科目のディプロマポリシーへの合致の可
否の確認、及びカリキュラムにおける課題の有無の検討を行い、先
端的内容を包含する教育内容への見直し及びカリキュラムの再編
成を行った。 

・ 社会福祉学科では、施設や機関、事業所などの職員を講師として
招き、施設等の概要、サービスの特徴、実習における留意点などに
ついて講義を行い、実践的な教育を実施した。 

・ こども学科では、保育士及び幼稚園教諭の養成教育における実践
的指導力向上のために、フィールドワークを取り入れた演習を実施
した。カリキュラムの評価及び検証については、こども学科で作成し
た教職課程検討内部規程に沿って年度ごとに実施し、改善を図りな
がら推進した。 

 

A    
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中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

 ・ 令和４年４月から開始する新カリキュラ
ムにおける実践実習に関して、Ⅰ期・Ⅱ
期のシミュレーション教育の充実及びⅢ
期の臨床現場における実践をシームレス
に遂行できるよう、さらにⅢ期の症例発表
会では、根拠に基づく論理的思考及び
議論する力と症例検討に不可欠なプレ
ゼンテーション能力を修得できるよう、少
人数形式（ゼミナール形式）で症例ごとの
きめ細かな個別指導を図る。（歯科衛生
学科） 
・ 社会福祉士、保育士及び介護福祉士
の養成教育において、福祉職としての倫
理観や科学的思考力、判断力を培うた
め、静岡県社会福祉士会、静岡県介護
福祉士会、県内福祉施設・機関等と連携
して専門職を講師として招き、実習指導
などにおいて実践的な教育を実施する。
（社会福祉学科） 
・ フィールドワークや現場の保育者による
講義等、保育者養成教育の充実を図る。
（こども学科） 

（№13） 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ 歯科衛生学科では、令和４年４月から開始した新カリキュラムにおけ
る実践実習に関して、少人数形式（ゼミナール形式）で、きめ細かな
個別指導を実践した。 

・ 社会福祉学科では、社会福祉士、保育士及び介護福祉士の養成
教育において、静岡県社会福祉士会、静岡県介護福祉士会、県内
福祉施設・機関等と連携して現場の職員を講師として招聘するなど
実践的な教育を実施した。 

・ こども学科では、保育士及び幼稚園教諭の養成教育において、新
型コロナウイルス感染防止に配慮した上で、可能な限り、フィールド
ワークを取り入れた演習や現任の保育者による講義を実施した。教
職課程検討委員会においてカリキュラムの評価・検証した。 

 

A  

 

(ｳ) 国家試験等への対応 

・ 学生の薬剤師国家試験の合
格に向けた学習を積極的に支
援する。 

 
〈数値目標〉 
薬剤師国家試験 
新卒者の合格率 90％の維持 

（薬学部薬学科） 
（№14） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 薬剤師国家試験の内容を精査することにより教育内容の検証を行う
とともに、模擬試験の成績不振者に対して、薬学部の教員が補講を
実施し、知識の底上げを図った。その結果、新卒者の合格者の割合
90％以上を維持している。特に令和元年度（105回）では 100％であ
った。 

 

A 

 

 

 

 

・ 第 107 回薬剤師国家試験（令和４年２
月実施 ）の内容を精査し、教育内容の
検証を行う。 
・ 模擬試験での成績不良者に対しては、
基礎学力を向上させるための補講を実
施し、学生の学力レベルの底上げを図
る。（薬学部薬学科） 

 
〈数値目標〉 
薬剤師国家試験 
新卒者の合格率 90％の維持 

（薬学部薬学科） 
（№14） 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ 第 107 回薬剤師国家試験の内容を精査することで教育内容を検証
し、成績不良者の学力向上を目指した「底上げ補講」を夏期・秋期
の２期（各 17 回ずつ）実施した。 

 
薬剤師国家試験 
新卒者の合格率 95.1％ 

 

A  
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中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

・ 学生の管理栄養士国家試験
の合格に向けた学習を積極的
に支援する。 

 
〈数値目標〉 
管理栄養士国家試験 
新卒者の合格率 100％の維持 

（食品栄養科学部栄養生命科学
科） 

（№15） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 管理栄養士国家試験の模擬試験を実施し、その結果に基づく、指
導教員の個別指導や成績が低い学生への受験勉強の計画書の作
成指導等、学生の実力向上に取り組んだ。その結果、平成 28 年度
から令和３年度は６年連続で 100％の合格率を達成した。令和４年
度は 23 名中 22 名が合格し、合格率は 95.6％であり、管理栄養士
養成課程の新卒受験者の合格率 87.2%を上回る水準を維持してい
る。 

 

Ａ 

 

 

 

 

・ 管理栄養士国家試験関連科目の講義
の工夫をするとともに、模擬試験の実施な
ど国家試験対策の一層の充実を図る。模
擬試験の成績が低い学生に対しては、受
験学習の計画書を作成させ、受験に対す
る意識の向上を図るとともに、計画書に沿
った学習の実行に向けて個別指導を強化
する。 
 
〈数値目標〉 
管理栄養士国家試験 
新卒者の合格率 100％の維持 

（食品栄養科学部栄養生命科学科） 
（№15） 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ 管理栄養士国家試験の模擬試験を実施し、結果に基づき、指導教
員が学生に個別指導をし、受験に対する意欲の向上を図った。ま
た、外部模擬試験の科目ごとの個人成績を教員に配布し、専門分
野ごとに国家試験関連科目の講義に活用した。国家試験対策委員
による各科目の出題傾向の学生と教員への配布を継続し、より効果
的な試験対策に取り組んだ。さらに、模擬試験の成績が低い学生に
は、受験勉強の計画書を作成させ、指導教員による個別点検を実
施し、実力の向上を図った。 

 
管理栄養士国家試験 
新卒者の合格率 95.7％（23 名受験し 22 名合格） 
新卒者の全国平均合格率 87.2% 

 

A  

 

・ 学生の看護師、保健師、助産
師国家試験の合格に向けた学
習を積極的に支援する。 

 
〈数値目標〉 
看護師国家試験 
新卒者の合格率 100％の維持 
保健師国家試験 
新卒者の合格率全国平均以
上の維持 

（看護学部看護学科） 
助産師国家試験 
新卒者の合格率 100％の維持 

（看護学研究科） 
（№16） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 看護師・保健師、助産師国家試験への対策として、模擬試験や、個
別指導、学部教員による解説や補講等の学習支援を行った。 

・ 看護師国家試験においては、令和元年度以降、令和２年度は
100％を達成し、100％に及ばないその他の年度においても全国平
均を上回る合格率を維持している。 

・ 保健師国家試験においては、令和２年度と令和３年度に目標であ
る全国平均合格率を上回った。 

・ 助産師国家試験の新卒者合格率は、令和元年度から令和 3 年度
に目標である 100％を達成した。 

 

A    
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中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

 ・ 看護師、保健師、助産師の国家試験合
格に向けて模擬試験を行い、成績が低
迷する学生には個別支援を行う。また、
最新情報を含めた国家試験対策セミナ
ーを行う。 

 
〈数値目標〉 
看護師国家試験 
新卒者の合格率 100％の維持 
保健師国家試験 
新卒者の合格率全国平均以上の維持 

（看護学部看護学科） 
助産師国家試験 
新卒者の合格率 100％の維持 

（看護学研究科） 
（№16） 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ 看護師国家試験に対する支援として、模擬試験を５回、学生の不得
意科目の補講や国家試験対策セミナーを実施した。また、保健師国
家試験支援として、模擬試験を２回、保健師教育担当教員による国
家試験対策セミナーを実施した。看護師・保健師国家試験支援に
共通する支援として、模擬試験結果を看護学部教員に報告して共
有し、成績の低迷する学生にはアドバイザー教員が支援を行った。
また、低学年に対しても低学年者対象の無料の国家試験対策オン
ラインセミナーの情報を提供し受験準備の動機づけを行った。 

・ 助産師国家試験に対する支援として、模擬試験を３回実施した。 
 
看護師国家試験 
新卒者の合格率 98.4％ 

保健師国家試験 
新卒者の合格率 94.7％ 
全国平均 96.8％ 

助産師国家試験 
新卒者の合格率 83.3％ 

 

A  

 

・ 学生の歯科衛生士、介護福
祉士国家試験の合格に向けた
学習を積極的に支援する。 
 
〈数値目標〉 
歯科衛生士国家試験 
新卒者の合格率 100％の維持 
（短期大学部歯科衛生学科） 
介護福祉士国家試験 
新卒者の合格率全国平均以
上の維持 
（短期大学部社会福祉学科） 

（№17） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 短期大学部歯科衛生学科では、国家試験準備カリキュラムや国家
試験模擬試験を行うなどして、国家試験対策の充実を図った。 

・ 社会福祉学科においては、介護福祉士国家試験対策として模擬試
験や学力評価試験を行い、弱点克服に向けて個別の指導・補習を
行い、合格に向けた学習を支援した。 

・ 歯科衛生学科における歯科衛生士国家試験で平成 28 年度から７
年連続、社会福祉学科介護福祉専攻において介護福祉士国家試
験で令和元年度から４年連続合格率 100％を達成した。 

 

Ｓ    

合格に向けた学習を積極的に
支援した結果、歯科衛生士国家
試験では7年連続、介護福祉士
では 4 年連続、合格率 100％を
達成した。 
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中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

 ・ 国家試験準備カリキュラムや国家試験
模擬試験などの実施により、歯科衛生士
国家試験対策の充実を図る。（歯科衛生
学科） 
・ 模擬試験の結果を踏まえたきめ細やか
な指導を実施するなど、介護福祉士国家
試験の合格に向けた学習支援の充実を
図る。（社会福祉学科介護福祉専攻） 

 
〈数値目標〉 
歯科衛生士国家試験 
新卒者の合格率 100％の維持 

（歯科衛生学科） 
介護福祉士国家試験 
新卒者の合格率全国平均以上の維持 

（社会福祉学科介護福祉専攻） 
（№17） 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ 歯科衛生学科では、国家試験対策の仕上げ講義を計 23 回、国家
試験模擬試験を６回実施した。また、模擬試験の結果が低迷してい
る学生に対しては、特に過去問題を中心に多くの試験問題に触れ
る機会を与え、確実な知識定着にむけた手厚い対応を行った。 

・ 社会福祉学科介護福祉専攻では、９月に国家試験対策として模擬
試験を実施し、合格ラインに到達しなかった学生に対して、弱点の
克服に向けた指導・補習を実施した。また、11 月に実施した学力評
価試験の結果を踏まえ、一定水準に到達しなかった学生に対して、
苦手な分野の克服に向けた指導・補習を実施した。 

 
歯科衛生士国家試験 
新卒者（37名）の合格率 100% （７年連続） 

介護福祉士国家試験 
新卒者（24名）の合格率 100% （４年連続） 

(参考） 
全国平均 84.3％ 
介護福祉士養成施設の平均（４年制大学を含む） 81.7％ 

 

Ｓ  

合格に向けた学習を積極的に
支援した結果、歯科衛生士国家
試験では7年連続、介護福祉士
では 4 年連続、合格率 100％を
達成した。 

・ 教員免許取得を目指す学生
への教育として、栄養教諭と理
科教諭を育成するためのカリキ
ュラムの充実や幼稚園教諭二
種免許状、保育士資格の取得
を目指す学生への指導の充実
に取り組む。 

（№18） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 食品栄養学部において、令和元年度に高等学校教諭一種免許状
（理科）取得のための教職課程を設置し、年次進行でカリキュラムを
実施し、令和４年度に完成年度を迎えた。また、栄養教諭一種免許
状取得のための教職課程においては、「教職実習演習」に、実践現
場での経験を有する講師を招いた指導を実施などカリキュラムの充
実を図った。 

・ 短期大学部社会福祉学科において、保育士資格を取得にむけ、保
育園の実習指導者と連携しながら計画的に実習を進めた。また、保
育実習担当教員、チューター、教務委員などが連携して指導した。 

・ 短期大学部こども学科において、幼稚園教諭二種免許状及び保育
士資格の取得のために、カリキュラムの確実な実施を継続し、教員
間の連携に基づく細やかな指導の充実に取り組んだ。 

 

A    
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中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

 ・ 開設４年度目となる高等学校教諭１種
免許状（理科）において新たに開設され
る「教育育実践に関する科目」（「教育実
習Ⅰ及びⅡ」及び「教職実践演習」）を開
講し、教員としての高い専門性と実践的
指導力を有する教員養成を引き続き行
う。（食品生命科学科、環境生命科学科） 
・ 保育士を志望する学生が保育士資格
を確実に取得できるよう、実習指導者と
チューター、教務委員、学生委員が連携
して指導力を高める。（短期大学部社会
福祉学科） 
・ コロナ禍であっても、質を落とさず保育
者養成教育が実施できるように努める。
教員間の連携に基づく細やかな指導を
引き続き行う。（短期大学部こども学科） 

（№18） 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ 開設４年度目となる高等学校教諭一種免許状（理科）において、前
期には「教育実践に関する科目」（「教育実習Ⅰ及びⅡ」）を新たに
開設した。当該免許状取得を目指す学生全員（学部学生４名、大学
院生１名）が 10 月までに教育実習を終了した。また、後期には教職
課程の総仕上げの科目に位置づけられる「教職実践演習」を開講
し、教員としての高い専門性と実践的指導力を有する教員養成に当
たった。 

・ 開設７年度目となる栄養教諭教職課程では、管理栄養士の高度な
知識を持ち、実践的指導力や教諭としての強い自覚を持った学生
を育てるため、「教職実践演習」において、実践現場での経験を有
する講師を招聘し、指導を実施した。 

・ 社会福祉学科では、学生の保育士資格を取得に向け、保育園の実
習指導者と連携しながら計画的に実習を進めた。また、保育実習担
当教員、チューター、教務委員などが連携して指導した。 

・ こども学科では、幼稚園教諭二種免許状及び保育士資格の取得の
ために、コロナ禍であっても、授業の質が落ちることがないよう対面
による授業を基本としながら、Webシステムを活用した講義資料の共
有、オンラインによるグループディスカッションなど、様々な機能を活
用しながら、カリキュラムの確実な実施を継続した。新型コロナウイル
ス感染症対策については、教員間の連携に基づく細やかな指導に
より対応した。 

 

A  

 

(ｴ) 成績評価 

・ 授業目的、到達目標、成績評
価方法をシラバスにより学生に
分かりやすく明示するとともに、
CAP 制度を実施している学部
では、GPAに基づく成績評価を
より客観的かつ厳格なものにす
るよう改善を図る。 

（№19） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 「シラバス作成のためのガイドライン」の記載内容を確認するととも
に、全学でシラバス様式を段階的に統一し、授業目的、到達目標、
成績評価方法をシラバスにより学生に分かりやすく明示した。 

・ 国際関係学部では、令和２年度から前学期の GPAが 3.0未満の場
合に履修登録できる上限単位数を変更した新たな CAP 制の運用を
始め、履修要項に明示するとともに、ガイダンス等で学生に周知を
図った。また、令和４年度入学生から、卒業研究を CAP 制の対象と
した。経営情報学部では、CAP 制における履修登録単位数の上限
を見直し、令和４年度から新 CAP 制の実施を開始した。 

 

A    
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中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

 ・ シラバスへの記載内容と記載方法を学
生に分かりやすく明示するため、引き続
き検討を進め、「シラバス作成のためのガ
イドライン」の見直しを図る。また、シラバ
ス様式が変更される場合は、全学部で情
報を共有し、シラバス記載項目について
確認する。 
・  令和４年度入学生から、卒業研究を
CAP 制の対象にする。その旨を履修要
項に記載し、教務ガイダンスで説明し周
知する。（国際関係学部） 
・ 令和４年度入学生より新 CAP 制を導入
し、より厳格な学習指導を行う。（経営情
報学部） 

（№19） 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ シラバス様式の変更について、看護学部から変更様式について全
学教務委員会にて報告された。加えて、交換留学生の履修できる
科目を分かりやすく提示するため、シラバスに記載欄を設けた。それ
に伴い、「シラバス作成のためのガイドライン」の一部改訂を行った。 

・ 国際関係学部では、 学生の実質的な学びの内容を向上させるた
め、令和４年度入学生から卒業研究を CAP制の対象とした。その旨
を履修要項に明記し、新入生向けの教務ガイダンスで周知を行っ
た。 

・ 経営情報学部では、シラバスについて担当教員、教務委員会、質
保証委員会など複数によって確認・点検を行った。また、令和４年度
入学生より新 CAP 制を導入し、学習指導の厳格化を図った。 

 

A  

 

イ 特色ある教育の推進 

・ 地域への理解・愛着とグロー
バルな視野の醸成に資するよう
「しずおか学」やふじのくに地
域・大学コンソーシアムと連携し
た「ふじのくに学」を全学的に推
進し、他の一般教養科目とのバ
ランスに留意しつつ授業内容
や開講時限の検証・改善に取り
組む。 

（№20） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 地域への理解・愛着とグローバルな視野の醸成に資するよう「しず
おか学」やふじのくに地域・大学コンソーシアムと連携した「ふじのく
に学」を全学的に推進し、授業内容や開講時限の検証・改善を行っ
た。 

・ 「しずおか学」科目群は、毎年科目の充実を図り、「静岡の健康長寿
を支える取り組みと人々」、「企業経営者に学ぶ静岡のビジネス最前
線」など地域と連携しながら静岡について広く学ぶ機会を提供した。
「ふじのくに学」はふじのくに地域・大学コンソーシアムの短期集中
単位互換授業として、本学からは、「しずおか学」の科目群から「お
茶」「観光学」を科目提供した。 

 
A 

 

 

 

 

・ しずおか学の履修状況を確認し、開講
日時の調整及びニーズに応えた授業内
容の見直し等、継続的な改善を行う。 
・ ふじのくに地域・大学コンソーシアムと
連携し、ふじのくに学の円滑な履修及び
科目提供を継続的に実施する。 
・ 南大阪地域大学コンソーシアム提供科
目を本学学生が履修できる体制を維持
する。 

（№20） 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ 学生のニーズに合わせて、SDGs について学ぶしずおか学１科目
（「SDGs 概論」）を新設・開講し、約 150 名の学生が受講した。 

・ ふじのくに地域・大学コンソーシアムの「ふじのくに学」について、８
科目で延べ 19 名の学生が講義を受講した。（令和４年度は対面と
遠隔どちらも実施） 

・ 南大阪地域大学コンソーシアム提供科目「高野山で学ぶキャリアと
わたし」について、本学から３名の学生が受講した。 

 

A  
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中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

・ 学生の英語力を充実させ、グ
ローバルな視野の醸成やグロ
ーバル人材の養成に資するよ
う、英語による科目の充実、
TOEIC L&R 団体受験の継続、
海外英語研修プログラムの充
実等により英語教育を進める。 

（№21） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 英語による授業展開や、TOEIC L&R IP テストを実施しリスニングとリ
ーディングを中心としたグローバルな英語力の意識化を図ることで、
英語教育を推進した。 

・ 英語科目において、海外の学生とオンラインによる日本語と英語を
使用した COIL授業を展開した。 

・ 海外協定校と連携協定に基づく春期英語研修プログラムの現地と
オンラインによる開催した。 

 

A 

 

 

 

 

・ TOEIC L&R 団体受験を令和３年度に
継続して実施する。 
・ TOEIC Speaking Testを含むスピーキン
グテストの授業内外での更なる実施拡大
の可能性を検討する。 
・ 一部の英語科目について、海外の学生
との交流を目的とした COIL 授業の実施
を更に推進する。 
・ オンライン及び現地での短期海外英語
研修プログラムの実施を検討し、中・長期
海外留学を実現できる英語力の養成に
取り組む。 
・ ポートランド州立大学（米国）、オレゴン
健康科学大学（米国）、ドルノゴビ県医科
大学（モンゴル）、コンケン大学（タイ国）と
の COIL 授業を通じて、英語による看護
教育を実施する。 

（№21） 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ 前期（５学部１、２年生）及び後期（５学部１年生、国際関係学部２年
生）に TOEIC L&R 団体試験を受験した。後期５学部１年生の平均
点は 591点であった。 

・ 全学共通英語科目において TOEIC Speaking テストを試験的に実
施した。200 点中平均が 120 点(海外勤務社員に求められるスピー
キング力相当)であった。 

・ カナダ ブリティッシュ・コロンビア大学 日本語コース履修者と共に
COIL活動を実施し、英語科目履修者 37名が参加した。 

・ ビクトリア語学研修プログラムは９月に４名がオンライン参加するとと
もに、２月には 11名が現地プログラムに参加した。TOEFL留学英語
Ⅰでは、14 名の受講生が TOEFL-IPT を受験し、平均点が海外留
学の基準点である 500点を上回る、522点であった。 

・ 看護学部では、上智大学と共同で、コンケン大学（タイ国）、マルケ
ット大学（米国）との COIL 授業を４回実施し、学部生は、オンライン
での現地講師による英語授業への参加、英語でのプレゼンテーショ
ンを実施した。 

 

A  
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中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

・ 国際関係学部では、２年次の
TOEIC L&R IP テストのスコアに
おいて一定の成績を修められる
よう英語基礎力の定着を図ると
ともに、英語ネイティブの教員を
中心に実践的な英語力を養成
する英語教育を１・２年次に実
施する。 

 
〈数値目標〉 

TOEIC L&R IP テスト目標スコ
アを達成した学生の割合（※） 
800点以上の学生が 10％以上 
730点以上の学生が 15％以上 
600点以上の学生が 50％以上 
※目標スコアを達成した国際
関係学部２年次学生数/国際
関係学部２年次全学生数（休
学者を除く。） 

（№22） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 国際関係学部では、令和元年度から新しいカリキュラムを開始し、
英語の PBL（課題探求型）科目を新設し、カリキュラムを進めるととも
に、教育の内容、効果、課題を検討し改善を行った。PBL の実践的
な英語教育や TOEIC への個別対応により基礎学力が定着し、２年
次の TOEIC L&R IP テスト目標スコア達成状況が向上した。 

 

 目標 Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 

800 点以上 10.%以上 4.6% 12.4% 13.9% 9.5% 

730 点以上 15%以上 12.0% 26.8% 26.1% 22.9% 

600 点以上 50%以上 47.4% 64.9% 66.1% 67.0% 
 

Ｓ 

 

 

 

・実践的な英語教育を進めた結
果、TOEIC L&R IP テストのスコ
アは目標値を達成した学生の割
合が飛躍的に増え、英語力の
底上げが図られた。 

 ・ 新カリキュラム開始後３年間に実施した
英語教育（課題解決型授業を含む）の内
容、効果、課題について、到達目標を含
めて総合的に検討し、改善する。 

 
〈数値目標〉 

TOEIC L&R IP テスト目標スコアを達成し
た学生の割合（※） 
800点以上の学生が 10％以上 
730点以上の学生が 15％以上 
600点以上の学生が 50％以上 
※目標スコアを達成した国際関係学部２
年次学生数/国際関係学部２年次全学
生数（休学者を除く。） 

（№22） 
 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ 英語によるＰＢＬ科目について、令和３年度末にまとめたコロナ禍に
おける現状と課題についての報告結果を踏まえ、年度初めの教務
ガイダンスにおいて科目説明を丁寧に行い新規履修者の増加を図
った。また、この間の英語教育においては、TOEIC への個別対応が
実を結んで、スコアは上昇した。 

 
TOEIC L&R IP テスト目標スコアを達成した学生の割合 

800点以上の学生  9.5％ 
730点以上の学生 22.9％ 
600点以上の学生 67.0％ 

 

A  

 

・ 全学共通科目や観光教育な
ど、学部間等で連携した特色あ
る融合的な教育を行う。 

（№23） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 全学共通科目において、学部間で連携した科目を開講した。「静岡
の防災と医療」「静岡の健康長寿を支える取組と人々」「SDGs 概論」
では、多職種連携、学部を超えたオムニバス形式で実施した。 

 

A    
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中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

 ・ 複数の学部、研究科（院）で協力した全
学共通科目の運営を継続する。 
・ 学部間で連携して、学生から求められ
る教養教育の内容を精査するとともに充
実させる。 

（№23） 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ 全学共通科目や各学部開設科目において、講義における教員の
学部間協力及び短期大学部との協力を実施した。 

・ 学生のニーズに合わせ、全学共通科目として各学部教員がオムニ
バス形式で行う SDGs概論を新設し、約 150 名が受講した。 

・ 全学教務委員会において、学部間協力の実施状況を共有した。
（全学共通科目での文理融合科目８科目、学部開設の学部間協力
科目 49 科目） 

・ 授業評価アンケートの実施により、学生の習熟度を把握し、授業内
容の精査を行った。 

 

A  

 

ウ 多様な教育方法の拡充 

(ｱ) 静岡県立大学（学士課程）、静岡県立大学短期大学部 

・ 大学での学習に必要な基本
的な知識を修得するため、初年
次教育の内容を充実させ、その
効果を検討する。 

  学生の意欲的、主体的な学
修を促すため、アクティブ・ラー
ニングを取り入れた教育を展開
するとともに、その効果を検討
する。 
民間企業など外部組織と連

携した寄附講座の実施、講師
の活用に取り組み、教育研究の
多様化、活発化を図る。 
他大学との単位互換を通じて
多様な学習機会を提供する。 
短期大学部では、演習や学
内外における実習等のアクティ
ブ・ラーニング型教育を充実さ
せる。 

（№24） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 各学部において、初年次教育の充実やアクティブ・ラーニングを取
り入れた教育の展開に取り組み、全学教務委員会において、実施
状況や実例を踏まえた情報共有を行った 

・ 静岡大学との単位互換を実施し、多様な学修機会を提供した。実
施状況を全学教務委員会で報告し、現状の把握と大学間協力の推
進に努めた。 

・ 全学共通科目や学部科目で特別講師を活用し、産業、行政、教育
などの専門職業人による講義を実施し、教育研究の多様化、活発
化を図った。 

・ 短期大学部では、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、遠隔
授業ワーキンググループを立ち上げて、オンライン会議システムや
動画配信サイト等を利用した遠隔講義やオンデマンド型授業を実施
した。また、コロナ禍において、臨地実習を学内実習に切り替える
等、途切れない学習機会を提供した。 

 

A    
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中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

 ・ 学部の教育で初年次教育や遠隔講義
も含めたアクティブ・ラーニングを取り入
れた教育方法を引き続き実施する。 
・ 各学部及び全学教務委員会において、
初年次教育やアクティブ・ラーニングの実
施状況の調査及び実施効果の検討を行
い、教育内容の拡充につなげる。 
・ 外部組織と連携し、特別講師として産
業、行政、医療、教育などの専門職業人
による講義を実施する。 
・ 静岡大学との単位互換について、全学
教務委員会で実施状況を報告し、大学
間協力を推進する。 
・ 学生の意欲的・主体的な学修のため、
アクティブ・ラーニング等の多様な教育方
法の導入・改善に向けた検討を引き続き
実施する。（短期大学部） 

（№24） 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ 対面だけでなく、遠隔講義でのアクティブ・ラーニング（Zoom のブレ
イクアウトルーム機能の活用）も実施され、全学で 201 科目を実施し
た。 

・ 各学部で行われているアクティブ・ラーニング科目を調査・集計し、
報告するとともに、各学部の具体的な取り組みについて共有し、アク
ティブ・ラーニング実施状況の情報共有を行ない、教育内容の拡充
につなげた。 

・ 全学共通科目において、企業や官公庁から各分野の専門家を招
き、特別講義を実施した。（13 科目 84 名） 

・ 静岡大学との単位互換について、全学教務委員会で実施状況を報
告した。令和４年度は本学から静岡大学へ１名、静岡大学から本学
へ３名の学部生を受入れがあった。 

・ 短期大学部では、新型コロナウイルスの影響で、実習の実施形態
や施設の受け入れなどに制約が生じる時期もあったが、日程調整や
学内実習への切り替え等を行い、学生の主体的な学びを継続する
ことができた。(短期大学部） 

 
 

A  

 

【再掲】 
・ 地域への理解・愛着とグロー
バルな視野の醸成に資するよう
「しずおか学」やふじのくに地
域・大学コンソーシアムと連携し
た「ふじのくに学」を全学的に推
進し、他の一般教養科目とのバ
ランスに留意しつつ授業内容
や開講時限の検証・改善に取り
組む。 

（№20） 

  
 

 

 

 

 
 

【再掲】 
・ しずおか学の履修状況を確認し、開講
日時の調整及びニーズに応えた授業内
容の見直し等、継続的な改善を行う。 
・ ふじのくに地域・大学コンソーシアムと
連携し、ふじのくに学の円滑な履修及び
科目提供を継続的に実施する。 
・ 南大阪地域大学コンソーシアム提供科
目を本学学生が履修できる体制を維持
する。 

（№20） 
 

 

  

 

(ｲ) 静岡県立大学（大学院課程） 

・ 文理融合の学際的教育を推
進するために教育体制を整備
する。 
他大学との単位互換を通じて
多様な学習機会を提供する。 
産業、行政、教育などのそれ
ぞれの専門分野で必要な高度
専門職業人を養成すべく、附
置センターなども活用し、これ
らの業界との教育連携を強化
する。 

（№25） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 「茶学入門」や「静岡地域食材学」などの学部向けの全学共通科目
を自由選択科目として大学院生にも開講し、自然科学と人文科学両
分野に関わる分野、静岡県内で生産されている特徴ある食材につ
いて学ぶ機会を提供した。 

・ 静岡大学や東海大学と連携し単位互換を実施し、大学院生に多様
な学修機会を提供した。 

・ インターンシップの支援、総合食品学講座の開講など業界との教育
連携を強化し、各業界に関する知識や学びを得る機会を充実させ
た。 

 

A    
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中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

 ・ 「健康イノベーション教育プログラム」で
は、社会人受講生と学生が共に学ぶこと
により、大学での学修及び社会人生涯学
習を連動させる。 
・ 自然科学と人文科学両分野における静
岡地域に関連する講義を継続して開講
し、履修を促す。 
・ 静岡大学大学院、東海大学大学院との
一層の大学間協力を推進し、単位互換
科目に関する詳細内容を学生に伝え、
受講を促す。 
・ 他大学との単位互換を通じて多様な学
習機会を提供する。 
・ 各業界から登用する講師の活用やイン
ターンシップの拡充を図ることにより、学
生のキャリアパスを支援する。 

（№25） 
 
 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ 学部生向けの、しずおか学の「茶学入門」や「静岡地域食材学」を、
大学院生に対して自由選択科目として開講した。 

・ 本学薬食生命科学総合学府と静岡大学大学院、東海大学大学院
との間に単位互換科目を設定し、３大学連携講座において、秋季開
催を適切に広報し、大学間協力を推進した。令和４年度は９月に静
岡大学が主催した科目を本学から 12名が履修した。また 12月に本
学が主催した科目を静岡大学から 23 名が履修した。 

・ 全学共通科目や学部科目で特別講師を活用し、産業、行政、教育
などの専門職業人による講義を実施した。薬食生命科学総合学府
(食系）では、各業界からの講師が登用されている「総合食品学講
座」への受講を大学院生に促し、令和４年度は２名の大学院生が受
講した。 

 

A  

 

(ｳ) インターネット教育 

・ 国内及び海外の協定校との
連携を活用し、国際的なインタ
ーネット遠隔教育を実施する。 

（№26） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 文部科学省の「大学の世界展開力強化事業～COIL 型教育を活用
した米国等との大学間交流形成支援～」を活用し、海外の連携大学
とインターネットを介した双方向の遠隔授業を、大学院薬食生命科
学総合学府、国際関係学部、経営情報学部及び看護学部で導入し
た。薬食生命科学総合学府ではカリフォルニア大学デービス校(米
国）と、国際関係学部ではノースカロライナ大学シャーロット校(米国）
と授業連携をおこなった。 

 

A 

 

 

 

 

 ・ オンライン授業に対応できる環境を整
え、薬学部、薬食生命科学総合学府、国
際関係学部及び看護学部の専門科目等
において、インターネットを活用した遠隔
教育を継続して行う。 

（№26） 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ インターネットによる遠隔教育を「大学の世界展開力強化事業」
（COIL）として大学院薬食生命科学総合学府、国際関係学部、経営
情報学部及び看護学部で導入した。薬食生命科学総合学府では、
米国カリフォルニア大学デービス校とのインターネットを介した双方
向の国際的遠隔授業によりアクティブ・ラーニングを実施した（大学
院講義：生体情報分子解析学特論・先端医療薬学特論）。国際関
係学部では、米国ノースカロライナ大学シャーロット校と授業提携を
おこなった。 

・ 国内においては、三重大学の留学生クラスと繋がり、国際的な授業
提携を実施した。 

 

A  
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中
期
目
標 

18歳人口が減少する中で、アドミッション・ポリシー（入学者受入方針）に沿った社会人や留学生等を含む質の高い入学者を安定的に確保する。 

また、高大接続改革を踏まえ、大学入学共通テストへの対応及び個別選抜改革に取り組み、学力の３要素（「知識・技能」「思考力・判断力・表現力」

「主体性・多様性・協働性」）を多面的・総合的に評価する入学者選抜を的確に実施する。 

 

中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

・ 社会人、留学生を含めた志願
者の状況や入試に関する外部
要因の情報に基づく入学者確
保対策や学内教育体制の検
討、見直しに取り組み、各学
科、各専攻の定員充足を図る。 
大学院については、入学定員
の充足を目指した取組を推進
する。 

 
〈数値目標〉 
大学院入学定員充足率（大
学院全体） 
修士／博士前期課程 100% 
博士／博士後期課程 100% 

（№27） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 各学部において、志願者確保にむけた多様な入試広報に取り組ん
だ。新型コロナウイルス感染拡大防止のため、令和２年度、令和３年
度は対面によるオープンキャンパスは中止し、代替として大学ホー
ムページ上でオンラインオープンキャンパスを実施した。令和４年度
はオンラインオープンキャンパスと一部学部では制限を加え対面で
の実施をした。 

・ 各学部・研究科において、志願倍率、合格率、試験成績等のデー
タを用いて入試結果を分析・検証し、志願者数向上のための検討を
行った。 

・ 各研究科等において、大学院志願者の増加、定員充足を目指し、
動画配信による大学院説明会や大学院院ホームページの英語版の
作成、内部学部生や社会人を対象とした大学院説明会などの各種
取組を推進した。 

・ 令和５年１月までに全ての研究科において、長期履修制度を導入し
た。 

 
  

 目標 Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 

修士／博士前期課程 100％ 77.5% 109.9% 98.2% 100.9% 

博士／博士後期課程 100％ 79.5% 95.5% 56.8% 56.8% 
 

Ｂ 

 

 

 

・ 大学院志願者の増加を目指
し、各研究科等において、志願

者の動向分析・検討や、動画配
信による大学院説明会や留学
生を含めた志願者の拡大を目

指した英語版の大学院ホームペ
ージの充実や募集要項の作
成、内部学部生や社会人を対

象とした大学院説明会などの各
種取組を推進した。 
・長期履修制度を導入し、社会

人等多様な人材を受け入れる
体制を整備した。 
・上記取組を推進したが、令和４

年度までの４年間の平均充足率
は、修士 /博士前期課程で
96.6％、博士/博士後期課程等

で 72.2％となった。 
・今後は、多様な学生の受入れ
に向けた制度の周知を含めた、

受験生への広報体制の充実を
継続するとともに、入学定員数
の在り方について引き続き検討

を行う。 

 ・ オープンキャンパスやイベントの開催、
情報発信を効果的に実施し、志願者数
向上のための改善を図る。 
・ 大学院説明会を開催し、他大学及び社
会人、海外からの志願者の増加を図る。
また、志願者数の増加及び社会人大学
院生・留学生を確保するために、積極的
な広報活動を展開する。（薬学専攻、薬
科学専攻、薬食生命科学専攻） 
・ 内部からの大学院進学を促すとともに、

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ 薬学部では、バーチャルオープンキャンパスとして、学部紹介動
画、模擬講義動画（10 本）、バーチャル模擬薬局見学動画、「県大
薬の先輩に聞いてみた！」（４本）を公開した。また、バーチャルスペ
ースを利用して参加型双方向イベントを実施した（参加登録者 445
名）。 

・ 食品栄養科学部では、オンラインによるオープンキャンパス、入試
相談会を実施するとともに、模擬講義の動画配信を行った。また、対
面によるミニキャンパスツアーを行い、志願者数向上のための広報
に努めた。 

Ｂ  

・令和５年度入学試験における 
大学院の入学定員の充足率

は、修士 /博士前期課程で
100.9％、博士/博士後期課程
で 56.8％であり、博士/博士後

期課程で数値目標を達成するこ
とができなかった。 

 

第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

１ 教育に関する目標を達成するための措置 

(2) 入学者受入れ 
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中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

社会人や海外からの大学院生を確保す
るための効果的な大学院説明会の在り
方を検討する。また、大学院ホームペー
ジの英語版を充実させ、海外からの留学
志願者にPRする。（食品栄養科学専攻、
環境科学専攻） 
・ 志願者数向上に向けて、学部の広報及
び入試方法の改善を含めて具体的検討
を継続する。（国際関係学部） 
・観光出前授業や高校教員との意見交換
会を行うことにより、観光分野を中心に本
学での学びの特色等について積極的に
情報発信する。また、賀茂地域での中高
生向けワークショップを引き続き行う。（経
営情報学部） 
・ 観光分野の博士前期課程志願者の確
保に向け、引き続き地方自治体等に積
極的に働き掛けていくほか、社会人講座
を通じた情報発信に努める。あわせてツ
ーリズム研究センターのホームページや
パンフレットを改訂し、情報発信の強化に
努める。（経営情報イノベーション研究
科） 
・ 募集要項やホームページへの掲載内
容を充実させることにより、情報発信を強
化し、外国人留学生の確保に努める。
（経営情報イノベーション研究科） 
・ オープンキャンパスを中心に入学者選
抜方法、教育方法、長期履修制度などの
広報を行い、入学者確保対策を行う。
（看護学部、看護学研究科） 
・ 入学定員数の在り方について、引き続
き検討を行う。（食品栄養科学専攻、環
境科学専攻、看護学研究科） 
・ オープンキャンパスの実施や模擬講義
の動画公開など、志願者数増加のため
の効果的な方法を検討する。また、各選
抜での志願者動向を分析した上で、高校
訪問等を実施し、定員充足を図る。（短
期大学部） 

 
〈数値目標〉 
大学院入学定員充足率（大学院全体） 
修士／博士前期課程 100% 
博士／博士後期課程 100% 

（№27） 

・ 国際関係学部では、オープンキャンパスで zoom を利用して高校生
と双方向的な対話を行った。 

・ 経営情報学部ではオープンキャンパスがオンライン開催となったこ
とを受け、別途オンラインによる大学院個別進学相談会を前期、後
期に 1回ずつ開催した。 

・ 看護学部では、バーチャルオープンキャンパスを開催し、学部や各
看護学領域の紹介動画を配信するとともに、入試概要やカリキュラ
ムの説明や参加者からの質問に在校生が回答するライブ配信を行
った。 

・ 薬食生命科学総合学府（薬系）では、動画配信による大学院説明
会を実施した。また、海外からの入学生増加に向け、英語版ホーム
ページのコンテンツ充実に取り組んだ。 

・ 薬食生命科学総合学府（食系）では、大学院 PR のため、大学院の
概要及び入試制度などの紹介する動画や特に優れた研究成果や
受賞などをホームページに掲載した。また、英語版を含むホームペ
ージの充実を図った。さらに、入学定員数の在り方について継続的
に協議を行った。 

・ 国際関係学部では、各種入試志願者数、及び受験産業の情報を
分析し、志願者数向上のための検討を行った。また、学部の長期履
修制度導入の検討を行った。 

・ 国際関係学研究科では、オープンキャンパス委員会が大学院説明
会を開催し、志願者数向上に向けて研究科の情報提供を実施し
た。静岡県内以外への対象範囲の拡大を試み、東京都を中心とし
た日本語学校を対象とした大学院説明会を開催した。長期履修制
度ワーキンググループを設置し、大学院生の長期履修を可能にする
制度を令和 4 年度末に構築した。二次募集では令和 3 年度に続き
オンラインによる口頭試問を実施した。 

・ 経営情報学部では、伊豆地域の高校を中心に観光出前授業を計
12 回実施した（令和３年度は３回実施)。また、令和５年度より通年カ
リキュラムとして観光教育が開始となる商業高校の担当教員との意
見交換会を開催し、観光に関心がある生徒に対する経営情報学部
の観光教育の周知を依頼した。また、８月に賀茂地域の中高生を対
象にしたワークショップを開催した。 

・ 経営情報イノベーション研究科では、賀茂キャンパスにおける社会
人講座開催時や静岡県庁の関係部署との諸会合や県内市町との
観光関連意見交換時に、本学大学院でのリスキリングの必要性や、
大学院博士前期課程におけるカリキュラム等を説明したほか、高校
商業科における観光教育開始を受けて高校教員にもリスキリングに
関する説明を行った。また、募集要項を見直し、博士前期課程と後
期課程の募集要項を合冊とすることとした 

・ 看護学部では、高大連携活動にも積極的に取り組んだ。看護学研
究科ではハイブリッド１回・オンライン１回開催し、入学者選抜方法や
長期履修制度の説明、各看護学領域の紹介、修了者による体験講
演、対面開催時は教員への個別相談や在校生交流会を行った。ま
た、大学サイトや大学院進学情報サイトへの入学者選抜に関する情
報の掲載、関係各所への大学総合案内・看護学部／看護学研究科
案内の送付、県大ツアーを活用した広報活動を行った 
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中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

 
・ 短期大学部では、新型コロナウイルス感染症対策を講じた上で、3
年ぶりに対面式のオープンキャンパスを開催した。さらにオープンキ
ャンパスの一環として、本学教員による模擬講義の動画を 11 月末ま
で、学生広報大使を活用した大学案内や各学科紹介の動画を 3 月
末まで公開したほか、本学への受験実績等を踏まえ、高校訪問を
42 校実施した。また、３月には緊急プロジェクトを立ち上げ、志願者
数増加のための効果的な方法を継続的に検討することとした。 
 
大学院入学定員充足率（大学院全体） 
 修士／博士前期課程 100.9% 
 博士／博士後期課程  56.8% 

 
 

・ 本学が受験生、保護者、高校
教員等から進学先として広く認
知され、「選ばれる大学」となる
よう、高大連携等を通じた積極
的な入試広報を推進する。 

（№28） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 新型コロナウイルス感染症の拡大状況を踏まえ、オープンキャンパ
ス・各種説明会・個別相談会・高校訪問・大学見学等の実施につい
て、オンライン活用と対面実施それぞれの利点を活かした実施方法
を検討し、効果的で安全に実施した。オンラインによって県内外問
わず対象を広げることができ、多くの受験生や高校教員への広報が
可能となった。 

・ 短期大学部では、コロナ禍のため、令和２・３年度のオープンキャン
パスはオンラインでの動画配信としたが、令和４年度は対面式での
実施を再開した。また、コロナ禍のため制約もあったが、進学相談会
への参加や高校訪問も継続して行った。 

 

A 

 

 

 

 

・ 新型コロナウイルス感染症の拡大状況
を踏まえ、引き続き、オープンキャンパ
ス・各種説明会・個別相談会・高校訪問・
大学見学等の実施について、オンライン
活用と対面実施それぞれの利点を活か
した実施方法を検討し、効果的で安全に
実施する。 

・ 高校生や保護者・高校教員に伝わりや
すい動画などのコンテンツ作成に努め
る。また、広報・企画室と連携し、県外へ
の効果的な広報活動について検討す
る。 

・ 進学相談会や入試説明会、高校訪問
等を継続し、認知度向上を図る。また、オ
ンライン広報を活用し、本学ホームペー
ジへ誘導するなどオープンキャンパスや
個別相談会等に向けた入試広報の強化
を図る。（短期大学部） 

（№28） 

 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ 令和３年度に引き続きオンラインを活用した入試広報活動に取り組
み、広く遠方の受験生が参加しやすいように実施した。オープンキャ
ンパスでは Zoom やバーチャルスペースを利用した本学教員・学生
と高校生の双方向参加型企画を実施した。また、キャンパス来場型
の企画としては、高校単位での大学見学を３年ぶりに実施し、新規
企画として県内外の高校３年生を対象とした進学説明会（構内見
学・大学説明・在校生との座談会を含む）を開催した。 

・ オープンキャンパスや説明会等で使用した動画及び資料は、要点
を簡潔にまとめ伝わりやすい内容で作成した。また、県内外で実施
の進学説明会に多く参加し受験生に本学を PR した。 

・ 進学相談会や高校説明会、高校訪問等を通じて、本学の魅力や入
試制度等について、受験生や保護者へ伝えた。また、入試説明会
やオープンキャンパスに参加した高校教員や受験生等に対して、本
学の入試やイベント情報を定期的にメール配信するなど、継続的な
広報を行った。(短期大学部） 

 

A  
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中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

・ アドミッション・ポリシーに沿っ
た入学者を確保するために、高
大接続改革へ対応するととも
に、試験科目・出題方法を含め
た全学的な入試体制の整備や
改革を行う。 

（№29） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 令和２年度からWeb 出願システムを導入し運用した。 

・ 作問・点検・精査体制の見直しを行い、業者による事前点検を導入
し、入試問題点検を一層強化した。 

・ 令和６年度実施の大学入学者選抜の個別学力検査及び大学入学
共通テストにおいて課す教科・科目等を学部及び入学者選抜委員
会等で検討を行ったうえで決定し、令和４年８月に公表した。 

・ 短期大学部では、募集人員の変更や一般選抜における試験方法
を変更するなど、入学者確保のための取組及び高大接続改革への
対応を行った 

A 

 

 

 

 

 ・ 令和６年度実施の大学入学者選抜の個
別学力検査及び大学入学共通テストに
おいて課す教科・科目等を決定し公表す
るとともに、広く県内外の高校生や高校
教員等に周知できるよう、各種説明会や
相談会等での広報活動に注力する。 

・ 高大接続改革の目的に沿った対応のた
め、選抜種別間での募集人員の変更
や、一般選抜における試験実施方法の
詳細について検討を行う。（短期大学部） 

（№29） 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ 令和６年度実施の大学入学者選抜の個別学力検査及び大学入学
共通テストにおいて課す教科・科目等を決定し令和４年８月に公表
した。また、各種進学説明会や高校教員との情報交換会等で説明
するなど広報活動を実施した。 

・ 年内入試（総合型選抜及び学校推薦型選抜）における募集人数の
増加の成果を検証するために、選抜ごとの出願願状況等を分析し
た。また、歯科衛生学科の一般選抜では、面接を実施することで、よ
り多面的、総合的に受験生を評価するようにした。(短期大学部） 

 

A  
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中
期
目
標 

ア 教育の実施体制の整備 

学部横断的な教育体制の確保や学外の人材の登用、産学連携・大学間連携による教育などを推進することにより、社会人や留学生等の多様な学生に対する教育の

実施体制を整備する。 

また、教育活動を効果的に行うため、施設・設備、図書、資料等の教育環境について、全学的な視点から計画的な整備に努める。 

イ 教育力の向上 

ファカルティ・ディベロップメント（ＦＤ：教育力や研究力等を含む総合的能力の開発）活動や、外部評価、学生授業評価等の客観的な評価を活用した教育活動の改善

を推進するとともに、教育の質の向上に係るＰＤＣＡサイクルを組織的に機能させる教育の質保証システムを確立し、全学的な教育力の向上を図る。 
 

中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

ア 教育の実施体制の整備 

・ 学部間及び短期大学部との
学内教員の相互協力を推進す
る。 
教育の実施体制について検討
し、円滑な実施体制の整備を進
める。 
短期大学を取り巻く環境の大き
な変化に対応し、県民の求めに
応えられるよう、短期大学部の
将来構想を検討する。 

（№30） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 全学教務委員会で、講義における学部及び短期大学部との学部間
協力について調査し、情報共有を図った。 

・ 令和５年１月までに、全ての研究科において長期履修制度を導入
し、社会人等多様な人材を大学院へ受け入れる体制を整備した。 

・ 令和３年度から短期大学部内でプロジェクトチームを立ち上げ、新
学部の設置について検討をすすめた。令和４年度には設置者であ
る県と意見交換を実施し、協議を開始した。また、全学的な協力体
制を構築するため新学部設置構想検討委員会を新設した。 

 

A 

 

 

 

 

・ 全学教務委員会で、学部間及び短期
大学部との協力状況を報告し、教員の相
互協力を推進する。 
・ 令和４年度入学者に対し、入学時のオリ
エンテーション等の機会を通じて長期履
修制度に関する理解を促し、有効な活用
を説明していく。令和５年度募集要項に
も長期履修制度に関して詳しく記載し、
志願者の増加につなげていく。 
・ 社会や地域のニーズに応える短期大学
部の将来構想について検討を行い、学
内及び関係機関との調整を進める。 

（№30） 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ 講義における学部及び短期大学との学部間協力について全学教
務委員会で調査を行い、計 49 科目で学部間協力を行っていること
を確認し、情報共有を図った。 

・ 入学者に対して、長期履修に関する案内を行った。 
・ 経営情報イノベーション研究科では、長期履修制度の周知のため、
制度に関する詳細な案内文書を作成し、博士前期課程一次合格
者、博士前期課程二次合格者及び博士後期課程合格者に対して、
案内文書を送付した。また、在学生向けのガイダンス資料や、令和５
年度募集要項にも、長期履修制度の詳細を記載し周知を図った。 

・ 国際関係学研究科では、大学院生から要望を踏まえ、長期履修制
度検討ワーキンググループを設置して検討し、令和５年１月から導
入した。 

・ 令和３年度から短期大学部内でプロジェクトチームを立ち上げ、新
学部の設置について検討している。令和４年度は設置者である県と
意見交換を実施し、協議を開始し、また、全学的な協力体制を構築
するため 11月１日付で新学部設置構想検討委員会を新設した。 

 

A  

 

第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

１ 教育に関する目標を達成するための措置 

(3) 教育の実施体制等 
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中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

・ 施設・設備の改修・更新に当
たっては、環境やユニバーサル
デザインに十分配慮する。 
短期大学部では、施設・設備
の現状を把握し、老朽化した施
設・設備の計画的な改修を進
める。 

（№31） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 中規模修繕計画に基づき、施設設備の適正な維持管理と計画的な
整備改修を行った。併せて、学内の環境保全に努めた。維持改修
等にあたっては、安全性の確保と環境やユニバーサルデザインに配
慮した。（学生ホール、文系学部棟廊下、薬学部棟動物実験センタ
ー照明の LED化、多目的トイレへのオストメイト設置、車いす利用者
の動線確保のため照明の人感センサー設置等） 

 

A 

 

 

 

 

・照明機器の LED化を進める。 
・身障者用駐車場棟からのアプローチに
ついて、スロープの勾配の緩和、幅員の
確保など質の高いユニバーサル化を図
る。 
・設備の現状を把握し、設備更新計画を
随時見直す。（短期大学部） 

（№31） 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ 講義室４室、文系学部棟廊下、国際関係学部・経営情報学部・薬
学部各棟のトイレ、薬学部棟動物実験センターにおいて、LED 照明
に交換した。 

・ 看護学部棟から図書館への通路にあった段差部分にスロープを設
置し、利用者すべてが移動しやすくなるよう改修し、利用者のニーズ
に合わせてユニバーサル化を進めた。 

・ 設備の現状を把握し、設備更新計画を随時見直した結果、教育棟
４、５階教員室の老朽化した空調機を更新した。(短期大学部） 

 

A  

 

・ 図書館資料の全学的な視点
からの計画的な整備や、学修
支援のための館内環境づくりを
進める。 

（№32） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 図書館資料を充実させるために、図書館情報委員会で全学的な視
点から図書館資料整備を検討するとともに、静岡県立大学附属図
書館資料収集方針に基づき、教育や研究に必要な図書舘資料を
収集した。 

・ 図書館や図書館資料、Web 上の学術情報等の効率的な利用法を
学ぶ機会を学生と教職員に提供し学習や研究を支援することを目
的とした、新入生ガイダンス、図書館活用講座、新ゼミ生向け講習
会、情報検索実習、オーダーメイド講習会等を実施した。 

・ コロナ禍において、予防の一環として館内の空気循環、閲覧席の間
引き等、三密回避の環境整備を行った。また、感染拡大予防のため
の入構制限等を踏まえ、令和２年度から、教員や卒業予定者、大学
院生を対象に、図書館間相互貸借（ILL）で取り寄せた複写物や所
蔵資料の複写物の自宅等への郵送サービスを開始し、利用者の利
便性の向上、学びの継続につなげた。 

 

A 

 

 

 

 

 ・ 全学的な視点からの図書、学術雑誌、
電子情報等の学術情報資料の受入れと
学修支援のための館内環境整備を進め
る。 
・ 座席数、開館時間、空調運転等、学生
の学習に配慮した図書館利用環境を整
備する。 
・ FD 委員会のほか、全学的に関心の高
いテーマに関連した資料を積極的に受
け入れ、展示を行う。（短期大学部） 

（№32） 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ 年度当初の図書館情報委員会で図書館資料整備を検討し、教育
や研究に必要な図書館資料(図書、雑誌、電子ジャーナル・データ
ベース等)を収集するとともに、学内メールやホームページを通して
新書案内を毎月１回行うなどして、利用を促した。また、SDGs 関連
図書や時事的なトピック（人権擁護、障がい等）など教職員及び学
生に関心を持ってほしいテーマに関連した図書の展示を行った。 

・ 新型コロナウイルス感染症予防の一環として館内の空調機器や窓
の開閉による空気循環、閲覧席の間引き等、三密回避の環境整備
を継続してきた。閲覧席机上へのパーテーション設置、座席の間隔
確保等の対策を継続し、可能な限り閲覧席を確保した。また、学習
コミュニティの場としてのラーニングコモンズフロア(ＬＣフロア)を、会

A  
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中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

話を必要とする遠隔授業(個人学習)の場として提供したり、一部の
書庫をグループ利用の場として利用可能としたりするなど、利用者
のニーズに応えるための学習環境整備を、臨機応変に進めた。 

・ 空調中間期における空調運転については、エネルギー価格高騰の
予算執行への影響を考慮しながら、空調運転箇所を制限するなどし
て対応した。 

・ 閲覧室のブラインドカーテンの修繕やキャレルの椅子を新調し、館
内環境整備した。また、カリキュラムの実施時期にあわせ、学修支援
となる関連書籍の展示を行った。また、障害学生支援室やＦＤ委員
会などと連携して関連資料の展示を進めた。(短期大学部） 

 
・ 情報システムの円滑な利用や
情報リテラシー教育支援のた
め、全学共用実習室及び各学
部実習室のパソコン等の更新
を、利用目的、利用者の規模等
の利用環境を考慮して計画的 
に進める。 
情報ネットワークについては、
データ通信量の増加、セキュリ
ティの向上及び利用形態の多
様化に対応するため、最新の
技術動向を踏まえ、学内基盤
ネットワークの更新などの改善
を図る。 

（№33） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 情報システムの円滑な利用や情報リテラシー教育支援のため、配
備計画に基づき、食品栄養科学部、国際関係学部、看護学部及び
薬学部の実習室パソコンを更新した。また、学内システムの認証用
システムである LDAP サーバやインターネットの閲覧等に必要な
DNS サーバを更新した。 

・ ランサムウェアやウイルス感染といった懸念事項への対応、ネットワ
ーク監視、OSの更新に合わせたウイルス対策ソフトのバージョンアッ
プ情報の公開等を実施した。 

・ 遠隔授業等の実施に伴い、無線アクセスポイントの追加設置、オン
ラインサービス（Zoom）のライセンスの一括購入、Web カメラ、スピー
カー等の機材の貸出しを行うとともに、遠隔授業と対面授業を同時
に行うハイブリッド型教室を整備した。さらに、令和４年度に学内ネッ
トワークシステムを更新し、学内ネットワーク環境の改善を図った。 

 

A 

 

 

 

 

・ 全学共用実習室及び各学部実習室の
パソコン等の配備計画に基づき、パソコ
ンやサーバシステム、ソフトウェア等を更
新し、情報リテラシー教育のための環境
整備を行う。 
・ 学内の情報基盤である学内ネットワーク
システムを更新し、学内ネットワーク環境
の改善を図る。 
・ 新型コロナウイルス感染症対策として、
遠隔授業に対応した教育環境を整備す
るとともに、引き続き遠隔授業や Web 会
議等に必要なオンラインサービスの提供
や機材の貸出しを行う。 

（№33） 
 
 

 
 
 

 
 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ 薬学部の PC 実習室の端末を更新した。また、インターネットの閲覧
や電子メールを使用するために必要な DNS サーバを更新した。 

・ 学内ネットワークシステムを更新し、ネットワークの安定性向上等に
より学内ネットワーク環境の改善を図った。 

・ 遠隔授業やウェブ会議等に使用するオンラインサービス（Zoom）の
ライセンスを一括購入し、各部局等に提供した。また、遠隔授業等で
使用する Web カメラ、スピーカー、マイク等の機材の貸出しを行っ
た。さらに、遠隔授業と対面授業を同時に行うハイブリッド型教室を
用いて、講義や講座等を実施した。 

 A  
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中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

イ 教育力の向上 

・ ディプロマポリシー、カリキュラ
ムポリシーに基づく教育の実施
状況の検証及び検証結果に基
づく教育の質の更なる向上に
全学的に取り組む。 

（№34） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 内部質保証体制の改善に係る規程等の整備を行い、令和３年４
月、新たに法人質保証委員会及び大学質保証委員会を設置した。 

・ 各学部・研究科に設置する部局質保証委員会において、ディプロ
マポリシー、カリキュラムポリシーに基づく教育の実施状況の検証及
び検証に基づく教育の質の更なる向上に取り組み、大学質保証委
員会において報告し、全学的に情報共有を図った。 

A 

 

 

 

 

・ 教育の内部質保証について、大学質保
証委員会、部局質保証委員会及び短期
大学部質保証委員会で自己点検・評価
を行い、その結果を基に改善・向上に取
り組む。 

（№34） 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ 大学質保証委員会を５回実施し、令和５年度に受審する大学認証
評価に向けた提出資料等を作成するとともに、作成作業を通じて、
各学部等の教育の質の向上に係る取組状況の取りまとめ及び評価
を行った。 

・ 大学質保証委員会で、大学としての「求める教員像」や「教員組織
の編制に関する方針」について検討を進め、これらを策定した。（令
和５年４月１日制定） 

・ 短期大学部質保証委員会でカリキュラムマップの作成や卒業生（社
会人）へのアンケート等を行い、これらを用いた自己点検・評価の取
組を進めた。また、作成したカリキュラムマップを活用し、シラバスに
科目とディプロマ・ポリシーとの関連の項目を追加した。(短期大学
部） 

A  

 

・ 各学部、研究科のファカルテ
ィ・ディベロップメント（FD）委員
会で効果的な授業形態、学習
指導方法（年代や国籍等が多
様な学生への指導法を含む。）
等の開発・改善に取り組むため
のプロジェクトを計画し、全学
FD委員会で重点的な支援を行
い、その検証結果を踏まえ、全
学的な取組へと拡大することに
より、教員の能力向上を図る。 
全学及び学部等のFD委員会
において、研究発表、交流、意
見交換、教員相互の公開授業
等の活動の拡充を図る。 
FD 研修については、教員が
参加しやすい時期の検討や、
教員への積極的な声掛けな
ど、参加率の向上に取り組む。 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 各学部、研究科で、外部講師及び内部教員による講演会・研修会
を開催し、教員の資質向上や教育組織の改善向上につなげた。 

・ 各学部、研究科で、教員相互の授業公開、学生による授業評価ア
ンケートの実施及びフィードバック等を実施して教員の能力向上を
図ったほか、内容が全学的にわたるものについては、全学 FD 委員
会が共催し支援を行った。 

・ 研修等の実施に当たり、教授会等で事前告知や参加を呼び掛けた
ほか、メールを一斉送信するなどして広く参加を促し、参加率向上を
図った。その結果、FD 研修参加率は令和元年度以降毎年度の目
標の 70％以上を維持している。 

 

A    
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中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

 
・各学部、研究科のFD委員会で効果的な
授業形態、学習指導方法等の開発・改
善に取り組むためのプロジェクトを計画す
る。 
・全学、各学部の FD 委員会において、部
局間の情報交換・共有を図り、研究発
表、交流、意見交換、教員相互の公開授
業等の活動の推進を図る。 
・メール送信やチラシ配布などによりFD研
修への教員の積極的な参加を呼び掛け
るとともに、 FD 研修の参加率を把握し、
その向上に取り組む。 

 
〈数値目標〉 

FD研修参加率（※） 
75%以上（年度） 
※年に１回以上 FD 研修に参加した教
員数/全教員数 

（№35） 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ 各学部、研究科で、外部講師及び内部教員による講演会・研修会
を開催した。 

・ 各学部、研究科で、教員相互の授業公開、学生による授業評価ア
ンケートの実施及びフードバック等を実施して教員の能力向上を図
ったほか、内容が全学的にわたるものについては、全学 FD 委員会
が共催し支援を行った。 

・ 研修等の実施にあたっては、教授会等で事前告知や参加の呼び
掛けを行ったほか、メールの一斉送信などにより広く参加を促し、参
加率向上を図った。 

 
FD研修参加率（※） 

87.6％（令和４年度） 
※年に１回以上 FD研修に参加した教員数/全教員数 

 

A  

 

 
〈数値目標〉 
FD研修参加率（※） 

75%以上（年度） 
※年に１回以上 FD 研修に参加
した教員数/全教員数 

（№35） 

・ 学生による授業評価、教員相
互授業評価等に対する検証、
卒業生・修了生及びその就職
先等による評価依頼、授業及
び実習科目における授業公
開、情報公開等を実施し、教育
活動の改善に取り組む。 
薬学教育評価機構等による
第三者評価への対応を基盤と
して、教育の質の向上を目指
す。 

（№36） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 各学部・研究科において、学生による授業評価、教員相互授業評
価等に対する検証、卒業生・修了生及びその就職先等による評価
依頼、授業及び実習科目における授業公開、情報公開等を実施
し、その結果に基づき授業形態や授業方法を検討する PDCA サイ
クルにより、より質の高い教育への改善に取り組んだ。 

・ 令和４年度に大学及び短期大学において「教員・教員組織の編制
に係る基本方針」等を策定・公表した。 

・ 薬学部では、薬学教育評価機構による第三者評価及び大学基準
協会の認証評価への対応を基盤として、カリキュラムポリシーの改訂
を行い、教育の質の向上を図った。 

 

A 

 

 

 

 

 ・学生による授業評価や教員相互授業評
価を実施し、その結果に基づき授業形態
や授業方法を検討することで、より質の
高い教育への改善に取り組む。 
・学生による授業評価アンケートを実施
し、結果のフィードバックを行う。コロナ禍
で実施できなかった学生との意見交換会
又はアンケートを実施し、教育活動の改
善に取り組む。 
・オンライン開催も含めた高校訪問、ホー
ムカミングデー及び就職先による評価の
実施を検討し、教育に対する意見を収集
する。 
・部局質保証委員会を中心に、大学基準
協会から提示されている大学基準の点
検・評価項目への対応を継続して実施す

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ 薬学部・薬学研究院では、求める教員像、教員組織の編制方針を
策定した。教員活動評価の結果をもとに教員との面談を行った。教
員相互授業評価（前期及び後期）を行い教育の質の向上を図った。
また、教育内容の改善のため、卒業時のディプロマ・ポリシーへの到
達度に関する学生よる自己評価を開始した。 

・ 食品栄養科学部では、学生による授業評価や教員相互授業評価
を実施し、授業形態や授業方法の検討・拡充など、より質の高い教
育への改善に取り組んだ。 

・ 国際関係学部では、FD 活動として、学生による授業評価、学生参
加型 FD 意見交換会、オンライン授業の改善のための講習会、ルー
ブリックを活用した学習成果の可視化に関する研修、教員間の授業
公開を行った。また、内部質保証については専門委員会を設置し、
ルーブリックを活用した学習成果の可視化、卒業時アンケート、３ポ
リシーの改訂に取り組んだ。また、学生から聴取した意見及び卒業
時アンケートの結果をもとに必修英語の改善ワーキンググループを

A  
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中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

る。 
・内部質保証の取組として、卒業研究ルー
ブリック、ディプロマポリシー・ルーブリッ
ク、卒業時アンケートを試行し、令和５年
度からの正式運用に向けて実施方法等
を確定する。（国際関係学部） 
・大学院教育の質の向上を目指すため、
令和３年度に本年度取り入れたルーブリ
ック表による評価の検証、再実施を行
い、大学院教育内容の改善に努める。
（食品栄養科学専攻、環境科学専攻） 
・部局質保証委員会において、PDCA サ
イクルを機能させるための自己点検・評
価の実施体制を検討し、教育の質の向
上を図る。 
（№36） 

組織し、提案を教授会で報告し情報共有を図った。 
・ 経営情報学部では、令和３年度に引き続き、各授業に対して学部
学生による授業評価アンケートを行い、それに対して教員がフィード
バックレポートを返すことによって、授業の質的改善を図った。 

・ 経営情報イノベーション研究科では、大学院生に対して 2月の修士
論文発表会の後に意見交換会を実施した。 

・ 経営情報学部・経営情報イノベーション研究科では、令和５年２月
に全学 FD 委員会共催の研究会（「ネット時代における大学授業で
の著作物の利用をめぐって」）を実施し、講義運営のあり方について
検討した。 

・ 看護学部生による授業評価アンケートを実施し、学生からの意見に
対する回答や見解を文書にまとめ、ユニパで学生にフィードバックし
た。また、学内に意見箱を設置して学生の意見や評価を収集した。 

・ 学生による授業評価アンケートを前期はユニパを使用して実施し一
定の回答を得たが、より回答率をあげるため後期は二次元コードを
使用して実施した。回答率は向上し、教員に対して結果のフィード
バックを行い、質向上につなげた。 

・ 国際関係学部・国際関係学研究科の FD 企画として意見交換会を
行った。 

・ 薬学部・薬学研究院では、卒業論文発表及び学位論文発表ルー
ブリックの本格運用を開始した。また、学生による授業評価アンケー
トの結果をフィードバックし教員との面談を行った。 

・ 教員相互に看護学部の授業参観を行い、他教員の授業内容や授
業方法から自己の授業を点検し、より質の高い教育内容・教育方法
の改善・充実に取り組んだ。 

・ 食品栄養科学部では、オンライン開催も含めた高校訪問、ホームカ
ミングデーを実施し、教育に対する意見を収集した。 

・ 経営情報学部では、オンライン開催も含めた高校訪問を 33 校に対
して実施し、オープンキャンパスではバーチャルルームによる高校
生及び高校教諭からの意見収集を実施した。また、剣祭にあわせて
経営情報学部の同窓会「経情会」のホームカミングデーを開催し、
卒業生と意見交換などを行った。 

・ 薬学部・薬学研究院では、大学基準協会認証評価受審に向けて点
検評価報告書の作成を行った。 

・ 食品栄養学部・食品栄養科学研究院では、部局内の質保証委員
会を中心に、大学基準協会から提示されている大学基準の点検・評
価項目への対応を継続して実施した。 

・ 国際関係学研究科では、部局内に新設した大学認証評価対応委
員会を中心に、大学基準協会から提示されている大学基準の点検・
評価項目への対応を継続して実施した。また、令和３年度修了生ア
ンケートの実施結果を部局内の質保証委員会で検討した。 

・ 看護学部及び看護学研究科それぞれで内部質保証委員会を開催
して、継続的に大学基準協会から提示されている点検・評価項目へ
の対応に取り組んだ。特にカリキュラム評価の充実については外部
有識者のコンサルテーション・講演・評価、教員の研修会に取り組
み、看護学部・看護学研究科ともにシラバスフォーマットを改善し
た。 
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中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

・ 学部・大学院教育の質の向上を目指すために、令和３年度に取り
入れたルーブリック表による評価の検証、再実施を行い、学部・大学
院教育内容の改善に努めた。 

・ 国際関係学研究科では、部局質保証委員会において、PDCA サイ
クルを機能させるための自己点検・評価の実施体制を検討し、教育
の質の向上を図った。とりわけ、年度末に研究科の業務についての
定期点検を実施し、その点検結果に基づいて、令和４年度の運営
方針を定めた。 
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中
期
目
標 

社会人や留学生等を含む多様な学生が十分な自主的学習を行い、健康で充実した学生生活を送ることができるよう、学習環境や生活支援体制の充実を図る。 

全ての学生が希望する進路へ進むことができるようにするため、県内産業界と連携した取組をはじめ、学生の就職・進学等のキャリア形成を支援する。 

卒業生とのネットワークを維持・発展させ、卒業生と連携した在学生支援を推進する。 

学生の豊かな人間性と社会性を育むため、学生の自主的な社会活動を奨励し、支援する。 

 

中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

・ 学生の意見を定期的に聴き、
学習環境や生活支援体制の充
実を図る。 
民間企業や各種財団へ支援

を依頼するなど奨学金の確保
を円滑に進める。 
学生の自主的な社会活動を

奨励するため、クラブ・サーク
ル、委員会、ゼミ等の活動を支
援する。 

（№37） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 学生のニーズを把握し、学習環境の充実を図るために、学生との意
見交換会を継続して実施した。また、メール相談窓口の設置し学生
の悩みや困りごとに対応する体制を整備した。 

・ 奨学金制度の案内を充実させ、奨学金に応募する学生数の増加を
図った。 

・ おおぞら基金への寄附拡大のため、本学広報誌の配布に併せてチ
ラシを配布し、協力依頼を行った。また、寄附者の利便性向上のた
め、インターネットによる寄附申し込みを新たに導入した。また新型
コロナで困窮した学生への支援のための寄附募集をホームページ
等により広報し、寄附金を獲得した。 

・ 開学記念行事シンポジウムにおいて、同窓会連合会、学生、卒業
生などによるパネルディスカッションを開催し、ネットワークの構築を
図った。 

・ おおぞら基金を活用し、新型コロナで困窮した学生への支援金給
付、「たべものカフェ」の開催支援を行った。 

・ 令和元年度から、本学出身者からの寄附による特定基金（内西いよ
子基金）を活用し、薬食生命科学総合学府のうち、薬学系大学院に
在籍する大学院生への給付型奨学金事業を開始した。また、同基
金を活用した e-learning システムによるオンライン自己学習を令和２
年度から実施し、学生の学習環境を整備した。 

・ 短期大学部では、目安箱（学生のこえ）を定期的に確認し、投稿さ
れた内容について、随時関係部署と協力して対応した。また、令和
４年度は、学生会と話し合いの場を設け、学校行事の企画・運営の
充実やクラブ・サークル活動の活性化を目指して、コロナ禍で停滞し
ていた学生の課外活動に対する支援を行った。 

・ 新型コロナウイルスの影響による生活困窮学生に対しては、修学支
援法に基づく家計急変事由による授業料減免、本学独自の緊急減
免、授業料納付猶予・分納許可等の措置をホームページや一斉メ
ール等により周知した（令和２年度～）。 

 

Ｓ    

・新型コロナウイルス感染症の拡
大に伴い、様々な困難の中に

ある学生に対し、ホームペー
ジにコロナ対応の「入力フォ
ーム」を開設し、学生生活に

関する意見等を聞く体制を整
えるとともに、緊急給付金の
給付等による経済的支援や

学生の意見を踏まえた学生ホ
ールの改修など学修の継続
に向けた支援を実施し安全・

安心で充実した学生生活に
資する支援の充実を図った。 

第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

１ 教育に関する目標を達成するための措置 

(4) 学生への支援 
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中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

 ・ 随時、学生の学修に関する相談や意見
を聴くことができるよう、対面での意見交
換会の設定やオンライン入力フォームで
の学生からの意見聴取を継続する。クラ
ブ・サークルの学生や留学生との意見交
換を定期的に開催し、学生の交流にも考
慮した学習環境の改善に取り組む。 
・ 新型コロナウイルス感染症対策を引き
続き行い、安心して大学に登校できる体
制を整える。 
・ 学生への食事の場の提供や憩いの場と
しての活用のため、学生ホールや食堂の
リニューアルに向けた取組を行う。 
・ 学生への奨学金制度の案内の充実を
図り、学部・大学院への通知や奨学金の
案内を学生が情報を得やすいよう Web
学生サービス支援システムを利用して積
極的に奨学金への応募を促す。また、各
種財団や企業等へ訪問するなど、奨学
金確保に向けて取り組む。 
・ おおぞら基金への寄附を充実するた
め、インターネットによる寄附申し込みを
可能とし、基金を活用した学生支援を実
施する。あわせて、特定基金を利用した
学生支援も実施する。 
・ 静岡県の困窮学生支援一時金を活用
して、学生の修学支援を行う。 
・ 開学記念行事など同窓会連合会にも声
掛けなどをすることで参加を促し、今後卒
業生のネットワーク構築の基礎を作る。 
・ 学生の意見・提案を収集する窓口の一
つとして目安箱を継続設置し、必要に応
じて学生の修学環境の整備・改善を行
う。（短期大学部） 

（№37） 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ 学生の意見等を聴取できるよう、入力フォームを設けて対応した。
（問合せフォーム及び k-voice）具体的には、食堂の改善やアレルギ
ー食品に関する丁寧な説明の促進など、学生の意見にそって対応
した。また、クラブ・サークルに関しては、日常的な対応と総会等で
の意見交換を行い、コロナ禍でのクラブ・サークルの活動指針の見
直しなどを行った。 

・ 新型コロナウイルス感染症対策として、学内環境整備のため、検温
機の増設、アルコール消毒の日々の補充、危機管理のための抗原
キットの配布などを行った。 

・ 学生食堂（はばたき棟地下食堂）の再開をした。学生ホールは、壁
を淡いグリーン、オレンジに塗り替え、机・椅子との色彩の調和をは
かるとともに、木製パーテーションを設置し、学生の作品を展示でき
るように改修を行った。学生にとって居心地のいい空間を作ったこと
で、利用者が増加した。 

・ 学生への奨学金制度案内を Web 学生支援システム(通称「ユニ
パ」）を使って積極的に行い、確実に奨学金を給付・貸与することが
できた。県内企業６社を訪問し、引き続き奨学金確保に寄与した。 

・ 薬学研究院では、薬系大学院生を支援する内西いよ子基金による
給付型奨学金制度により、大学院生３名）への奨学金授与を行っ
た。また薬学部では、同基金により e-learning システムを導入し、オ
ンラインによる自己学習システムを継続運用した。 

・ おおぞら基金への寄附拡大のため、インターネットによる寄附申込
みを開始した。本学広報誌の配布時に寄附の申込方法を案内する
など、寄附者への周知を図った。 

・ おおぞら基金を利用した学生の修学支援のための給付型奨学金を
実施した。 

・ 台風 15号により被災した学生に対し、物資等の配布支援を行った。 
・ 静岡県の学びの継続等支援事業を実施し、学部 1068 人、大学院

141人に一律５万円を給付した。 
・ 開学記念行事において、同窓会連合会の設立を受け、シンポジウ
ムを行った。パネルディスカッションでは同窓会連合会、学生、卒業
生などにより「卒業生から県大へ期待するもの、学生・大学から同窓
会へ期待するもの」として意見交換を行い、様々なネットワーク構築
につながった。 

・ 目安箱に寄せられた授業改善や施設の改修等の要望について、
関係部署と連携して対応した。また、必要に応じて、投稿者のプライ
バシーに配慮しながら、関係者の聞き取り等を行った。(短期大学
部) 

 

Ｓ  

・静岡県の学びの継続等支援事
業による経済支援や、学生の意

見を踏まえが学生食堂（はばた
き棟地下食堂）の再開、学生ホ
ールの改修、台風 15 号被災学

生への物資支援など、学生生活
の充実に資する支援を適時適
切に実施した。 
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中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

・ 学生相談、健康指導及び障
害学生支援を充実させ、学生
の身体的かつ精神的な健康の
増進、疾病予防を支援する。 

（№38） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 健康支援センターにおいて、学生相談、健康指導及び障害学生支
援を充実させ、学生の身体的かつ精神的な健康の増進、疾病予防
を支援した。 

・ 学生の心身の健康状態について、学生個々の到達目標に合わせ
た健康支援を行った。 

・ 身体・精神において問題を抱える学生や、障害や慢性疾患のため
に修学に際して特別な配慮を希望する学生に対する支援を関係各
所と連携を取りながら行った。 

・ 学生の健康状態の傾向や健康支援に関するニーズを把握し、それ
に沿った健康講座や講演会をした。また「健康だより」、「相談室だよ
り」の発刊やホームページ、学内放送等による健康情報の発信を行
った。 

・ 学生の傷病の応急処置・メンタルヘルスへの対応や新型コロナウイ
ルスを始め感染症予防対策を行った。 

・ 毎年実施する健康診断の結果を基に、栄養・食事・運動・生活指導
を行った。 

・ 令和３年度、令和４年度には、学生・教職員へのワクチン接種を実
施するとともに、遠隔授業の実施等により孤立しがちな学生に対し、
SNS 等により心身の健康保持のための情報発信を行った。 

 

A 

 

 

 

 

 

 ・ 学生の心身の健康状態について、健康
支援センターや他部局と守秘義務を遵
守した情報共有を適時実施し、学生個々
の到達目標に合わせた健康支援を行う。 
・ 障害や慢性疾患のために修学に際して
特別な配慮を希望する学生の相談に応
じ、各部局と連携して必要な支援や合理
的配慮の提供をコーディネートする。 
・ 学生の心身の健康保持・増進に関する
ニーズに沿った健康支援のほか、健康講
座や障害学生支援の理解を深めるため
の講演会を各部局と連携を取りながら開
催する。  
・ 学生の傷病の応急処置・メンタルヘルス
への対応や感染予防対策を行う。また、
ウィズコロナの学生生活における衛生指
導、健康増進等に取り組む。 
・ 学生の健康診断に対応し、要再検査・
要受診者に対して生活指導・受診勧奨を
行う。 

（№38） 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ 身体・精神に問題を抱える学生に対し、学生との面談や保護者、担
当教員、学生室、健康支援センター各室と情報共有を行い、守秘義
務を遵守し連携を取りながら支援を進めた。 

・ 障害や慢性疾患のために修学に際して特別な配慮を希望する学
生に対し、所属学部、学内各部署と連携し、必要な支援や合理的
配慮の提供をコーディネートした。 

・ 学生と教職員を対象に障害学生支援についての理解を深めるため
障害学生支援講演会｢きこえない学生と情報保障｣を 12 月に実施し
た（参加者 97人）。 

・ 学生と教職員を対象に講演会「県大生のためのメンタル系サバイバ
ルガイド」を 10 月実施した（参加者 143 人）。 

・ 全学共通科目で「心理カウンセラーについて」(11 月)「アルコールと
喫煙の健康への影響について」(１月)についての講義を開講した。 

・ 健康度測定を実施し、健康保持・増進に関する支援を行った（利用
件数 1,445 件）。 

・ 熱中症警戒アラート発令日に、構内放送で新型コロナウイルス感染
症予防を含めた熱中症の注意喚起を行った。 

・ 「健康だより」(計 18 号)、「相談室だより」(計４号)を発行し、メール・
SNS での配信、プラズマディスプレイや掲示、ホームページで注意
喚起を適宜行い、心身の健康保持・増進につながる情報発信をし
た。 

・ 学生室と協力し「小鹿便り」を発行し、健康に関することや感染予防
や新型コロナウイルス感染症に関する情報を発信した。（短期大学
部） 

A  
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中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

・ 体調不良（新型コロナウイルス感染症罹患者も含む）で休んだ学生
の体調を確認し集団生活への復帰や、罹患後のフォローを行った
（3,889件、メール 2,282件）。 

・ 体調不良後の登校にあたり、「体調チェック」を実施した。（短期大
学部） 

・ 学生の定期健康診断結果において、令和４年度は新型コロナウイ
ルス感染対策を講じつつ、個別での保健指導対象を要再検査・要
受診判定者の 171人(402件）に、再検査と生活指導・受診勧奨を行
った。 

・ 短期大学部では、新入生全員に個別で「健康面談」し、健康診断の
結果をもとに生活指導を行った。２・３年生は要再検査・要受診判定
者を対象に個別で指導と受診勧奨を行った。 

・ 学生及び教職員の新型コロナウイルスへの感染を防止し、大学運
営の通常化を図るため、学内の医師や看護師、薬剤師など全学教
職員の協力を得て、５月に、新型コロナウイルスワクチンの職域接種
を学生、教職員に対して実施した。(接種者 624 人） 

 

【再掲】 
・ 図書館資料の全学的な視点
からの計画的な整備や、学修
支援のための館内環境づくりを
進める。 

（№32） 

  
 

 

 

 

 
 

【再掲】 
・ 全学的な視点からの図書、学術雑誌、
電子情報等の学術情報資料の受入れと
学修支援のための館内環境整備を進め
る。 
・ 座席数、開館時間、空調運転等、学生
の学習に配慮した図書館利用環境を整
備する。 
・ FD 委員会のほか、全学的に関心の高
いテーマに関連した資料を積極的に受
け入れ、展示を行う。（短期大学部） 

（№32） 

 

  

 

・ 留学生の学生生活に対する
支援の充実を図るため、留学生
ガイダンスやカンバセーション
パートナー制度、留学生同士の
交流を推進する。 

（№39） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 新型コロナウイルス感染症対策のため、令和２年度はイベントの中
止があったが、カンバセーションンパートナー制度、留学生ガイダン
ス、留学生交流会を実施し、留学生の学生生活を支援した。また、
国際交流談話室の改装や、留学生ネットワーク構築のためメーリン
グリストの作成など、留学生の交流を推進する基盤を整備した。 

・ 令和４年度には、国際学生寮の開寮し、地域と一体となった交流を
進めた。また、教職員住宅の一部を活用した交換留学生等の住環
境を整備した。 

 

Ａ 

 

 

 

 

 ・ 留学生ガイダンス、カンバセーションパ
ートナー制度、留学生交流会を実施する
とともに、地域や他の機関との連携を図り、
内容を留学生に周知する。また、留学生と
日本人学生が対話できる場所や時間を作
り、留学生支援を充実させる。 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ 留学生ガイダンス、カンバセーションンパートナー制度、OL キャン
パスツアー、留学生交流会など、年間を通じて、留学生の様々な学
生生活を支援した。その他、交通安全講習会、AED講習会、お茶の
淹れ方などの異文化講習会を開催し、留学生活の安全面への配慮

Ａ  
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中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

・ また、卒業後の留学生ネットワークを充
実させるため、卒業する留学生の連絡先
を把握し、本学のメーリングリストを作成す
る。 
（№39） 

や充実を図った。 
・ 学生ホール２階の国際交流談話室に日本語学習用の書籍を年間
数冊購入できる体制を整えた。同時に貸出のガイドラインも作成し、
留学生の日本語学習支援に努めた。 

・ 国際学生寮だけでなく、教職員住宅の一部を留学生等の住居とし
て活用するために WIFI設置など住環境を整備した。 

・ 国際学生寮が所在するつつじヶ丘自治会の回覧板を活用して交換
留学生の紹介や本学の国際交流活動を周知することにより、地域と
一体となった安全面の確保と、国籍や文化、年齢を超えた交流への
橋渡しを行った。 

・ 卒業後の留学生ネットワークの構築を図るために、メーリングリストの
年度更新を行った。 

・ 情報発信手段である本学ウェブサイトの見直しと併せて、インスタグ
ラムなど SNS を活用した情報発信に新たに取り組んだ。 

 
・ 社会情勢にあわせ適切なキャ
リア･就職支援を低学年から行う
とともに、就職活動に関する情
報の収集・学生への提供等に
取り組む。 

OB・OG との連携体制を整え、キ
ャリア・就職支援に活用する。 
学生支援に資するための県内産
業界と連携した取組を行う。 
就職希望者の就職率 100%を目
指したキャリア支援を行う。 

 
〈数値目標〉 
就職率（全就職希望者数比） 
大学、大学院全体 100% 

（№40） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ キャリア支援センターにおいて、キャリア形成に関わる講演会、シン
ポジウム、セミナーの開催や個別相談を行い、学生のキャリア形成を
支援した。新型コロナウイルス感染拡大防止のため、オンラインを活
用しながらキャリアアドバイザーによる個別相談や就職ガイダンス、
学内企業説明会、各種イベント等、きめ細かな就職支援を実施し
た。 

・ 低学年からのキャリア教育を推進するため、全学共通科目として「キ
ャリア形成概論 I・II」を開講し、人生と働くことの関りや自己と社会の
関りについて考える契機を提供した。 

・ 卒業生調査を実施し、卒業生の卒業後の状況について尋ねるとも
に本学のキャリア・就職支援を中心とした学生支援についての卒業
生の評価を尋ねることで、その結果を今後のキャリア・就職支援、学
生支援のあり方の検討資料として活用した。 

・ 学生の主体的・自主的な活動の活性化を図るため、他大学の社会
貢献活動に携わっている学生団体を招き、キャリア形成シンポジウ
ムを開催し、本学の学生団体と事例発表、ワークショップ等を行っ
た。 

・ 就職活動の仕方、応募書類の書き方、面接対策、就職活動におけ
るマナー、本大学で提供する就職支援サービス等を掲載したガイド
ブックを作成し、就職活動に関する情報を提供した。 

・ キャリア支援委員会を通して学部・大学院との連携を図った。 
・ キャリアアドバイザーによる、キャリア形成に関することや、就職活動
の悩み、業界企業研究の仕方、応募書類の添削指導、面接指導等
を行った。 

・ 県内産業界と連携を行うため、求人開拓員３人を東部・中部・西部
に配置し、企業訪問を行い、県内企業の情報収集及び新規開拓を
行った。併せて留学生情報の収集を行った。 

・ 学生に様々な企業・団体等の方々と接し、業界及び企業・団体に対
する理解を深めてもらうための業界勉強会・病院等説明会等を開催
した。 

 

Ａ    
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中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

 ・ 就活スケジュールの変動に対応できる
よう、低学年から参加できるキャリア・就活

講座の充実を図るとともに、観光マネジメ
ント分野の進路先調査等、就活に関する
情報の収集・提供を行う。 

・ キャリアアドバイザーによる個別相談を
対面、オンラインで実施する。 
・ 卒業生との協力の機会を増やし、連携

体制を整える。 
・ 産業界（企業）と連携して、各業界につ
いて勉強する機会を学生に提供する。 

・ 地（知）の拠点として、地域志向研究プ
ロジェクトに学生を主体的に参画させる
取組を推進し、県内企業の魅力と課題分

析の視点を醸成する。 
・ 優良な県内企業を紹介する説明会を企
画し、学生に県内企業の魅力を伝える取
組を行う。 

 
〈数値目標〉 
就職率（全就職希望者数比） 
大学、大学院全体 100% 

（№40） 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ 低学年からのキャリア教育を推進するため、キャリア支援センター提
供により全学共通科目として「キャリア形成概論 I・II」を開講した。 

・ 委託した求人開拓員３人により、観光マネジメント分野の就職情報
収集等を関連企業から行い、学生に情報提供を行った。 

・ キャリアアドバイザーによる個別相談を対面、オンラインで実施し
た。 

・ 本学卒業生との協力、連携により、在学生に業界、企業についての
講演を行った。 

・ 県内外の企業によるガイダンスを実施し、業界や企業について勉強
する機会や魅力を伝える機会を学生に提供した。 

・ 学生が参加する地域政策研究（藤枝市）や地域課題解決事業（５市
２町）などの助成金を積極的に申請し、採択された。 

 
就職率（全就職希望者数比） 
大学、大学院全体 99.0% 

 

Ａ  

 

 

・ 短期大学部では、外部講師
による就活セミナーの開催等キ
ャリア形成を支援するための講
座を充実させる。また、就活イ
ベントへの参加により、積極的
な情報収集、求人開拓及び学
生への周知を行う。 
就職希望者の就職率 100%を
目指したキャリア支援を行う。 

 
〈数値目標〉 
就職率（全就職希望者数比） 
短期大学部 100% 

（№41） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 短期大学部では、令和２年度から静岡新卒応援ハローワーク、しず
おかジョブステーション中部の２機関に依頼し個別相談の実施日を
増加させた。また、面接セミナーや集団討論セミナー、福祉の仕事
ガイダンスなど、学生の進路を支援するための講座及びガイダンス
を増加させた。また、新型コロナウイルスによる、就職活動オンライン
化の影響により、オンライン相談を取り入れ、学生のニーズに対応し
た。 

 

Ａ    
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中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

 ・ キャリア支援センターによる全学科を対
象としたガイダンスやセミナー等を開催
する。また、公務員受験希望者に対し、
外部講師を招き公務員講座をより充実さ
せる。（短期大学部） 
・ 各チューター教員や外部講師と連携を
図り、就職活動への支援を充実させる。
また、Web 面談への対応の充実化や進
路に関するガイダンス動画を作成する。 

 
〈数値目標〉 
就職率（全就職希望者数比） 
短期大学部 100% 

（№41） 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ キャリア支援センターによるガイダンスを 20 回開催した。また、公務
員希望者に対し、本学卒業生との座談会を含んだ公務員ガイダンス
を開催した。 

・ 未内定者に対し、個別の状況確認及びキャリア支援委員への情報
共有を行い、支援した。進路未決定者及び卒業次年次生に向け
て、１月から相談員を増員し、学生の進路相談に向けての支援を充
実させた。また、Web面談を充実させ、コロナ感染防止に加え、学生
からの個別相談に対応する機会を増加させた。さらに、電話のかけ
方やビジネスマナー講座等の進路に関わるガイダンス動画を作成し
た。 

 
就職率（全就職希望者数比） 
短期大学部 99.0% 

 

Ａ  
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中
期
目
標 

ア 研究の方向性 

独創性豊かで国際的に評価される高い学術性を備えた研究活動を重点的かつ分野横断的に推進する。 

また、社会を支える知の拠点として、地域社会の課題解決をはじめ、地域産業の高度化、さらには新産業の創出等に資する研究に積極的に取り組む。 

イ 研究成果の活用・発信 

研究成果は、知的財産としての活用を含め、地域社会への還元を促進するとともに、国内外に積極的に情報発信する。 
 

中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

ア 研究の方向性 

(ア) 静岡県立大学 

［薬学部・薬学研究院］ 
・ 疾病の病因・治療・予防に関
わる生命薬学、分子薬学、及
び臨床薬学研究、並びに創
薬・育薬に繋がる生命科学・
物質科学研究を推進する。 

（№42） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 疾病の病因・治療・予防に関わる生命薬学、分子薬学、及び臨床
薬学研究、並びに創薬・育薬に繋がる生命科学・物質科学研究を
推進し、研究成果が最高水準の国際学術誌に掲載され、各年度計
画を上回る研究成果を挙げた。 

 

Ｓ 

 

 

 

【薬学部・薬学研究院】 
・研究成果が最高水準の国際学

術誌に掲載され、中期計画を上
回る研究成果を挙げている。 

Nature Medicine(IF=87.241) 

Nature(IF=69.504) 
Cell(IF=66.85) 
Nature Genetics(IF=41.307) 

Nature Catalysis(IF=40.706) 
Circulation Research(IF=23.213) 
Journal of the American Chemical 

Society(IF=16.383) 
Journal of Allergy and Clinical 

Immunology,(IF=14.29) 

Hypertension(IF=9.897) 
Analytical Chemistry( IF=8.008) 
Journal of Investigative 

Dermatology(IF=7.59) 
RHEUMATOLOGY(OXFORD), 

(IF=7.046) 

Journal of Physiology-London, 
(IF=6.228) 

 ［薬学部・薬学研究院］ 
・ 生活習慣病・がん・感染症など重要性
の高い疾病の病因・治療・予防及び診
断に関する研究並びに創薬及び育薬
につながる研究を推進し、その研究成
果を国内外の学会や査読のある国際
的な学術誌で発表する。 

（№42） 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ 生活習慣病・がん・感染症など重要性の高い疾病の病因・治療・予
防に関する研究を推進し、その研究成果を国内外に発信した。 

・ 研究成果が権威ある国際的な学術誌（Cell, Journal of Investigative 
Dermatology, RHEUMATOLOGY, Journal of the American 
Chemical Society）に掲載された。 

・ カテキンの抗ムンプスウイルス効果について、機能性食品素材デ
ータベースに登録された。 

Ｓ  

・研究成果が最高水準の国際学

術誌に掲載され、年度計画を上
回る研究成果を挙げた。 
ジャーナルサイテーションレポ

ート（JCR）のインパクトファクタ
ー（IF）は 
Cell(IF:66.85)、 

Journal of Investigative 

第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

２ 研究に関する目標を達成するための措置  

(1) 研究の方向性及び成果の活用 
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中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

 Dermatology(IF:7.59) 
RHEUMATOLOGY(IF:7.046)、 

Journal of the American 
Chemical Society(IF:16.383)、 
であり、何れも最高水準の国際

的学術誌である。 
・機能性食品素材データベースは
静岡県の健康食イノベーション

推進事業の一環として構築され
たデータベースである。 

［食品栄養科学部、食品栄養環
境科学研究院］ 

・ 食品・栄養及び環境の科学
分野を基盤とし、人々が健康
に暮らせる持続可能な社会の
実現に貢献する研究を実施
する。 

（№43） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 人々が健康に暮らせる持続可能な社会の実現に貢献するため、
「食品の安全性及び機能性」に関する研究、「食と健康」及び「環境
と健康」に関する分子からヒト個体及び集団のレベルまでの研究を
実施した。 

 

Ａ 

 

 

 

 

［食品栄養科学部、食品栄養環境科学研
究院］ 

・ 令和３年度に引き続き、「食品の安全性
及び機能性」に関する研究、「食と健
康」及び「環境と健康」に関する分子か
らヒト個体及び集団のレベルまでの研
究を推進する。 

（№43） 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ 令和３年度に引き続き、食品、栄養、環境分野において、分子・遺
伝子レベルでの研究を推進し、その研究成果を国内外の学会や論
文で発表した。研究成果は各分野における著名な国際学術誌に
掲載された。さらに、研究成果の発表や学会活動に対して、学生や
教員に奨励賞や優秀賞が 17件（学生 15名）与えられた。 

 

Ａ  

 

［国際関係学部、国際関係学研
究科］  

・ アジア及び欧米地域を中心と
した国際関係の研究を推進
する。 
多文化共生を視野に入れた

社会・文化・言語を中心とした
研究を推進する。 

（№44) 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ アジア及び欧米を中心とした国際関係の研究・教育活動を行っ
た。多文化共生を視野に入れ、各国の社会・文化・言語の研究を
進め、外国人学校で学ぶ子どもたちの日本語教育支援、司法通訳
の就労実態調査等、日本国内における多文化共生の推進に向け
た学際的な研究を進めた。 

・ 令和元年度から令和４年度にかけて、年度ごとに現代韓国朝鮮研
究センター、広域ヨーロッパ研究センター、グローバル・スタディー
ズ研究センターを中心とした研究の年度計画の提案、実施、検証
を実施した。 

 Ａ 

 

 

 

 

 ［国際関係学部、国際関係学研究科］  
・ アジア及び欧米を中心とした国際関係
の研究・教育活動を引き続き行う。 

・ 多文化共生を視野に入れ、各国の社
会・文化・言語の研究を進め、日本国
内における多文化共生の推進に向け
た学際的な研究を進め、その成果を社
会へ広く発信する。 

（№44） 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ 国際関係学部では、令和３年度に引き続き、アジア及び欧米を中
心とした国際関係の研究・教育活動を行った。多文化共生を視野
に入れ、各国の社会・文化・言語の研究を進め、日本国内における
多文化共生の推進に向けた学際的な研究を進めた。その成果を報
告書として刊行したほか、学部紀要や大学の公式ウェブサイト等で
広く発信した。 

・ 国際関係学研究科では、引き続き、アジア及び欧米を中心とした
国際関係の研究・教育活動を行った。また、多文化共生を視野に
入れ、各国の社会・文化・言語の研究を進め、日本国内における多

Ａ  
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中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

文化共生の推進に向けた学際的な研究を進めた。 
・ 現代韓国朝鮮研究センターと広域ヨーロッパ研究センターを中心
とした国際関係の研究及びグローバル・スタディーズ研究センター
を中心とした多文化共生を視野に入れた社会・文化・言語を中心と
した研究を実施した。グローバル・スタディーズ研究センターは静岡
市地域福祉共生センター「みなくる」との共催で研究センターの移
動大学を「みなくる」地域交流ホールで実施し、広く社会へ成果を
発信した。 

 
［経営情報学部、経営情報イノ
ベーション研究科］ 

・ ビジネス・公共・社会において
イノベーションを促進するため
の、経営・政策・情報・観光及
びそれらを融合した領域にお
ける研究を推進する。 

（№45） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 観光教育を令和元年度から開始したことに伴い、令和２年度に観
光分野における研究基盤、地域連携の拠点として「ツーリズム研究
センター」を設置した。これにより、地域経営研究センター、医療経
営研究センター、ICT イノベーション研究センター、ツーリズム研究
センターの４研究センターによる研究推進体制を確立した。 

・ 地域経営研究センターでは、社会人学習講座やビジネスセミナー
を通じて経営情報イノベーション研究科の４分野の教育・研究に関
する成果を、地域に還元した。また、社会人学習講座の一層の充
実を図るため、他学部・外部団体との連携強化を進めた。 

 

Ｓ 

 

 

 

・ 経営情報イノベーション研究科
では、令和元年度の観光教育
開始に伴い、令和２年度に観光

分野における研究基盤、地域
連携の拠点として「ツーリズム研
究センター」を設置した。これに

より、地域経営研究センター、
医療経営研究センター、ICT イ
ノベーション研究センター、ツー

リズム研究センターの４研究セ
ンターによる研究推進体制を確
立し、地域社会の課題解決に

向けた調査研究、研究成果の
地域への還元の充実が図られ
た。 

 ［経営情報学部、経営情報イノベーション
研究科］ 

・ 令和３年度に引き続き、経営、公共政
策、情報、観光の４分野における研究
成果や高度な知見を、社会人講座など
の機会を通じて地域に還元していく。 

（№45） 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ 地域経営研究センターでは、研究科の４分野の研究成果を各セン
ターの活動や社会人学習講座の形で地域に還元した。社会人学
習講座は 26講座を開講し高い満足度を得た。また、静岡県 ICT人
材育成事業連携講座では ICT イノベーション研究センターと連携
し、機械学習、スマホアプリ開発、Python プログラミングの講座を開
講した。 

・ ツーリズム研究センターでは、賀茂地域との地域連携協定に基づ
き様々な活動を展開した。具体的には、観光出前講座、賀茂地域
の中学生・高校生を対象とした観光教育、大学生が賀茂地域の魅
力を発信する「賀茂の若旅」など。また、静岡県や静岡鉄道と連携
し地域活性化に向けた共同研究を実施した。 

・ ICT イノベーション研究センターでは、災害時における ICT技術の
活用、文章生成 AI の観光への活用、シンポジム「これからの大学
の情報教育」の開催などの活動を行った。 

・ 医療経営研究センターでは「年金政策、社会保障政策の意思決
定過程」や「労働政策、育児休業制度の改正プロセス」に関する研
究会などの活動を行った。 

 

Ａ  
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中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

［看護学部、看護学研究科］ 
・ 地域で生活する人々を対象と
し、健康寿命延伸のための看
護の役割・機能並びに活動範
囲の拡充に関する研究を推
進する。 

（№46） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 看護学部及び看護学研究科では、看護職者のリカレント教育の拠
点として「看護実践教育研究センター」を設置した。「特定行為に係
る看護師の研修制度」を開始するべく厚生労働省に指定研修機関
の認可申請を行い、令和３年２月に認可承認を得、令和３年４月よ
り看護師特定行為研修を開始した。 

 

Ａ 

 

 

 

 

［看護学部、看護学研究科］ 
・ リカレント教育事業として、看護師特定
行為研修を継続するともに、「看護研
究」の基礎セミナー・統計セミナーを企
画・実施する。 

・ 静岡県内の看護師特定行為研修指導
体制強化への貢献として、本学が連携
する特定行為研修協力施設が実施す
る「看護師特定行為研修指導者講習
会」に講師を派遣する。 

（№46） 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ リカレント教育事業として、看護師特定行為研修第２期生として２名
が入講し修了した。次年度入講試験を実施して４名合格した。ま
た、リカレント教育事業及び地域貢献事業として、看護実践教育研
究センター主催で看護研究と高齢者健康支援に関する４講座、看
護学部の各看護学領域との共催で訪問看護リカレントやマタニティ
関連・女性の健康支援に関する７講座を企画・実施した。 

・ 本学が連携する看護師特定行為研修協力施設の実施する看護師
特定行為研修指導者講習会の講師を１名派遣した。 

・ 地域で生活する高齢者、更年期女性、妊婦、こども、外国人等の
健康に関する研究活動に取り組んだ。 

 

Ａ  

 

[学際的研究、グローバル地域
センター] 

・ 静岡県の豊かな文化と食材
に立脚し、超高齢社会に対応
した健康長寿に資する学際的
研究を推進する。アジア地域
の社会・文化に関する調査研
究及び静岡県における喫緊
の課題である危機管理体制
の整備に関する調査研究を
行う。 
「アジア・太平洋（政治・経

済・社会）」に関する調査研究
及び「危機管理」に関する調査
研究及び「地震予知」に関する
調査研究を行う。 

（№47） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 平成 31 年４月に「ふじのくに発イノベーション推進機構」を設置し、
大学全体の文理融合研究の推進、研究及び共育の成果を社会に
還元できる人材の育成、地域貢献活動及び産学官連携活動を進
めた。 

・ 薬学部・薬学研究院では、令和３年度及び令和４年度にインドネシ
アバンドン工科大学と静岡バンドン薬食カンファレンスをオンライン
にて開催した。 

・ 食品栄養環境科学研究院では、全学共通科目として「茶学」を開
講し、茶関連研究の第一人者をゲストスピーカーとして招き、茶学
に関する幅広い内容の講義を行った。 

・ グローバル地域センターにおいて、 アジア地域の社会・文化に関
する調査研究及び静岡県における喫緊の課題である危機管理体
制の整備に関する調査研究を実施した。 

・ 「アジア・太平洋（政治・経済・社会）」部門では、「21 世紀アジアの
グローバル・ネットワーク構築と静岡県の新たな役割」に関する調査
研究、中国を中心とした国際情勢に関する研究、寧波大学（中国）
との学術交流、国際セミナー、フォーラムの開催等を行った。 

・ 「危機管理」部門では、静岡県の危機管理体制や災害対応に対し
て調査研究を行い、県へ提言・助言を行った。 

・ 「地震予知」部門では、令和元年度から３年度まで、地震予知に関
する調査研究に取り組んだ。令和４年度から「自然災害研究」部門
に改組し、従来の地震予知に関する調査研究に加え、自然災害全
般に関する調査研究を開始した。 

 

Ａ    
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中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

 ［学際的研究、グローバル地域センター］ 
・ より充実した「茶学」の教育を実施する
ため、実際に茶を淹れる等の実践的な
内容を盛り込む。また、世界お茶まつり
に参画して、これまでの成果を公開す
る。 

・ 地域産業の発展や新産業創出に貢献
するため、ふじのくに発イノベーション
推進機構を中核とし、静岡県や地域産
業と連携しながら学際的研究事業に取
り組む。 

・ 「アジア・太平洋（政治・経済・社会）」部
門において、「21 世紀アジアのグロー
バル・ネットワーク構築と静岡県の新た
な役割」に関する調査研究（第２期）、
寧波大学（中国）との学術交流、国際セ
ミナー、フォーラムの開催等に取り組
む。 

・ 「危機管理」部門では、静岡県の喫緊
の課題である危機管理体制の整備に
関する調査・研究を継続し、県への提
言や成果の情報発信等に取り組む。 

・ 「地震予知」部門は、令和４年度から
「自然災害研究」部門へ改組し、従来
の地震予知に関する調査研究を拡充
し、県民の安全・安心に資する自然災
害全般に関する調査研究に取り組む。 

（№47） 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ 「茶学」を後期の全学共通科目として開講した。また、令和４年度は
世界お茶まつりに参画するとともに、同時に開催された静岡健康・
長寿学術フォーラムにおいて、「お茶を一服、健康と安全から長寿
を考える」を企画して研究成果を公開した。 

・ ふじのくに発イノベーション推進機構を中核として、組織として静岡
県や地域産業との連携を深め、学際的な研究事業に取り組み、健
康食イノベーション推進事業を推進した。 

・ グローバル地域センター「アジア・太平洋（政治・経済・社会）」部門
では、「21 世紀アジアのグローバル・ネットワーク構築と静岡県の新
たな役割」に関する調査研究（第２期）の一環で、8 月に「清水港の
歴史から見る日本とアジア」に関するシンポジウムを開催するととも
に研究報告書を発行した。また、令和５年２月に公開セミナー「アジ
アの福祉現場における『中間的領域／組織』の探究」を開催した。
中国を中心とした国際情勢に関する研究として、10 月から中国の
共同富裕政策に関する調査研究を開始するとともに、６月に緊急国
際フォーラム「ウクライナ危機と地政学リスクに立ち向かう国際戦
略」、令和５年３月に「エグゼクティブフォーラム 2023」を開催した。 

・ 「危機管理」部門では、静岡県の危機管理体制や災害対応に対し
て調査・研究を行い、県へ提言・助言を行った。また、８月に公開シ
ンポジウム「命を守るためにヘリコプターは飛ぶ」を開催した。 

・ 令和４年度から改組により新設された「自然災害研究」部門では、
地震予知に関する研究に加え、自然災害全般に関する研究を開
始した。また、７月にこども防災講座を開催するとともに、令和５年１
月～２月にオンラインによる防災講座「静岡で知っておきたい地震
と火山と防災」（全３回）を開催した。 

 

Ａ  

 

(ｲ) 静岡県立大学短期大学部 

・ 人々の生活の質の向上に寄
与するため各学科が持つ研
究資源を生かして、保健・医
療・福祉及び幼児教育に関す
る研究を推進する。 

（№48） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 短期大学部の各学科において、人々の生活の質の向上に寄与す
るため各学科が持つ研究資源を生かして、保健・医療・福祉及び幼
児教育に関する研究を推進した。 

・ 歯科衛生学科では、教員の専門性を活かし歯科疾患予防ならび
に口腔保健を通じて全身の健康ならびに生活の質の向上に寄与
するための研究活動、歯科衛生教育の質向上をめざす研究活動を
進めた。令和２年度には静岡県歯科医師会と連携して後期高齢者
における歯科保健に関する研究を進め、国際学会や静岡県健康
長寿フォーラムで英語による成果発表を行った。令和３年度には別
機関との共同研究の成果を含めて国内外の学会で成果発表を行
い、令和４年度には原著論文（英文１編・和文２編：査読付）を刊行
し、口腔保健策に寄与するエビデンスとして情報発信した。さらに
歯科衛生教育に関する研究成果を原著論文（英文１編・和文１編：
査読付）にまとめ、教育の質向上に寄与した。 

・ 社会福祉学科では、コロナ禍で済生会病院看護専門学校との共

Ａ    
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中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

同を進めることは困難であったが、各教員が各々の専門性を生か
し、特にコロナがもたらした生活課題を保健・医療・福祉の連携を通
して改善していく活動や研究を進め、その成果を論文等で報告し
た。防災に関する研究も同じく各教員で取り組み、その成果を論文
などで示した。 

・ こども学科では各教員の専門性を生かした研究を進め、保育・幼
児教育分野の発展及び質の向上に貢献するとともに、学科教員で
協力し幼児教育に関する共同研究の取り組みについて検討を重
ねてきた。 

 
・ 令和３年度に引き続き、静岡県歯科医
師会との新たな研究計画を遂行し、分
析結果の成果報告を行う。（歯科衛生
学科） 

・ 人々の生活の質の向上に向け、地域
で起きている様々な問題について、保
健・医療、福祉の連携の下、現場の専
門職と共に支援の内容や方法を検討
する。（社会福祉学科） 
・各個人の研究成果を地域の幼児教育
に反映させるとともに、共同研究の継
続を図る。（こども学科） 

（№48） 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ 歯科衛生学科では、教員の専門性を活かし歯科疾患予防ならび
に口腔保健を通じて全身の健康ならびに生活の質の向上に寄与
するための研究活動、歯科衛生教育の質向上をめざす研究活動を
進めた。 

・ 社会福祉学科では、コロナ禍で済生会病院看護専門学校との共
同を進めることは困難であったが、各教員が各々の専門性を生か
し、特にコロナがもたらした生活課題を保健・医療・福祉の連携を通
して改善していく活動や研究を進め、その成果を論文等で報告し
た。防災に関する研究も同じく各教員で取り組み、その成果を論文
などで示している。 

・ こども学科では各教員の専門性を生かした研究を進め、保育・幼
児教育分野の発展及び質の向上に貢献するとともに、学科教員で
協力し幼児教育に関する共同研究の取り組みについて検討した。 

 

Ａ  

 

イ 研究成果の活用・発信 

・ 積極的な知的財産の権利化
を適切に行うとともに、知財教
育を推進する。 

（№49） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 知的財産権の保護と活用を適切に進めるため、発明委員会を開催
した。 

・ 学生及び教職員を対象とした知財教育講座を開催した。 
 

Ａ 

 

 

 

 

・ 知的財産権の保護と活用を適切に進
めるため、発明委員会を原則毎月開催
する。 

・ 学生及び教職員を対象とした知的財産
権に係る講座を開催する。 

（№49） 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ 知的財産権の保護と活用を適切に進めるため、発明委員会を毎月
開催した。（開催回数：12回） 

・ 学生及び教職員を対象とした知財教育講座を開催した（全７回、開
催時期：6 月 10 日～7 月 29 日）。また、教職員を対象とした知財・
産学連携セミナーを開催した。（9月 28 日) 

 

Ａ  
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中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

・ 地域における中核的な学術
研究推進拠点として研究成果
を国内外に発信するとともに、
シーズ集の発行や各種技術
展への参加等を通じて、研究
シーズを積極的に情報発信
する。 
教員著作図書の収集や機関リ
ポジトリの整備等による本学
の研究成果の蓄積と発信を
進める。 

静岡健康・長寿学術フォーラム
を開催し、研究成果や学術
情報の蓄積、地域社会への
還元を行うとともに、国内外
に積極的に情報発信する。 

本学の研究成果や学術情報を
公開するため、公開講座や
US フォーラムを開催する。 

 
〈数値目標〉 
機関リポジトリ論文登録件数 
200件以上（令和元年度～令
和６年度累計） 

（№50） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 研究シーズ集を発行し、各種研究関連イベントや協力企業等に配
布するとともに、大学ホームページに掲載し研究活動を発信した。 

・ イノベーション・ジャパン、ライフイノベーション新技術説明会などの
新技術説明会への参加し、本学の研究シーズを情報発信した。 

・ 附属図書館では、教員著作図書の収集や機関リポジトリの整備等
による本学の研究成果の蓄積と発信を進めた。機関リポジトリの整
備において、科学研究費助成事業データベース(KAKEN)で公開さ
れている本学教員関連の研究成果報告書のメタデータを機関リポ
ジトリに登録し、研究成果報告書のページにリンクする運用を令和
３年度より開始し、機関リポジトリ上への「薬学部業績目録集」の掲
載を令和４年度より開始した。また、短期大学部附属図書館では、
機関リポジトリコンテンツの収集システムを構築し、短期大学部内で
周知を図り登録を開始した。 

・ 静岡健康・長寿学術フォーラムを、令和４年度の第 27 回まで継続
して開催し、健康・長寿に関する研究成果や学術情報の蓄積、地
域社会への還元、情報発信を行った。新型コロナ禍の令和２年度
から令和４年度は、会場とオンライン同時視聴等の感染拡大防止
対策を講じ実施した。 

・ ＵＳフォーラムは、令和２年度及び３年度は新型コロナウイルス感染
防止のため、会場開催は行わず研究要旨集の配布による本学の
研究成果等の公開のみとなったが、令和４年度はオンライン視聴に
より３年ぶりに開催するとともに、研究要旨集を県立大学ホームペ
ージ上で公開し、これまで以上に幅広く本学の研究成果等を情報
発信した。 

・ 毎年、本学主催の公開講座、市町村との連携講座を実施した。令
和２～４年度は新型コロナウイルス感染症拡大のため、本学主催の
公開講座を YouTube(ビデオオンデマンド方式）で配信した。講座
開催について、本学ウェブサイトへの掲載、ポスター掲示、リーフレ
ットの配布、県や市町等の広報紙への掲載等を通じて、広く県民に
周知した。 

 

Ａ 

 

 

 

 

 

 ・ 地域における中核的な学術研究推進
拠点として、各種技術展への参加等を
通じて研究成果を国内外に発信する。 

・ シーズ集を発行し、企業や関係機関に
配布することで、研究シーズを積極的
に情報発信する。 

・ ふじのくに発イノベーション推進機構と
して、これまで構築した学術情報基盤
などを通じ、研究シーズ探索のための
情報を発信する。 

・ 教員著作図書の収集や機関リポジトリ
の整備・充実等により、本学の研究成
果の蓄積と発信を進める。 

・ 第 27回静岡健康・長寿学術フォーラム
を開催し、防災等安全の観点からも健
康・長寿に関する研究成果や学術情報

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ 第 10 回 DSANJ Digital Bio Conference 2022 など各種技術展への
参加を通じて研究成果を国内外に発信した。 

・ シーズ集を 1,200部発行し、企業や関係機関に配布することで、研
究シーズを積極的に情報発信した。 

・ これまで構築した学術情報基盤などを通じ、研究シーズ探索のた
めの情報を発信した。 

・ 附属図書館では、教員著作図書について、全ての教員に寄贈依
頼するとともに、未所蔵の著作図書を調べ、収集を進めた。図書館
情報委員を通じて紀要や科研費報告書等の研究成果物の機関リ
ポジトリへの登録について教員に説明し、登録を促進した。また、
令和４年度より機関リポジトリ上に「薬学部業績目録集」の掲載を新
たに開始した。 

・ 短期大学部附属図書館では、科学研究費助成事業データベース
（KAKEN）で公開されている研究成果報告書、及び図書館・紀要委

Ａ  
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中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

の蓄積、地域社会への還元、情報発信
を行う。 

・ 公開講座や US フォーラムにより、本学
の研究成果や学術情報を公開する。 

（№50） 

員会で発行している研究紀要論文のメタデータについて機関リポ
ジトリに登録した。 

・ 第 27回静岡健康・長寿学術フォーラムは、「お茶を一服、健康と安
全から長寿を考える」をテーマに「安全」の観点から、また、「世界お
茶まつり」との同時開催ということで「お茶」に関係する健康・長寿の
研究成果や学術情報の蓄積、地域社会への還元、情報発信を行
った。 

・ 公開講座を、本学ウェブサイトへの掲載、ポスター掲示、リーフレッ
トの配布、県や市町等の広報紙への掲載等を通じて、広く県民に
周知した。本学主催の公開講座（オンデマンド）、富士市との連携
事業である富士市民大学前期ミニカレッジ（対面、オンライン）、静
岡市内６大学との連携事業である市民大学リレー講座（ハイブリッ
ド）を実施した。 

・ ＵＳフォーラムは、新型コロナウイルス感染防止のためオンライン視
聴により３年ぶりに開催し、研究要旨集は印刷物での配布を中止
し、県立大学ホームページ上での公開とし、これまで以上に幅広
く、本学の研究成果や学術情報を公開した。 

 
機関リポジトリ論文登録件数 
 23件（2022年度実績） 
 （164 件 2019～2022 年度累計） 
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中
期
目
標 

重点的な研究課題の推進に向け、研究組織の弾力化を図るとともに、外部資金を活用しながら、国内外の大学や研究機関をはじめとする産学民官と連携した研究を

積極的に推進する。 

また、必要な研究環境の整備を推進する。 

 

中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

・ 研究水準の向上を図るため、
外部評価における研究（研究環
境）に関する提言、学内での研
究成果発表等を通じた相互評
価、教員活動評価制度等を活
用した研究活動の検証、改善を
行う。 
外部資金（科学研究費補助
金、受託研究費・共同研究費
等（おおぞら基金を除く。））
は、過去の年度実績平均を超
える金額及び件数の獲得を目
指す。 

 
〈数値目標〉 
外部資金 
・獲得金額 
第１期及び第２期計画期間の
年度平均を超える金額の維
持 
・獲得件数 
第１期及び第２期計画期間の
年度平均を超える件数の維
持 

（№51） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ ＵＳフォーラムを開催し研究活動の目的や成果を広く社会に公開し
た。令和２年度及び令和３年度は、新型コロナウイルス感染防止の
ため、会場開催は行わず研究要旨集の配布による本学の研究成果
等を公開のみとなったが、令和４年度は、オンライン視聴により３年
ぶりに開催するとともに、研究要旨集は県立大学ホームページ上で
の公開とし、これまで以上に幅広く本学の研究成果等を公開した。 

・ 毎年、前年度の教育研究活動について、各教員から教員活動実績
報告書の提出を受け、教員活動評価を行った。業績優秀者には学
長表彰を行い、教員の士気向上を図った 

・ 科学研究費補助金、受託研究、共同研究等の外部資金の確保に
向け、国や地方自治体等の公募情報の収集、学内への公募情報の
迅速な配信、公募説明会の開催など応募の促進に向けた取組を進
めた。その結果、令和元年度以降の外部資金の獲得は、件数及び
金額のいずれにおいても目標値を上回った。また、科学研究費補
助金について、若手研究者の採択率は全国平均を大きく上回る結
果を維持している。 

・ 令和元年度から令和３年度には、ふじのくに発イノベーション推進
機構を中核として、静岡県と連携して、内閣府地方創生推進交付金
を活用した「健康食イノベーション推進事業」に取り組んだ。令和４
年度以降は「フーズ・ヘルスケアプロジェクト推進事業」として、引き
続き、県と連携して取り組みを進めた。 

 

Ｓ 

 

 

 

・教員の研究活動支援等を確実
に行い、科学研究費補助金、受

託研究費・共同研究費などの外
部資金の獲得については期間
を通じて金額、件数ともに、第１

期及び第２期計画期間の年度
平均（885,433 千円、353 件）を
上回る実績となり、財政基盤の

整備に寄与した。 
＜外部資金実績＞ 
H26 779,654 千円 （371 件） 

H27 831,853 千円 （377 件） 
H28 871,945 千円 （382 件） 
H29 880,905 千円 （401 件） 

H30 891,784 千円 （373 件） 
R1  946,598 千円 （409件） 
R2 1,022,480 千円 （392 件） 

R3 1,099,229 千円 （394 件） 
R4  935,738 千円 （439件） 
 

 

 ・ US フォーラムにおける発表を通じて研
究水準の向上を図る。 
・ 各教員から教員活動実績報告書の提
出を受け、前年度の教育研究活動の状
況を確認するとともに、教員活動評価学
長表彰を行うことにより、教員の士気向上
を図る。 
・ 科学研究費助成金を獲得するための申
請方法等の説明会を実施する。 
・ 地域産業の発展や新産業創出に貢献

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ ＵＳフォーラムは、新型コロナウイルス感染防止のためオンライン視
聴により３年ぶりに開催し、研究要旨集は印刷物での配布を中止
し、県立大学ホームページ上での公開とし、これまで以上に幅広く、
本学の研究成果や学術情報を公開した。 

・ 各教員から教員活動実績報告書の提出を受け、令和３年度の教育
研究活動の状況の確認を行った。結果を踏まえ、教員 13名に対し、
教員評価学長表彰を行った。 

・ 科学研究費助成金を獲得するための申請方法等の説明会及びア

Ｓ  

・ 科学研究費補助金、受託研

究費・共同研究費などの外部資
金の獲得については金額、件数
ともに、第１期及び第２期計画期

間の年度平均（885,433 千円、
353 件）を上回った。とくに、件
数については、目標値を大きく

上回っており、応募促進と採択
率の向上のための支援の成果と

第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

２ 研究に関する目標を達成するための措置 

(2) 研究の実施体制等 
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中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

するため、ふじのくに発イノベーション推
進機構を中核とし、静岡県や地域産業と
の連携しながら、学際的研究事業に取り
組む。 

 
〈数値目標〉 
外部資金 
・獲得金額 
第１期及び第２期計画期間の年度平均
（885,433 千円）を超える金額の維持 
・獲得件数 
第１期及び第２期計画期間の年度平均
（353 件）を超える件数の維持 

（№51） 

ドバイス支援を実施した。（説明会の開催：8 月 1 日 草薙キャンパ
ス、8月 2 日 小鹿キャンパス、併せてＷＥＢ配信も実施） 

・ ふじのくに発イノベーション推進機構を中核として、静岡県や地域
産業との連携を深め、学際的な研究事業に取り組み、フーズ・ヘル
スケアプロジェクト推進事業（約 11百万円）を推進した。 

 
外部資金 
・獲得金額 935,738 千円 
・獲得件数 439 件 

 

思慮される。科学研究費補助金
については、研究費補助金につ

いては、若手研究者の採択率が
70.5%であり、令和３年度に引き
続き、全国平均（40.3%）を大きく

上回った。 

・ 重点的な課題解決に向けて
外部資金を活用し、国内外の
大学や研究機関、民間企業等
との共同研究や受託研究を積
極的に推進する。 
静岡健康・長寿学術フォーラ

ムを開催し、国内外の研究者と
のネットワーク形成を推進する。 

（№52） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 各種公募に関する情報の学内への提供頻度を増やしたほか、関係
機関へのシーズ集配布を通じた研究シーズの情報発信などに取り
組んだ。 

・ 各種公募に関する情報の学内への提供を速やかに行うことで、教
員の意識啓発を図り、共同研究や受託研究を推進した。 

・ 静岡県が進める各種プロジェクトに中核連携機関として参画し、産
学官連携による共同研究や受託研究を積極的に推進した。 

(産学連携協定等） 
静岡型MaaS基幹事業実証プロジェクト(特別会員） （令和元年度） 
ＭaＯIfオーラム(サポーター会員） （令和元年度） 
ChaOIフォーラム （令和２年度） 
マリンオープンイノベーションプロジェクト（連携・協力に関する基本
協定） （令和２年度） 
ICOIプロジェクト （令和４年度) 

(受託研究等) 
令和元年度：９件、令和２年度：９件、令和３年度：９件、令和４年度：３件 
・ 令和元年 10月に草薙キャンパス内に臨床研究施設を開設し、臨床
研究を学内で実施できる体制を整備した。 

・ 静岡健康・長寿学術フォーラムを、令和４年度の第 27回まで継続し
て開催し、国内外研究者とのネットワーク形成を推進した。新型コロ
ナ禍の令和２年度から令和４年度は会場とオンライン同時視聴等の
感染拡大防止対策を講じ実施した。 

 

Ａ 

 

 

 

 

 ・ 各種公募に関する情報の学内への提
供や企業・関係機関へのシーズ集配布
を通じた研究シーズの情報発信などに引
き続き取り組む。 
・ 静岡県が進める各種プロジェクトに中核
連携機関として参画し、産学官連携によ
る共同研究や受託研究を積極的に推進
する。 
・ 第 27 回静岡健康・長寿学術フォーラム

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ 各種公募に関する情報の学内への提供頻度を増やしたほか、関係
機関へのシーズ集 1,200 部配布を通じた研究シーズの情報発信な
どに取り組んだ。 

・ 静岡県が進める各種プロジェクトに参画し、産学官連携による共同
研究や受託研究を積極的に推進し、緑茶の機能性に関する調査研
究・人材育成事業業務を静岡県から受託（約６百万円）した。 

・ 第 27 回静岡健康・長寿学術フォーラムを開催し、「お茶を一服、健

Ａ  
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中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

を開催し、防災等安全の観点からも健
康・長寿に関する研究成果を発信するな
ど国内外の研究者とのネットワーク形成
を推進する。 

（№52） 

康と安全から長寿を考える」をテーマに「安全」に関係する研究者
（講師）と、「世界お茶まつり」との同時開催ということで「お茶」に関
係する研究者（講師）をそれぞれ複数招聘し、主に国内研究者との
ネットワーク形成を推進した。 

 
・ 本学の高度な研究水準を維
持するため、研究機器の計画
的な購入を進める。 

（№53） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 教育研究機器整備計画に基づき、県からの補助金等により、研究
機器の更新を行った。 

 

Ａ 

 

 

 

 

・先進的な研究を進めるために必要な機
器の整備を図る。 

（№53） 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ 静岡県が設立する公立大学法人に係る施設整備等補助金（高額
備品更新事業）により、生物研究用画像解析システム、発光・蛍光イ
メージング装置、高速液体クロマトグラフ質量分析装置、マルチラベ
ルカウンターシステムを整備した。 

 

Ａ  

 

【再掲】 
・ 図書館資料の全学的な視点
からの計画的な整備や、学修
支援のための館内環境づくりを
進める。 

（№32） 

  
 

 

 

 

 
 

【再掲】 
・ 全学的な視点からの図書、学術雑誌、
電子情報等の学術情報資料の受入れと
学修支援のための館内環境整備を進め
る。 
・ 座席数、開館時間、空調運転等、学生
の学習に配慮した図書館利用環境を整
備する。 
・ FD 委員会のほか、全学的に関心の高
いテーマに関連した資料を積極的に受
け入れ、展示を行う。（短期大学部） 

（№32） 
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中
期
目
標 

重点的な研究課題の推進に向け、研究組織の弾力化を図るとともに、外部資金を活用しながら、国内外の大学や研究機関をはじめとする産学民官と連携した研究を

積極的に推進する。 

また、必要な研究環境の整備を推進する。 

 

中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

・ 健康長寿社会づくりを牽引す
る地域人材の輩出を目指して
整備した地（知）の拠点の地域
連携体制を活用し、全学的な
地域貢献活動を展開するととも
に、関係機関との協力関係の
構築や充実を図る。 

（№54） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 静岡市地域福祉共生センター「みなくる」の共生事業等を静岡市か
ら受託し、「ふじのくに」みらい共育センターの事業の一環として各
種講座やイベントの開催、研究活動などを行い、地域共生の拠点づ
くりに関わって健康増進のイベント等を開催した。 

・ 連携協定を締結した自治体等との連携として、静岡市をはじめとす
る中部５市２町が公募するしずおか中部連携中枢都市圏域地域課
題解決事業や、藤枝市地域政策研究・創造事業の採択を受け、学
生の教育研究に資する事業を実施した。 

・ 薬学部及び薬学研究院では、新型コロナウイルス感染拡大防止に
配慮しながら、自治体と連携した健康相談会を実施し地域の健康福
祉に貢献した。また、モバイルファーマシーの広報動画を薬学部ホ
ームページ上で公開して、活動を広く社会に発信した。 

 

Ａ 

 

 

 

 

・ 静岡市地域共生センター「みなくる」や
協定締結市町等の地域の関係機関と連
携し、地域づくり、健康増進イベント、講
演会等を開催することにより、全学的な
地域貢献活動を発展的に継続する。 

（№54） 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ 薬学部・薬学研究院では、自治体（静岡市、藤枝市）と連携し、「み
なくる」での健康度測定会（9月 27日、11月 23日）、モバイルファー
マシーを活用した防災イベント（10 月 22 日、29 日藤枝市蓮華寺池
公園、11月 3 日東静岡駅ヒガナンフェスティバル）を実施した。 

 

Ａ  

 

・ 地域社会や静岡県、県内市
町、公的機関等及び企業・団体
との連携を強化し、地域振興プ
ロジェクト、地域防災活動等に
積極的に協力する。 
県内地域と締結する包括連携
協定に基づき、地域と連携して
観光分野などの地域貢献活動
を推進する。 
静岡県の試験研究機関、教
育機関、その他関係機関と連
携し、連携大学院の活動を実
施する 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 静岡県（地震防災センター）と共催で「ふじのくに防災士養成講座」
を実施し、教室等の提供や、運営等の面で協力した。地震防災セン
ターで行われた「ふじのくに防災学講座」において、本学教員が講
演を行い、運営等の面で協力した。 

・ ツーリズム研究センターでは、令和元年度に締結した本学及び静
岡大学、静岡文芸術大学の３大学と賀茂地域１市５町との相互連携
協定に基づき、中学生や高校生を対象に観光出前授業や観光事
業者向けに社会人講座を開講するなど、同地域の活性化の推進に
取り組んだ。また、静岡県内の他の市町や民間企業との連携、共同
研究も活発に取り組み、観光を通じた地域振興に寄与した。 

Ｓ 
 

 
 

SDGｓの取組について、令和元

年 11 月に「静岡県立大学 SDG
ｓ」宣言を公表し、各組織におい
て本学の教育研究資源の社会

への還元と、課題解決に向け貢
献する人材の育成に取り組むと
ともに、SDGs イニシアティブ推

進委員会が主体となり、地域社
会との連携活動や学内外への
情報発信を積極的に行った。 

 
 

本学教員の静岡県の各種審議

会、委員会等への参画や、静岡

・ 全学共通科目に SDGs に関する科目を
追加するとともに、県内高校のSDGsに係

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ SDGs イニシアティブ推進委員会が主体となり、地域との連携活動
Ｓ  

・SDGs イニシアティブ推進委員

会が主体となり、地域との連携

第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

３ 地域貢献に関する目標を達成するための措置  

(1) 地域社会等との連携 
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中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

県における諸課題の解決に向け
た積極的な研究活動などを通

じ、県施策の推進に寄与する。 
県内自治体や NPO 法人等の活
動と連携し、地域住民の健康づ

くり、地域の子どもたちの健全育
成に貢献する。 

（№55） 

る教育活動と連携するなど、SDGsの考え
方を積極的に学内外に情報発信すること
により、地域社会と問題意識を共有し、連
携を進める。 
・ 静岡市をはじめとする県内自治体や静
岡銀行等の金融機関との連携協定に基
づいた活動を推進する。 
・ 「ふじのくに防災士養成講座」など、防
災に関する講座を静岡県等と連携して開
催する。 
・ 賀茂地域においては、令和３年度の事
業を更に推進し地域貢献に寄与するとと
もに、同地域における本学のプレゼンス
向上に努める。 
・ 賀茂地域以外の地域においては、賀茂
地域での成功事例を基に、静岡県の関
係部署と連携して地域貢献を推進する。 
・ 静岡県環境衛生科学研究所や静岡県
立総合病院等と、協定に基づき研究者
の受入れ及び大学院生の派遣を実施す
る。 
・ 本学教員の静岡県の各種審議会、委
員会等への参画や、静岡県における諸
課題の解決に向けた積極的な研究活動
などを通じ、県施策の推進に寄与する。 
・ 公開講座や出前講座などを活用し、地
域のつながりや多文化共生等を広めて
いく。（短期大学部） 

（№55） 

や学内外への情報発信に取り組んだ。全学共通科目に「SDGｓ概
論」を新たに開講し、履修上限人数の 150 名が履修した。また前年
度に引き続き、県立高校の SDGｓ探究活動に学生及び教員を派遣
した。また、学生と教職員を対象とした SDGｓ現地見学会や学生団
体が学内外で行う SDGs の達成や普及啓発に向けた活動支援を新
たに実施した。 

・ 静岡市をはじめとする県内自治体や静岡銀行等の金融機関との連
携協定に基づいた活動を推進した。 

・ 経営情報学部・経営情報イノベーション研究科では、静岡市と連携
し、令和５年からの大河ドラマ放映を機とした静岡市中心部(歴史文
化施設、駿府城公園、大河ドラマ館)の観光音声アプリを作成したほ
か、令和５年の大河ドラマ館開館にあわせ、本学等の学生によるボ
ランティア観光ガイドの養成を、観光まちづくり法人「するが企画観
光局」との間で進めた。 

・ 県立大学の遠隔授業などの知見と遠隔講義室の設備などを活用し
て「ふじのくに防災士養成講座」のAコースをオンライン開講した。そ
の際、本学教員がオンライン講義の運営だけでなく、講座の講義も
担当した。 

・ 静岡県との賀茂地域連携協定に基づき賀茂キャンパスにおける観
光人材育成のための社会人講座を毎月開催したほか、県教委と連
携し賀茂地域の中学生・高校生向けのサマースクールや、賀茂地
域の高校での観光出前講座を計 12 回実施した(昨年度は８回)。ま
た、令和５年度より通年カリキュラムとして観光教育が開始となる商
業高校の担当教員との意見交換会を開催し、観光に関心がある生
徒に対して、経営情報学部の観光教育の内容の周知を依頼した。 

・ 静岡県と連携し、東静岡県有地有効活用に関する実証実験を前年
度に引き続き実施したほか、県が主導する ICOI プロジェクトに参
画、県と合同で先進地域との意見交換を行うとともに、令和５年度か
ら本学全学共通科目としてのガストロノミー講座開設の準備を行っ
た。 

・ 静岡県環境衛生科学研究所ほか連携協定締結機関との間で技術
情報交換や大学院生の派遣（６人）を行った。 

・ 静岡県の各種審議会・委員会等への本学教員の積極的な参画を
支援し、県施策の推進に寄与した。（令和５年３月 31日現在：35人、
78 件） 

・ 公開講座をオンラインで実施したほか、依頼に基づき出前講座を開
催した。(短期大学部） 

 

活動や学内外への情報発信に
取り組んだ。全学共通科目に

「SDGs 概論」を 5 学部の連携に
より新たに開講し、定員上限の
学生 150 名が履修した。また、

学生と教職員を対象としたSDGs
現地見学会の企画・開催や学
生団体が学内外で行う SDGs の

達成や普及啓発に向けた活動
に対する支援を新たに実施し
た。学外では、前年度に引き続

き、県立高校の SDGs 探究活動
へ学生及び教員を派遣した。 
 

 

・ まちづくりや学生支援等、必
要に応じて、他大学や行政等と
の連携を図る。 
ふじのくに地域・大学コンソー
シアムの事業による教育研究
等に取り組むとともに、県内高
等教育機関等と連携を図り、地
域社会の発展に寄与する。 
高校生の学習意欲の喚起や
進路選択に資するため、高校

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 静岡市文教エリア等の発展に向けた相互連携協議会を開催し、常
葉大学及び静岡英和学院大学とともに推進した。 

・ ふじのくに地域・大学コンソーシアムの事業である「ゼミ学生等地域
貢献推進事業」や「高大連携出張講座事業」に、毎年本学教員、学
生が参加し、連携、交流等を深めた。 

・ 高校生の学習意欲の喚起や進路選択に資するため、高校生を対
象とした公開授業や高校生の大学講義の聴講、本学教員による出
張講義等を実施し、高等学校との連携を推進した。高大連携出張
講義では、コロナ禍において、オンラインを活用し遠隔授業による連

Ａ    
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中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

生を対象とした公開授業や高
校生の大学の授業への参加、
本学教員による出張講義等を
実施し、高等学校との連携を推
進する。 

（№56） 

携授業を実施した。 
 

・ 静岡市文教エリア等の発展に向けた相
互連携協議会を、常葉大学及び静岡英
和学院大学と共に開催する。 
・ ふじのくに地域・大学コンソーシアムが
実施する県内高等教育機関等との連携
事業に参加し、学術交流・連携、職員交
流等を一層深める。 
・ ふじのくに地域・大学コンソーシアムと
連携して、デジタルコンテンツを構築する
ことにより、地域社会に還元する。 
・ オンラインも活用した高大連携出張講
義を実施できるよう、実施要項を見直し、
幅広いネットワークを活用した遠隔教育
を引き続き行う。 
・ 高校生の探究活動を支援するための協
定を結んだ高校に対して、引き続き支援
を行う。 

（№56） 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ 静岡市文教エリア等の発展に向けた相互連携協議会を２回開催（６
月、10 月）し、常葉大学及び静岡英和学院大学とともに推進した。 

・ ふじのくに地域・大学コンソーシアムの事業である「ゼミ学生等地域
貢献推進事業」に、４課題が採択された。また、「高大連携出張講座
事業」では、３か所の高校へ教員２名を出張講義のため派遣し、同
事業における「大学生出張講座」については、２校へ各２名（合計４
名）の学生を派遣した。 

・ 留学生向けの「大学紹介」動画（デジタル）コンテンツの製作により
本学の魅力を発信し、ふじのくに地域・大学コンソーシアムにおける
「留学生デジタルプラットフォーム（就職のための包括的な窓口とな
る基盤）」を構築することで、本学留学生の県内就職につなげ、地域
社会への還元を図った。 

・ 高大連携出張講義を実施し、令和４年度は 49 校に派遣した。令和
３年度に引き続き、高校の希望によりオンラインによる出張授業を実
施した。 

・ 令和４年度は県立静岡東高校との協定に基づく国際関係学部の講
義への高校生の受講を再開した。また、SGDs に関した探究活動支
援に関する覚書を県立静岡東高校、県立富士東高校と締結し、教
員、学生を派遣した。 

 

Ａ  
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中
期
目
標 

県民の学び直し等のニーズに的確に対応した多様な学習機会の提供や、産学民官連携による研究成果の地域への還元を積極的に行うとともに、健康長寿や観
光等の地域課題に係る教育研究を県内各地において展開する。 

 

中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

・ 県民へ学習機会を提供し、学
び直しや生涯教育の一助となる
よう、公開講座の開催、社会人
学習講座の内容充実、講義科
目の積極的な公開に取り組む。 
地域の児童や生徒の幅広い
分野への知的関心と学習意欲
の向上を喚起するため、模擬
授業や研究室開放等を実施す
る。 
短期大学部では、卒業生に
対する資格取得のための講座
や HPS 養成講座等のリカレント
教育講座を開催する。 

 
〈数値目標〉 
公開講座参加者数 
延べ 1,800 人以上の維持（年
度） 
社会人向け学習講座受講者
の満足度（※） 

80%以上の維持（年度） 
※アンケート調査（５段階評
価）において、満足度を上位
２段階のいずれかに回答した
受講者の全受講者に占める
割合 

（№57） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 社会人聴講生の制度を本学ウェブサイトに掲載し周知した。新型コ
ロナウイルス感染症の感染拡大により、令和２年度から令和４年度は
社会人聴講生の受入れを中止した。中止に伴い、社会人聴講生制
度の案内希望者や過去の出願者等には、本学のオンライン講座
（公開講座、社会人学習講座）を紹介した。 

・ 公開講座を、本学ウェブサイトへの掲載、ポスター掲示、リーフレット
の配布、県や市町等の広報紙への掲載等を通じて、広く県民に周
知した。本学主催の公開講座、富士市との連携事業である富士市
民大学前期ミニカレッジ、静岡市内５大学（令和４年度からは６大学）
との連携事業である市民大学リレー講座を実施した。なお、新型コロ
ナウイルス感染症の影響により、本学主催の公開講座は、令和２年
度よりオンデマンドとし、市民大学リレー講座はハイブリット開催とし
た。 

・ 地域の児童・生徒の幅広い分野の知的関心と学習意欲を喚起する
ため、大学祭において模擬授業を実施した。 

・ 附属図書館及び短期大学部附属図書館では、高校生が図書館施
設を学習等に利活用できる期間として「オープンライブラリー」を実
施した。令和２年度はコロナ禍による影響を考慮し、「オープンライブ
ラリー」の代替として、「オンラインツアー」の動画の中で図書館を紹
介する内容を盛り込むとともに、図書館の施設紹介動画を作成して
ウェブ上で公開した。 

・ 短期大学部では、社会人専門講座として HPS 養成講座や、本学卒
業生を対象とした社会福祉士国家試験受験対策講座を開催した。 

 

Ａ 

 

 

 

 

 ・ 公開講座を本学ウェブサイトへの掲載、
ポスター掲示、リーフレット等を通じて広く
県民に周知する。 
・ 社会人聴講生の制度を本学ウェブサイ
ト、静岡県広報誌等を通じて広く県民に
周知する。 
・ 薬草園の見学会や講演会の開催等に
より、広く県民に周知する。対面での開催
が困難な場合は、代替措置として、薬草

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ ・本学主催の公開講座をオンライン講座により開催したほか、富士
市との連携事業である富士市民大学前期ミニカレッジ（対面、オンラ
イン）、静岡市内６大学との連携事業である市民大学リレー講座（ハ
イブリッド）を実施した。実施に当たり、本学ウェブサイトへの掲載、ポ
スター掲示、リーフレットの配布、静岡県や県内市町等の広報紙へ
の掲載等を通じて、広く県民に周知し、延べ 3,839 人の参加があっ
た。（オンデマンド分はユニークユーザー数） 

Ａ  

 

第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

３ 地域貢献に関する目標を達成するための措置  

(2) 教育研究資源の地域への還元 
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中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

園動画のオンデマンド視聴による見学会
を実施する。 
・ 令和３年度の社会人学習講座の開講状
況の分析や令和２年度から開始したオン
ライン講座の質の向上に取り組むことに
より、受講者がより満足でき、地域や社会
のリカレント教育のニーズに応えることが
できる質の高い講座を提供する。 
・ ツーリズム研究センターでは、令和３年
度に引き続き、時勢に合ったテーマでの
講座を開講し、地域の方々の関心を高
め、観光事業への参考となる情報を提供
していく。 
・ 看護実践教育研究センターでは、地域
貢献事業として、中高年女性の健康支援
プログラムと健康長寿支援プログラムを企
画・実施する。 
・ フーズ・ヘルスケアプロジェクト推進事
業による人材育成の一環として、教育プ
ログラムを開講する。 
・ 図書館ではコロナ禍に配慮した「オープ
ンライブラリー」を継続し、学外者が図書
館施設を学習等に利活用できるような環
境を整える。 
・ 地域の児童・生徒の幅広い分野の知的
関心と学習意欲を喚起するため、オープ
ンキャンパスで模擬授業を実施する。ま
た、大学祭の実施に合わせ実施していた
模擬授業等について、コロナ禍でも可能
な形態を検討する。  
・ 卒業生に対する資格取得のための社会
福祉士国家試験受験対策講座や、地域
や社会のリカレント教育のニーズに応え
ることができる質の高い講座を提供する。
(短期大学部)  
・ 社会人専門講座として HPS 養成講座を
開講する。（短期大学部） 

 
〈数値目標〉 
公開講座受講者数                  
延べ 1,800 人以上の維持（年度） 
社会人向け学習講座受講者の満足度
（※）80％以上の維持（年度） 
※アンケート調査（５段階評価）におい
て、満足度を上位２段階のいずれかに
回答した参加者の全参加者に占める
割合                （№57） 

・ 社会人聴講生制度を本学ウェブサイトに掲載し周知した。受入れは
新型コロナウイルス感染症の感染拡大により引き続き中止した。代
替として、社会人聴講生制度の案内希望者や過去の出願者等に、
本学のオンライン講座（公開講座、社会人学習講座）を紹介した。 

・ 薬草園見学ツアー「薬用植物園に行こう！」（４月４日）を開催した
（参加者 32名）。薬草園解説動画（令和４年度薬草講座）を作成し、
オンデマンド配信を行った。 

・ 社会人学習講座委員会における、受講生アンケート結果の検討、
分析や外部のガバナンス委員のチェックなどにより、オンライン講座
の質の向上を図り、受講者がより満足できる講座を提供した。経営
情報イノベーション研究科教員を主体とする講座に加え、県や他セ
ンター・学部などの連携講座など 26講座を開講し、高い満足度を得
た。 

・ 賀茂地域において、観光人材育成のための社会人講座を毎月開
催し、令和４年度末現在、通算 25 回の開催となり、地元への定着も
図られている。 

・ 看護実践教育研究センターでは、地域貢献事業として、高齢者の
健康支援プログラム、中高年女性の健康支援プログラム、マタニティ
夫婦・新米ママ支援プログラムを看護学部と共催で企画・実施した。 

・ フーズ・ヘルスケアプロジェクト推進事業による人材育成の一環とし
て、教育プログラムを開講し、「健康と食」「IT とデータの科学」、「ワ
ークショップ」など６科目開講した。 

・ 附属図書館では、８月１日から 31 日までの平日 16 日間、 高校生
の利用を可能とし、県内外から延べ 262名の利用があった。 

・ 短期大学部附属図書館では、オープンライブラリーを 8 月 16 日か
ら 31 日の平日 12 日間実施した。施設の開放にあわせ、学生による
おはなし会を開催した。感染症対策として、対象を 18歳未満及びそ
の保護者のみとした。オープンキャンパスに出席できなかった高校
生の参加も見られたため、入試広報の一助となった（実績：利用人
数 81人（延べ）うち、おはなし会 39人） 

・ 地域の児童・生徒の幅広い分野の知的関心と学習意欲を喚起する
ため、大学祭において、模擬授業等を４講座実施した。 

・ 卒業生に対する資格取得のための社会福祉士国家試験受験対策
講座をオンラインで開催し、６名が受講した。また、リカレント教育講
座については、動画を作成し、申込者 429名に配信をした。(短期大
学部） 

・ 社会人専門講座として HPS 養成講座を開講し、HPS 養成講座、
HPS 養成週末講座あわせて 12 名が受講した。(短期大学部） 
 
公開講座 開催実績（開催回数、延べ受講者数） 合計 3,839 人 
①本学主催 ４学部×４回 全 16 回、3,305人（ﾕﾆｰｸﾕｰｻﾞｰ数） 
②静岡市及び静岡市内６大学との連携事業 
市民大学リレー講座 全６回、205人 

③富士市との連携事業 富士市民大学「前期ミニカレッジ」 
世界遺産講座 全４回、150 人、文学講座 全６回、179 人 

 
社会人向け学習講座受講者の満足度：94％ 
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中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

・  グローバル地域センターで
は、地域社会のシンクタンクとし
て、調査・研究の活動成果の社
会的還元及び地域社会が抱え
る諸問題の解決に向けた提言
活動を行う。 

（№58） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ グローバル地域センターでは、地域社会のシンクタンクとして、地域
の課題についてグローバルな視点で調査研究を行うとともに、調査・
研究の活動成果の社会的還元や、地域社会が抱える諸問題の解
決に向けた提言活動を行った。 

・ 「アジア・太平洋（政治・経済・社会）」部門では、「21世紀アジアのグ
ローバル・ネットワーク構築と静岡県の新たな役割」に関する調査研
究を実施した。また、中国を中心とした国際情勢に関する研究とし
て、令和４年 10 月から中国の共同富裕政策に関する調査研究を開
始した。 

・ 「危機管理」部門では、静岡県の危機管理体制や災害対応に対し
て調査・研究を行い、県へ提言・助言を行った。また、防災・危機管
理や安全保障に関するジャーナリズムの検証能力を高めるために、
静岡県立大学ジャーナリズム公開講座を開講した。 

・ 令和４年度から改組により新設された「自然災害研究」部門では、地
震予知に関する研究に加え、自然災害全般に関する研究を開始し
た。 

 

Ａ 

 

 

 

 

・ 「アジア・太平洋（政治・経済・社会）」部
門において、「21 世紀アジアのグローバ
ル・ネットワーク構築と静岡県の新たな役
割」に関する調査研究（第２期）、寧波大
学（中国）との学術交流、国際セミナー、
フォーラムの開催等に取り組む。 
・ 「危機管理」部門では、静岡県の喫緊の
課題である危機管理体制の整備に関す
る調査・研究を継続し、県への提言や成
果の情報発信等に取り組む。 
・ 「地震予知」部門は、令和４年度から「自
然災害研究」部門へ改組し、従来の地震
予知に関する調査研究を拡充し、県民の
安全・安心に資する自然災害全般に関
する調査研究に取り組む。また、研究成
果の情報発信と社会還元を図るため、公
開講座等の開催に取り組む。 

（№58） 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ 「アジア・太平洋（政治・経済・社会）」部門では、「21世紀アジアのグ
ローバル・ネットワーク構築と静岡県の新たな役割」に関する調査研
究（第２期）の一環で、８月に「清水港の歴史から見る日本とアジア」
に関するシンポジウムを開催するとともに研究報告書を発行した。ま
た、令和５年２月に公開セミナー「アジアの福祉現場における『中間
的領域／組織』の探究」を開催した。中国を中心とした国際情勢に
関する研究として、10 月から中国の共同富裕政策に関する調査研
究を開始するとともに、６月に緊急国際フォーラム「ウクライナ危機と
地政学リスクに立ち向かう国際戦略」、令和５年３月に「エグゼクティ
ブフォーラム 2023」を開催した。 

・ 「危機管理」部門では、静岡県の危機管理体制や災害対応に対し
て調査・研究を行い、県へ提言・助言を行った。また、８月に公開シ
ンポジウム「命を守るためにヘリコプターは飛ぶ」を開催した。 

・ 令和４年度から改組により新設された「自然災害研究」部門では、地
震予知に関する研究に加え、自然災害全般に関する研究を開始し
た。また、７月にこども防災講座を開催するとともに、令和５年１月～
２月にオンラインによる防災講座「静岡で知っておきたい地震と火山
と防災」（全３回）を開催した。 

Ａ  

 

【再掲】 
・ 健康長寿社会づくりを牽引す
る地域人材の輩出を目指して
整備した地（知）の拠点の地域
連携体制を活用し、全学的な
地域貢献活動を展開するととも
に、関係機関との協力関係の
構築や充実を図る。 

（№54） 

  

 

 

 

 

 
 

【再掲】 
・ 静岡市地域共生センター「みなくる」や
協定締結市町等の地域の関係機関と連
携し、地域づくり、健康増進イベント、講
演会等を開催することにより、全学的な
地域貢献活動を発展的に継続する。 

（№54） 
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中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

【再掲】 
・ 地域社会や静岡県、県内市
町、公的機関等及び企業・団体
との連携を強化し、地域振興プ
ロジェクト、地域防災活動等に
積極的に協力する。 
県内地域と締結する包括連携
協定に基づき、地域と連携して
観光分野などの地域貢献活動
を推進する。 
静岡県の試験研究機関、教
育機関、その他関係機関と連
携し、連携大学院の活動を実
施する。 
本学教員の静岡県の各種審
議会、委員会等への参画や、
静岡県における諸課題の解決
に向けた積極的な研究活動な
どを通じ、県施策の推進に寄
与する。 
県内自治体や NPO 法人等の
活動と連携し、地域住民の健
康づくり、地域の子どもたちの
健全育成に貢献する。 

（№55） 

  

 

 

 

 

 
 

【再掲】 
・ 全学共通科目に SDGs に関する科目を
追加するとともに、県内高校のSDGsに係
る教育活動と連携するなど、SDGsの考え
方を積極的に学内外に情報発信すること
により、地域社会と問題意識を共有し、連
携を進める。 
・ 静岡市をはじめとする県内自治体や静
岡銀行等の金融機関との連携協定に基
づいた活動を推進する。 
・ 「ふじのくに防災士養成講座」など、防
災に関する講座を静岡県等と連携して開
催する。 
・ 賀茂地域においては、令和３年度の事
業を更に推進し地域貢献に寄与するとと
もに、同地域における本学のプレゼンス
向上に努める。 
・ 賀茂地域以外の地域においては、賀茂
地域での成功事例を基に、静岡県の関
係部署と連携して地域貢献を推進する。 
・ 静岡県環境衛生科学研究所や静岡県
立総合病院等と、協定に基づき研究者
の受入れ及び大学院生の派遣を実施す
る。 
・ 本学教員の静岡県の各種審議会、委
員会等への参画や、静岡県における諸
課題の解決に向けた積極的な研究活動
などを通じ、県施策の推進に寄与する。 
・ 公開講座や出前講座などを活用し、地
域のつながりや多文化共生等を広めて
いく。（短期大学部） 

（№55） 
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中
期
目
標 

県内地域における人口減少の進行などの諸課題への対応や大規模イベントの開催などの地域活性化の機会を活かし、課外活動を含めた学生の地域社会への参画

を促進する。 

 

中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

・ 地域活動を含む社会貢献活
動への学生の取組を支援す
る。 
地域における社会貢献活動の
中核となる人材（コミュニティフェ
ロー）の育成に取り組む。 

 
〈数値目標〉 
コミュニティフェロー認定者数 
300人以上 
（令和元年度～令和６年度累
計） 

（№59） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 毎年、地域志向研究・地域貢献プロジェクトに携わった学生による
成果発表会を開催し、特に優れた取り組みを「地域みらい研究賞」と
して表彰した。 

・ 静岡市地域福祉共生センター「みなくる」における学生による地域
貢献活動に対し、おおぞら基金を通じて支援を実施した。 

・ 地域人材育成事業の一環として、学生を対象として「静岡県立大学
コミュニティフェロー」の称号付与を継続して実施し、令和元年度か
ら令和４年度までに 405 人を認定した。コミュニティフェエロー制度
及び社会人フェロー制度等を適切に運用するため、大学ホームペ
ージを活用した広報を行った。 

・ 短期大学部では随時、学生へボランティアに関する情報提供を行
い、参加を促した。 

 

Ａ 

 

 

 

 

・ 地域活動をはじめとした社会貢献活動
への学生の取組を支援する。 
・ 地域における社会貢献活動の中枢とな
る人材（コミュニティフェローや社会人フ
ェロー）の育成に積極的に取り組む。 
・ おおぞら基金を通じて、地域活動への
支援を行う。 
・ ボランティアの情報提供など、学生の地
域貢献活動に対して引き続き支援し、参
加を促す。（短期大学部） 

（№59） 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ 地（知）の拠点事業を継続的に推進し、学生の地域社会への参画
を促進した。（11月 23 日健康フェスタ開催） 

・ コミュニティフェロー制度及び社会人フェロー制度等を適切に運用
するため、大学ホームページを活用した広報を行った。（令和４年度
のコミュニティフェロー認定者数：91人） 

・ 静岡市地域福祉共生センター「みなくる」での学生による地域貢献
活動を支援した。 

・ 学内掲示板により、随時ボランティア活動に関する情報を提供し
た。(短期大学部） 

 
コミュニティフェロー認定者数 

91 人（令和４年度実績） 
（405 人 令和元年度～令和４年度累計） 

 

Ａ  

 

第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

３ 地域貢献に関する目標を達成するための措置  

(3) 地域社会への学生の参画 
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中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

【再掲】 
・ 学生の自主的な社会活動を
奨励するため、クラブ・サーク
ル、委員会、ゼミ等の活動を支
援する。 

（№37） 

  

 

 

 

 

 

 

【再掲】 
・ 随時、学生の学修に関する相談や意見
を聴くことができるよう、対面での意見交
換会の設定やオンライン入力フォームで
の学生からの意見聴取を継続する。クラ
ブ・サークルの学生や留学生との意見交
換を定期的に開催し、学生の交流にも考
慮した学習環境の改善に取り組む。 
・ 学生への奨学金制度の案内の充実を
図り、学部・大学院への通知や奨学金の
案内を学生が情報を得やすいよう Web
学生サービス支援システムを利用して積
極的に奨学金への応募を促す。また、各
種財団や企業等へ訪問するなど、奨学
金確保に向けて取り組む。 
・ おおぞら基金への寄附を充実するた
め、インターネットによる寄附申し込みを
可能とし、基金を活用した学生支援を実
施する。あわせて、特定基金を利用した
学生支援も実施する。 
・ 学生の意見・提案を収集する窓口の一
つとして目安箱を継続設置し、必要に応
じて学生の修学環境の整備・改善を行
う。（短期大学部） 

（№37） 
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中
期
目
標 

地域貢献に対する教職員の意識向上を図るとともに、地域貢献を推進する上での学内の体制を整備する。 

 

中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

・ 地（知）の拠点として構築した
地域志向研究の支援体制を更
に充実するとともに、地域貢献
に対する教職員の意識向上を
図る。 

（№60） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 「ふじのくに」みらい共育センター（「ＣＯＣセンター」）を令和元年度
から「ふじのくに発イノベーション推進機構」における地域貢献事業
の実施機関と位置付け、文理融合の研究・教育を推進した。 

・ 本学と自治体が連携して実施する、地域課題にマッチングした地域
志向型研究について、各自治体との連絡調整を行い、支援を行っ
た。 

・ 短期大学部では、県短わくわくツアー（県民の日事業）や児童画
展、こどもの歌音楽会等を地域に開放して開催した。また、近隣特
別支援学校や幼稚園からの作品展示受入れを実施した。 

 Ａ 

 

 

 

 

・ 地（知）の拠点として構築した地域志向
研究の支援体制を更に充実するととも
に、地域貢献に対する教職員の意識向
上を図る。 
・ 地域を意識した情報発信や展示等の受
入れにより、教職員の地域貢献に対する
意識を向上させる。（短期大学部） 

（№60） 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ 本学と自治体が連携して実施する、地域課題にマッチングした地域
志向型研究について、各自治体との連絡調整を行い、支援を行っ
た。（地域志向研究採択件数：13件、しずおか中部連携中枢都市圏
の採択件数：４件、藤枝市の採択件数：１件） 

・ 県短わくわく体験会（県民の日事業）、けんたんこどもの歌音楽会、
ウクライナ・ロシアこども絵画展を地域に開放して開催したほか、地
元の特別支援学校や幼稚園の作品展示、いのちのメッセージ展を
実施した。（短期大学部） 

 

Ａ  

 

・ 薬草園などの施設を、社会貢
献として利用できるよう持続的
に整備する。 

（№61） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 薬草園維持のため、施設等の改修・修繕、倒木除去を実施した。 
 

Ａ 

 

 

 
 

・ 薬草園において、経年劣化した施設の
修繕を行い、継続的に機能維持を図る。 

（№61） 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ 破損した通路の舗装やフェンスを修繕した。 
 

Ａ  
 

 

  

第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

３ 地域貢献に関する目標を達成するための措置  

(4) 地域貢献の推進体制整備 
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中
期
目
標 

より多くの留学生に選ばれる魅力的な大学を目指し、明確な留学生の確保・育成方針のもと、留学生のニーズやキャリアパスを考慮した教育研究及び生活環
境の整備等により留学生受入れを推進し、多様な文化的背景を持つ留学生と日本人学生が交流・研鑽する環境を実現する。 
また、英語等語学力の向上及び多文化共生の意識の醸成に取り組むとともに、留学環境を整備し、より多くの日本人学生を国内外で活躍できる人材として育

成する 

 

中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

・ 留学生の確保・育成に関する
取組方針の整備を図る。 
様々な受け入れ形態による留
学生等の確保を進める。 
留学生への教育の質を高める
ため、留学生への満足度アン
ケートを実施する。 
本学学生に留学情報を提供
し、海外留学（交換留学・語学
留学）への関心を高める。 
外国人留学生、日本人学生、
教員・研究者及び地域住民等
多様な関係者の交流推進にも
資する留学生の生活環境の整
備を図る。 
世界大学ランキングの活用等
により世界に向けた情報発信を
強化し、世界における本学のプ
レゼンスの向上を図る。 

 
〈数値目標〉 
留学生等受入人数 
140人以上（令和６年度実績） 
留学生への満足度アンケート 
（※） 
70％以上の維持（年度） 
※留学生へのアンケート調査
（５段階評価）において、本学
への留学に対する満足度を上
位２段階のいずれかに回答し
た留学生の全留学生に占める
割合 
海外派遣参加学生人数（交換
留学生・語学留学生） 
第２期中期計画期間の年度平
均人数以上の維持（年度） 

（№62） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 留学生の確保・育成方針について参考とするため国内大学から情
報収集した。 

・ 留学生確保に向けたオンラインセミナーを実施し、国内外の日本語
学校等から多くの参加者を得た。また、海外で開催された留学フェ
アに職員を派遣した。コロナ禍においては、オンラインを活用し、本
学への留学誘致と周知を継続して実施した。 

・ 外国人留学生へのきめ細かな学習支援、生活支援を行った結果、
満足度アンケートでは中期計画期間を通じて、数値目標を上回って
いる。 

・ 新型コロナウイルス感染症の影響により、学生の海外留学へのモチ
ベーションを保持するために、初心者向け留学セミナー、交換留学
説明会をオンラインで実施した。また、説明会の録画動画の配信、
国際交流・留学ページの刷新、FAQ の掲載等、学生がいつでも情
報を得ることができる仕組みを作った。 

・ 言語コミュニケーション研究センターと国際交流室との連携により、
語学研修を実施する提携校のプログラム説明会及び語学留学説明
会を実施し、プログラム参加者が参加希望者と交流する場を設け、
留学の実現に向けた意識の向上を図った。また、協定校のオハイオ
州立大学より教員を招き、アメリカ留学の実情に関する講演会も開
催した。 

・ 国際学生寮及び教職員住宅の環境整備を推し進め、キャンパス環
境のグローバル化促進の一環として、日本人学生と外国人留学生
が混住する国際学生寮（国際シェアハウス）を令和４年４月に開寮し
た。国籍、年齢等を超え、本学学生のみならず、地域住民との交流
もできる場を提供した。また、教職員住宅の一部も交換留学生が居
住できるように環境整備をした。 

Ｓ    

・キャンパス環境のグローバル
化促進の一環として、日本人
学生と外国人留学生が混住
する国際学生寮（富学寮）を
令和４年４月に開寮した。寮
の運営は学生中心で行わせ
るとともに、様々なプログラム
を実施し、国籍、年齢等を超
え、本学学生のみならず、地
域住民との交流もできる場を
提供した。その他にも、外国
人留学生の日本語や大学生
活をサポートする「カンバセー
ションパートナー」や、国際交
流イベントを実施し、外国人
留学生の生活・学習支援及
び日本人学生の留学への関
心や意欲を高める機会を提
供し、キャンパスにおける国
際交流の充実を図った。 

第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

４ グローバル化に関する目標を達成するための措置 

(1) グローバル人材の育成 
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中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

 ・ 留学生の確保・育成に関する取組方針
について検討するため、情報収集を継続

する。 
・ 対面及びオンラインでの留学生向けオ
ープンキャンパス実施、国や静岡県の国

際交流事業への参加等を通じて、留学
生確保に取り組む。 
・ 国際的なインターネット遠隔教育及び

遠隔の学生との交流を推進する。 
・ 留学生の満足度を測るアンケートを実
施する。 

・ 海外留学セミナーを開催し、在学中の
留学計画作成を支援する。 
・ 交換留学等体験学生による報告会「交

換留学フェア」を継続するとともに、授業
やワークショップ等を通して、留学に関す
る情報提供及び意識醸成並びに交流の

促進を図る。 
・ 語学留学説明会を複数回実施し、留学
への促進を図る。 

・ 県立中央図書館跡地利用について情
報収集を進める。 
・令和４年４月から混住型国際学生寮「富

学寮」の供用を開始し、本学学生と交換
留学生等が相互理解を育み国際交流を
図る場を提供する。 

・新型コロナウイルス感染症の動向を踏ま
えつつ、東南アジアにおける日本留学フ
ェアや日中大学フェア＆フォーラムに参

加するなど本学に関する情報を世界に
向けて発信するとともに、世界主要国の
主要大学等を中心に、人脈形成及び関

係構築を図る。 
 
<数値目標> 

留学生への満足度アンケート（※） 
70％の維持（年度） 

※留学生へのアンケート調査（５段階評

価）において、本学への留学に対する
満足度を上位２段階のいずれかに回
答した者の全留学生に占める割合 

海外派遣参加学生人数 
（交換留学生・語学留学生） 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ 留学生の確保・育成方針について参考とするため国内大学から情
報収集した。 

・ 留学生向けオープンキャンパスをオンラインで開催し、国内外の日
本語学校から参加を得た。 

・ インターネットによる遠隔教育を「大学の世界展開力強化事業」
（COIL）として大学院薬食生命科学総合学府、国際関係学部、経営
情報学部及び看護学部で導入した。また、リーダーシップをテーマ
としたCOIL国内３大学＋米国ゴンザガ大学のプログラムを実施し学
生交流を進めた。 

・ COIL 授業を通して、海外大学の学生と日本語及び英語により交流
し、社会的・文化的多様性について理解を深めた。 

・ 外国人留学生へのきめ細かな学習支援、生活支援を行った結果、
アンケート調査における留学生の本学の留学に対する満足度は目
標値を上回った。 

・ 留学へのモチベーションを維持するため、オンラインによる「留学セ
ミナー」を２回実施し、当日は 100 人が参加、その後の YouTube の
視聴は 600 回を超えた。また、ウェブサイトを更新し、留学・国際交
流に関するFAQを作成し、掲載した。その他、語学研修の説明会を
オンラインで実施した。 

・ 国際交流室と言語コミュニケーション研究センターが協力し、カナダ 
ビクトリア大学留学説明会を２回オンライン実施した。当日参加者は
計 14名、YouTube の視聴回数は 265 回であった。  

・ 静岡県立中央図書館の移転後の跡地への静岡県立大学国際交流
会館（仮称）の構想を検討する、「静岡県立大学国際交流会館（仮
称）構想検討委員会」設置するための規程を制定した。 

・ 令和４年４月から混住型国際学生寮「富学寮」の供用を開始し、本
学学生と交換留学生等が相互理解を育み、国際交流を図る場を提
供した。 

・ 東南アジアにおける日本留学フェアやインドネシアの学校に向けた
オンラインセミナーを実施し、本学に関する情報を世界に向けて発
信するとともに、世界主要国の主要大学等を中心に、人脈形成及び
関係構築を図った。 

 
留学生受入人数 79 人(令和５年５月 1 日現在） 
 
留学生への満足度アンケート  77.2％ 
※留学生へのアンケート調査（５段階評価）において、本学への留
学に対する満足度を上位２段階のいずれかに回答した者の全留
学生に占める割合 

 
海外派遣参加学生人数（交換留学生・語学留学生） 
渡航 23 人（交換留学 10 人、語学留学 13人) 
オンライン 6 人（交換留学 1 人、語学留学 5人） 

 
 

Ｓ  

・国際学生寮（富学寮）を令和４
年４月に開寮し、学生を受け入

れた。寮の運営は学生中心で
行わせるとともに、様々なプログ
ラムを実施し、国籍、年齢等を

超え、本学学生のみならず、地
域住民との交流の場を提供し
た。また、学内おいては、後期か

ら入学する交換留学生をサポー
トする「カンバセーションパート
ナー」募集に対し、50 人程度の

学生から応募があり、全員を採
用し、交換留学生とともに活動し
た。国際交流イベント等の開催

と合わせて、キャンパスにおける
国際交流の機会の充実が図ら
れた。 
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中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

第２期中期計画期間の年度平均人数
以上の維持（年度） 

（№62） 
・ 日本人学生の海外派遣及び
外国人留学生の受入れを推進
するため、留学に関する教育体
制・支援体制の強化を図る。 

（№63） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ オンライン留学相談の継続と充実を図り、コロナ禍で渡航による留
学ができない時期であっても、学生の留学へのモチベーションを維
持することができた。 

・ 本学ホームページで、留学・国際交流に関する FAQを新設した。ま
た、オンデマンドの留学・国際交流情報の充実を図り、実施前よりも
２倍以上の視聴回数があった。 

・ 日本学生支援機構（JASSO）の海外留学支援制度（協定派遣）を活
用し、留学に係る費用の一部を奨学金等で支援した。（令和元度年
から令和４年度までの期間で計５名 240.4 千円、令和２年度、令和３
年度は、新型コロナウイルス感染症のため実績なし） 

・ 国際学生寮及び教職員住宅の環境整備を推し進め、キャンパス環
境のグローバル化促進の一環として、日本人学生と外国人留学生
が混住する国際学生寮（国際シェアハウス）を令和４年４月に開寮し
た。国籍、年齢等を超え、本学学生のみならず、地域住民との交流
もできる場を提供した。また、教職員住宅の一部も交換留学生が居
住できるように環境整備をした。 

・ 「大学の世界展開力強化事業」（COIL）として大学院薬食生命科学
総合学府、国際関係学部、経営情報学部、看護学部及び全学共通
科目で導入し、ジェンダーやリーダーシップをテーマとした COIL 国
内３大学＋米国ゴンザガ大学のプログラムを実施し学生交流を進
め、海外大学の学生と言語的・文化的多様性について理解を深め
た。 

・ ブリティッシュ・コロンビア大学やビクトリア大学の日本語プログラム・
コーディネーターを訪問し、日本語プログラム構築に資する情報収
集を行った。結果を取りまとめ、構想について学長に報告した。 

 

Ａ 

 

 

 

 

 ・ 海外留学オンラインカウンセリング制度
を継続する。 
・ 日本学生支援機構(JASSO）の海外留

学支援制度（協定派遣）を活用し、留学
に係る費用の一部を奨学金等として支援
する。 

・ JASSOの留学生借り上げ宿舎支援事業
を活用し、本学で受け入れる交換留学生
のホームステイを支援する。 

・ 選択英語科目を中心に、COIL 活動を
推進する。 
・ 言語コミュニケーション研究センターと

国際交流室が連携して、よりきめ細やか
に留学に関する個別相談に応じる。 
・ 海外で開催される国際学会に参加し、

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ 学生からの申し込みにより、海外留学オンラインカウンセリングを実
施した。留学相談をオンラインで受け付けるための受付フォームを
作成し、効率的に留学相談を受ける環境整備をした。併せて、留
学・国際交流に関する FAQ（よくある質問集）を作成し、本学ウェブ
サイト「国際交流・留学」のページへ掲載した。 

・ 日本学生支援機構(JASSO）の海外留学支援制度（協定派遣）を活
用し、留学に係る費用の一部を３名に 187.4 千円、奨学金等として
支援した。 

・ 新型コロナウイルス感染症の影響により交換留学生のホームステイ
の受入れを中止しているが、４月に開寮した国際学生寮、又は、教
職員住宅の一部に滞在することにより、本学学生との共同生活と交
流が可能となる環境整備をした。 

・ ブリティッシュ・コロンビア大学の日本語コース履修者と共に、COIL
活動を実施した。 

・ 言語コミュニケーション研究センターと国際交流室が連携して、８名

Ａ  
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中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

発表する大学院生に対する支援を行う。 
・ オンラインも含め、双方向性・多様性が

あり、かつ一貫性のある新たな語学研修
プログラムの構築を検討する。 

（№63） 

の学生を対象として、留学個別相談を実施した。 
・ 海外で開催される国際学会に参加し、発表する大学院生５人に対
し支援を行った。 

・ 国内他大学の状況やオハイオ州立大学のオンラインプログラム等
について情報収集を行った。 

 

【再掲】 
・ 学生の英語力を充実させ、グ
ローバルな視野の醸成やグロ
ーバル人材の養成に資するよ
う、英語による科目の充実、
TOEIC L&R 団体受験の継続、
海外英語研修プログラムの充
実等により英語教育を進める。 

（№21） 

  

 

 

 

 

 
 

【再掲】 
・ TOEIC L&R 団体受験を令和３年度に
継続して実施する。 
・ TOEIC Speaking Testを含むスピーキン

グテストの授業内外での更なる実施拡大
の可能性を検討する。 
・ 一部の英語科目について、海外の学生

との交流を目的とした COIL 授業の実施
を更に推進する。 
・ オンライン及び現地での短期海外英語

研修プログラムの実施を検討し、中・長期
海外留学を実現できる英語力の養成に
取り組む。 

・ ポートランド州立大学（米国）、オレゴン
健康科学大学（米国）、ドルノゴビ県医科
大学（モンゴル）、コンケン大学（タイ国）と

の COIL 授業を通じて、英語による看護
教育を実施する。 

（№21） 

 

  

 

【再掲】 
・ 国際関係学部では、２年次の
TOEIC L&R IP テストのスコアに
おいて一定の成績を修められる
よう英語基礎力の定着を図ると
ともに、英語ネイティブの教員を
中心に実践的な英語力を養成
する英語教育を１・２年次に実
施する。 

（№22） 
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中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

 【再掲】 
・ 新カリキュラム開始後３年間に実施した
英語教育（課題解決型授業を含む）の内
容、効果、課題について、到達目標を含
めて総合的に検討し、改善する。 

 
（№22） 

 

  

 

【再掲】 
・ 国内及び海外の協定校との
連携を活用し、国際的なインタ
ーネット遠隔教育を実施する。 

（№26） 

  

 

 

 

 

 
 

【再掲】 
・ オンライン授業に対応できる環境を整
え、薬学部、薬食生命科学総合学府、国
際関係学部及び看護学部の専門科目等
において、インターネットを活用した遠隔
教育を継続して行う。 

（№26） 
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中
期
目
標 

協定校等の海外大学との交流の拡充に加え、教育研究を通じた学生及び教職員の海外交流活動を積極的に推進する。 

 

中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

・ 海外協定校を中心に相互の
教育・研究の充実を図るととも
に、特に緊密な関係を有する協
定校との交流の拡充を図る。 

 
〈数値目標〉 
海外大学との新規交流協定
締結校数  ６校 
（令和元年度～令和６年度累
計） 

（№64） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 新型コロナウイルス感染症の影響で、渡航を伴う交流事業が中止に
なったが令和２年度から３年度にかけてオンライン等を利用し、28 の
大学間交流協定校のうち 18 大学で交流を継続した。また、新たな
交流協定や共同研究契約等の締結や更新を進め、令和元年度以
降新たに２大学と大学間交流協定を締結した。 

パルマ大学(イタリア） 令和元年 12月 17日 
スラナリー工科大学（タイ） 令和２年 12 月 14 日 

・ 交換留学派遣については、コロナ禍では一時的に派遣及び交流が
中止となったが、令和３年に特例制度を新設し、令和元年度から令
和４年度までに８か国へ、延べ 27 人の学生を派遣した（うちオンライ
ン２人）。令和４年度からは、海外からの受入れも、交換留学生及び
国費留学生ともに再開し、延べ５か国 19人を受け入れた。 

Ａ 

 

 

 

 

 ・ 海外協定校との交流事業に対する予算
支援を継続する。海外協定校との教員交
換を推進し、情報交換や特別講義等を
通じて、教員及び学生双方の教育・研究
の充実を図る。特に緊密な関係を有する
協定校については、教員・学生の交換等
の交流や語学研修派遣を積極的に推進
する。渡航が難しい場合はオンラインで
の実施も検討する。 
・ 海外協定校との協定更新により継続的
な交流を図る。また、将来的な交換留学
の実施も念頭に置き、グローバル化基本
方針に基づき、新たな交流先を開拓す
る。 
・ 大邱保健大学校との大学間交流をオン
ラインも活用し、継続して行う。（短期大
学部） 

（№64） 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ 新型コロナウイルス感染症の影響で、大学間・部局間交流協定校と
の交流など渡航を伴うものは、年度の前半時点では中止又は延期と
したが、年度後半は一部が実現した。 

・ 海外協定校のうち、ボアジチ大学（トルコ）、フィリピン大学（フィリピ
ン）などから教員を招へいし、特別講義等を対面で実施した。オンラ
インではブレーメン州立経済工科大学（ドイツ）などの教員による特
別講義等を実施し、本学学生・教職員が参加し、教育・研究の充実
を図った。 

・ 本学からは看護学部教員のマヒドン大学（タイ）派遣や、薬学部教
員のアリゾナ大学派遣を行った。 

・ 交換留学派遣については、前年度に引き続き特例制度を利用し渡
航可能とし、10 名の交換留学生が現地に渡航した。また、１名がオ
ンラインによる留学を実施した。 

・ オハイオ州立大学（米国）及びマヒドン大学との大学間交流協定を
更新した。また、ボアジチ大学との大学間交流協定の更新に向けた
準備を進めた。 

・ 韓国の大邱保健大学校と教員間交流を実施し、韓国と日本の資格
養成課程について発表し意見交換を行った。(短期大学部)  

 
海外大学との新規交流協定締結校数 
０校（令和４年度） 
（令和元年度～令和４年度累計 ２校） 

Ａ  

 

第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

４ グローバル化に関する目標を達成するための措置 

(2) 教育研究活動のグローバルな展開 
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中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

・ 教員の海外研修を支援すると
ともに、海外からの教員・研究
者の滞在に関する支援の充実
を図る。 
国際的なシンポジウム・ワー

クショップ等を開催するととも
に、海外研究者等の多くの参加
を得られるよう、本学の研究成
果を世界に発信する。 
国際的に活躍できる人材を

育成するため、海外からの教
員・研究者の招へいを進めると
ともに、海外諸研究機関との共
同研究の推進を図る。 
国際的な相互理解促進と海

外での発信力養成のため、国・
地方自治体・公的団体・外国政
府・国際団体等が主催する海
外訪問団・研修団・視察団など
への学生の積極的な応募を奨
励する。 
静岡県の特徴を活かしつつ

茶などに関連する国際的な教
育と研究協力を進展させる。 

 
〈数値目標〉 
国際的なシンポジウム等への
海外研究者等参加者数 

75 人以上の維持（年度） 
（№65） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 健康長寿フォーラムや地域グローバルセンターが主催する国際的
なシンポジウム・ワークショップ等に、海外研究者を招へいするととも
に、本学の研究成果を世界に発信した。 

・ 国や地方公共団体等が主催する海外訪問団・研修団・視察団など
は大幅に減少したが、海外協定校の教員等がスピーカーとなるオン
ライン特別講義、オンライン国際シンポジウムなどに本学学生・教職
員が参加し、海外の大学、教職員、専門家等と教育・研究の充実を
図った。 

・ 世界緑茶会議や静岡健康・長寿学術フォーラム等において、研究
者を招へいし、講演・情報交換を実施した。 

Ａ 

 

 

 

 

・ 教員に対する海外への学外研修旅費
制度を継続し、海外における教育・研究
活動を支援する。 
・ 学術文化研究機関等との連携を継続
し、国際学会、講演会等の企画・開催を
積極的に推進する。 
・ 海外からの研究者等の滞在に関する支
援において、住まいや研究室を用意する
など、引き続き利便性の向上を図る。 
・ 国や地方公共団体等が主催する海外
訪問団・研修団・視察団などの募集情報
を学生ポータルサイト等で周知し、学生
の積極的な応募を支援する。 
・ 海外からの研究者に対して、茶の教育・
共同研究を継続する。 

 
〈数値目標〉 
国際的なシンポジウム等への海外研究
者等参加者数 

75 人以上の維持（年度） 
（№65） 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ 教員に対する海外への学外研修旅費支援については、新型コロナ
ウイルス感染症拡大に伴い、実施しなかった。 

・ 学術文化研究機関等との連携を継続し、国際学会、講演会等の企
画・開催を積極的に推進した。 

10 月 20 日シンポジウム「喫茶の文化と黄檗宗」 
（世界お茶まつり 2022 会場：グローバル地域センター主催） 
12 月 15 日「COIL国際シンポジウム」 
（本学・上智大学・お茶の水女子大学主催） 

・ 協定校からの教員受入れに際して、教職員住宅の一室を整備し、
滞在中は研究活動に専念できるように生活環境の整備を進めるとと
もに、研究室の手配を実施した。（教員は令和５年１月から約１ヶ月
滞在） 

・ ふじのくに地域・大学コンソーシアムの「ふじのくに留学応援奨学
金」や静岡県地域外交課の「2022 済州国際青年フォーラム」などの
募集情報を学生ポータルサイト等で周知し、学生の積極的な応募を
支援した。 

・ 茶学総合研究センターでは、令和４年９月に、メーファールアン大
学(タイ）とタイと日本のお茶に関する意見交換を行った。 

 
国際的なシンポジウム等への海外研究者等参加者数 

672人(オンラインによる参加を含む） 

Ａ  

 

【再掲】 
・ 国内及び海外の協定校との
連携を活用し、国際的なインタ
ーネット遠隔教育を実施する。 

（№26） 

  

 

 

 

 

 
 

【再掲】 
・ オンライン授業に対応できる環境を整
え、薬学部、薬食生命科学総合学府、国
際関係学部及び看護学部の専門科目等
において、インターネットを活用した遠隔
教育を継続して行う。 

（№26） 
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中
期
目
標 

学内の体制を整備し、グローバル化方針のもと、中長期にわたる一貫した取組を実施する。 

 

中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

・ グローバル化を推進する体制
の強化を図る。 
外国人教員の積極的な受入
れなど、グローバルな教育環境
の整備を図る。 

（№66） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 平成 31 年４月に国際交流センター及び国際交流室を新設し、グロ
ーバル化を推進する体制の強化を図った。 

 

Ａ 

 

 

 

 

・ 平成 29 年度に策定した国際交流の効
果的な推進及び教育研究のグローバル
化に向けた全学的取組方針に基づき、
具体的な実行計画を策定し、計画に基
づき実行する。 

（№66） 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ 令和４年度年度計画を実行計画として、教育、研究、キャンパス環
境のグローバル化の取組を推進した。令和４年度は、オンラインに
加え、渡航による学生間の相互交流が始まった。また、国際学生寮
が供用開始となるなど、キャンパスのグローバル化も推進することが
できた。 

 

Ａ  

 

 

  

第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

４ グローバル化に関する目標を達成するための措置 

(3) グローバル化の推進体制整備 
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１ 大学の教育研究等の質の向上に関する取組 

（1） 教育 

＜中期目標期間＞ 

【全学的に取り組む教養教育】 

ア 全学的に取り組む教養教育の充実 【№1】 

・全学共通科目について、学生のニーズを踏まえたプログラムの開設や、履修者状況に基づく開講時限の検討や開講方法の見直しを行い、カリキュラムの充実を図った。ま

た、全学共通科目「しずおか学」科目群は、毎年科目の充実を図り、地域と連携しながら静岡について広く学ぶ機会を提供した。 

【専門基礎教育・専門教育】 

イ 専門基礎教育・専門教育の充実 

・薬学部薬学科では、新たな医療環境に即応できる薬剤師を養成するために学習環境の DX を計画し、令和３年度に文部科学省の大学改革推進等補助金「ウィズコロナ時代

の新たな医療に対応できる医療人材養成事業」に選定された。仮想現実（VR）技術とシミュレータを組み合わせた臨場感に富む学習環境の DX を継続して行っている。ま

た、薬科学科及び薬学科では、臨床検査技師受験資格改定に対応するため、臨地実習に関わる科目の新設等のカリキュラム変更を行い、同学部は新たな審査基準で科目承

認校として認められた【№2】 

・食品栄養科学部では、令和元年度に栄養生命科学科及び環境生命科学科の食品衛生管理者・食品衛生監視員養成施設登録申請を行い、令和２年度からカリキュラムを開始

した。【№3】 

・食品栄養科学部では、栄養生命科学科において、AIで地域課題等を解決できる人材育成を図るため、令和４年度から、文部科学省の認定制度「数理・データサイエンス・

AI」（応用基礎）に即した授業科目として、「データサイエンス・AI」を開講した。【№3】 

・国際関係学部では、令和元年度からグローバル化に対応して、多様な言語・政治・経済・文化等を理解・尊重し、国際社会において活躍できる人材を育成するための新し

いカリキュラムに基づく教育を開始した。【№4】 

・経営情報学部では、令和元年度に、地域の観光産業の活性化や地域創生を担う人材を養成するため、観光教育を開始するとともに、新たに、経営、総合政策、データサイ

エンス、観光マネジメントの 4メジャー制を導入し、文理の垣根を越えた多彩な学びを推進した。【№5】【№6】 

・看護学部では、平成 30年４月からのカリキュラムの円滑な遂行と並行して令和４年４月からの新カリキュラムの検討を行い、運用を開始した。平成 30年のカリキュラム

評価を完成年度である令和３年に実施し、それを基にディプロマ・ポリシー達成に向けた PDCAの実践がより安易になるように修正した。【№7】 

・薬食生命科学総合学府では、食品栄養科学専攻及び環境科学専攻において高校教諭専修免許(理科）の教職課程を、食品栄養科学専攻において栄養教諭専修免許の教職課

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する特記事項 
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程を開設することを決定し、令和２年度に文部科学省に申請し、令和３年度に認可を受けた。【№8】 

・国際関係学研究科では、海外留学や休学等、学生の便宜に配慮するとともに、カリキュラムの体系化を図るため、令和２年度から学期ごとに履修単位を認定するセメスタ

ー制度を導入した。また、国際関係学専攻の研究分野名について、カリキュラム内容をより明確に反映させた名称に変更した。（「国際政治経済分野」→「国際政治・開発

研究分野」、「国際行動分野」→「国際社会・文化研究分野」）【№9】 

・経営情報イノベーション研究科では、令和元年度に観光分野科目を新設し、境界領域や学際的研究に対応する能力育成の新カリキュラムを作成し、令和２年度から実施し

た。【№10】 

・看護学研究科では、令和２年度に看護学研究科博士後期課程を新たに設置し、カリキュラムの運用を開始し、令和 4年度に最初の修了者を送り出した。また、令和２年度

に看護職者のリカレント教育の拠点として「看護実践教育研究センター」を設置した。「特定行為に係る看護師の研修制度」を開始するべく厚生労働省に指定研修機関の

認可申請を行い、令和３年２月に認可承認を得、令和３年４月より看護師特定行為研修を開始した。【№11Ｓ】 

・短期大学部では、教養科目に「データサイエンス入門」「標本調査」を開講し、理系・文系の教養及びその両者を結ぶ領域の拡充を図った。また、開設科目のディプロマ・

ポリシーへの合致の可否の確認及びカリキュラムの課題の有無の検討を行い、先端的内容を包含する教育内容への見直し及びカリキュラムの再編成を行った。【№13】 

【国家試験等への対応】 

ウ 国家試験等への対応 

・薬剤師国家試験では、新卒者の合格者の割合 90％以上を維持している。特に R元年度（105回）では 100％であった。【№14】 

・管理栄養士国家試験では、令和 28 年度から令和３年度の６年連続で 100％の合格率を達成した。令和４年度は 23 名中 22 名が合格し、合格率は 95.6％であり、管理栄養

士養成課程の新卒受験者の合格率 87.2%を上回る水準を維持している。【№15】 

・看護師国家試験では、令和 2年度に合格率 100％を達成した。保健師国家試験では、令和 2年度と令和 3年度に、目標である全国平均を上回る合格率を達成した。助産師

国家試験では、令和元年度から令和 3年度に合格率 100％を達成した。【№16】 

・歯科衛生士国家試験では平成 28年度から７年連続、介護福祉士国家試験では令和元年度から４年連続合格率 100％を達成した。【№17Ｓ】 

・令和元年度に高等学校教諭一種免許状（理科）取得のための教職課程を設置し、年次進行でカリキュラムを実施し、令和４年度に完成年度を迎えた。また、栄養教諭一種

免許状取得のための教職課程においては、「教職実習演習」に、実践現場での経験を有する講師を招いた指導を実施などカリキュラムの充実を図った。【№18】 

【特色ある教育の推進】 

エ 英語教育の推進 【№21、№22Ｓ】 

・英語による授業科目の開講や、TOEIC L&R IP テストを実施しリスニングとリーディングを中心としたグローバルな英語力の意識化を図ることで、英語教育を推進した。 

・英語科目において、海外の学生とオンラインによる日本語と英語を使用した COIL授業を展開した。 

・国際関係学部では、令和元年度から、新しいカリキュラムを開始し、英語の PBL（課題探求型）科目を新設し、カリキュラムを進めるとともに、教育の内容、効果、課題

を検討し改善を行った。PBLの実践的な英語教育や TOEICへの個別対応により基礎学力の定着により、２年次の TOEIC L&R IP テスト目標スコア達成状況が向上した。 
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オ インターネット遠隔教育の拡充 【№26】 

・文部科学省の「大学の世界展開力強化事業～COIL型教育を活用した米国等との大学間交流形成支援～」を活用し、海外の連携大学とインターネットを介した双方向の遠隔

授業を実施した。薬食生命科学総合学府では、カリフォルニア大学デービス校(米国）遠隔授業（大学院講義：生体情報分子解析学特論・先端医療薬学特論）を実施した。

また、米国 UCデービスの研究者による研究セミナー及び英語でのアクティブラーニングを行い、世界展開力及び大学間交流を引き続き強化した。 

【入学者受入れ】 

カ 志願者の確保を図るための取組推進 【№27Ｂ】 

・各学部において、志願者確保にむけた多様な入試広報に取り組んだ。新型コロナウイルス感染拡大防止のため、令和２年度、令和３年度は対面によるオープンキャンパス

は中止し、代替として大学ホームページ上でオンラインオープンキャンパスを実施した。令和４年度はオンラインオープンキャンパスと一部学部では制限を加え対面での

実施をした。 

・各学部・研究科において、志願倍率、合格率、試験成績等のデータを用いて入試結果を分析・検証し、志願者数向上のための検討を行った。 

・各研究科等において、大学院志願者の増加、定員充足を目指し、動画配信による大学院説明会や大学院院ホームページの英語版の作成、内部学部生や社会人を対象とした

大学院説明会などの各種取組を推進した。 

・令和５年１月までに全ての研究科において、長期履修制度を導入し、社会人等多様な人材を大学院へ受け入れる体制を整備した。 

キ 効果的な入試広報の展開 【№28】 

・新型コロナウイルス感染症の拡大状況を踏まえ、オープンキャンパス・各種説明会・個別相談会・高校訪問・大学見学等の実施について、オンライン活用と対面実施それ

ぞれの利点を活かした実施方法を検討し、効果的で安全に実施した。オンラインによって県内外問わず対象を広げることができ、多くの受験生や高校教員への広報が可能

となった。 

ク 入試体制の整備・改革 【№29】 

・令和２年度から Web出願システムを導入し運用した。 

・作問・点検・精査体制の見直しを行い、業者による事前点検を導入し、入試問題点検を一層強化した。 

・令和６年度実施の大学入学者選抜の個別学力検査及び大学入学共通テストにおいて課す教科・科目等を学部及び入学者選抜委員会等で検討、決定し、令和４年８月に公表

した。 

・短期大学部では、募集人員の変更や一般選抜における試験方法を変更するなど、入学者確保のための取組及び高大接続改革への対応を行った。 

【教育の実施体制の整備】 

ケ 長期履修制度の導入 【№30】 

・令和５年１月までに、全ての研究科において長期履修制度を導入し、社会人等多様な人材を大学院へ受け入れる体制を整備した。 
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コ 新学部設置構想検討 【№30】 

・令和３年度から短期大学部内でプロジェクトチームを立ち上げ、新学部の設置について検討をすすめた。令和４年度には設置者である県と意見交換を実施し、協議を開始

した。また、全学的な協力体制を構築するため新学部設置構想検討委員会を新設した。 

サ 環境やユニバーサルデザインに配慮した教育環境の推進 【№31】 

・中規模修繕計画に基づき、施設設備の適正な維持管理と計画的な整備改修を行った。維持改修等にあたっては、学生ホール照明の LED化、多目的トイレへのオストメイト

設置、車いす利用者の動線確保のため照明の人感センサー設置など、安全性の確保と環境やユニバーサルデザインに配慮した。 

シ 図書館サービスの充実 【№32】 

・コロナ禍において、学内への入構制限等を踏まえ、令和２年度から、教員や卒業予定者、大学院生を対象に、図書館間相互貸借（ILL）で取り寄せた複写物や所蔵資料の複

写物の自宅等への郵送サービスを開始し、利用者の利便性の向上、学びの継続につなげた。 

ス 遠隔授業やウェブ会議の円滑な実施のための環境整備 【№33】 

・遠隔授業等の実施に伴い、無線アクセスポイントの追加設置、オンラインサービス（Zoom）のライセンスの一括購入、Webカメラ、スピーカー等の機材の貸出し、遠隔授

業と対面授業を同時に行うハイブリッド型教室を整備した。さらに、令和４年度に学内ネットワークシステムを更新し、学内ネットワーク環境の改善を図った。 

【教育力の向上】 

セ 教育の質保証の取組推進 【№34】 

・内部質保証体制の改善に係る規程等の整備を行い、令和３年４月１日に、新たに法人質保証委員会及び大学質保証委員会を設置した。 

・各学部・研究科に設置する部局質保証委員会において、ディプロマ・ポリシー、カリキュラムポリシーに基づく教育の実施状況の検証及び検証に基づく教育の質の更なる

向上に取り組み、大学質保証委員会において報告し、全学的に情報共有を図った。 

ソ 研修の充実 【№35】 

・各学部、研究科で、外部講師及び内部教員による講演会・研修会を開催して教員の能力資質・能力向上や教育組織の改善向上に取り組んだ。 

・研修等の実施に当たり、教授会等で事前告知や参加を呼び掛けたほか、メールを一斉送信するなどして広く参加を促し、参加率向上を図った。その結果、FD研修参加率は

令和元年度以降毎年度の目標の 70％以上を維持している。 

タ 教育力の向上 【№36】 

・各学部・研究科において、学生による授業評価、教員相互授業評価等に対する検証、卒業生・修了生及びその就職先等による評価、授業及び実習科目における授業公開等

を実施し、その結果に基づき授業形態や授業方法を検討する PDCAサイクルにより、より質の高い教育への改善に取り組んだ。 

・令和４年度に、大学及び短期大学において、「教員・教員組織の編制に係る基本方針」等を策定・公表した。 
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【学生への支援】 

チ 学生支援の充実 【№37Ｓ】 

・学生のニーズを把握し、学習環境の充実を図るために、学生との意見交換会を継続して実施した。また、メール相談窓口の設置し学生の悩みや困りごとに対応する体制を

整備した。 

・おおぞら基金への寄附拡大のため、本学広報誌の配布に併せてチラシを配布し、協力依頼を行った。新型コロナで困窮した学生への支援のための寄附募集をホームページ

等により広報し、寄附金を獲得した。また、寄附者の利便性向上のため、インターネットによる寄附申し込みを新たに導入した。 

・開学記念行事シンポジウムにおいて、同窓会連合会、学生、卒業生などによるパネルディスカッションを開催し、ネットワークの構築を図った。 

・令和元年度から、本学出身者からの寄附による特定基金（内西いよ子基金）を活用し、薬食生命科学総合学府のうち、薬学系大学院に在籍する大学院生への給付型奨学金

事業を開始した。また、同基金を活用した e-learningシステムによるオンライン自己学習を令和２年度から実施し、学生の学習環境を整備した。 

・短期大学部では、目安箱（学生のこえ）を定期的に確認し、投稿された内容について、随時関係部署と協力して対応した。また、令和４年度は、学生会と話し合いの場を

設け、学校行事の企画・運営の充実やクラブ・サークル活動の活性化を目指して、コロナ禍で停滞していた学生の課外活動に対する支援を行った。 

・新型コロナウイルスの影響による生活困窮学生に対しては、修学支援法に基づく家計急変事由による授業料減免、本学独自の緊急減免、授業料納付猶予・分納許可等の措

置を実施し、ホームページや一斉メール等により周知した。また、おおぞら基金を活用し、新型コロナで困窮した学生への支援金給付、「たべものカフェ」の開催支援を

行った（R2～）。 

ツ 健康支援の充実 【№38】 

・健康支援センターにおいて、学生相談、健康指導及び障害学生支援を充実させ、学生の身体的かつ精神的な健康の増進、疾病予防を支援した。 

・学生の心身の健康状態について、学生個々の到達目標に合わせた健康支援を行った。 

・身体・精神において問題を抱える学生や、障害や慢性疾患のために修学に際して特別な配慮を希望する学生に対する支援を関係各所と連携を取りながら行った。 

・学生のニーズに沿った健康講座や講演会をした。また「健康だより」、「相談室だより」の発刊やホームページ、学内放送等による健康情報の発信を行った。 

・学生の傷病の応急処置・メンタルヘルスへの対応や新型コロナウイルスを始め感染症予防対策を行った。 

・令和３年度、令和４年度には、学生・教職員へのワクチン職域接種を実施するとともに、遠隔授業の実施等により孤立しがちな学生に対し、SNS 等により心身の健康保持

のための情報発信を行った。 

テ 留学生支援の推進 【№39】 

・新型コロナウイルス感染症対策のため、令和 2年度はイベントの中止があったが、カンバセーションンパートナー制度、留学生ガイダンス、留学生交流会を実施し、留学

生の学生生活を支援した。 

・国際交流談話室の改装や、留学生ネットワーク構築のためメーリングリストの作成など、留学生の交流を推進する基盤を整備した。 

・令和４年度には、国際学生寮の開寮し、地域と一体となった交流を進めた。また、教職員住宅の一部を活用した交換留学生等の住環境を整備した。 
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ト 就職支援の充実 【№40、№41】 

・低学年からのキャリア教育を推進するため、全学共通科目で講義を開講するとともに、就職に関わる講演会、シンポジウム、セミナーの開催や個別相談を行い、学生のキ

ャリア形成支援、就職支援の充実を図った。コロナ禍においては、オンラインを活用しながらキャリアアドバイザーによる個別相談や就職ガイダンス、学内企業説明会、

各種イベント等を開催し、きめ細かな就職支援を行った。 

＜令和４年事業度＞ 

【全学的に取り組む教養教育】 

ア 全学的に取り組む教養教育の充実 【№1】 

・全学共通科目運営部会を開催し、科目ごとに履修者の動向を確認し、科目の在り方を検討した。令和４年度は、学生のニーズに合わせて、SDGs について学ぶしずおか学

（「SDGs概論」）を新設・開講し、約 150名の学生が受講した。 

【専門基礎教育・専門教育】 

イ 専門基礎教育・専門教育の充実 

・薬学部薬学科では、令和３年度文部科学省の大学改革推進等補助金「ウィズコロナ時代の新たな医療に対応できる医療人材養成事業」による学習環境の DXの一環として、

新たな医療環境に即応できる薬剤師を養成するための VR コンテンツを制作した。また、臨床検査技師受験資格改定に対応し、令和３年度の薬科学科に続き、科目承認校

として認められた。【№2】 

・食品栄養科学部では、文部科学省の認定制度「数理・データサイエンス・AI」（応用基礎）に即した授業科目として、「データサイエンス・AI」(令和 4～5年度：自由選択

科目、令和 6年度：必須科目) を開講した。また、令和３年度から行っている卒業研究発表会におけるルーブリック表を用いた評価の再点検、改良を行い、卒業研究の質

的向上を図る取組を進めた。【№3】 

・経営情報学部では、観光教育の開始から４年が経過し、最初の卒業生を輩出した。観光分野のゼミでは賀茂地域をはじめとする県内市町と連携した研究活動を実施した。

学部教育振り返り FD、学部運営委員会、カリキュラム構想委員会などにより観光教育の振り返りを実施し、ルーブリックによるメジャー認定確認の仕組みを導入した。

【№5】【№6】 

・看護学部では、令和 4年度から新カリキュラムを運用するとともに、ディプロマ・ポリシーの到達度評価基準を明確にし、PDCAの実践をより確実にした。【№7】 

・看護学研究科において、博士後期課程完成年度を迎え、院生及び教員による達成度評価を実施し、カリキュラム評価に取り組んだ。【№11】 

【国家試験等への対応】 

ウ 各種国家試験への対応 【№14、№17、№18】 

・薬学部では、第 108回薬剤師国家試験の結果、新卒者の合格率が 95.1%(合格者 78人)であり、目標としている 90%を大きく上回る合格率を達成した。薬剤師を養成する公

立大学３校中、合格率 1位であり、薬剤師を養成する国公立大学 17校中、合格率 4位であった。 

・歯科衛生学科における歯科衛生士国家試験で７年連続、社会福祉学科介護福祉専攻における介護福祉士国家試験で４年連続合格率 100％を達成した。 
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・栄養教諭専修免許状取得希望者のカリキュラムを開始し、より適切かつ効率的なカリキュラムを整備し、担当教員が準備して対応した。 

【成績評価】 

エ 学習指導、成績管理の厳格化、適正化 【№19】 

・国際関係学部では、 学生の実質的な学びの内容を向上させるため、令和４年度入学生から卒業研究を CAP 制の対象とした。履修要項に明記し、新入生向けの教務ガイダ

ンスで周知を行った。経営情報学部においても、令和４年度入学生より新 CAP制を導入し、学習指導、成績管理の厳格化、適正化を図った。【№19】 

【特色ある教育の推進】 

オ 英語教育の推進、インターネット遠隔教育の拡充 【№21、№26】 

・薬食生命科学総合学府では、カリフォルニア大学デービス校(米国）とのインターネットを介した双方向の国際的遠隔授業（大学院講義：生体情報分子解析学特論・先端

医療薬学特論）を実施した。米国 UCデービスの研究者による研究セミナー及び英語でのアクティブ・ラーニングを行い、世界展開力及び大学間交流を引き続き強化した。 

【入学者受入れ】 

カ 志願者の確保を図るための取組推進 【№27Ｂ】 

・各学部・研究科において、オープンキャンパスやイベントの開催、情報発信を効果的に実施し、志願者数向上のための取組を推進した。新型コロナウイルス感染拡大防止

のため、対面によるオープンキャンパスは中止し、本学ホームページの特設サイトを作成しバーチャルオープンキャンパスを運営した。（８月～翌年３月まで掲載）。Zoom

ウェビナーやバーチャルスペースを利用した本学教員・学生と高校生の双方向参加型企画を実施した。食品栄養科学部では、一定の制限のもと、対面でのミニキャンパス

ツアーを実施した。 

・大学院志願者数の増加を目指し、各研究科等において動画配信による大学院説明会や英語版のホームページの作成などの各種取組を推進した。 

・薬食生命科学総合学府（薬系）では、動画配信による大学院説明会を実施した。また、英語版ホームページのコンテンツを充実させるなど、海外からの入学生増加に向け

た取組みを行った。 

・薬食生命科学総合学府（食系）では、大学院のアピールのため、HPに本学大学院の概要及び入試制度などの動画を掲載した。また、特に優れた研究成果及び受賞などを定

期的に HPに掲載した。さらに、英語版を含む HPの充実を図った。また、入学定員数の在り方について継続的に協議を行った。 

・国際関係学研究科では、オープンキャンパス委員会が大学院説明会を開催し、志願者数向上に向けて研究科の情報提供を実施した。静岡県内以外への対象範囲の拡大を試

み、東京都を中心とした日本語学校を対象とした大学院説明会を開催した。長期履修制度ワーキンググループを設置し、大学院生の長期履修を可能にする制度を令和 4年

度末に構築した。二次募集では令和 3年度に続きオンラインによる口頭試問を実施した。 

・経営情報イノベーション研究科では、大学院個別進学相談会を前期、後期各々1回ずつオンラインで開催した。賀茂キャンパスにおける社会人講座開催時、静岡県庁の関

係部署との諸会合や県内市町との観光関連意見交換時に本学大学院でのリスキリングの必要性とともに、大学院博士前期課程におけるカリキュラム等について説明したほ

か、高校商業科における観光教育開始を受けて高校教員にもリスキリングに関し説明を行った。 

・看護学研究科ではハイブリッド１回・オンライン１回開催し、入学者選抜方法や長期履修制度の説明、各看護学領域の紹介、修了者による体験講演、対面開催時は教員へ
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の個別相談や在校生交流会を行った。また、大学院進学情報サイトへの入学者選抜に関する情報の掲載、関係各所への大学総合案内・看護学部／看護学研究科案内の送付

を行った。 

・短期大学部では、新型コロナウイルス感染症対策を講じた上で、3年ぶりに対面式のオープンキャンパスを開催した。さらにオープンキャンパスの一環として、本学教員

による模擬講義の動画を 11月末まで、学生広報大使を活用した大学案内や各学科紹介の動画を 3月末まで公開したほか、本学への受験実績等を踏まえ、高校訪問を 42校

実施した。また、３月には緊急プロジェクトを立ち上げ、志願者数増加のための効果的な方法を継続的に検討することとした。 

キ 入試広報の充実 【№28】 

・令和３年度に引き続きオンラインを活用した入試広報活動に取り組み、広く遠方の受験生が参加しやすいように実施した。オープンキャンパスでは Zoom やバーチャルス

ペースを利用した本学教員・学生と高校生の双方向参加型企画を実施した。また、キャンパス来場型の企画としては、高校単位での大学見学を３年ぶりに実施し、新規企

画として県内外の高校３年生を対象とした進学説明会（構内見学・大学説明・在校生との座談会を含む）を開催した。 

ク 入試体制の整備・改革 【№29】 

・令和６年度実施の大学入学者選抜の個別学力検査及び大学入学共通テストにおいて課す教科・科目等を決定し令和４年８月に公表した。また、各種進学説明会や高校教員

との情報交換会等で説明するなど広報活動を実施した。 

・短期大学部では、歯科衛生学科の一般選抜において、面接を実施することにより、より多面的、総合的に受験生を評価するようにした。 

【教育の実施体制の整備】 

ケ 長期履修制度の導入 【№30】 

・国際関係学研究科では、長期履修制度について、大学院生から要望を踏まえ、ワーキンググループを設置して検討し、令和５年１月から導入した。 

コ 新学部設置構想検討委員会の新設 【№30】 

・令和３年度から短期大学部内でプロジェクトチームを立ち上げ、新学部の設置について検討している。令和４年度は設置者である県と意見交換を実施し、協議を開始し、

また、全学的な協力体制を構築するため 11月１日付で新学部設置構想検討委員会を新設した 

サ 環境やユニバーサルデザインに配慮した教育環境の推進 【№31】 

・施設・設備の改修・更新に当たり、環境やユニバーサルデザインに十分配慮し教育環境の推進を図った。令和４年度は、講義室４室、文系学部棟廊下、国際関係学部・経

営情報学部・薬学部各棟のトイレ、薬学部棟動物実験センターにおいて、LED照明に交換した。また、看護学部棟から図書館への通路にあった段差部分にスロープを設置

し、利用者すべてが移動しやすくなるよう改修し、利用者のニーズに合わせてユニバーサル化を進めた。 

シ 図書館サービスの充実 【№32】 

・附属図書館では、コロナ禍の中、閲覧席机上へのパーテーション設置、座席の間隔確保等の対策を継続し、可能な限り閲覧席を確保した。また、学習コミュニティの場と

してのラーニングコモンズフロア(ＬＣフロア)を、会話を必要とする遠隔授業(個人学習)の場として提供したり、一部の書庫をグループ利用の場として利用可能としたり

するなど、利用者のニーズに応えるための学習環境整備を、臨機応変に進めた。 
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【教育力の向上】 

ス 教育の質保証の取組推進 【№34】 

・大学質保証委員会及び短大質保証委員会で、大学としての「求める教員像」や「教員組織の編制に関する方針」について検討を進め、これらを策定した。 

・短期大学部質保証委員会でカリキュラムマップの作成や卒業生（社会人）へのアンケート等を行い、これらを用いた自己点検・評価の取組を進めた。また、作成したカリ

キュラムマップを活用し、シラバスに科目とディプロマ・ポリシーとの関連の項目を追加した。(短期大学部） 

【学生への支援】 

セ 学生支援の充実 【№37Ｓ】 

・学生食堂（はばたき棟地下食堂）の再開をした。学生ホールは、壁を淡いグリーン、オレンジに塗り替え、机・椅子との色彩の調和をはかるとともに、木製パーテーショ

ンを設置し、学生の作品を展示できるように改修を行った。学生にとって居心地のいい空間を作ったことで、利用者が増加した。 

・おおぞら基金への寄附拡大のため、インターネットによる寄附申込の運用を開始するとともに、本学広報誌の配布に合わせて寄附募集チラシを配布し周知した。 

・おおぞら基金を活用し、学生の修学支援のための給付型奨学金を実施した。日常的な支援に加え、令和４年度は台風 15号による被災にも対応して学生生活を支援した。 

・静岡県の学びの継続等支援事業を実施し、学部 1068人、大学院 141人に一律 5万円を給付した。 

・薬系大学院生を支援する内西いよ子基金による給付型奨学金制度により、大学院生３名）への奨学金授与を行った。また、同基金を利用してオンライン e-learning シス

テムを運用し、自己学習システムによる学習機会を提供した。 

ソ 学生への健康支援 【№38】 

・学生及び教職員の新型コロナウイルスへの感染を防止し、大学運営の通常化を図るため、学内の医師や看護師、薬剤師など全学教職員の協力を得て、５月に、新型コロナ

ウイルスワクチンの職域接種を学生、教職員に対して実施した。(接種者 624人） 

・健康支援センターでは、体調不良（新型コロナウイルス感染症罹患者も含む）で休んだ学生の体調を確認し集団生活への復帰や、罹患後のフォローを行った（3,889件、

メール 2,282件）。 

・「健康だより」(計 18号)、「相談室だより」(計 4号)を発行し、メール・SNSでの配信、プラズマディスプレイや掲示、ホームページで注意喚起を適宜行い、心身の健康保

持・増進につながる情報発信をした。 

タ 留学生への支援 【№39】 

・留学生ガイダンス、カンバセーションンパートナー制度、OLキャンパスツアー、留学生交流会など、年間を通じて、留学生の様々な学生生活を支援した。その他、交通安

全講習会、AED講習会、お茶の淹れ方などの異文化講習会を開催し、留学生活の安全面への配慮や充実を図った。 

・学生ホール２階の国際交流談話室に年度ごと新たに日本語学習用の書籍を配架できる体制を整えた。同時に貸出のガイドラインも作成し、留学生の日本語学習支援に努め

た。 

・国際学生寮だけでなく、教職員住宅の一部を留学生等の住居として活用するために Wi-Fi設置など住環境を整備した。 
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・国際学生寮が所在するつつじヶ丘自治会の回覧板を活用して交換留学生の紹介や本学の国際交流活動を周知することにより、地域と一体となった安全面の確保と、国籍や

文化、年齢を超えた交流への橋渡しを行った。 

チ キャリア形成支援・就職支援の充実 【№40、№41】 

・低学年からのキャリア教育を推進するため、キャリア支援センター提供により全学共通科目として「キャリア形成概論 I・II」を開講した。 

・委託した求人開拓員３人により、観光マネジメント分野の就職情報収集を関連企業から行い、学生に情報提供を行った。 

・キャリアアドバイザーによる個別相談を対面、オンラインで実施した。 

・本学卒業生との協力、連携により、在学生に業界、企業についての講演を行った。 

・県内外の企業によるガイダンスを実施し、業界や企業についての勉強する機会や魅力を伝える機会を学生に提供した。 

・学生の参加する地域政策研究（藤枝市）や地域課題解決事業（５市２町）などの助成金を積極的に申請し、採択された。 

 

（2）研究 

＜中期目標期間＞ 

【研究の方向性及び成果の活用】 

ア 研究の方向性 

・薬学研究院では、疾病の病因・治療・予防に関わる生命薬学、分子薬学、及び臨床薬学研究、並びに創薬・育薬に繋がる生命科学・物質科学研究を推進し、研究成果が最

高水準の国際学術誌に掲載され、各年度計画を上回る研究成果を挙げた。【№42】 

・食品栄養環境科学研究院では、人々が健康に暮らせる持続可能な社会の実現に貢献するため、「食品の安全性及び機能性」に関する研究、「食と健康」及び「環境と健康」

に関する分子からヒト個体及び集団のレベルまでの研究を実施した。【№43】 

・国際関係学研究科では、アジア及び欧米を中心とした国際関係の研究・教育活動を行った。多文化共生を視野に入れ、各国の社会・文化・言語の研究を進め、外国人学校

で学ぶ子どもたちの日本語教育支援、司法通訳の就労実態調査等、日本国内における多文化共生の推進に向けた学際的な研究を進めた。【№44】 

・経営情報イノベーション研究科では、観光教育を令和元年度から開始したことに伴い、令和２年度に観光分野における研究基盤、地域連携の拠点として「ツーリズム研究

センター」を設置した。これにより、地域経営研究センター、医療経営研究センター、ICTイノベーション研究センター、ツーリズム研究センターの４研究センターによ

る研究推進体制を確立した。【№45】 

・地域経営研究センターでは、社会人学習講座やビジネスセミナーを通じて経営情報イノベーション研究科の４分野の教育・研究に関する成果を、地域に還元した。また、

社会人学習講座の一層の充実を図るため、他学部・外部団体との連携強化を進めた【№45】。 

・看護学部及び看護学研究科では、看護職者のリカレント教育の拠点として「看護実践教育研究センター」を設置した。「特定行為に係る看護師の研修制度」を開始するべ

く厚生労働省に指定研修機関の認可申請を行い、令和３年２月に認可承認を得、令和３年４月より看護師特定行為研修を開始した。【№46】 
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イ 地域資源の活用、地域課題に向けた学際的研究、調査研究の推進 【№47】 

・令和元４月に「ふじのくに発イノベーション推進機構」を設置し、大学全体の文理融合研究の推進、研究及び共育の成果を社会に還元できる人材の育成、地域貢献活動及

び産学官連携活動を進めた。 

・薬学部・薬学研究院では、R3年度及び R4年度にインドネシアバンドン工科大学と静岡バンドン薬食カンファレンスをオンラインにて開催した。 

・食品栄養環境科学研究院では、全学共通科目として「茶学」を開講し、茶関連研究の第一人者をゲストスピーカーとして招き、茶学関する幅広い内容の講義を行った。 

・グローバル地域センターでは、「21世紀アジアのグローバル・ネットワーク構築と静岡県の新たな役割」に関する調査研究において、中国を中心とした国際情勢に関する

研究、寧波大学（中国）との学術交流、国際セミナー、フォーラムの開催等を行った。危機管理部門では、静岡県の危機管理体制や災害対応に対する調査研究を行い、県

へ提言・助言を行った。「地震予知」部門では、令和元年度から 3年度まで、地震予知に関する調査研究に取り組んだ。令和４年度から「自然災害研究」部門に改組し、従

来の地震予知に関する調査研究に加え、自然災害全般に関する調査研究を開始した。 

【研究成果の活用・発信】 

エ 研究シーズの発信 【№50】 

・研究シーズ集を発行し、各種研究関連イベントや協力企業等に配布するとともに、大学ホームページに掲載し研究活動を発信した。 

・イノベーション・ジャパン、ライフイノベーション新技術説明会などの新技術説明会への参加し、本学の研究シーズを情報発信した。 

オ 機関リポジトリの整備 【№50】 

・附属図書館では教員著作図書の収集や機関リポジトリの整備等による本学の研究成果の蓄積と発信を進めた。機関リポジトリの整備において、科学研究費助成事業データ

ベース(KAKEN)で公開されている本学教員関連の研究成果報告書のメタデータを機関リポジトリに登録し、研究成果報告書のページにリンクする運用を令和３年度より開

始し、機関リポジトリ上への「薬学部業績目録集」の掲載を令和４年度より開始した。また、短大附属図書館では、機関リポジトリコンテンツの収集システムを構築し、

短大部内で周知を図り登録を開始した。 

カ 静岡健康・長寿学術フォーラムの開催 【№50、№52】 

・静岡健康・長寿学術フォーラムを、令和４年度の第 27 回まで継続して開催し、健康・長寿に関する研究成果や学術情報の蓄積、地域社会への還元、情報発信を行った。

また、国内外研究者とのネットワーク形成を推進した。新型コロナ禍の令和２年度から令和４年度は会場とオンライン同時視聴等の感染拡大防止対策を講じ実施した。 

キ ＵＳフォーラムによる研究成果の発信 【№50】 

・ＵＳフォーラムは、令和２年度及び３年度は新型コロナウイルス感染防止のため、会場開催は行わず研究要旨集の配布による本学の研究成果等の公開のみとなったが、令

和４年度はオンライン視聴により３年ぶりに開催するとともに、研究要旨集を県立大学ＨＰ上で公開し、これまで以上に幅広く本学の研究成果等を情報発信した。 

ク 公開講座の開催 【№50】 

・県大主催の公開講座、市町村との連携講座を毎年実施した。令和２～４年度は新型コロナウイルス感染症拡大のため、本学主催の公開講座を YouTube(ビデオオンデマンド

方式）で配信した。講座開催について、本学ウェブサイトへの掲載、ポスター掲示、リーフレットの配布、県や市町等の広報紙への掲載等を通じて、広く県民に周知した。 
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【研究の実施体制等】  

ケ 教員活動評価 【№51Ｓ】 

・毎年、前年度の教育研究活動について、各教員から教員活動実績報告書の提出を受け、教員活動評価を行った。業績優秀者には学長表彰を行い、教員の士気向上を図った。 

コ 外部資金の獲得 【№51Ｓ、№74】 

・科学研究費補助金、受託研究、共同研究等の外部資金の確保に向け、国や地方自治体等の公募情報の収集、学内への公募情報の迅速な配信、公募説明会の開催など応募の

促進に向けた取組を進めた。その結果、令和元年度以降の外部資金の獲得は、件数及び金額のいずれにおいても目標値を上回った。また、科学研究費補助金について、若

手研究者の採択率は全国平均を大きく上回る結果を維持している。 

サ 健康食イノベーション推進事業の推進 【№51Ｓ】 

・令和元年度から令和３年度には、ふじのくに発イノベーション推進機構を中核として、静岡県と連携して、内閣府地方創生推進交付金を活用した「健康食イノベーション

推進事業」に取り組んだ。令和４年度以降は「フーズ・ヘルスケアプロジェクト推進事業」として、引き続き、県と連携し、機能性開発データベース、データヘルス・リ

ビングラボ静岡（コミュニティ）、健康イノベーション教育プログラムの運営を行った。 

シ 共同研究・受託研究の推進 【№52】 

・マリンオープンイノベーションプロジェクト、ICOIプロジェクト等、静岡県が進める各種プロジェクトに中核連携機関として参画し、産学官連携による共同研究や受託研

究を積極的に推進した。 

・令和元年 10月に草薙キャンパス内に臨床研究施設を開設し、臨床研究を学内で実施できる体制を整備した。 

＜令和４事業年度＞ 

【研究の方向性】 

ア 研究の推進 【№42Ｓ、№43】 

・生活習慣病・がん・感染症など重要性の高い疾病の病因・治療・予防に関する研究を推進し、その研究成果を国内外に発信した。研究成果が権威ある国際的な学術誌（Cell, 

Journal of Investigative Dermatology, RHEUMATOLOGY, Journal of the American Chemical Society）に掲載された。カテキンの抗ムンプスウイルス効果について、機

能性食品素材データベースに登録された。 

・研究成果の発表や学会活動に対して、学生や教員に奨励賞や優秀賞が 17件（学生 15名）与えられ、学生の受賞率は 18%であった（全大学院生数：83名） 

イ 経営情報イノベーション研究科における研究成果の地域への還元 【№45】 

・地域経営研究センターでは、研究科の４分野の研究成果を各センターの活動や社会人学習講座の形で地域に還元した。社会人学習講座は 26 講座を開講し高い満足度を得

た。・静岡県 ICT人材育成事業連携講座では ICTイノベーション研究センターと連携し、機械学習、スマホアプリ開発、Python プログラミングの講座を開講した。ツーリ

ズム研究センターでは、賀茂地域との地域連携協定に基づき様々な活動を展開した。具体的には、観光出前講座、賀茂地域の中学生・高校生を対象とした観光教育、大学

生が賀茂地域の魅力を発信する「賀茂の若旅」など。また、静岡県や静岡鉄道と連携し地域活性化に向けた共同研究を実施した。ICTイノベーション研究センターでは、
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災害時における ICT 技術の活用、文章生成 AI の観光への活用、シンポジウム「これからの大学の情報教育」の開催などの活動を行った。医療経営研究センターでは「年

金政策、社会保障政策の意思決定過程」や「労働政策、育児休業制度の改正プロセス」に関する研究会などの活動を行った。 

ウ 看護実践教育研究センターにおけるリカレント教育の推進 【№46】 

・リカレント教育事業として、看護師特定行為研修第２期生として２名が入講し修了した。次年度入講試験を実施して４名合格した。また、リカレント教育事業及び地域貢

献事業として、看護実践教育研究センター主催で看護研究と高齢者健康支援に関する４講座、看護学部の各看護学領域との共催で訪問看護リカレントやマタニティ関連・

女性の健康支援に関する７講座を企画・実施した。 

・本学が連携する看護師特定行為研修協力施設の実施する看護師特定行為研修指導者講習会の講師を１名派遣した。 

・地域で生活する高齢者、更年期女性、妊婦、こども、外国人等の健康に関する研究活動に取り組んだ。 

エ 地域資源の活用、地域課題に向けた学際的研究、調査研究の推進 【№47】 

・食品栄養科学部では、「茶学」を後期の全学共通科目として開講した。また、令和４年度は世界お茶まつりに参画するとともに、同時に開催された静岡健康・長寿学術フ

ォーラムにおいて、「お茶を一服、健康と安全から長寿を考える」を企画して研究成果を公開した。 

・ふじのくに発イノベーション推進機構を中核として、静岡県や地域産業との連携を深め、学際的な研究事業に取り組み、健康食イノベーション推進事業を推進した。 

・グローバル地域センターでは、令和４年度から「地震予知」部門を「自然災害研究」部門に改組し、地震予知に関する研究に加え、自然災害全般に関する研究を開始した。 

【研究成果の活用・発信】 

オ 機関リポジトリの整備 【№50】 

・附属図書館において、本学教員の新刊書や未所蔵の著作物の収集や(59 名、95 タイトル）、本学機関リポジトリ上に「薬学部業績目録集」の掲載を開始したりするなど、

本学の知的財産や研究成果の蓄積と発信を進めた。 

【研究の実施体制等】 

カ 外部資金の獲得 【№51Ｓ、№74】  

・国や地方自治体等の公募情報の迅速な配信、公募説明会の開催など応募の促進に向けた取組を進めた結果、外部資金を 439件、総額で 9億 3,573万 8千円獲得し、第 1期

及び第 2期の計画期間の年度平均（353件、8億 8,543万 3千円）を上回った。研究費補助金については、若手研究者の採択率が 70.5%であり、全国平均の 40.3%を大きく

上回った。 

キ 健康食イノベーション推進事業の推進 【№47、№51Ｓ、№57】 

・ふじのくに発イノベーション推進機構を中核として、静岡県や地域産業との連携を深め、学際的な研究事業に取り組む、健康食イノベーション推進事業を推進した。令和

４年度からは「フーズ・ヘルスケアプロジェクト推進事業」として、引き続き、県と連携し、機能性開発データベース、データヘルス・リビングラボ静岡（コミュニティ）、

健康イノベーション教育プログラムの運営を行った。教育健康プログラムとして、「健康と食」「ITとデータの科学」、「ワークショップ」など 6科目を開講した。 
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（3）地域貢献 

＜中期目標期間＞ 

【地域社会等との連携】 

ア 地域貢献活動の推進 【№54】 

・静岡市地域福祉共生センター「みなくる」の共生事業等を静岡市から受託し、「ふじのくに」みらい共育センターの事業の一環として各種講座やイベントの開催、研究活

動などを行い、地域共生の拠点づくりに関わって健康増進のイベント等を開催した。 

・連携協定を締結した自治体等との連携として、静岡市をはじめとする中部５市２町が公募するしずおか中部連携中枢都市圏域地域課題解決事業や、藤枝市地域政策研究・

創造事業の採択を受け、学生の教育研究に資する事業を実施した。 

・薬学部及び薬学研究院では、新型コロナウイルス感染拡大防止に配慮しながら、自治体と連携した健康相談会を実施し地域の健康福祉に貢献した。また、モバイルファー

マシーの広報動画を薬学部ホームページ上で公開して、活動を広く社会に発信した。 

イ 自治体等との連携 【№54、№55Ｓ】 

・静岡県（地震防災センター）と共催で「ふじのくに防災士養成講座」を実施し、教室等の提供や、運営等の面で協力した。地震防災センターで行われた「ふじのくに防災

学講座」において、本学教員が講演を行い、運営等の面で協力した。 

・ツーリズム研究センターでは、令和元年度に締結した本学及び静岡大学、静岡文芸術大学の３大学と賀茂地域 1市 5町との相互連携協定に基づき、中学生や高校生を対象

に観光出前授業や観光事業者向けに社会人講座を開講するなど、同地域の活性化の推進に取り組んだ。また、静岡県内の他の市町や民間企業との連携、共同研究も活発に

取り組み、観光を通じた地域振興に寄与した。 

・本学教員の静岡県の各種審議会、委員会等への委員派遣や、静岡県における諸課題の解決に向けた積極的な研究活動への参画を積極的に行い、政策提言や計画策定等に協

力した。 

・短期大学部では、要望に応じて随時見学会を行うとともに、公開講座を開催した。令和元年度防災訓練では近隣の自治会等からの参加があった。令和 2年度以降は、公開

講座をオンラインにて開催、遠方や若年層の受講が増加した。 

ウ 学内外における SDGsの取組推進 【№55Ｓ】 

・令和元年 11月に「静岡県立大学 SDGｓ」宣言を公表し、SDGsイニシアティブ推進委員会が主体となり、地域社会との連携活動や学内外への情報発信を進めた。 

エ 高大連携事業の推進 【№56】 

・ふじのくに地域・大学コンソーシアムの事業である「ゼミ学生等地域貢献推進事業」や「高大連携出張講座事業」に、本学教員、学生が参加し、連携、交流等を深めた。 

・高校生の学習意欲の喚起や進路選択に資するため、高校生を対象とした公開授業や高校生の大学講義の聴講、本学教員による出張講義等を実施し、高等学校との連携を推

進した。高大連携出張講義では、コロナ禍において、オンラインを活用し遠隔授業による連携授業を実施した。 
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【教育研究資源の地域への還元】 

オ 生涯教育、リカレント教育等県民の学習機会の提供の充実 【№57】 

・社会人聴講生の制度を本学ウェブサイトに掲載し周知した。新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、令和２年度から令和４年度は社会人聴講生の受入れを中止し

た。中止に伴い、社会人聴講生制度の案内希望者や過去の出願者等には、本学のオンライン講座（公開講座、社会人学習講座）を紹介した。 

・公開講座を、本学ウェブサイトへの掲載、ポスター掲示、リーフレットの配布、県や市町等の広報紙への掲載等を通じて、広く県民に周知した。県大主催の公開講座、富

士市との連携事業である富士市民大学前期ミニカレッジ、静岡市内５大学（令和４年度からは６大学）との連携事業である市民大学リレー講座を実施した。なお、新型コ

ロナウイルス感染症の影響により、県大主催公開講座は、令和 2年度よりオンデマンドとし、市民大学リレー講座はハイブリット開催とした。 

・附属図書館及び短大附属図書館では、高校生が図書館施設を学習等に利活用できる期間として「オープンライブラリー」を実施した。令和 2年度はコロナ禍による影響を

考慮し、「オープンライブラリー」の代替として、「オンラインツアー」の動画の中で図書館を紹介する内容を盛り込むとともに、図書館の施設紹介動画を作成してウェブ

上で公開した。 

・地域の児童・生徒の幅広い分野の知的関心と学習意欲を喚起するため、大学祭において模擬授業を実施した。 

・短期大学部では、社会人専門講座として HPS養成講座や、本学卒業生を対象とした社会福祉士国家試験受験対策講座を開催した。 

カ 調査研究の活用、研究成果の社会への提言 【№58】 

・グローバル地域センターでは、地域社会のシンクタンクとして、地域の課題についてグローバルな視点で調査研究を行うとともに、調査・研究の活動成果の社会的還元や、

地域社会が抱える諸問題の解決に向けた提言活動を行った。 

・「アジア・太平洋（政治・経済・社会）」部門では、「21世紀アジアのグローバル・ネットワーク構築と静岡県の新たな役割」に関する調査研究を実施した。また、中国を

中心とした国際情勢に関する研究として、令和 4年 10月から中国の共同富裕政策に関する調査研究を開始した。 

・「危機管理」部門では、静岡県の危機管理体制や災害対応に対して調査・研究を行い、県へ提言・助言を行った。また、防災・危機管理や安全保障に関するジャーナリズム

の検証能力を高めるために、静岡県立大学ジャーナリズム公開講座を開講した。 

・令和 4年度から改組により新設された「自然災害研究」部門では、地震予知に関する研究に加え、自然災害全般に関する研究を開始した。 

【地域社会への学生の参画】 

キ 学生の地域貢献活動への取組支援 【№59】 

・地域志向研究・地域貢献プロジェクトに携わった学生による成果発表会を開催し、特に優れた取り組みを「地域みらい研究賞」として表彰した。 

・静岡市地域福祉共生センター「みなくる」における学生による地域貢献活動に対し、おおぞら基金を通じて支援を実施した。 

・地域人材育成事業の一環として、学生を対象に「静岡県立大学コミュニティフェロー」の称号付与を実施し、令和元年度から令和４年度までに 405人を認定した。 
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【地域貢献の推進体制整備】 

ク 地域志向研究の支援体制の充実 【№60】 

・「ふじのくに」みらい共育センター（「ＣＯＣセンター」）を令和元年度から「ふじのくに発イノベーション推進機構」における地域貢献事業の実施機関と位置付け、文理

融合の研究・教育を推進した。 

・大学と自治体が連携して、地域課題にマッチングした地域志向型研究について、各自治体との連絡調整を行い、支援を行った。 

・短期大学部では、県短わくわくツアー（県民の日事業）や児童画展、こどもの歌音楽会等を地域に開放して開催した。また、近隣特別支援学校や幼稚園からの作品展示受

入れを実施した。 

＜令和４事業年度＞ 

【地域社会等との連携】 

ア 地域貢献活動の推進 【№54】 

・地（知）の拠点として構築した地域志向研究について、協定締結市町等との連携を強化し、多数の研究に取り組むなど全学的な地域貢献活動を展開し、関係機関との協力

関係を充実させた。（地域志向研究採択件数 10件、しずおか中部連携中枢都市圏による採択件数 4件、藤枝市による採択件数 1件） 

・自治体（静岡市、藤枝市）と連携し、「みなくる」での健康度測定会、モバイルファーマシーを活用した防災イベントを実施した。 

イ 自治体等との連携 【№55】 

・経営情報学部・経営情報イノベーション研究科では、静岡市と連携し、大河ドラマ「どうする家康」放映を機とした静岡市内観光振興策として町歩き音声アプリ・マップの

企画、学生による観光ボランティアガイドを開始した。賀茂地域 1 市５町との相互連携協定に基づき賀茂キャンパスにおける観光人材育成のための社会人講座を毎月開催

したほか、県教委と連携し賀茂地域の中学生・高校生向けのサマースクールや、賀茂地域高校での観光出前講座を計 12回実施した(令和３年度は 8回)。また令和５年度か

ら観光教育が開始となる商業高校の担当教員との意見交換会を開催した。また、静岡県と連携し、東静岡県有地有効活用に関する実証実験を令和３年度に引続き実施した

ほか、県が主導する ICOIプロジェクトに参画、県と合同で先進地域との意見交換を行うとともに、令和５年度から全学共通科目として開設するガストロノミー講座の開設

準備を行った。・静岡県の各種審議会・委員会等への本学教員の積極的な参画を支援し、県施策の推進に寄与した。（R5.3.31 現在：35人、78件） 

ウ 学内外における SDGsの取組推進 【№55】 

・SDGs イニシアティブ推進委員会が主体となり、地域との連携活動や学内外への情報発信に取り組んだ。全学共通科目に「SDGs 概論」を新たに開講し、学生 150 名が履修

した。また、学生と教職員を対象とした SDGs現地見学会や学生団体が学内外で行う SDGsの達成や普及啓発に向けた活動支援を新たに実施した。学外では、前年度に引き

続き、県立高校の SDGs探究活動へ学生及び教員を派遣した。 

エ 高大連携事業の充実 【№56】 

・ふじのくに地域・大学コンソーシアムの事業である「ゼミ学生等地域貢献推進事業」に、４課題が採択された。また、本学の「高大連携出張講座事業」では、３か所の高

校へ教員２名を出張講義のため派遣し、同事業における「大学生出張講座」については、２校へ各２名（合計４名）の学生を派遣した。 
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【教育研究資源の地域への還元】 

オ 生涯教育、リカレント教育等県民の学習機会の提供の充実 【№57】 

・本学主催の公開講座をオンデマンドにより開催したほか、富士市との連携事業である富士市民大学前期ミニカレッジ（対面、オンライン）、静岡市内６大学との連携事業

である市民大学リレー講座（ハイブリッド）を実施した。実施に当たり、本学ウェブサイトへの掲載、ポスター掲示、リーフレットの配布、静岡県や県内市町等の広報紙

への掲載等を通じて、広く県民に周知し、延べ 3,839人の参加があった。（オンデマンド分はユニークユーザー数） 

・地域経営研究センターでは、地域のニーズや社会状況を反映した内容の社会人学習講座を開講した。経営情報イノベーション研究科教員を主体とする講座に加え、静岡県

や他学部などの連携講座を展開し、26講座を開講した。また、地域課題の解決を目的に、「静岡県立大学ビジネスセミナー」を 12月に開催した。 

・看護実践教育研究センターにおいて、看護師を対象とした看護研究セミナーを４回、看護実践教育研究センターと看護学部共催で、県民を対象とした各種健康セミナーを

計 13回、看護学部が計６回実施した。 

・短期大学部では、卒業生に対する資格取得のための社会福祉士国家対策受験対策講座をオンライン講座により開講し、6名が受講した。また、リカレント教育講座について

は、動画を作成し、429名に配信をした。さらに、ホスピタル・プレイ・スペシャリスト（以下 HPS）養成講座、HPS養成週末講座について、合わせて 12名が受講した。 

カ 大学付属施設等の地域への公開 【№57】 

・附属図書館では、オープンライブラリーを８月 1日から 31日までの平日 16日間に実施した。本学附属図書館の見学や館内での学習を通して、知的関心と学習意欲の向上

を喚起する場を提供し、県内外の高校生 262名が利用した。 

・薬草園解説動画（令和４年度薬草講座）を作成し、オンデマンド配信を行った。薬草園見学ツアー「薬用植物園に行こう！」（4月 4日）を開催し、薬草についての正しい

知識を広く社会に発信した。 

キ 調査研究の活用、研究成果の社会への還元 【№58】 

・グローバル研究センターでは、アジア・太平洋（政治・経済・社会）」部門で、「清水港の歴史から見る日本とアジア」に関するシンポジウム(8月）、「危機管理」部門で、

公開シンポジウム「命を守るためにヘリコプターは飛ぶ」、「自然災害研究」部門で、こども防災講座（7月）やオンラインによる防災講座「静岡で知っておきたい地震と

火山と防災」（全 3回）等を開催し、研究成果を社会に発信、還元した。 

【地域社会への学生の参画】 

ク コミュニティフェローの認定 【№59】 

・地域の活性化や地域課題の解決に貢献できる人材を育成するため、地域における活動への積極的な参加を通じて地域活動の技能を身に付けた学生を「静岡県立大学コミュ

ニティフェロー」として認定。令和４年度は 91人を認定するとともに、顕著な実績をあげたコミュニティフェローの中から７人に特別表彰を行った。 
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（4）グローバル化 

＜中期目標期間＞ 

【グローバル人材の育成】 

ア 留学生の受入れ、学生の海外派遣の推進 【№62】 

・留学生の確保・育成方針について参考とするため国内大学から情報収集を行った。 

・留学生確保に向け、オンラインセミナーを実施し、国内外の日本語学校等から多くの参加者を得た。また、海外で開催された留学フェアに職員を派遣した。コロナ禍にお

いては、オンラインを活用し、本学への留学誘致と周知を継続して実施した。 

・新型コロナ感染症の影響による渡航制限の中、学生の海外留学へのモチベーションを保持するために、初心者向け留学セミナー、交換留学説明会をオンラインで実施した。

また、説明会の録画動画の配信、学内ホームページの国際交流・留学ページの刷新、FAQの掲載等、学生がいつでも情報を得ることができる仕組みを作った。 

・語学研修を実施する提携校のプログラム説明会及び語学留学説明会を実施し、プログラム参加者が参加希望者と交流する場を設け、留学の実現に向けた意識の向上を図っ

た。また、協定校のオハイオ州立大学より教員を招き、アメリカ留学の実情に関する講演会も開催した。 

・静岡県立中央図書館の移転後の跡地への静岡県立大学国際交流会館（仮称）の構想を検討する、「静岡県立大学国際交流会館（仮称）構想検討委員会」設置するための規

程を令和 4年度に制定した。 

イ 留学に関する教育体制・支援体制の強化 【№63】 

・オンライン留学相談の継続と充実を図り、コロナ禍で渡航による留学ができない時期であっても、学生の関心事を維持することができた。 

・本学ホームページで、留学・国際交流に関する FAQを新設した。また、オンデマンドの留学・国際交流情報の充実を図った。 

・日本学生支援機構（JASSO）の海外留学支援制度（協定派遣）を活用し、留学に係る費用の一部を奨学金等で支援した。（令和元度年から令和４年までの期間で計５名 240.4

千円。 ※2019年、2020年は、コロナのため実績なし） 

・国際学生寮及び教職員住宅の環境整備を推し進め、キャンパス環境のグローバル化促進の一環として、日本人学生と外国人留学生が混住する国際学生寮（国際シェアハウ

ス）を令和４年４月に開寮した。国籍、年齢等を超え、本学学生のみならず、地域住民との交流もできる場を提供した。 

・「大学の世界展開力強化事業」（COIL）として大学院薬食生命科学総合学府、国際関係学部、経営情報学部、看護学部及び全学共通科目で導入し、海外大学の学生と言語的・

文化的多様性について理解を深めた。 

【教育研究活動のグローバルな展開】 

ウ 海外協定校との交流拡充【№64】 

・新型コロナウイルス感染症の影響で、渡航を伴う交流事業が中止になったが令和２年度から令和３年度においてもオンライン等を活用し、28 の大学間交流協定校のうち

18大学で交流を継続した。また新たな交流協定や共同研究契約等の締結や更新を進め、令和元年度以降新たに 2大学（パルマ大学(イタリア）（R1.12.17）、スラナリー工

科大学（タイ）（R2.12.14）と大学間交流協定を締結した。 
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・交換留学派遣については、コロナ禍では一時的に派遣及び交流が中止となったが、令和３年度に特例制度を新設し、令和元年度から令和４年度までに８か国へ、延べ 27人

の学生を派遣した（うちオンライン２人）。令和４年度からは、海外からの交換留学生及び国費留学生の受入れも再開し、令和元年度から令和４年度までに、５か国から

19人を受け入れた。 

【グローバル化の推進体制整備】 

エ グローバル化の推進体制整備 【№66】 

・平成 31年４月に国際交流センター及び国際交流室を新設し、グローバル化を推進する体制の強化を図った。 

＜令和４事業年度＞ 

【グローバル人材の育成】 

ア 留学生の受入れ、学生の海外派遣の推進 【№62】 

・留学生向けオープンキャンパスをオンラインで開催し、国内外の日本語学校から参加を得た。 

・東南アジアにおける日本留学フェアやインドネシアの学校に向けたオンラインセミナーを実施し、本学に関する情報を世界に向けて発信した。 

・留学生の満足度アンケートを実施した。数値目標である本学への留学に対する満足度を上位２段階のいずれかに回答した留学生の割合は 7割以上であった。 

・カナダ ビクトリア大学 留学説明会を２回オンライン実施した。当日参加者は計 14名、YouTubeの視聴回数は 265回であった。 " 

・留学へのモチベーションを維持するため、オンラインによる「留学セミナー」を実施し、当日は 100人が参加、その後の YouTubeの視聴回数は 600回を超えた。また、ウ

ェブサイトの更新をし、留学・国際交流に関する FAQを作成し、掲載した。 

・インターネットによる遠隔教育を「大学の世界展開力強化事業」（COIL）として大学院薬食生命科学総合学府、国際関係学部、経営情報学部及び看護学部で導入した。ま

た、リーダーシップをテーマとした COIL国内３大学＋米国ゴンザガ大学のプログラムを実施し学生交流を進めた。 

・令和４年４月から混住型国際学生寮「富学寮」の供用を開始し、本学学生と交換留学生等が相互理解を育み国際交流を図る場を提供した。 

・静岡県立中央図書館の移転後の跡地への静岡県立大学国際交流会館（仮称）の構想を検討する、「静岡県立大学国際交流会館（仮称）構想検討委員会」設置するための規

程を制定した。 

イ 留学に関する教育体制・支援体制の強化 【№63】 

・学生からの申込により、海外留学オンラインカウンセリングを実施した。オンラインによる事前受付フォームを作成し、効率的に留学相談を受けやすい環境整備をした。 

・日本学生支援機構(JASSO）の海外留学支援制度（協定派遣）を活用し、留学に係る費用の一部を 3名に 187.4千円、奨学金等として支援した。 

・新型コロナウイルス感染症の影響により交換留学生のホームステイの受入れを中止しているが、4月に開寮した国際学生寮、又は、教職員住宅の一部に滞在することによ

り、本学学生との共同生活と交流が可能となる環境整備をした。 

・ブリティッシュ・コロンビア大学の日本語コース履修者と共に、COIL活動を実施した。 

・言語コミュニケーション研究センターと国際交流室が連携して、8人の学生を対象として、留学個別相談を実施した。 
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【教育研究活動のグローバルな展開】 

ウ 海外協定校との交流拡充 【№64】 

・新型コロナウイルス感染症の影響で、大学間・部局間交流協定校との交流など渡航を伴うものは、上半期は中止又は延期となったが、下半期には一部が実現した。 

・ 海外協定校のうち、ボアジチ大学（トルコ）、フィリピン大学（フィリピン）などから教員を招へいし、対面により特別講義等を実施した。オンラインではブレーメン州

立経済工科大学（ドイツ）などの教員による特別講義等を実施し、本学学生・教職員が参加し、教育・研究の充実を図った。 

・本学からは看護学部教員をマヒドン大学（タイ）へ、薬学部教員をアリゾナ大学へ派遣した。 

・ 交換留学派遣については、令和３年度に引き続き特例制度を利用し渡航可能とし、10名が交換留学生として渡航した。また、1名がオンラインによる留学を実施した。 

・ オハイオ州立大学（米国）及びマヒドン大学との大学間交流協定を更新した。また、ボアジチ大学との大学間交流協定の更新に向けた準備を進めた。 

・韓国の大邱保健大学校と教員間交流を実施し、韓国と日本の資格養成課程について発表し意見交換を行った。(短期大学部) 

 

２ 令和３事業年度の評価結果における課題、意見及び指摘等に対する対応状況 

（1）課題 

大学院において入学定員の未充足が続いている。情報発信の強化や入学者選抜方式の改善等を行ったものの、博士後期課程において、大幅に定員を下回った。全国的に博士

後期課程の定員未充足の傾向が進んでおり、安定的な学生確保に向けた努力とともに、大学院全体の将来構想を議論する必要がある。（No.27） 

（令和４事業年度実績） 

・大学院志願者数の増加を目指し、各研究科等において動画配信による大学院説明会や英語版のホームページの作成などの各種取組を推進した。 

・薬食生命科学総合学府（薬系）では、動画配信による大学院説明会を実施した。また、英語版ホームページのコンテンツを充実させるなど、海外からの入学生増加に向け

た取組みを行った。 

・薬食生命科学総合学府（食系）では、大学院のアピールのため、HPに本学大学院の概要及び入試制度などの動画を掲載した。また、特に優れた研究成果及び受賞などを定

期的に HPに掲載した。さらに、英語版を含む HPの充実を図った。また、入学定員数の在り方について継続的に協議を行った。 

・国際関係学研究科では、オープンキャンパス委員会が大学院説明会を開催し、志願者数向上に向けて研究科の情報提供を実施した。静岡県内以外への対象範囲の拡大を試

み、東京都を中心とした日本語学校を対象とした大学院説明会を開催した。長期履修制度ワーキンググループを設置し、大学院生の長期履修を可能にする制度を令和 4年

度末に構築した。二次募集では令和 3年度に続きオンラインによる口頭試問を実施した。 

・経営情報イノベーション研究科では、大学院個別進学相談会を前期、後期各々1回ずつオンラインで開催した。賀茂キャンパスにおける社会人講座開催時、静岡県庁の関

係部署との諸会合や県内市町との観光関連意見交換時に本学大学院でのリスキリングの必要性とともに、大学院博士前期課程におけるカリキュラム等について説明したほ

か、高校商業科における観光教育開始を受けて高校教員にもリスキリングに関し説明を行った。 

・看護学研究科ではハイブリッド１回・オンライン１回開催し、入学者選抜方法や長期履修制度の説明、各看護学領域の紹介、修了者による体験講演、対面開催時は教員へ

の個別相談や在校生交流会を行った。また、大学院進学情報サイトへの入学者選抜に関する情報の掲載、関係各所への大学総合案内・学部／学研究科案内の送付を行った。 
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（令和５事業年度計画） 

・オープンキャンパスや大学院説明会の状況、各種入試志願者数、受験産業の情報の推移を分析し、志願者数増加のための改善を図る。(薬学部、薬学専攻、薬科学専攻、薬

食生命科学専攻) 

・他大学及び社会人、海外からの志願者の増加及び社会人大学院生・外国人留学生を確保するために、大学院説明会を開催するほか、積極的な広報活動を展開する。（薬学

専攻、薬科学専攻、薬食生命科学専攻） 

・オープンキャンパス、高大連携授業をはじめとして各種広報活動を積極的に進める。（食品栄養科学部） 

・内部からの大学院進学を促すとともに、社会人や海外からの大学院生を確保するための効果的な大学院説明会の在り方を検討する。また、海外からの留学志願者に PR す

るため、大学院 HPの英語版を充実させる。（食品栄養科学専攻、環境科学専攻） 

・対面による実施等、状況に応じた効果的なオープンキャンパスの開催方法を検討する。学部の長期履修制度を導入する。（国際関係学部） 

・伊豆地域を中心に高校での出前授業に引き続き積極的に対応するほか、観光教育を開始する商業高校の教員をサポートし、連携を深めていく。（経営情報学部） 

・オープンキャンパスの実施、募集要項の送付、ホームページへの入試情報の掲載などにより広報活動を行い、入学者確保に取り組む。博士前期課程受験希望者が博士後期

課程までの学修プランを立案できるよう、博士前期課程・博士後期課程の募集要項を合冊に変更する。（看護学部、看護学研究科） 

 

（2）評価に当たっての意見、指摘等 

「看護実践教育研究センター」を設置し、看護師特定行為研修や女性向けの健康講座を実施した。県内の看護分野のリカレント教育の拠点として、地域医療の多様なニーズ

や看護職の教育ニーズに対応し、教育内容の拡充を図られたい。【No.11】 

（令和４事業年度実績） 

・リカレント教育事業として、看護師特定行為研修第２期生として２名が入講し修了した。次年度入講試験を実施して４名合格した。また、リカレント教育事業及び地域貢

献事業として、看護実践教育研究センター主催で看護研究と高齢者健康支援に関する４講座、看護学部の各看護学領域との共催で訪問看護リカレントやマタニティ関連・

女性の健康支援に関する７講座を企画・実施した。【№46】 

・本学が連携する看護師特定行為研修協力施設の実施する看護師特定行為研修指導者講習会の講師を１名派遣した。【№46】 

・地域で生活する高齢者、更年期女性、妊婦、こども、外国人等の健康に関する研究活動に取り組んだ。【№46】 

（令和５事業年度計画） 

・看護実践教育研究センターにおいて、看護師特定行為研修や実践家対象の教育講座などのリカレント教育事業を実施する。【№11】 

・看護実践教育研究センターにおいて主催事業と看護学部との共催事業を継続する。また、リカレント教育事業として看護研究指導・看護倫理教育・看護管理者教育・認定

看護師教育・救命講習会への講師派遣を実施する。さらに、地域貢献事業として女性健康事業・高齢者健康事業を実施する。【№46】 

・地域で生活する人々の健康の維持増進に関する研究活動に取り組む。【№46】 
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中
期
目
標 

社会の要請や教育研究の進展を踏まえ、理事長・学長のリーダーシップのもと、大学間連携の推進や、教育研究組織の在り方の検討を行うなど、大学の機能強化と

魅力の向上に取り組む。 

また、教員と事務職員の連携及び協働を推進するとともに、業務改善や事務局機能の強化により、生産性の高い業務運営を行う。 

 

中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

・ 理事長・学長のリーダーシ
ップを支えるため、法人・大学
事務局組織及び学長補佐体制
等について、必要に応じて見
直しを行うとともに、様々な
データを収集・分析・情報発信
する IR 機能の構築と活用を
図る。 

（№67） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 戦略的かつ迅速な意思決定を可能とするため、令和３年度から理
事長と学長を一体化した。あわせて、法人の役員構成についても見
直しを行い、副理事長を廃止し、研究・地域貢献担当理事を新設し
た。 

・ 役員会を毎月１回以上開催し、円滑に法人の意思決定を行った。 
・ 令和４年度から法人事務局と大学事務局を事務局として統合し、法
人全体に係る事務を一元管理する経営戦略部を新設した。 

・ 本学の情報分析及び公開を目的とし、ファクトブックの項目の追加
や記載方法を工夫した。また、入試関連など他大学の各種データの
収集・分析を行った。 

 

Ａ 

 

 

 

 

・ 法人の意思決定を戦略的かつ円滑に
行うため、定期的に役員会を開催する。 
・ 他大学の各種データを収集・比較・分
析することで本学の特徴を把握し、大学
運営に活用する。 

（№67） 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ 役員会を月１回以上開催し、円滑に法人の意思決定を行った。 
・ 本学の特徴をより分かりやすい形で紹介するため、令和３年度に引
き続きファクトブックのグラフ版を作成した。また、令和４年度は貸借
対照表・損益計算書などの財務項目を新たに追加した。 

 

Ａ  

 

・ 社会の要請や教育研究の
進展を踏まえつつ、本学の強
みを活かした教育研究力の向
上やグローバル化の推進に取
り組むため、他大学との連携・
協働の推進や、各学部・各研究
科（院）・学府・短期大学部等
の組織の見直しを行う。 

（№68） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 静岡大学グリーン科学技術研究所と共同利用機器の相互利用によ
る研究連携や静岡県内の大学（静岡大学グリーン科学技術研究
所、浜松医科大学、静岡理工科大学、東海大学海洋学部）との研
究連携シンポジウムへの共同参画により、大学間の相互連携を推進
した。 

・ ふじのくに地域・大学コンソーシアムの構成校として、SD 研修企画
委員等を選出し、他大学の教職員と連携、情報収集を行った。 

 Ａ 

 

 

 

 

 ・ 他大学との連携・協働に引き続き取り組
む。 
・ ふじのくに地域・大学コンソーシアムに
おける情報交換を通じて、連携策の情報
収集や検討を進める。 
・ 理事長（学長）と副学長、各部局長など
との意見交換を継続し、その議論を踏ま
え必要な検討を進める。 

（№68） 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ 静岡大学グリーン科学技術研究所と共同利用機器の相互利用を行
うことで研究連携を深めた。第４回静岡県大学研究連携シンポジウ
ム（8 月 31 日）の開催に共同参画し、静岡大学グリーン科学技術研
究所、浜松医科大学、静岡理工科大学、東海大学海洋学部との相
互連携を推進した。 

・ ふじのくに地域・大学コンソーシアムの「SD 研修企画委員」として、
本学から２名の職員が参加した。令和４年度は「SD 研修企画委員

Ａ  

 

第３ 法人の経営に関する目標 

１ 業務運営の改善 

(1) 戦略的かつ効率的な組織・業務運営 
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中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

会」が 11月 9日に開催された。SD研修会は、第１回が 9月 28日に
開催され、本学から３名の職員が参加し、今後の大学間連携につい
て意見交換を行った。 

 
・ 大学運営の一体的かつ効
率的な業務運営を進めるた
め、学内の各種委員会や会議
における意見交換などを通じ
て教員と事務職員の連携を強
化するとともに、事務処理の
集中化による業務改善、人員
配置の見直しによる事務局機
能の強化等により、生産性の
高い業務運営を図る。 

（№69） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 一体的かつ効率的な業務運営を進めるため、大学運営会議につい
て、構成員として部長以上の事務職員を追加し、副学部長にオブザ
ーバーとして出席を求める体制とした。その結果、教員と事務局職
員との間で情報の共有、連携の強化が図られた。 

・ 新型コロナウイルス感染拡大を端緒として、Zoom によるオンライン
会議を導入し、小鹿キャンパスや出張先からでも会議に参加できる
環境を整えた。 

・ 新財務会計システムを令和元年度から本格稼働し、紙ベースでの
事務処理や予算把握など会計事務の効率化を図った。また、利便
性向上のためのシステム改善、決算事務の効率化のためカスタマイ
ズの検討を継続して行った。 

・ 法人固有職員の人事異動について、令和２年度、令和３年度は年
度替わりの繁忙期・県派遣職員等の異動時期とずらして 8月 1日付
けで異動を行い、組織の効率的運営を図った。 

 

Ａ 

 

 

 

 

・ 事務局組織の改編に伴い、事務内容を
点検し、事務の効率化を図る。 
・ 効率的な事務局運営を図るため、法人
固有事務職員の異動の時期を引き続き
検証する。 
・ 大学運営会議において、感染症対策
に関する情報等を共有し、意見交換を通
じた教職員間の連携に取り組む。 
・ システムの利便性の向上及び決算事
務に向けた効率化のため、新財務システ
ムのカスタマイズの検討を継続する。 

（№69） 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ 事務局組織の改編に伴い、適切に所管替えなどの見直しや事務局
各室の事務分掌を点検した。 

・ 法人固有職員に対する勤務意向面談を定期的に行い、組織の効
率的運営のため最適な時期に異動を行った。（人事意向を踏まえ令
和４年度期は４月異動とした） 

・ 新財務会計システムの運用サポートに係るカスタマイズを実施し
た。 

 

Ａ  
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中
期
目
標 

ア 人事制度の運用と改善 

中期目標及び中期計画の推進や教育研究の質の向上を図る観点から、教職員の任用制度及び評価制度の運用と改善を図る。 

さらに、中長期的な視点に立って計画的な人員確保や人員管理を行うとともに、多様な人材が活躍できる組織づくりに取り組む。 

イ 職員の能力開発 

事務職員の専門性を高めるため、スタッフ・ディベロップメント（ＳＤ：組織的に行う職員の職務能力の開発活動）を充実させる。 
 

中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

ア 人事制度の運用と改善 

・ 教員評価制度の内容や評価
結果の活用等の検証や改善を
行い、的確な運用と定着を図る
とともに、法人固有職員の計画
的な採用により事務局の専門
性を向上させる。 

  また、多様な人材が安心して
活躍できる勤務環境の向上を
図るため、必要に応じて、職員
人事制度の見直しや運用改善
を行う。 

 
〈数値目標〉 
県派遣職員の法人固有職員
への切替割合（※） 
６割程度（令和６年度） 
※目標値の割合は、法人化
時点の県派遣職員を法人固
有職員に切り替えた割合。 

（№70） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 教員評価制度について評価方法等の検証や改善を行い実施した。
評価結果を踏まえ教員評価学長表彰を行い、学内に定着し、教員
の士気向上に寄与している。 

・ 計画的な法人固有職員の採用を進め、県派遣職員からの切替を進
めた。事務局の即戦力となる人材を確保するため、令和４年度の法
人固有事務職員の採用に当たり、職務経験者試験を初めて実施
し、３人を採用した。また、法人の健全な経営を担うマネジメント力の
ある人材を確保し、育成していくため、令和４年２月に人材育成方針
を策定した。 

・ 新型コロナウイルス感染症の影響により、令和２年度以降、サバティ
カル研修利用者は不在であったが、令和５年度に向けて申請があ
り、実施を承認した。 

 

Ａ 

 

 

 

 

・ 教員評価結果の処遇への反映（表彰
制度、サバティカル研修）の検証を引き
続き行うとともに、任用制度や人事制度
等の問題点の把握に努め、教員人事委
員会制度の適切な運用を図る。 
・ 令和３年度までの採用実績等を踏ま
え、法人固有事務職員の採用を計画的
に進める。 
・ 意欲と能力の向上などを図るため、法
人固有事務職員の評価制度の導入を検
討する。 

（№70） 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ 教員評価結果を踏まえ、教員 13名に対し、教員評価学長表彰を行
うとともに、引き続き、教員評価結果の処遇への反映の在り方につい
て検証した。サバティカル研修について、令和 4 年度は新型コロナ
ウイルス感染症の影響により、実施者がいなかった。令和５年度の
研修申請者に対して、研修審査委員会において教員評価の結果等
の審議を行い、承認された。 

・ 令和３年度採用試験から導入した職務経験者区分の事務職員(総
合職)採用試験により、30 代～40 代の即戦力となる職員を３人採用
するとともに、世代別にバランスの取れた職員構成とするため新卒の
職員１人を採用した。令和４年度試験においても、昨年度の実績を
踏襲し、即戦力となる 20代後半～40代前半の４人と新卒１人を採用
した。 

・ 静岡県職員の評価制度を参考として、制度導入の準備を進めた。 
 
法人固有職員数（令和４年 4月１日時点） 33人 
（法人化時点の県派遣職員の 48.6％） 

 

Ａ  

 

第３ 法人の経営に関する目標 

１ 業務運営の改善 

(2) 人事運営と人材育成 
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中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

イ 職員の能力開発 

・ 職員が大学運営に必要な知
識・技能を適切に習得できるよ
う、外部研修、学内研修及び
OJT 等の充実を図るとともに、
他大学と連携して共同研修に
取り組むなど、職員の専門性を
高め、職務能力の向上を図る。 

（№71） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 令和４年２月に策定した事務局職員人材育成方針に基づき研修計
画を作成した。適切な時期・内容で研修を実施できるよう、研修体系
をまとめた研修マップを作成し、WEB研修や自己啓発支援等、研修
内容の充実を図った。 

・ 職員の大学事務における能力向上や他大学職員との交流のため、
公立大学協会が開催する会計セミナーや研究促進のための勉強
会、若手職員を対象とした基礎研修等への参加を活用した。令和２
年度には法人固有職員１人を公立大学法人協会に派遣し、専門性
の高い職務能力の向上を図った。 

・ 全国公立短期大学協会及び文部科学省等から案内のあった説明
会・研修会等に参加して職員の能力の向上に努めた。（短期大学
部） 

 

Ａ 

 

 

 

 

・ 事務局職員人材育成方針に基づき、
能力開発に必要となる研修を適切な時
期・内容で実施する。 
・ 法人固有事務職員については、外部
研修を活用し、大学事務に精通した職員
の育成を行うとともに、他大学職員との連
携を図る。 
・ 公立大学協会、全国公立短期大学協
会等を通じ、他大学の研修実施状況に
関する情報を収集する。 

（№71） 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ 人材育成方針に基づき、新規採用職員（総合職）研修の実施や
WEB 研修制度の導入をした他、職員個々のキャリアプランに応じた
研修参加や資格取得を促進するため、自己啓発に係る助成制度を
整備した。また、適切な時期・内容で研修を実施するため、職位別
や目的別といった形で研修体系を可視化できるよう研修マップを作
成し、職員に周知した。 

・ 公立大学協会研修を活用し、会計セミナーや研究促進のための勉
強会等を通じて大学事務における能力を向上させるとともに、若手
職員を対象とした基礎研修への参加により、他大学職員との交流を
深めた。 

・ 公立大学協会の会議等を通じて、他大学の研修実施事例等の情
報収集を行った。 

・ 全国公立短期大学協会等を通じ、他大学の研修実施状況に関す
る情報を収集した。(短期大学部） 

 

Ｓ  

・ 人材育成方針に基づき、新
規採用職員（総合職）研修の
実施やWEB研修制度の導入
をした他、職員個々のキャリア
プランに応じた研修参加や資
格取得を促進するため、自己
啓発に係る助成制度を整備し
た。また、適切な時期・内容で
研修を実施するため、職位別
や目的別といった形で研修体
系を可視化できるよう研修マ
ップを作成し職員の専門性を
高め、職務能力の向上を図る
体制が構築された。 
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中
期
目
標 

教職員のコンプライアンスに対する意識の徹底、情報漏えいなど業務遂行上のリスク管理の強化や監査の効果的な実施により、法令等に基づく適正な教育研究

活動及び大学運営を行う。 

 

中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

・ 法人業務方法書に基づく
内部統制体制の確実な運用を
図るため、コンプライアンス
研修の実施とともに、様々な
機会を捉え、法令遵守等に関
する方針や重要法令の周知、
コンプライアンス意識の徹
底、情報漏えい等のリスク管
理の強化、不正経理の防止な
どに取り組む。 

（№72） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 研究活動に携わる教職員を対象として研究倫理教育及びコンプラ
イアンス教育を実施し、研究不正及び研究費不正の防止に向けた
コンプライアンス意識の向上を図った。 

・ 補助金等会計の適正な執行のため、会計諸規定の確認を徹底する
とともに、財務会計システムにより教職員の執行状況の的確な把握
に努めた。 

 

Ａ 

 

 

 

 

・ 学内外の講習会や研究会、説明会等
を活用し、教職員に対し引き続きコンプラ
イアンス意識（個人情報の管理及び情報
漏えいリスク管理を含む。）の向上及び徹
底を図る。 
・ 補助金等会計の適正な執行のため、会
計の諸規定の確認を徹底するとともに、
執行状況を的確に把握する。 

（№72） 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ 学内で開催する講習会や研修、e-ラーニングを活用して、教職員
に対するコンプライアンス意識の向上を図った。 

・ 毎年継続して実施している情報セキュリティ教職員研修会を３日間
実施し、350 人以上の教職員が受講した。令和４年度はメール送受
信における注意点やマルウェア Emotet に関する内容を中心に、イ
ンターネット使用時の全般的な注意事項について解説した。 

・ 研究活動に携わる教職員を対象として研究倫理教育及びコンプラ
イアンス教育を実施し、研究不正及び研究費不正の防止に向けた
コンプライアンス意識の向上を図った。 

・ 補助金等会計の適正な執行のため、会計諸規定の確認を徹底し
た。また、財務会計システムにより教職員の執行状況を的確に把握
した。 

 

Ａ  

 

・ 監事及び会計監査人と連
携した内部監査を実施し、法
人業務の適正化を図る。 

（№73） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 法人業務の適正化のため、監事及び会計監査人と連携した内部監
査を実施した。 

 

Ａ 

 

 

 

 

・ 過去に行った監事や会計監査人の監
査等の結果を踏まえ、内部監査の項目、
実施方法等を検討し、より効果的な監査
を行う。 

（№73） 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ 内部監査について、全体を網羅する方法から、業務委託契約や高
額備品購入契約等、内容が複雑な契約や取引業者の選定経緯が
複雑な契約を主な対象とする方法に変えて実施した。 

 

Ａ  

 

 

  

第３ 法人の経営に関する目標 

１ 業務運営の改善 

(3) コンプライアンスの強化 
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中
期
目
標 

科学研究費補助金をはじめとする競争的資金や産学民官連携による共同研究費・受託研究費、寄付金などの外部資金の獲得等を通じ、積極的に自己収入の確

保に努めるとともに、安全かつ効果的な資産運用等を行い、財政基盤の強化を図る。 

 

中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

・ 科学研究費補助金、受託研
究、共同研究等の外部資金の
獲得に向け、制度の紹介や申
請方法に関する学内説明会を
実施するなど、全教員に対し、
増加に向けた取組を促すとと
もに、奨学寄附金やおおぞら
基金については、寄附者の理
解を得るために大学の教育研
究活動の PR を進めながら寄
附金の確保を図る。 
 また、施設使用料などの自己
収入や民間企業等による学生
支援のための奨学金について
も、積極的に確保を進める。 

（№74） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 科学研究費補助金、受託研究、共同研究等の外部資金の確保に
向け、制度の紹介や申請方法に関する学内説明会を実施し、全教
員に対し、外部資金の確保に向けた取組を促した。 

・ おおぞら基金への寄附拡大のため、新たにインターネットによる寄
附申込みを導入した。また本学広報誌の配布時に案内をするなど、
寄附者への周知を図った。 

・ 開学記念行事において同窓会連合会、卒業生、学生の相互交流
により大学への寄附に対する理解醸成を図った。 

・ 施設の外部貸出を実施し、貸出収入を得た。 
・ 短期大学部では、地域・産学連携推進室と連携して、令和４年度科
学研究費助成金を獲得するため、小鹿キャンパス及びオンデマンド
で公募要領等説明会を実施した。 

・ 新型コロナウイルス感染症拡大に伴う学生への修学や生活への支
援のための寄附をホームページ等により広報を実施した。 

 

Ａ 

 

 

 

 

・ 科学研究費補助金、受託研究、共同研
究等の外部資金の確保に向け、制度の
紹介や申請方法に関する学内説明会を
実施するなど、全教員に対し、外部資金
の獲得に向けた取組を促す。 
・ 奨学寄附金については、寄附者の理
解を得るために大学の教育研究活動の
PRを進めながら寄附金の確保を図る。 
・ おおぞら基金への寄附拡大のため、新
たにインターネットによる寄附申込みを導
入し、また本学広報誌の配布時に案内を
するなど、寄附者への周知を図る。 
・ 施設利用料の形骸化が考えられること
から、他大学、類似施設を検証し、利用
料の見直しを検討する。 

（№74） 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ 大学運営会議において、科学研究費助成金の募集と説明会開催
について説明の上、科学研究費助成金を獲得するための申請方法
等の説明会を実施した。（説明会の開催：8月1日 草薙キャンパス、
8月 2日 小鹿キャンパス、併せてＷＥＢ配信も実施） 

・ おおぞら基金への寄附拡大のため、新たにインターネットによる寄
附申込みを導入した。本学広報誌の配布時に寄附の申込方法を案
内するなど、寄附者への周知を図った。また、開学記念行事におい
て同窓会連合会、卒業生、学生の相互交流により大学への寄附理
解の醸成を図った。 

・ 近年のエネルギー価格高騰に対応するため、施設利用料における
空調使用料について、料金の見直しを検討した。また、使用打合
せ、請求書作成等事務手続きの対価として新たに事務手数料を徴
取するように細則の見直し案を作成した。 

・ 地域・産学連携推進室と連携して、令和４年度科学研究費助成金
を獲得するため、小鹿キャンパス及びオンデマンドで公募要領等説
明会を実施した。(短期大学部） 

 

Ａ  

 

第３ 法人の経営に関する目標 

２ 財務内容の改善 

(1) 自己収入の確保 
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中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

【再掲】 
・ 外部資金（科学研究費補助
金、受託研究費・共同研究費等
（おおぞら基金を除く。））は、
過去の年度実績平均を超える
金額及び件数の獲得を目指
す。 

 
〈数値目標〉 
外部資金 
・獲得金額 
第１期及び第２期計画期間の
年度平均を超える金額の維
持 
・獲得件数 
第１期及び第２期計画期間の
年度平均を超える件数の維
持 

（№51） 

  
 

 

 

 

 

 

 【再掲】 
・ US フォーラムにおける発表を通じて研
究水準の向上を図る。 
・ 各教員から教員活動実績報告書の提
出を受け、前年度の教育研究活動の状
況を確認するとともに、教員活動評価学
長表彰を行うことにより、教員の士気向上
を図る。 
・ 科学研究費助成金を獲得するための申
請方法等の説明会を実施する。 
・ 地域産業の発展や新産業創出に貢献
するため、ふじのくに発イノベーション推
進機構を中核とし、静岡県や地域産業と
の連携しながら、学際的研究事業に取り
組む。 

 
〈数値目標〉 
外部資金 
・獲得金額 
第１期及び第２期計画期間の年度平均
（885,433千円）を超える金額の維持 
・獲得件数 
第１期及び第２期計画期間の年度平均
（353件）を超える件数の維持 

（№51） 

 

  

 

・ 資金運用・資金管理におい
ては、安全性や効率性等を考
慮して適正に行う。 

（№75） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 取引先金融機関として新たに３つの金融機関を追加した。 
 

Ａ    
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中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

 ・年度の資金運用方針に基づき情報収集
に努め、引き続き資金の安全かつ効率
的な運用を図る。 

（№75） 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ 年度の資金運用方針に基づき情報収集に努め、安全かつ効率的
な運用を図った。 

 

Ａ  
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中
期
目
標 

財務状況の継続的な検証・分析に基づく適切な予算管理により、効率的な予算執行を進め、自律的かつ安定的な経営を確保する。 

 

中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

・ 学内のニーズを踏まえつ
つ財務諸表等の検証・分析を
行い、中期計画の重点事項へ
の予算配分や光熱水費等の経
費の節約による効率的な予算
執行を図る。 
 
〈数値目標〉 
管理的経費の削減率（※） 
前年度決算比で１％の削減
（年度） 
（前年度管理的経費－当年度
管理的経費）/前年度管理的
経費 
※管理的経費…財務諸表に
おける一般管理費のうち、
租税公課や減価償却費、修
繕費等の義務的な経費は除
く。 

（№76） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 各年度当初予算編成方針を踏まえ、第３期中期計画の重点的な取
組を優先し、既存事業の見直しや事務の効率化を図り、教育・研究
活動の維持・向上につながる事業に対して効果的に予算配分を行
った。 

・ 適時に年間の執行見込を学内に確認し、適切な予算管理を行っ
た。特に光熱費高騰の影響を受けた令和４年度については、学内
に節約を呼びかけるとともに、執行見込を毎月確認し、県との連絡
調整を密に行った。 

・ 自己財源獲得のため、外部資金における間接経費の状況を分析
し、予算配分の検討を行った。 

・ 省エネ性能の高い機器の導入や設備運用方法の見直し、省エネの
通知による啓発により、光熱水使用量の節減に努めた。 

 

Ａ 

 

 

 

 

・ 既存事業の見直しや再構築、重点化に
加え、事務局組織の改編に伴い事務内
容の点検を行うことにより事務の効率化
を図り、教育・研究活動の向上につなが
る事業に対して、計画的、戦略的に予算
配分を行う。 
・ 予算執行状況の把握に努め、事務内
容の見直しによる時間外勤務の削減を
図るほか、光熱水費や事務的経費の節
約を引き続き実施する。 

 
〈数値目標〉 
管理的経費の削減率（※） 
前年度決算比で１％の削減（年度） 
（前年度管理的経費－当年度管理的経
費）/前年度管理的経費 
※管理的経費…財務諸表における一般
管理費のうち、租税公課や減価償却費、
修繕費等の義務的な経費は除く。 

（№76） 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ 令和４年度当初予算編成方針を踏まえ、第３期中期計画における
重点事項及びデジタル技術の活用や職員の人材育成といった令和
４年度の重点的な取組を優先し、教育・研究活動の維持・向上に繋
がる事業に対して効果的に予算配分を行った。 

・ 事務の効率化を図るため、年度途中で業務分担を見直し、室をま
たいだ業務支援等を行った。(短期大学部） 

・ 時間外削減に向け、居残り者に対する声掛けや、毎月の事務職員
の打合せにおいて時間外縮減や定時退庁日の早期退庁、事務改
善による業務負担の軽減等について繰り返し説明・依頼した。 

・ 適時に年間の執行見込を学内に確認し、適切な予算管理を行っ
た。特に光熱費については、学内に節約を呼び掛けるとともに、執
行見込を毎月確認し、県との連絡調整を密に行った。 

・ エネルギー価格が高騰している状況で毎月の予算執行状況を把
握、共有化を図るとともに省エネ性能の高い機器の導入、設備運用
方法の見直しや空調運転の許可制への変更など、光熱水費の節減
を図った。 

・ 光熱水費においては燃料費の高騰により、使用料が昨年度を大き
く上回っているため、冷暖房運転を天候に応じて弾力的に行うこと
や節電の呼び掛けを例年以上に行うなど経費の節減に努めた。(短
期大学部） 

 
管理的経費の削減率  前年度決算比 ＋16.2％ 

Ａ  

 

第３ 法人の経営に関する目標 

２ 財務内容の改善 

(2) 予算の効率的かつ適正な執行 
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中
期
目
標 

既存の施設・設備を有効に活用するとともに、長寿命化の基本方針に従い、中長期的な計画のもと適切な施設整備及び維持保全を推進する。 

整備・改修の際には環境やユニバーサルデザインなどにも十分配慮する。 

 

中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

・ インフラ長寿命化計画に
基づき、施設の劣化診断・定期
点検を確実に実施するととも
に、年間授業スケジュールや
環境・ユニバーサルデザイン
に配慮した計画的な施設整備
及び維持保全を行う。 

（№77） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 大・中規模修繕計画に基づき、施設設備の適正な維持管理と計画
的な整備改修を行った。併せて、学内の環境保全に努めた。維持
改修等にあたっては、安全性の確保と可能な限りバリアフリー・ユニ
バーサルデザインに配慮した。 

・ 衛生環境の改善を図るため、学生の利用頻度が高く、老朽化の進
んだトイレ設備を改修した。（令和３年度、令和４年度） 

 

Ａ 

 

 

 

 

・ 大・中規模修繕計画に基づき、空調換
気設備改修、配電設備更新等を行う。 
・ 衛生環境の改善を図るため、昨年度に
引き続き国際関係学部、経営情報学部、
薬学部各棟の乾式化、洋便器化等を実
施する。 
・ 大学運営に支障をきたさないよう、定期
点検を着実に実施する。 

（№77） 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ 大・中規模修繕計画に基づき、薬学部棟動物実験センター空調換
気設備改修、図書館配電設備更新、非常放送設備更新、電気錠シ
ステム更新を行った。 

・ 国際関係学部、経営情報学部、薬学部各棟のトイレにおいて、乾
式化、洋便器化等を実施した。 

・ 受変電設備、消防設備他定期点検実施には学内周知する等大学
運営に配慮した。 

・ 大学運営に支障をきたさないよう、定期点検を着実に実施した。(短
期大学部） 

 

Ａ  

 

 

  

第３ 法人の経営に関する目標 

３ 施設・設備の整備、活用等 



118 

 

１ 法人の経営に関する取組 

（1） 業務運営の改善 

＜中期目標期間＞ 

【業務運営の改善】 

ア 戦略的かつ効率的な組織・業務運営 【№67】 

・戦略的かつ迅速な意思決定を可能とするため、令和３年度から理事長と学長を一体化した。あわせて、法人の役員構成についても見直しを行い、副理事長を廃止し、研究・

地域貢献担当理事を新設した。令和４年度には、法人事務局と大学事務局を事務局として統合し、法人全体に係る事務を一元管理する経営戦略部を新設した。 

イ 他大学との連携・協働の推進 【№68】 

・薬学部では、静岡大学グリーン科学技術研究所と共同利用機器の相互利用を行うことで研究連携している。静岡県大学研究連携シンポジウムに共同参画し、静岡大学グリ

ーン科学技術研究所、浜松医科大学、静岡理工科大学、東海大学海洋学部との相互連携を推進している。 

ウ 法人職員の計画的な採用と育成 【№70、№71】 

・法人固有職員の計画的な採用を進め、県派遣職員からの切替を進めた。事務局の即戦力となる人材を確保するため、令和４年度の法人固有事務職員の採用に当たり、職務

経験者試験を初めて実施し、３人を採用した。また、法人の健全な経営を担うマネジメント力のある人材を確保し育成していくため、令和４年２月に事務局職員人材育成

方針を策定した。 

・事務局職員人材育成方針に基づき研修計画を作成した。適切な時期・内容で研修を実施できるよう、研修体系をまとめた研修マップを作成し、WEB研修や自己啓発支援等、

研修内容の充実を図った。 

エ コンプライアンスの推進 【№72】 

・研究活動に携わる教職員を対象として研究倫理教育及びコンプライアンス教育を実施し、研究不正及び研究費不正の防止に向けたコンプライアンス意識の向上を図った。 

【財務内容の改善】 

オ 効率的な予算執行 【№76】 

・各年度当初予算編成方針を踏まえ、第３期中期計画の重点的な取組を優先し、既存事業の見直しや事務の効率化を図り、教育・研究活動の維持・向上につながる事業に対

して効果的に予算配分を行った。適時に年間の執行見込を学内に確認し、適切な予算管理を行った。特に光熱費高騰の影響を受けた令和４年度については、学内に節約を

呼び掛けるとともに、執行見込を毎月確認し、県との連絡調整を密に行った。自己財源獲得のため、外部資金における間接経費の状況を分析し、予算配分の検討を行った。 

・設備運用方法の見直しや省エネ性能の高い機器の導入、学内への省エネに対する啓発により、光熱水使用量の節減に努めた。 

Ⅱ 法人の経営に関する特記事項 
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カ 外部資金の獲得 【№74】 

・科学研究費補助金、受託研究、共同研究等の外部資金の確保に向け、制度の紹介や申請方法に関する学内説明会を実施し、全教員に対し、増加に向けた取組を促した。 

・おおぞら基金への寄附拡大のため、令和３年度からインターネットによる寄附申込みを導入した。また本学広報誌の配布時に案内をするなど、寄附者への周知を図った。 

・開学記念行事において同窓会連合会、卒業生、学生の相互交流により大学への寄附に対する理解醸成を図った。 

・新型コロナウイルス感染症拡大に伴う学生への修学や生活への支援のための寄附をホームページ等により広報し、寄附を集めた。 

【施設・設備の整備、活用等】 

キ 良好な教育研究環境の保持 【№77】 

・大・中規模修繕計画に基づき、施設設備の適正な維持管理と計画的な整備改修を行った。併せて、学内の環境保全に努めた。維持改修等にあたっては、安全性の確保と可

能な限りバリアフリー・ユニバーサルデザインに配慮した。 

・衛生環境の改善を図るため、学生の利用頻度が高く、老朽化の進んだトイレ設備を改修した。（R3、R4） 

 

＜令和４事業年度＞ 

【業務運営の改善】 

ア 他大学との連携・協働の推進 【№68】 

・薬学部では、静岡大学グリーン科学技術研究所と共同利用機器の相互利用を行うことで研究連携を深めた。第４回静岡県大学研究連携シンポジウム（８月 31 日）の開催

に共同参画し、静岡大学グリーン科学技術研究所、浜松医科大学、静岡理工科大学、東海大学海洋学部との相互連携を推進した。 

イ 法人職員の計画的な採用と育成 【№70、№71Ｓ】 

・令和３年度採用試験から導入した職務経験者区分の事務職員(総合職)採用試験により、30代 40代の即戦力となる職員を３人採用するとともに、世代別にバランスの取れ

た職員構成とするため新卒の職員 1人を採用した。令和４年度試験においても前年度の実績を踏襲し、即戦力となる 20代後半～40代前半の４人と新卒１人を採用した。 

・人材育成方針に基づき、新規採用職員（総合職）研修の実施や WEB研修制度の導入をした他、職員個々のキャリアプランに応じた研修参加や資格取得を促進するため、自

己啓発に係る助成制度を整備した。また、適切な時期・内容で研修を実施するため、職位別や目的別といった形で研修体系を可視化できるよう研修マップを作成し、職員

に周知した。 

ウ コンプライアンスの推進 【№72】 

・研究活動に携わる教職員を対象として研究倫理教育及びコンプライアンス教育を実施し、研究不正及び研究費不正の防止に向けたコンプライアンス意識の向上を図った。 
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【財務内容の改善】 

エ 効率的な予算執行 【№76】 

・ 適時に年間の執行見込を学内に確認し、適切な予算管理を行った。特に光熱費については、学内に節約を呼びかけるとともに、執行見込を毎月確認し、県との連絡調整

を密に行った。 

・エネルギー価格が高騰している状況で毎月の予算執行状況を把握、共有化を図るとともに省エネ性能の高い機器の導入、設備運用方法の見直しや空調運転の許可制に変更

する等光熱水費の節減を図った。 

オ 外部資金の獲得 【№51Ｓ、№74】 

・国や地方自治体等の公募情報の迅速な配信、公募説明会の開催など応募の促進に向けた取組を進めた結果、外部資金を 398件、総額で 8億 9,336万 2千円獲得し、第 1期

及び第 2期の計画期間の年度平均（353件、8億 8,543万 3千円）を上回った。研究費補助金については、若手研究者の採択率が 70.5%であり、全国平均の 40.3%を大きく

上回った。 

・おおぞら基金への寄附拡大のため、新たにインターネットによる寄附申込みを導入した。また本学広報誌の配布時に案内をするなど、寄附者への周知を図った。 

【施設・設備の整備、活用等】 

カ 良好な教育研究環境の保持 【№77】 

・衛生環境の改善を図るため、学生の利用頻度が高く、老朽化の進んだトイレ設備を改修した。令和４年度は、国際関係学部、経営情報学部、薬学部各棟のトイレにおいて、

乾式化、洋便器化等を実施した。 
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中
期
目
標 

定期的に実施する自己点検・評価や、第三者機関による外部評価等の結果を活用し、教育研究及び業務運営の改善と充実を図る。 

 

中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

・ 自己点検・評価システムの
改善を行うとともに、定期的
に実施する自己点検・評価や
大学認証評価等を踏まえなが
ら、教育研究及び業務運営の
改善と充実を図る。 

（№78） 
 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 毎年度の業務実績について、静岡県公立大学法人評価委員会の
評価を受審した。評価結果は学内の各種会議等で共有し、指摘を
受けた事項は業務改善や翌年度の年度計画に反映させた。 

・ 全学的な内部質保証体制について検討を進め、令和３年４月に新
たに法人質保証委員会及び大学質保証委員会を設置した。また、
令和４年４月には新たに「３つのポリシー策定のための全学的な方
針」や「内部質保証に関する全学的な手続」を規定するなど、内部
質保証システムの改善を進めた。 

・ 短期大学部では、平成 28年度認証評価受審時の指摘事項につい
て自己点検・評価を行い、改善報告を行った。また、令和５年度認
証評価受審に向け自己点検・評価に取り組んだ。 

 Ａ 

 

 

 

 

・ 令和５年度の認証評価受審に向け、大
学質保証委員会、短期大学部質保証委
員会を中心に点検・評価報告書の作成
に取り組む。 
・ 静岡県公立大学法人評価委員会による
評価を受審するとともに、令和３事業年
度の業務実績に関する評価結果を踏ま
えた業務改善に、各項目記載のとおり取
り組む。 

（№78） 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ 大学質保証委員会を５回実施し、各学部等の作業担当教員の協力
のもと、認証評価受審に向けた点検・評価報告書の作成や資料の
取りまとめを行い、３月末までに認証評価機関に提出した。 

・ 令和３年度の業務実績について、静岡県公立大学法人評価委員
会の評価を受審した。評価結果は役員会や経営審議会等で共有
し、指摘を受けた事項は令和４年度の業務改善や令和５年度の年
度計画に反映させた。 

・ 令和５年度の認証評価受審に向け、点検・評価報告書を作成し、３
月末までに認証評価機関に提出した。 

 

Ａ  

 

 

  

第４ 自己点検・評価及び情報の提供に関する目標を達成するためにとるべき措置  

１ 評価の充実に関する目標を達成するための措置 
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中
期
目
標 

教育研究活動や業務運営について、情報公開を推進するとともに、効果的な情報発信の在り方の検証のもと、大学の理念や教育研究活動等に関する広報を、

国内外に対し積極的かつ効果的に展開する。 

 

中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

・ 静岡県情報公開条例の実施
機関として適正な情報公開を行
うとともに、業務運営等に関する
情報を積極的に公開する。 

  また、教育研究活動や地域
貢献活動に関する情報など効
果の高い広報資源を活用し、そ
の情報に適した広報媒体を選
択しながら、積極的に大学の魅
力が国内外に伝わるよう発信す
る。 

（№79） 

 （中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定） 

・ 公立大学法人として社会への説明責任を果たすため、情報公開の
促進を図り、法令上公表が定められている事項はもとより、教育研究
活動や地域貢献活動等について、ホームページ等を通じて積極的
に公表した。 

・ 毎年度広報戦略を検討・策定し、より効果的な情報発信ができるよ
う工夫した。 

・ 教職員に対する広報意識を高めるため、毎年、異なるテーマを設定
し広報研修会を実施した。 

・ 本学のウェブアクセシビリティ方針に基づき、毎年度状況調査を実
施し、結果を公式サイトで公表した。 

・ 大学案内の作成・配布や大学公式サイトや公式 SNS を活用等多様
な媒体を活用し、大学の様々な情報を積極的に情報発信した。進
学情報サイトの活用に当たっては、よりターゲットを絞った広報活動
を行った。 

・ 夏休み県大ツアーに関しては、コロナ禍によりオンラインで実施し、
各学部の特色を生かした動画の作成・配信を行った。 

・ 本学の魅力を、学生目線で情報発信するため、令和４年度から学
生広報大使を創設し、学生目線でのＳＮＳ発信等の活動を行った。 

・ 短期大学部では、大学ホームページのほか、マイナビや介護ナビ
などの進学情報サイト、医療福祉系学校進学ガイドブックに情報を
掲載し、教育研究活動を発信した。また、動画による教育研究活動
のホームページ掲載による発信を増加させた。さらに、広報媒体とし
てツイッターやインスタグラムを追加し、広報大使を活用して学生目
線による情報発信を開始した。 

・ 新型コロナウイルス感染症に関する特設ページを設け、大学におけ
る取組状況や注意喚起についてわかりやすく情報発信を行った（令
和２年～）。 

 

Ｓ    

・ ウェブアンケートや、学外ウェ
ブサイトの閲覧動向の結果を

踏まえ、効率的かつ効果的な
広報を実施するとともに、広
報誌、ウェブサイト、SNS 等の

様々なメディアを活用し積極
的に本学の情報を発信した。
広報担当職員の能力向上の

ため、広報研修会を開催し
た。 

第４ 自己点検・評価及び情報の提供に関する目標を達成するためにとるべき措置  

２ 情報公開・広報の充実に関する目標を達成するための措置 
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中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等 
自己評価 検証 特記事項 

（自己評価の判断理由等） 中期 年度 中期 年度 

 ・ 教職員を対象に、情報公開・個人情報
の保護に関する周知を引き続き行い、情
報の適正な取扱いを図る。 
・ 学生の目線を取り入れた広報物等の作
成・情報発信や県外で開催される進学相
談会等において本学の魅力を PR すると
ともに、引き続き、大学ホームページや公
式 SNS のほか、進学情報サイトを積極的
に活用し、教育研究活動や地域貢献活
動に関する情報などを動画も活用しなが
ら積極的に発信する。 
・ 教職員の広報意識を高めるため、広報
研修会を実施する。 

（№79） 

（令和４事業年度の実施状況等） 

・ 各室において「公文書の開示等及び保有個人情報の開示等」に関
する業務の担当者を定め、事務分掌として明確にした。 

・ 新たに学生広報大使を募集し、９名が活動した。また、広報誌や
SNSでの大学紹介など学生目線による情報発信を随時行った。 

・ 本学を総合的に紹介した「大学紹介動画」を作成した。令和５年４月
から公式サイトで公開する。 

・ 夏休み県大ツアーを、参加者を小中学生とその保護者とし、人数を
50名に制限したうえで、３年ぶりに対面により実施した。 

・ 進学情報 Web サイトのメッセージ配信を、志望度や模試受験者数
を参考に配信地域や対象者を精査し、ターゲットを絞って実施し
た。また、令和３年度に引き続き、進学情報サイトにより、本学教員の
授業概要を紹介するとともに、授業の動画を作成し、公開した。 

・ 本学ウェブサイトの留学・国際交流のページを情報更新・刷新し、
学生の留学へのモチベーションや関心を高めるようにした。 

・ COIL のページを一新し、見やすさ、情報更新と充実、英語ページ
の追加、導入パンフレットと動画を掲載するなどした。 

・ 令和４年度に供用を開始した本学初の学生寮の情報発信のため、
入居者目線でのＳＮＳ発信活動を世界に向けて日英二ヵ国語以上
で行った。 

・ 各学科の教育研究活動や子ども向けワークショップの動画を活用し
て短期大学部ホームページで情報発信した。また、学生広報大使を
活用し、短期大学部ツイッターや新たに開設したインスタグラムによ
る情報発信を行った。その他、マイナビや介護ナビなどのサイト、医
療福祉系学校進学ガイドブックに掲載し、教育研究活動を発信し
た。(短期大学部） 

・ 広報研修会については、「著作権法」の講義を実施し、40 人の教職
員・学生が研修に参加し、ＳＮＳ等で情報発信する際の音楽や映像
の使用などについての知識を高めた。 

 

Ｓ  

・ 本学の魅力を学生目線で伝
えるために、令和４年 6月、在

学生による「学生広報大使」を
創設した。9 名の学生を選考
し、取材活動や SNSでの発信

により学内外に向け本学をア
ピールしたほか、広報誌『は
ばたき』の作成など、広報誌

の制作協力（紙面へのアドバ
イス・取材・記事の執筆等）を
行った。 
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１ 自己点検・評価及び情報の提供に関する取組 

＜中期目標期間＞ 

【評価の充実】 

ア 評価結果を踏まえた業務改善 【№78】 

・毎年度の業務実績について、静岡県公立大学法人評価委員会の評価を受審した。評価結果は学内の各種会議等で共有し、指摘を受けた事項は業務改善や翌年度の年度計画

に反映させた。 

・全学的な内部質保証体制について検討を進め、令和３年４月に新たに法人質保証委員会及び大学質保証委員会を設置した。 

・大学、短期大学部において、平成 28 年度認証評価受審時の指摘事項について自己点検・評価を行い、改善報告を行った。また、令和 5 年度の認証評価受審に向け自己点

検・評価に取り組んだ。 

【情報公開・広報の充実】 

イ 広報の充実等 【№79】 

・大学案内の作成・配布や大学公式サイトや公式 SNSを活用等多様な媒体を活用し、大学の様々な情報を積極的に情報発信した。進学情報サイトの活用に当たっては、より

ターゲットを絞った広報活動を行った。 

・夏休み県大ツアーを、コロナ禍によりオンラインで実施し、各学部の特色を生かした動画の作成・配信を行った。 

・本学の魅力を、学生目線で情報発信するため、令和４年度から学生広報大使を創設し、学生目線でのＳＮＳ発信等の活動を行った。 

・新型コロナウイルス感染症に関する特設ページを設け、大学における取組状況や注意喚起についてわかりやすく情報発信を行った（R2～）。 

 

＜令和４事業年度＞ 

【評価の充実】 

ア 認証評価受審に向けた点検・評価の実施 【№78】 

・令和５年度の認証評価受審にむけ、大学質保証委員会を５回実施し、点検・評価報告書の作成や資料の取りまとめを行い、３月末までに認証評価機関に提出した。 

【情報公開・広報の充実】 

イ 広報の充実等 【№79】 

・本学の魅力を学生目線で伝えるために、新たに学生広報大使を募集し、９人が活動した。また、広報誌や SNSでの大学紹介など学生目線による情報発信を随時行った。 

・夏休み県大ツアーを、参加者を小中学生とその保護者とし、人数も 50名に制限したうえで、３年ぶりに対面により実施した。 

・進学情報 Webサイトのメッセージ配信を、志望度や模試受験者数を参考に配信地域や対象者を精査し、ターゲットを絞って実施した。 また、進学情報サイトにより、本

学教員の授業概要の紹介、授業動画の公開を実施した。 

・本学ウェブサイトの留学・国際交流や COILのページの情報更新・刷新し、内容の充実を図り、学生の留学へのモチベーションや関心を高めるようにした。 

・令和４年度に供用を開始した本学初の学生寮の情報発信のため、入居者目線でのＳＮＳ発信活動を世界に向けて日英二ヵ国語以上で行った。 

 

Ⅲ 自己点検・評価及び情報の提供に関する特記事項 
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中
期
目
標

学生及び教職員の安全・健康や全学的な安全衛生管理体制を確保するとともに、事故、災害等の未然防止と適切な対処に向け、地域社会と連携し、危機

管理体制を拡充する。

中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等
自己評価 検証 特記事項

（自己評価の判断理由等）中期 年度 中期 年度

・ 学生及び教職員の安全確
保と健康保持のため、労働安
全衛生法に基づく安全衛生管
理体制の充実・強化を図ると
ともに、実験等における安全
管理意識の全学的な啓発と徹
底、毒劇物等の薬品の一元管
理や廃棄物の適切な処理等を
進める。

（№80）

（中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定）

・ 学生・教職員の健康診断を実施するとともに、健康診断結果に基づ
く事後措置（二次健診の受診勧奨、保健指導等）を徹底した。

・ 改正健康増進法に基づき、平成 31 年４月から草薙キャンパスを敷
地内全面禁煙とした。

・ 外部専門家による理系研究室の作業環境測定及び巡視を行い、
現状と改善点を理系研究室に周知した。

・ 安全衛生講習会を実施し、薬品管理システムへの登録を徹底する
とともに、安全な実験を行うための注意事項や遵守すべき法令につ
いて学生及び教職員に周知した。

・ 薬品管理システムへの登録方法や化学物質の取扱方法を周知す
るとともに、実験廃液及び感染症廃棄物処分を適切に実施した。

・ 新型コロナウイルス感染症への対策として、危機管理委員会の感染
症対策部会において感染症管理対策委員会を開催し、活動指針、
活動レベルの変更等について検討した。また、学内の新型コロナウ
イルス感染症罹患状況の集約、情報共有の体制を整え対応した。

Ａ・ 学生・教職員の健康診断を実施すると
ともに、健康診断結果に基づく事後措置
（二次健診の受診勧奨、保健指導等）を
徹底する。
・ 学内における感染症対策のため、引き
続き、感染症管理対策委員会において
感染症予防対策を強化する。
・ 研究室の作業環境測定や巡視におけ
る外部専門家による評価結果に基づき、
安全設備の整備を行う。
・ 安全衛生講習会の実施や、危険有害
因子を含む実験等を日常的に行う学生・
教職員に「安全実験マニュアル」を周知
するなど、学内の安全衛生に対する意識
を高める。
・ 実験廃液及び感染性廃棄物の適切な
処分を実施する。

（№80）

（令和４事業年度の実施状況等）

・ 学生・教職員の健康診断を実施するとともに、健康診断結果に基づ
く事後措置（二次健診の受診勧奨、保健指導等）を徹底した。

・ 危機管理委員会の感染症対策部会において感染症管理対策委員
会を開催し、活動指針、活動レベルの変更等について検討を行い、
感染状況に応じた対応策を講じた。また、学内の新型コロナウイル
ス感染症罹患状況の集約、情報共有の体制を整えた。

・ 外部専門家による研究室の作業環境測定を実施し（11月 10日、16
日）、学内巡視を実施した(3 月 24 日）。安全設備や、安全な実験環
境の整備方法を全体へ周知した。

・ 実験に携わる学生と教職員へ、学内の安全衛生に対する意識を高
めるため、本学の「安全実験マニュアル」も踏まえた安全衛生講習
会をオンデマンド配信で実施した。

・ 実験廃液及び感染症廃棄物処分については定期的に（月１回）実
施することにより、適切に実施した。

Ａ

第５ その他業務運営に関する重要目標

１ 安全管理
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中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等
自己評価 検証 特記事項

（自己評価の判断理由等）中期 年度 中期 年度

・ 大学において発生し、また
は発生することが予想され
る、緊急的に対応すべき災
害・事故・事件に関するリス
ク・マネジメントを適切に行
うため、防災訓練の実施、防災
マニュアルや事業継続計画の
随時見直しなどにより、危機
管理体制の充実を図る。
静岡市や地元自治会、関係

機関等と連携を進めることに
より、防災・減災対策の充実
や、学生が安心して安全な生
活を送ることができる環境づ
くりを推進する。

（№81）

（中期目標期間１～４年目の 126 実施状況概略及び５～６年目の実施予定）

・ 毎年防災訓練、自衛消防訓練を１回以上実施し、防災体制の見直
しや防災マニュアルや事業継続計画を改定し、教職員に周知した。
また、防災管理点検を実施し、その結果に基づき教職員に転倒防
止器具の配付及び設置を呼びかけ、学内施設設備の安全対策を
実施した。

・ 警察や消防等の関係機関との連携や、大学周辺のアパート等管理
者との情報交換等を行い、学生が安心して安全な生活を送ることが
できる環境づくりを推進した。

Ａ

・ 自衛消防訓練の実施のほか、全学防
災訓練（県立大学・短期大学部）を実施
し、災害等に備えるとともに、防災体制の
有効性を確認する。
・ 防災マニュアルの見直しを行うととも
に、学生・教職員に周知し、防災に対す
る意識の向上を図る。
・ 事業継続計画の新型コロナウイルス感
染対策や地震被害以外の災害からの復
旧手順に関する見直しを行うとともに、教
職員への周知を図る。
・ 防災管理点検結果に基づき、学内施
設設備の安全対策を実施する。
・ 関係機関（警察、消防、弁護士会）との
連携や、大学周辺のアパート等管理者と
の情報交換等を行い、学生が安心して
安全な生活を送ることができる環境づくり
を推進する。

（№81）

（令和４事業年度の実施状況等）

・ 草薙キャンパス自衛消防訓練、小鹿キャンパス全学防災訓練及び
草薙キャンパス全学防災訓練を実施した。

・ 防災マニュアルについて、負傷者の搬送手段及び搬送先、非常時
の緊急連絡手段、災害時の応急手当に関する項目の見直しを行
い、教職員及び学生に周知した。

・ 新型コロナウイルスにより出勤できない教職員が増加した場合であ
っても、平時同様に事業を継続できるよう、教職員の勤務方法の検
証を行った。

・ 防災管理点検結果に基づき、耐震固定具の設置の呼びかけと配付
を行い、学内施設設備の安全対策を実施した。

・ 関係機関（警察、消防、弁護士協会）との連携や、大学周辺のアパ
ート等管理者との情報交換等を行い、学生が安心して安全な生活
を送ることができる環境づくりを推進した。

・ 小鹿キャンパスでは、10 月 27 日に防災訓練及び自衛消防訓練を
実施した。学生と教職員が一体となり避難訓練や個別訓練を行い、
防災体制の有効性を確認した。(短期大学部）

Ａ
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中
期
目
標

学生及び教職員に対するハラスメントを防止するなど、基本的人権を尊重するための制度や体制の整備、強化を図る。また、男女共同参画推進やダイバーシティ

（多様性）実現の観点から、学生や教職員に快適な教育研究に係る環境の整備を推進する。

併せて、環境への負荷を低減するための取組を推進する。

中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等
自己評価 検証 特記事項

（自己評価の判断理由等）中期 年度 中期 年度

・ ハラスメントの根絶を目指し、
相談窓口体制の充実や重層的
な研修会等の実施により、防
止・救済対策の強化を図る。

（№82）

（中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定）

・ 学外相談員や各部局に配置する教職員の相談員等によるハラスメ
ント相談を実施した。相談日を毎月、全学生・全教職員へ周知した
ほか、リーフレット配布、ニュースレター発行等によりハラスメント相談
体制の広報に努めた。

・ 教職員採用時にハラスメント研修を実施したほか、各部局でハラスメ
ント研修会を実施した。コロナ禍において、オンライン講義により実
施し、欠席者に対しては研修内容の録画データを全教職員が視聴
することを求め、意識啓発・徹底に努めた。

・ ハラスメント相談や発生事案の検証における外部資源の活用の方
策について、他大学の外部資源活用状況の情報収集等を行いなが
ら継続して検討した。

Ａ

・ 学外相談員や各部局に配置する教職
員の相談員等によるハラスメントに関する
相談窓口体制を引き続き確保するととも
に、学生に対するリーフレットの配布やハ
ラスメント相談窓口の周知、ニュースレタ
ーの発行等により、ハラスメントの防止・
救済対策の充実を図る。
・ 教職員採用時にハラスメント研修を実
施するとともに、教職員を対象に実施す
る部局ごとのハラスメント研修会の広報を
強化し、欠席者に対しては当日の研修内
容の録画を視聴させるなど、引き続き全
教職員にハラスメント根絶のための意識
を徹底させる。
・ より相談しやすい体制の確保、専門的
知見の導入の観点から、ハラスメント相談
や発生事案の検証における外部資源の
活用の方策について、引き続き検討す
る。

（№82）

（令和４事業年度の実施状況等）

・ 学外相談員や各部局に配置する教職員の相談員等によるハラスメ
ント相談を実施した。

・ ハラスメント相談日を毎月、全学生・全教職員へ周知するほか、リー
フレット配布、ニュースレター発行等によるハラスメント相談体制の広
報に努めた。

・ 教職員採用時のハラスメント研修を実施した。また、各部局で実施
するハラスメント研修会については、コロナ禍において、主に ZOOM
によるオンライン講義により実施し、欠席者に対しては研修内容の
録画データを全教職員が視聴することを求め、意識啓発・徹底に努
めた。

・ 短期大学部では 12 月 1 日にハラスメント防止研修会を開催した。
欠席者には、録画を視聴するハラスメント防止研修会を開催し、受
講率 100％を達成した。

・ ハラスメント相談や発生事案の検証における外部資源の活用の方
策については、他大学の外部資源活用状況の情報収集等を行いな
がら引き続き検討している。

Ａ

第５ その他業務運営に関する重要目標

２ 社会的責任
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中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等
自己評価 検証 特記事項

（自己評価の判断理由等）中期 年度 中期 年度

・ 学内における男女共同参画
の推進やダイバーシティの実現
のため、ジェンダーやマイノリテ
ィ等に関する教育や意識啓発
の一層の充実を図るとともに、
働き方改革や育児・介護等へ
の対応、性別を問わず教職員
の労働環境の整備を進める観
点から、ワーク・ライフ・バランス
の取組をさらに推進する。

〈数値目標〉
育児休業等の取得の推進
・育児休業取得資格者
女性教職員の取得希望者の
休業取得率 100％
・男性教職員の休業取得者数
２人以上（令和元年度～令和
６年度累計）
・育児休業以外の育児に関
する諸制度の利用者
５人以上（令和元年度～令和
６年度累計）

（№83）

（中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定）

・ 男女共同参画・ジェンダー研究に関連した全学共通科目を毎年継
続して実施したほか、教職員のワーク・ライフ・バランス実現のための
研修や制度の検討、多目的保育支援施設の活用に関する情報の
収集や検討を行った。令和３年度には、令和３年度から令和７年度
までの５年間における、女性活躍推進法及び次世代育成支援推進
法に基づく一般事業主行動計画を策定した。また、リプロダクティブ
ヘルス・ライツ啓発やセクシュアル・マイノリティ啓発に関する他大学
の取組事例を収集し、啓発推進方法の検討や研修を実施した。

Ａ

・ ジェンダー・マイノリティに関する全学共
通科目を継続実施する。
・ セクシュアル・マイノリティに関する本学
における啓発推進方法を検討する。
・ ワーク・ライフ・バランス実現の推進に向
けて多目的保育支援施設の活用を図り、
学生シッターなど研究支援員制度の本
学における実施方法を検討する。
・ 教職員に対し、働き方改革への対応や
育児・介護休業等の取得のための周知
を行い、ワーク・ライフ・バランスの取組を
更に推進する。

（№83）

（令和４事業年度の実施状況等）

・ ジェンダー・マイノリティに関する全学共通科目「男女共同参画社会
とジェンダー」を継続実施した。

・ セクシュアル・マイノリティに関する啓発推進方法について検討し、
静岡市と連携して、全教職員対象オンライン研修「多様な性・生き方
を尊重する社会の中で」を実施した。(8 月 25 日）

・ 多目的保育支援施設のコロナ禍における多様な新規利用の拡大を
積極的に推進し、学生シッターを含む研究支援員制度の事例につ
いて静岡大学等の事例情報を収集して、11月の教育研究審議会に
おいて制度化の必要性について提言した。

・ 全国ダイバーシティネットワークからの働き方改革や育児・介護休業
等取得のための情報を全教職員に随時メール配信して他大学での
取組等を紹介し、特に男性育児休業取得率向上に向けた他大学と
の情報交換など、ワーク・ライフ・バランス実現推進を図った。

・ 教員採用時に教員マニュアルを渡して、服務から施設、休暇、福利
厚生等について説明を行った。新規採用以外の教職員には、年度
当初にメールにて発信した。また、メールで年休５日取得の促進等、
働き方改革に向けた取組を依頼し、未取得者には個別に口頭でも
依頼した。(短期大学部）

育児休業取得資格者
女性教職員の取得希望者の休業取得率 100%（令和４年度）
男性教職員の休業取得者数 １人(令和４年度）

（令和元～令和４年度累計 ５人）
育児休業以外の育児に関する諸制度の利用者 ６人（令和４年度）

（令和元～令和４年度累計 17人）

Ａ

・ 教職員や学生を対象に、環境
に関する教育や啓発活動を推
進し、二酸化炭素排出量の削
減、省資源、省エネルギー、リ
サイクルなどを進め、エコキャン
パスの実現を図る。

（№84）

（中期目標期間１～４年目の実施状況概略及び５～６年目の実施予定）

・ 環境負荷の軽減を図るため、機密文書の廃棄についてシュレッダ
ーによる廃棄を減らし、再利用可能な溶解処理を推進した。

・ 消灯奨励、冷暖房の節減、エレベータ使用の抑制等環境負荷低減
について啓発を行った。

・ 機器更新に合わせて省エネ性能の高い機器を導入した。

Ａ
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中期計画 令和４事業年度計画 計画の実施状況等
自己評価 検証 特記事項

（自己評価の判断理由等）中期 年度 中期 年度

・環境負荷低減を図るため、教職員、学生
等への消灯奨励、冷暖房の節減、書類
の削減、古紙の処理方法の改善などのリ
サイクルの推進等を行う。
・機器更新に合わせて省エネ性能の高い
機器を導入する。

（№84）

（令和４事業年度の実施状況等）

・ 全館空調運転の通知時のほか、折に触れ、消灯奨励、冷暖房の節
減、エレベータ使用の抑制等環境負荷低減について啓発を行っ
た。

・ 機器更新に合わせて省エネ性能の高い機器を導入した。
・ 機密文書の溶解処理を２か月に１度実施し、シュレッダー使用により
発生する焼却ゴミを約 11 トン削減した。

・ 機密文書をリサイクルに不向きなシュレッダー処理・焼却処分から、
再利用可能な溶解処理を活用した処分へと切替、本格的に取り組
んでいる。(短期大学部）

・ 機器更新に合わせて省エネ性能の高い機器を導入している。(短期
大学部）

Ａ
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１ その他業務運営に関する取組

＜中期目標期間＞

【安全管理】

ア 新型コロナウイルス感染症への対応 【№80】

・危機管理委員会の感染症対策部会において感染症管理対策委員会を開催し、国や県の方針等を参考に、活動指針、活動制限レベルを適時適切に見直し、全学的に感染防止

対策に取り組んだ。

【社会的責任】

イ 男女共同参画、働き方改革の推進 【№83】

・全学共通科目「男女共同参画社会とジェンダー」を開講し、男女共同参画に関する全学的な基礎教育を継続実施した。

・教職員のワーク・ライフ・バランス実現のための研修や制度の検討、多目的保育支援施設の活用に関する情報の収集や検討を行った。

・令和３年度に令和３年度から令和７年度までの５年間における、女性活躍推進法及び次世代育成支援推進法に基づく一般事業主行動計画を策定した。

ウ 環境負荷軽減の取組推進 【№84】

・環境負荷の軽減を図るため、機密文書の廃棄についてシュレッダーによる廃棄を減らし、再利用可能な溶解処理を推進した。

・消灯奨励、冷暖房の節減、エレベータ使用の抑制等環境負荷低減について啓発を行った。

・機器更新に合わせて省エネ性能の高い機器を導入した。

＜令和４年度＞

【安全管理】

ア 新型コロナウイルス感染症への対応 【№80】

・危機管理委員会の感染症対策部会において感染症管理対策委員会を開催し、国や県の方針等を参考に、活動指針、活動制限レベルを適時適切に見直し、全学的に感染防止

対策に取り組んだ。

【社会的責任】

イ 男女共同参画、働き方改革の推進 【№83】

・セクシュアル・マイノリティに関する啓発推進方法について検討し、静岡市と連携して、全教職員対象オンライン研修「多様な性・生き方を尊重する社会の中で」を実施

した。 (8/25）

ウ 環境負荷軽減の取組推進 【№84】

・機密文書の溶解処理を２か月に１度実施し、シュレッダー使用により発生する焼却ゴミを約 11 トン削減した。

Ⅳ その他業務運営に関する特記事項
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 ※ 金額は百万円未満を四捨五入しているため、合計金額と一致しない場合がある。（以下の表も同じ） 

 

 

中期計画 年度計画 年度計画に係る実績 

１ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

予 算 

令和元年度～令和６年度予算 

（単位：百万円） 

区分 金額 

収入 

 運営費交付金 

 施設整備費補助金 

 自己収入 

 授業料収入及び入学金検定料収入 

 雑収入 

 受託研究等収入及び寄附金収入等 

 長期借入金収入 

 繰越金等取崩収入 

               計 

 

２７，０２４ 

１，７０２ 

１２，０４８ 

１１，６４０ 

４０８ 

３，５２２ 

０ 

２２２ 

４４，５１８ 

支出 

 業務費 

 教育研究経費 

 一般管理費 

 施設整備費 

 受託研究等経費及び寄附金事業費等 

 長期借入金償還金 

               計 

 

３９，２９４ 

２９，５７７ 

９，７１７ 

１，７０２ 

３，５２２ 

０ 

４４，５１８ 
 

予 算 

令和４年度予算 

（単位：百万円） 

区分 金額 

収入 

 運営費交付金 

 施設整備費補助金 

 自己収入 

 授業料収入及び入学金検定料収入 

 雑収入 

 受託研究等収入及び寄附金収入等 

 長期借入金収入 

 目的積立金取崩収入 

               計 

 

４，５８９ 

４３９ 

２，１１２ 

２，０４５ 

６７ 

８０５ 

０ 

２１９ 

８，１６４ 

支出 

 業務費 

 教育研究経費 

 一般管理費 

 施設整備費 

 受託研究等経費及び寄附金事業費等 

 長期借入金償還金 

               計 

 

６，９２０ 

５，１０３ 

１，８１７ 

４３９ 

８０５ 

０ 

８，１６４ 
 

予 算（実績）  

 

（単位：百万円） 

区分 金額 

収入 

 運営費交付金 

 施設整備費補助金 

 自己収入 

 授業料収入及び入学金検定料収入 

 雑収入 

 受託研究等収入及び寄附金収入等 

 長期借入金収入 

 目的積立金取崩収入 

               計 

 

４，５８９ 

４３９ 

２，１３２ 

２，０５６ 

７６ 

８２９ 

０ 

２１５ 

８，２０４ 

支出 

 業務費 

 教育研究経費 

 一般管理費 

 施設整備費 

 受託研究等経費及び寄附金事業費等 

 長期借入金償還金 

               計 

 

６，６３５ 

４，９０９ 

１，７２６ 

４３９ 

８１３ 

０ 

７，８８６ 
 

その他の記載事項 



132 

収支計画               

令和元年度～令和６年度収支計画  （単位：百万円） 

区分 金額 

費用の部 

 経常費用 

  業務費 

   教育研究経費 

   受託研究等経費 

   人件費 

  一般管理費 

  財務費用 

  雑損 

  減価償却費 

 臨時損失 

 

収入の部 

 経常収益 

  運営費交付金 

  授業料収益 

  入学金収益 

  検定料等収益 

  受託研究等収益 

  寄附金収益 

  雑益 

  資産見返運営費交付金等戻入 

  資産見返物品受贈額戻入 

  資産見返寄附金戻入 

 臨時利益 

  固定資産売却益 

 

純利益 

総利益   

４３，１２２ 

４３，１２２ 

３７，６５３ 

１０，２２７ 

２，７１２ 

２４，７１４ 

４，４６１ 

０ 

０ 

１，００８ 

０ 

 

４３，１２２ 

４３，１２２ 

２７，０２４ 

９，７８０ 

１，０９２ 

３６０ 

２，７１２ 

７３８ 

４０８ 

５１６ 

１６８ 

３２４ 

０ 

０ 

 

０ 

０ 
 

収支計画 

令和４年度収支計画    （単位：百万円） 

区分 金額 

費用の部 

 経常費用 

  業務費 

   教育研究経費 

   受託研究等経費 

   人件費 

  一般管理費 

  財務費用 

  雑損 

  減価償却費 

 臨時損失 

 

収入の部 

 経常収益 

  運営費交付金 

  授業料収益 

  入学金収益 

  検定料等収益 

  受託研究等収益 

  寄附金収益 

  補助金収益 

  財務収益 

  雑益 

  資産見返運営費交付金等戻入 

  資産見返物品受贈額戻入 

  資産見返寄附金戻入 

 臨時利益 

 

純利益 

総利益   

７，５９４ 

７，５９４ 

６，６８６ 

１，６８８ 

６３７ 

４，３６１ 

７４０ 

０ 

０ 

１６８ 

０ 

 

７，５９４ 

７，５９４ 

４，５８９ 

１，７４２ 

１７７ 

５８ 

６３７ 

１５５ 

０ 

０ 

６８ 

８６ 

２８ 

５４ 

０ 

 

０ 

０ 
 

収支計画（実績） 

（単位：百万円） 

区分 金額 

費用の部 

 経常費用 

  業務費 

   教育研究経費 

   受託研究等経費 

   人件費 

  一般管理費 

  財務費用 

  雑損 

  減価償却費 

 臨時損失 

 

収入の部 

 経常収益 

  運営費交付金 

  授業料収益 

  入学金収益 

  検定料等収益 

  受託研究等収益 

  寄附金収益 

  補助金収益 

  施設費収益 

  財務収益 

  雑益 

  資産見返運営費交付金等戻入 

  資産見返物品受贈額戻入 

  資産見返寄附金戻入 

 臨時利益 

 

純利益 

 教育環境整備費積立金取崩額 

総利益   

７，５５７ 

７，５３８ 

６，３５６ 

１，６３４ 

３１３ 

４，４０９ 

９６７ 

０ 

０ 

２１５ 

１９ 

 

７，６７９ 

７，６５９ 

４，５３９ 

１，７５９ 

１８８ 

５８ 

３４２ 

１５０ 

２１６ 

１１２ 

０ 

１７２ 

４９ 

１４ 

６０ 

２０ 

 

１２１ 

１３０ 

２５１ 
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資金計画 

令和元年度～令和６年度資金計画 

（単位：百万円） 

区分 金額 

資金支出 

 業務活動による支出 

 投資活動による支出 

 財務活動による支出 

 次期中期目標期間への繰越金 

 

資金収入 

 業務活動による収入 

  運営費交付金による収入 

  授業料及び入学金検定料による収入 

  受託研究等収入 

  寄附金収入 

  その他の収入 

 投資活動による収入 

  施設費による収入 

  その他の収入 

 財務活動による収入 

 前期中期目標期間よりの繰越金 

４５，１０５ 

４２，３８６ 

２，１８２ 

０ 

５８７ 

 

４５，１０５ 

４２，５９４ 

２７，０２４ 

１１，６４０ 

２，７１２ 

８１０ 

４０８ 

１，７０２ 

１，７０２ 

０ 

０ 

８０９ 
 

資金計画 

令和４年度資金計画 

（単位：百万円） 

区分 金額 

資金支出 

 業務活動による支出 

 投資活動による支出 

 財務活動による支出 

 翌年度への繰越金 

 

資金収入 

 業務活動による収入 

  運営費交付金による収入 

  授業料及び入学金検定料による収入 

  受託研究等収入 

  寄附金収入 

  補助金収入 

  その他の収入 

 投資活動による収入 

  施設費による収入 

  その他の収入 

 財務活動による収入 

 前中期目標期間よりの繰越金 

９，０７０ 

７，６４５ 

５１９ 

０ 

９０６ 

 

９，０７０ 

７，５０６ 

４，５８９ 

２，０４５ 

６３７ 

１６７ 

０ 

６８ 

４３９ 

４３９ 

０ 

０ 

１，１２５ 
 

資金計画（実績） 

 

（単位：百万円） 

区分 金額 

資金支出 

 業務活動による支出 

 投資活動による支出 

 財務活動による支出 

 翌年度への繰越金 

 

資金収入 

 業務活動による収入 

  運営費交付金による収入 

  授業料及び入学金検定料による収入 

  受託研究等収入 

  寄附金収入 

  補助金収入 

  その他の収入 

 投資活動による収入 

  施設費による収入 

  その他の収入 

 財務活動による収入 

 前中期目標期間よりの繰越金 

９，１１４ 

７，３６７ 

５１９ 

０ 

１，２２８ 

 

９，１１４ 

７，５５０ 

４，５９０ 

２，０５６ 

３６５ 

１４２ 

３２１ 

７６ 

４３９ 

４３９ 

０ 

０ 

１，１２５ 
 

２ 短期借入金の限度額 

（１） 限度額 １３億円 

（２） 想定される理由 

運営費交付金の受入れ遅延及び事故等の発生等により緊

急に必要となる対策費として借入れすることも想定される。 

（１） 限度額 １３億円 

（２） 想定される理由 

運営費交付金の受入れ遅延及び事故等の発生等により緊

急に必要となる対策費として借入れすることも想定される。 

なし 



134 

３ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

なし 

 
なし なし 

４ 剰余金の使途 

決算において剰余金が発生した場合は、教育・研究の質の

向上及び組織運営の改善に充てる。 

 

決算において剰余金が発生した場合は、教育・研究の質の

向上及び組織運営の改善に充てる。 

知事の承認を受けた過去からの目的積立金のうち、２１４百

万円を教育・研究の質の向上及び組織運営の改善に充てた。 

５ 県の規則で定める業務運営計画 

（1） 施設及び設備に関する計画 

教育研究組織の統合・再編・見直しに対応した施設・設備の

整備や大規模な施設・設備の改修等は、各事業年度において

決定する。 

 

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財  源 

大規模施設改修 ２３１ 

施設整備費等補助

金 

大型備品更新 ５０ 

創薬探索センター

研究機器 
５０ 

衛生環境改善事業 １０８ 

 

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財  源 

大規模施設改修 ２３１ 

施設整備費等補助

金 

大型備品更新 ５０ 

創薬探索センター

研究機器 
５０ 

衛生環境改善事業 １０８ 
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（2） 人事に関する計画 

高い専門性や多様な経験を持つ優秀な人材の確保・養成、

教育研究活動の充実に向けた組織再編や業務見直しに柔軟に

対応した適切な定数管理と効果的な人員配置を推進する。 

 ア 教員は、公募制を原則とし、全学組織による選考などによ

り公平性・透明性を確保しつつ、国内外から優れた教育研究

者を採用する。事務局職員については、大学事務の専門性

に配慮して、法人固有の職員を採用するとともに、法人固有

職員、県派遣職員等を適切に配置する。 

 イ 教員及び事務職員のファカルティ・ディベロップメントやス

タッフ・ディベロップメント活動に積極的に取り組み、教育能力

や専門事務能力の向上に努める。 

 ウ 教育研究活動や事務運営の一層の活性化を図るため、

教職員の他大学、研究機関との人事交流の推進に努める。 

 

 

 

 

 

 エ 新たな教育研究活動の展開に係るものを別にして、中期

目標期間中は教員及び事務職員の定数は、期首の定数を

上限に適正管理する。 

 

・教員は、全学機関である教員人事委員会の選考を通じて公平

性・透明性を確保の上、広く優秀な人材を採用する。事務局職

員については、大学事務の専門性に配慮して法人固有職員を

採用する。 

 

 

 

 

・教員及び事務職員のファカルティ・ディベロップメント及びスタ

ッフ・ディベロップメントを実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・新たな教育研究活動の展開に係るものを別にして、期首の定

数を上限に、教員及び事務職員の定数を適正管理する。 

 

・教員については、全学機関である教員人事委員会及び学部

委員を含む資格審査委員会において審査を行い、広く優秀な

人材を採用した。正規事務職員（法人固有）については、大学

事務の専門性等を考慮し、学生支援や出納などの大学業務

に関して、知識、経験、能力等を持つ人材を、公募・試験によ

り４人を採用した。 

 

 

・教員のファカルティ・ディベロップメント（教員が授業内容・方法

を改善し向上させるための組織的な取組）については、全学

部・全研究科においてＦＤ委員会を定期的に開催し、教員間の

情報・意見交換を行った。また、全学部で教員相互の公開授

業を実施するとともに、学生参加型の意見交換会を国際関係

学部などで積極的に実施し、教員の資質向上を図った。事務

職員のスタッフ・ディベロップメント（事務職員や技術職員を対

象とした、管理運営や教育研究支援を含めた資質向上のため

の組織的な取組）については、事務効率化や能力向上のた

め、外部機関主催の研修等に参加した。 

・新たな教育研究活動の展開に係るものを別にして、期首の定

数を上限に、教員及び事務職員の定数を適正管理した。 

（3） 中期目標の期間を超える債務負担 

ア 学内ネットワーク基盤設備の更新 

  事業期間：令和４年度～令和 10年度 総事業費：255百万 

イ インターネット回線契約の 更新 

事業期間：令和５年度～令和 10年度 総事業費：81百万円 

ウ 図書館図書雑誌管理システムの更新 

事業期間：令和５年度～令和９年度 総事業費：50百万円 

ア 学内ネットワーク基盤設備の更新 

  事業期間：令和４年度～令和 10年度 総事業費：255百万 

イ インターネット回線契約の 更新 

事業期間：令和５年度～令和 10年度 総事業費：81百万円 

ウ 図書館図書雑誌管理システムの更新 

事業期間：令和５年度～令和９年度 総事業費：50百万円 

ア 学内ネットワーク基盤設備の更新 

   事業期間：令和４年度～令和 10年度 総事業費：255百万 

イ インターネット回線契約の 更新 

事業期間：令和５年度～令和 10年度 総事業費：81百万円 

ウ 図書館図書雑誌管理システムの更新 

事業期間：令和５年度～令和９年度 総事業費：50百万円 

（4） 積立金の使途 

第２期中期計画期間中に生じた積立金は、教育・研究の質の

向上及び組織運営の改善に充てる。 

積立金は、教育・研究の質の向上及び組織運営の改善に充て

る。 

なし 
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（令和４年５月１日現在）

１　学部

※平成29年度入学者まで、薬学部は３年次後期に薬学科（６年制、定員80人）、薬科学科（４年制、定員40人）への配属を決定する。

合計 2,670 1,082 1,818 2,900 108.6

計 530 34 451 485 91.5

485 101.0

看護学科（３年次編入学） 50 0 0 0 0.0

500 298 234 532 106.4

看護学部

看護学科（１年次入学） 480 34 451

883 122.6

経営情報学部
経営情報学科 500 298 234 532 106.4

計

130.0

国際言語文化学科 480 166 405 571 119.0国際関係学部

国際関係学科 240 119 193 312

計 720 285 598

88 110.0

計 280 64 248 312 111.4

117.0

栄養生命科学科 100 10 97 107 107.0
食品栄養科学部

食品生命科学科 100 28 89 117

環境生命科学科 80 26 62

別表　学生の状況

学部名 学科名
収容定員(人） 収容数（人） 定員充足率（%）

ａ 男 女 計 b

132 48 180 112.5

計 640 401 287 688 107.5

b/a×100

薬学部

薬学科 480 269 239 508 105.8

薬科学科 160



２　大学院

博士前期

博士後期

博士前期

博士後期

３　短期大学部

計 320 9 259 268 83.8

こども学科 60 0 66 66 110.0

（介護福祉専攻） （100） （5） （41） （46） （46.0）

（社会福祉専攻） （40） （4） （34） （38） （95.0）

社会福祉学科 140 9 75 84 60.0

歯科衛生学科 120 0 118 118 98.3

学科(専攻）名
収容定員(人） 収容数（人） 定員充足率（%）

ａ 男 女 計 b b/a×100

合計 359 186 166 352 98.1

3 6 9 100.0

計 41 6 28 34 82.9

看護学研究科

看護学専攻 32 3 22 25 78.1

看護学専攻 9

9 9 11 20 222.2

計 29 22 17 39

23 115.0

経営情報
イノベーション
研究科

経営情報イノベーション専攻 20 13 6 19 95.0

経営情報イノベーション専攻

134.5

11 110.0

比較文化専攻 10 7 5 12 120.0
国際関係学
研究科

修士
国際関係学専攻 10 5 6

計 20 12 11

博士/
博士
後期

薬学専攻 20 27 4 31

食品栄養科学専攻 30 3 6

計 269 146 110 256 95.2

小計 119 67 23 90 75.6

薬食生命科学専攻 15 7 3 10 66.7

環境科学専攻 40 11 14 25

9 30.0

環境科学専攻 21 5 2 7 33.3

155.0

薬科学専攻 33 25 8 33 100.0

b/a×100

薬食生命科学
総合学府

博士
前期

薬科学専攻 60 56 27 83 138.3

食品栄養科学専攻

研究科・学府名
課程名

専攻名
収容定員(人） 収容数（人） 定員充足率（%）

ａ 男 女 計 b

62.5

小計 150 79 87 166 110.7

50 12 46 58 116.0
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１　入学者の状況

(1) 学部別志願倍率

H30 R1 R2 R3 R4 R5

4.4 5.0 4.3 4.7 4.1 4.7

8.8 9.9 6.6 11.0 7.2 10.9

6.3 8.0 7.9 8.3 6.7 8.8

2.6 3.8 2.9 3.6 3.8 4.1

5.1 4.2 4.0 4.2 3.6 4.4

4.0 4.6 4.9 3.4 2.8 5.9

4.2 4.8 3.4 4.8 3.0 3.6

2.5 4.3 3.8 2.6 2.8 2.7

4.5 4.7 3.8 4.1 4.4 3.6

2.9 2.7 3.2 2.7 3.1 2.8

5.0 5.8 4.9 5.5 4.8 5.6

11.5 12.9 8.3 14.7 9.1 14.3

9.3 11.5 11.4 12.1 9.7 12.8

2.8 3.8 2.9 3.9 3.8 4.6

5.0 4.6 3.7 4.2 3.4 4.6

4.6 5.4 5.8 3.7 3.3 6.7

4.3 4.7 3.3 5.7 3.4 3.9

2.4 4.5 4.0 2.7 3.3 3.1

5.1 5.3 4.2 4.6 4.9 4.0

3.0 2.9 3.6 2.4 3.4 3.1

※　志願倍率＝志願者数÷募集人員 〈小数点以下第２位を四捨五入〉

※　年度は入学年度

看護学部 看護学科

国際関係学部
国際関係学科

国際言語文化学科

経営情報学部 経営情報学科

食品栄養科学部

食品生命科学科

栄養生命科学科

環境生命科学科

看護学部 看護学科

う
ち
一
般
選
抜

全学部計

薬学部
薬学科

薬科学科

国際関係学部
国際関係学科

国際言語文化学科

経営情報学部 経営情報学科

食品栄養科学部

食品生命科学科

栄養生命科学科

環境生命科学科

その他法人の現況に関する事項

区分 備考

全
選
抜
方
法

全学部計

薬学部
薬学科

薬科学科



(2) 大学院志願倍率

H30 R1 R2 R3 R4 R5

1.1 1.1 0.9 1.3 1.0 1.1

1.3 1.3 1.1 1.6 1.4 1.6

1.6 1.4 1.3 1.3 1.3 1.6

0.5 0.5 1.0 0.9 0.6 0.7

博士 2.0 1.2 2.4 2.8 1.4 1.8

1.5 0.5 0.7 0.9 0.6 0.1

0.6 0.3 0.3 0.1 0.4 0.3

0.2 0.0 0.1 0.4 0.1 0.3

0.0 0.6 0.4 0.4 0.4 0.2

0.6 1.4 0.4 1.8 1.6 1.2

0.6 2.2 1.6 3.6 2.0 1.6

博士前期 1.2 1.9 0.6 1.7 0.9 1.1

博士後期 2.0 1.7 1.3 2.0 1.3 1.3

博士前期 1.0 0.8 0.9 1.1 0.9 1.0

博士後期 1.0 1.7 1.3 0.7

※　志願倍率＝志願者数÷募集人員 〈小数点以下第２位を四捨五入〉

※　年度は入学年度

(3) 短期大学部志願倍率

H30 R1 R2 R3 R4 R5

全専攻（学科）計 2.4 2.6 2.5 2.2 1.8 1.7

2.5 2.7 2.8 2.6 2.3 2.3

2.4 3.3 2.6 2.2 1.7 1.6

1.5 1.4 1.4 1.1 0.9 0.5

4.0 4.2 3.9 3.6 2.5 2.9

全専攻（学科）計 3.0 3.3 3.0 2.3 2.2 1.8

2.4 2.8 2.3 2.2 2.7 2.1

3.1 5.0 3.2 3.0 1.8 1.8

2.4 1.9 2.8 1.6 1.6 0.7

4.9 5.4 4.4 2.8 2.6 3.4

※　志願倍率＝志願者数÷募集人員 〈小数点以下第２位を四捨五入〉

※　年度は入学年度

介護福祉専攻

こども学科

こども学科

う
ち
一
般
選
抜

歯科衛生学科

社会福祉学科
社会福祉専攻

博士後期

薬科学専攻

食品栄養科学専攻

環境科学専攻

薬食生命科学専攻

区分 備考

全
選
抜
方
法

歯科衛生学科

社会福祉学科
社会福祉専攻

介護福祉専攻

経営情報イノベーション
研究科

経営情報イノベーション専攻

経営情報イノベーション専攻

看護学研究科
看護学専攻

看護学専攻

薬科学専攻

食品栄養科学専攻

環境科学専攻

区分 備考

全
選
抜
方
法

大学院計

薬食生命科学
総合学府

博士前期

国際関係学研究科 修士
国際関係学専攻

比較文化専攻

薬学専攻
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２　卒業・修了者の状況

(1) 就職・進学状況（学部） （単位：％）

H29 H30 R1 R2 R3 R4

99.2 99.2 98.8 98.7 98.4 99.2

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

100.0 － － 100.0 100.0 100.0

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

95.1 98.3 96.6 94.6 94.0 100.0

99.1 99.1 96.6 98.2 96.8 97.4

100.0 99.0 100.0 98.9 99.0 99.1

100.0 99.2 100.0 100.0 100.0 100.0

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

99.3 99.3 99.0 98.9 98.6 99.3

※　就職率＝就職者数÷就職希望者数×100 〈小数点以下第２位を四捨五入〉、 進学率＝進学者数÷進学希望者数×100 〈小数点以下第２位を四捨五入〉

　　就職・進学率＝（就職者数＋進学者数）÷（就職希望者数＋進学希望者数）×100 〈小数点以下第２位を四捨五入〉

※　各年度の3月31日現在の就職・進学状況を記載している。 「 － 」は該当者なし。

就職・進学率

進学率

経営情報学部 経営情報学科

環境生命科学科

国際関係学部
国際関係学科

国際言語文化学科

食品栄養科学部

食品生命科学科

栄養生命科学科

就
職
率

全学部計

薬学部
薬学科

薬科学科

看護学部 看護学科

区分 備考



(2) 就職・進学状況（大学院） （単位：％）

H29 H30 R1 R2 R3 R4

学府・全研究科計 95.6 100.0 100.0 96.8 98.6 98.2

博士前期 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

博士前期 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

博士前期 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

博士 100.0 100.0 100.0 100.0 66.7 100.0

博士後期 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

博士後期 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

博士後期 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

博士後期 100.0 100.0 100.0 － － －

修士 75.0 100.0 100.0 100.0 100.0 66.7

修士 60.0 100.0 － 0.0 100.0 100.0

博士前期 87.5 100.0 100.0 91.7 100.0 100.0

博士後期 100.0 － 100.0 100.0 100.0 100.0

博士前期 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 91.7

博士後期 100.0

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

96.3 100.0 100.0 97.1 98.9 98.3

※　就職率＝就職者数÷就職希望者数×100 〈小数点以下第２位を四捨五入〉、 進学率＝進学者数÷進学希望者数×100 〈小数点以下第２位を四捨五入〉

　　就職・進学率＝（就職者数＋進学者数）÷（就職希望者数＋進学希望者数）×100 〈小数点以下第２位を四捨五入〉

※　各年度の3月31日現在の就職・進学状況を記載している。 「 － 」は該当者なし。

(3) 就職・進学状況（短期大学部） （単位：％）

H29 H30 R1 R2 R3 R4

99.2 98.4 100.0 98.3 99.1 99.0

100.0 97.2 100.0 100.0 100.0 100.0

100.0 100.0 100.0 100.0 93.3 91.7

97.4 97.7 100.0 93.1 100.0 100.0

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

99.2 98.5 100.0 98.4 99.1 99.1

※　就職率＝就職者数÷就職希望者数×100 〈小数点以下第２位を四捨五入〉、 進学率＝進学者数÷進学希望者数×100 〈小数点以下第２位を四捨五入〉

　　就職・進学率＝（就職者数＋進学者数）÷（就職希望者数＋進学希望者数）×100 〈小数点以下第２位を四捨五入〉

※　各年度の3月31日現在の就職・進学状況を記載している。

進学率

就職・進学率

介護福祉専攻

こども学科

就
職
率

全学科計

歯科衛生学科

社会福祉学科
社会福祉専攻

薬学専攻

薬科学専攻

進学率

就職・進学率

区分 備考

看護学研究科
看護学専攻

看護学専攻

経営情報イノベーション
研究科

経営情報イノベーション専攻

経営情報イノベーション専攻

食品栄養科学専攻

環境科学専攻

区分 備考

就
職
率

薬食生命科学
総合学府

薬科学専攻

環境科学専攻

国際関係学研究科
国際関係学専攻

比較文化専攻

薬食生命科学専攻

食品栄養科学専攻
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(4) 求人の状況（求人企業件数）

ア　学部、大学院 （単位：件）

※　令和元年度の卒業生よりオンライン求人システム採用

イ　短期大学部 （単位：件）

1,304合計 1,697 1,654 1,437 1,314 1,335

617

公務員・一般企業 242 181 179 163 115 160

福祉団体・施設 882 975 771 689 688

R4 備考

医療機関（歯科衛生士） 573 498 487 462 532 527

区分 H29 H30 R1 R2 R3

（2,435）

合計 3,025 2,706 20,042 20,112 20,526 28,001

（うち医療業） （1,041） （1,057） （1,708） （1,854） （2,011）

471

サービス業 1,566 1,562 7,056 7,499 7,366 9,474

不動産業・物品賃貸業 47 43 362 271 343

3,938

金融・保険業 77 42 390 366 348 471

卸・小売業 384 310 3,001 2,906 2,825

5,280

運輸業・郵便業 52 36 505 600 518 777

情報通信業 342 268 3,615 3,342 3,507

5,421

電気・ガス・熱供給・水道業 14 12 116 88 74 103

製造業 457 354 3,549 3,670 3,966

建設業 81 74 1,279 1,243 1,458 1,912

R3 R4 備考

農・林・漁・鉱業 5 5 169 127 121 154

区分 H29 H30 R1 R2



３　資格免許の取得状況　

(1) 国家資格試験合格率 （単位：％）

95.1 98.8 100.0 93.7 95.0 95.1

84.9 85.5 84.8 85.6 85.2 84.9

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 95.6

95.8 95.5 92.4 91.3 92.9 87.2

100.0 99.2 99.1 100.0 97.5 98.4

96.3 94.7 94.7 95.4 96.5 95.5

91.2 89.7 95.9 98.9 96.9 94.7

85.6 88.1 96.3 97.4 93.0 96.8

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 83.3

99.4 99.9 99.5 99.7 99.7 95.9

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

96.1 96.2 94.3 93.3 95.6 93.0

97.7 97.8 100.0 100.0 100.0 100.0

70.8 73.7 69.9 77.8 72.3 81.7

※　表中の合格率は新卒者の合格率

(2) 各種免許資格取得者数  （単位：人）

27 28 26 24 25 23

10 16 8 4 10 8

1 1 0 1 1 1

1 0 0 0 0 0

7 9 1 5 6 8

1 0 2 0 0 0

－ － － － － 4

－ － 9 4 8 9

30 29 27 33 29 31

43 48 41 48 41 37保育士

高等学校教諭１種免許状（理科） 令和４年度卒業生から取得可能

栄養教諭１種免許状 令和元年度卒業生から取得可能

幼稚園教諭２種免許状

中学校教諭専修免許状（英語、国語） 平成30年度入学生まで取得可能

高等学校教諭１種免許状（数学、商業、情報）

高等学校教諭専修免許状（商業、情報）

備考

栄養士

高等学校教諭１種免許状（英語、国語）

高等学校教諭専修免許状（英語、国語）

（短期大学部） 全国平均 令和元年度までは受験者全体の合格率

　免許資格の区分名称
H29 H30 R1 R2 R3 R4

（短期大学部） 全国平均 受験者全体の合格率

介護福祉士 静岡県立大学

助産師
静岡県立大学

全国平均

歯科衛生士 静岡県立大学

看護師
静岡県立大学

全国平均

保健師
静岡県立大学

全国平均

薬剤師
静岡県立大学

全国平均

管理栄養士
静岡県立大学

全国平均

　国家試験の名称
H29 H30 R1 R2 R3 R4 備考
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４　外部資金の受入状況

(1) 外部資金の状況 （単位：千円）

(2) 科学研究費助成事業の申請採択状況 （単位：件）

169 169 171 166 149 163

60 46 65 59 55 59

R4 備考

新規採択申請件数

うち採択件数

　区分
H29 H30 R1 R2 R3

505 545

金額 885,913 1,050,319 950,606 1,031,929 1,105,571 942,080
合計

件数 427 455 489 620

106

金額 5,008 158,535 4,008 9,449 6,342 6,342

1,022,480 1,099,229 935,738

おおぞら基金
件数 26 82 80 228 111

394 439

教員１人あたり件数 1.29 1.19 1.28 1.24 1.26 1.41小計

件数 401 373 409 392

金額 880,905 891,784 946,598

2 1

金額 1,749 852 40,984 51,969 54,903 11,800
その他の補助金

件数 1 1 2 2

－ －

金額 18,500 14,800 － － － －

地（知）の拠点
整備事業

件数 1 1 － －

79 86

金額 121,033 157,841 119,190 164,535 114,647 157,854
奨学寄附金

件数 112 85 102 86

金額 409,670 373,869 438,094 474,686 543,969 350,409

415,675

受託・共同研究費
件数 125 127 135 141 139 185

金額 329,953 344,422 348,330 331,290 385,710

備考

科学研究費助成事業
件数 162 159 170 163 174 167

新規・継続合計

　区分
H29 H30 R1 R2 R3 R4



５　公開講座の開催状況

4 4 7 5 7 7

（16） （16） （33） （21） （32） （32）

4 4 7 2 3 3

16 16 33 21 32 32

1,353 1,527 1,971 2,986 4,705 3,839

※　短期大学部を含む。令和元年度以降は、公開講座委員会主催分に加え、同委員会に報告された市町等との連携講座を含む。

６　社会人等の受入状況

(1) 社会人入学者 （単位：人）

1 1 0 0 0 1

22 20 17 15 23 13

4 0 1 1 0 0

(2) 聴講生の状況 （単位：人）

199 245 247 0 0 0

20 9 11 0 0 0

3 4 3 0 0 0

学部
R2～R4は新型コロナウイルス感染症拡大の影響に
より、受入中止

大学院

短期大学部

短期大学部 該当年度の社会人特別選抜による入学者数

　区分
H29 H30 R1 R2 R3 R4 備考

R4 備考

学部 該当年度の社会人選抜による入学者数

大学院 該当年度の社会人特別選抜による入学者数（秋季入学を含む）

延べ開催回数（回）

延べ受講者数（人） R2～4のオンライン講座参加者はユニークユーザー数でカウント

　　　　　入学年度
区分

H29 H30 R1 R2 R3

R4 備考

テーマ件数（件）
上段：会場ごとの共通テーマ数

下段（　）内：講師ごとの個別テーマ

開催箇所（箇所） R2～4は本学主催のオンライン講座を１か所として計上

　区分
H29 H30 R1 R2 R3
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(3) 留学生の状況

ア　学部、大学院 （単位：人）

86 81 95 98 91 91

51 46 49 48 41 44

4 6 7 6 7 5

1 1 1 1 1 1

9 10 13 15 10 7

7 8 13 14 15 14

0 0 0 0 1 1

1 2 1 1 1 1

3 3 4 5 5 5

0 0 1 1 0 0

3 1 1 1 3 3

4 1 1 2 2 1

0 0 0 1 0 0

0 0 0 0 1 1

1 1 2 1 1 1

0 0 0 0 0 1

0 0 0 0 0 1

0 0 0 0 0 1

0 0 0 0 1 0

0 0 0 0 0 2

0 0 0 0 1 1

1 1 1 0 0 0

0 1 1 1 1 1

1 0 0 0 0 0

0 0 0 1 0 0

イ　短期大学部 （単位：人）

1 0 1 1 0 0

内訳 1 0 1 1 0 0

R4 備考

留学生数

ベトナム

　区分
H29 H30 R1 R2 R3

タイ

カナダ

ブラジル

オーストラリア

ドイツ

ナイジェリア

メキシコ

トルコ

フィリピン

フィンランド

インドネシア

ベトナム

スリランカ

R4 備考

留学生数

国
別
内
訳

中国

韓国

台湾

イラン

ネパール

ラオス

バングラデシュ

ミャンマー

シリア

モンゴル

マレーシア

　区分
H29 H30 R1 R2 R3



７　研修会等の開催状況　

2 2 1 1 1 1

11 12 8 7 7 7

703 839 462 445 399 437

76.2 82.8 99.8 98.9 97.6 99.3

※　ハラスメント研修会及び情報公開・個人情報保護事務研修会について記載（短期大学部を含む）

８　奨学金の受入状況

(1) 学部、大学院

(2) 短期大学部

240 上段：日本学生支援機構奨学金を含まない

240 240 2,640 16,871 13,516 9,646 下段：日本学生支援機構奨学金（給付型）を含む
支給総額（千円）

240 240 240 240 240

4
民間奨学金、社会福祉協議会奨学金、日本学生支援機構奨
学金（給付・貸与）

支給対象学生数（人） 134 134 152 166 156 126 上記奨学金の受給者（延べ人数）

奨学金件数（件） 4 4 4 4 4

下段：日本学生支援機構奨学金（給付型）を含む。

　区分
H29 H30 R1 R2 R3 R4 備考

43,552 41,158 39,524 129,450 140,697 177,468

1,353 上記奨学金の受給者（延べ人数）

支給総額（千円）
42,400 40,006 37,220 30,410 28,704 63,984 上段：日本学生支援機構奨学金を含まない。

支給対象学生数（人） 1,275 1,154 1,125 1,267 1,292

R4 備考

奨学金件数（件） 26 29 25 24 20 39
民間奨学金、静岡県立大学私費留学生奨学金、静岡県立大
学内西いよ子奨学金、日本学生支援機構奨学金（給付・貸
与）

延べ受講者数（人）

受講者割合（%）

　区分
H29 H30 R1 R2 R3

R4 備考

テーマ件数（件）

延べ開催回数（回）

　区分
H29 H30 R1 R2 R3
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